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　 この報告書は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益 の一部で

ある機械工業振興資金の補助 を受けて,昭 和59年 度 に実

施 した 「情報化の推進 に関す る調査 研究 」の一環 としてと

りまとめた もので あ ります。
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は　　じ　 め　 に

　 わが国の産業界においては,活 動をよ り飛躍的 に効率化 し,し か も活動領域を

拡大 す る た め,情 報 に基 軸 を置 い た新 た な展 開が 志 向 され始 め てい る。

　 その1つ は パ ソコ ンや ワー プ ロ,LANな どの導 入 に よ るOA(Office　 Aut-

tomation)化 の推 進 で あ り,も う1つ は 企業 間 の ネ ッ トワー ク ・シス テ ムの拡

大 で あ る。OA化 は,企 業 にお け る業 務 処 理 の合 理化 ,迅 速 化 を もた らす と同時

に分散 処 理 を促 し,多 様 な シス テ ム を出 現 させ て い る。 また ,ネ ッ トワー ク化 も

自社 内か ら他 企業 へ と拡 大す る につ れ て よ り広域 的 に な り,接 続 す る シス テ ム数

を加 速 度 的 に 増加 させ る こ とに な った。 さ らに,ニ ュー メ デ ィア の進 展 に よ り,

扱わ れ る情 報 形 態 も従 来 の数 値 デ ー タか ら音 声や 画 像 とい った 様 々なデ ータが 含

まれ るよ うに な り,情 報 シス テ ムは量 的,質 的変 化 を遂 げつ つ あ る。

　 この よ うに多様 な シス テ ムが 構築 され て ゆ く中 で,産 業 界 の 情報 化 にお け るイ

ンターオペ ラビ リテ ィー(相 互運用性)の 確保は重 要な課題 とな ってお り
,特 に

産業の情報 ネ ッ トワー ク化は,企 業や業界の活動の効 率化,迅 速化等 に大 きく貢

献 してい くもの と期待 されるのみ ならず,社 会や家庭 の情報化 に まで影響を及ぼ

してい くものと予想 され るだ けにその健全 な発展は極 めて重要 である。

　 しか しな が ら,企 業 間,業 界間 の イ ン ターオ ペ ラ ビ リテ ィ ーと もい え る企 業 や

業界の連携,協 調等 が不十分で あるため に,ネ ッ トワー クの構築が困難であ った

り,ネ ッ トワーク化 の進展 によ り市場の競争条件が変化 してい く可能性 があ った

り,産 業界の情報 ネ ッ トワー ク化の進展を図 るにば様 々な課題 を抱 えてい る
。

　 そこで本調査 では主要業界におけ る情報 ネ ッ トワー ク化の現状 を踏 まえなが ら,

産業界にお けるネ ッ トワーク化 を円滑 に推進す る上での課題 と解決の視点を幅広

く抽出,分 析 し今後 の詳細 な検討に資す ることとした。

　最後 に調査研究 にあた ってご協 力を頂いた委員,は じめ関係各位に深 く感謝の

意を表 します。

昭和60年3月
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1.産 業 界 に お け る 情 報 化 の イ ン パ ク トと

　 イ ン タ ー オ ペ ラ ビ リテ ィ ー





L　 産業 界 に お け る情 報 化 のイ ンパ ク トとイ ンターオペ ラビ リティー

1.1　 産 業 界 に おけ る情 報 化 の イ ンパ ク ト

1.1.1　 産業 界 にお け る情 報 化 の 進展

　 　 昭 和60年3月 末 現 在 で,汎 用 コ ン ピュ ータの 設 置台 数 は15万 台 を こ え,

　 年 率20%前 後 で順 調 に普 及 しつ つ あ る。 また ・パ ー ソナ ル ・コ㌃ ピ ュ一 夕

　 泊150万 台 を こ え ・ ワー ド・プ ロセ ッサ の普 及 も60万 台 を こ え1だ。

　 　 　これ らの情 報機 器 は,導 入 の 当初 は,ス タ ン ドア ロ ンの パ ッチ ャ シ ステ ム
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 し

　 　と して 各企 業 内 で使 用 され る もので あ り,企 業 内 の 各部 門で 独 立 して使 わ れ

　 　るた め,相 互 接 続 とか 可 換 性 とい った 問 題 は余 り表 面 たで て こ ない。.

　 　ただ レ,メ ーカを変 えた た め,機 種 が 変 わ った り,同 一 メ ーカで も シ リニ ズ

　 が 変 わ る と,互 換 性 の 問題 は 表 面化 しそ くる。 また,キ ー ・ボ ー ドの配 列 が

　 異 な った り,操 作 手順 が 異 な った り,命 令 語が 異 な る と,担 当者 は 新 しい シ

　 　ステ ムに なれ る まで,相 当 な努 力 を必 要 とす る こ とにな る。

　 　しか し,バ ッチ ・シ ス テムの コ ン ピュー タで は,イ ン多才 ペ ラ ビ リテ ィーが

　　なくても それによっ鯉 ずる問題は・醐 レベノレにおける担当鋤 能率の
　 問題であ り,経 営上の問題や社会 問題 にはな って こない。

　　　しか し・港 口 がオ ンライ ン化 して くるピ ン財 ペ ラ ビリテ ィーの問

　 題 は,次 第 に重 要 性 を増 し,経 営 上 の 問題 か ら社 会 的 な 問 題へ と発 展 して く

　 　る。

1パ.2　 オ ン ラ イン ・シス テ ム の 発展

　 　 　スタ ン ドア ロ ンの コ ンピ ュー タが バ ッチ ・シ ステ ム と して 使 われ てい る と,

　 　そ の シ ス テ ムは 図1-1の よ うな発 展 形態 をた ど るこ とに な る。,
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　　　　　 図1.-1　 産業界 にお けるネ ッ トワー クの進 展

　バ ッチ ・システムでは,各 事業部門ご とに給与計算,料 金計算,収 入 ・支

出管理,財 務会計,在 庫管理 な どを行 ってお り,伝 票 は 夫々異ったフォーマッ

トを使用す る場合が多 く,商 品 コー ドや 施策 事項,勘 定科 目な どの コー ドが

全社的に体系化 され ていな くて も差支 えはない。

伝票は郵送 され るか,"使 送便で集め られ,専 門家が コーデ ィングを し,パ ン

チ ャーが何 日分か をまとめて入 力す る。従 って,デ ータは月末 とか年度末で

集計 され るケースが多 く,現 在時点での情報 を正確 に把握す る ことはで きず,

常に遅れた時点でデ ータが集計 され るこ とになる。

　 これ に対 して,シ ステ ムが オ ン ライ ン化 す る と,本 社 の コ ン ピ ュー タと支

店,営 業所 の端末機が オ ンライ ンで直結 され,現 場で顧客 と接 ししなが ら,

そ の場で伝票 を コー ド化 して入 力す るため,情 報 は常に現時点 で現行に維持

され ることにな る。
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ま た,オ ン ライ ン ・シ ス テ ムは,ネ ッ トワー クを形 成 す るた め,そ の業 務 範

囲 は全 国 に拡 大す る。 バ ンキ ング ・シ ステ ムでは,全 国 どの 支 店 に も直 ち に

送 金す る こ とが 可能 ど な る し,全 国 どの 支 店か らで も預 金 の 引 出 しが 可能 と

な る。 予 約 シス テ ムで は,全 国 どの支 店,代 理 店 か らで も予約 が リアル タイ

ムで 可能 と な る。=販売 在 庫管 理 シ ステ ムで は,現 時点 です べ て の 商 品 の在 庫

量,価 格 の把 握 が全 国的 規 模 で 可能 とな る。
『ま た

,ナ ン ライ ン ・シス テ ムは,終 日の 自動運 転が で きる た め,各 事業 法 に

よる 営 業 時 間 の制 約 が ない と仮 定 す る と,終 日サ ー ビスの 提供 が 可 能 とな る。

　 従 って,市 場 にお い て,オ ンライ ン ・システ ムの企 業 とバ ッチ ・シ ステ ム

の企 業 が 競 争 関 係 に あ る と,オ ン ライ ン ・シス テ ムの企業 が 優位 に立 つ こ と

に な る。 バ ッチ ・シ ス テ ムが使 い込 まれ て くる と,ユ ーザ は必 ず そ の シ ステ

ムに 不満 を持 ち,と くに競 争市 場 で競 合 関 係 にあ る ビジ ネ スに お い て は,必

ず シ ステ ム更 改 して,オ ンライ ン化 へ の 道 を歩 む こ とに な る。 こ うして,競

争 関 係 に あ る企業 の シ ス テ ムは オ ン ライ ン化 し,オ ンライ ン競 争 に 入 る こ と

に な るが,官 公 庁 の シ ス テ ムや 独 占企 業 の システ ムは,競 争 関 係 に な い た め,

バ ッチ処 理 の ま ま止 ま り ,オ ン ライ ン化 の テ ンポは遅 れ てい く傾 向 があ る。

　 個 別 企 業 の シ ステ ムは:オ ンライ ン化するにあたって,企 業 内 の 各 事 業部 門

'の 伝 票 の フ
ォーマ ッ ド,商 品 コー ド,勘 定科 目な どの統 一 を 図 らな けれ ば な

らず,始 め て,イ ソ多 才ペ ラ ビ リテ ィー(情 報 処 理 の 相 互 運 用 性)の 問題

に遭 遇 す る こ とに な る。

個 別 企 業 が シ ステ ムを オ ンライ ン化 す る とい うこ とは,各 事 業 部 門 の縦 割 り

の組 織 を横 割 りに再 編 成す る こ とで あ り,企 業 内の イ ンタ オペ ラ ビ リテ ィー

が 確 立 され て始 め て,オ ンライ ン化 が 可 能 とな る。企 業 は・自 らの シ ス テ ムを

オ ン ライ ン化す るこ と に よ って始 め て,イ ンタオペ ラ ビ リテ ィー確 立 の 難 し

さ の持 つ 意義 を理 解す る。

　 従 って,イ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィ ーの 問題 は,、オ ンライ ン化 を契 機 と して 理

解 され る 問題 で あ り・ バ ッチ処理 を行 ってい る企 業 にお い ては ・担 当者 が そ

の重 要 性 を理 解 す る こ とは 困 難 で あ る。 現 在,15万 台 あ る汎 用 コ ン ピ ュー

タの90%は パ ッチ処 理 で あ る こ とか ら,現 実 に90%の 企 業 に お い て は,

イ ンタォ ペ ラ ビ リテ ィ ーの 問 題 の 意義 を理 解 し えない の は 当然 で あ って,オ

ンライ ン化 を終 えて い る1割 の 企 業 が この問 題 の重要 性 をや っ と理 解 し始 め
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　てい るとい うことができる。

　　オ ンライ ン化 を終 えた企業は,そ の システ ムを使い込む過程 において,次

　第に共同化への道 を歩む ことになる。 個別企業の オ ンライ ン ・システ ムは,

　 自らを合理化 しても,そ の取 引先や下請企業 もオ ンライ ンの ネ ッ トワークに

　組み 込まない と,完 全に初期の 目的を達成す る ことは困難であ るQ何 故 な ら

　ば,販 売在 庫管理 システムは,下 請の集配送 システムや 取 引先の銀行の決済

・システ ムと接続 しなければ,オ ンライ ン化の効率 を完全 に達成す ることは困

　難であ り,最 終的には,取 引先や下請 との接続 共 同化を要請す ることにな

　 るo　 　　　　 ・'"　 　　　　・t・　　 tl　・

　　 また,大 手企業 のオ ンライ ン化 が進む と、,競争 関係 にある中小企業は,対

　抗上 白らの、システムをオ・ンライ ン化せ ざるを えな くなる。例 えば,,× 手の都

　市銀 行や地方銀行が,為 替 預金 ・貸付 の システムをオ ンライ ン化す ると中小

　 の信用金庫や信用組合 も顧客を維持す るために,、オ ンライ ン化 を促進せ ざる

、 をえない情勢 に追い込まれ る。 しか しなが ら,中 小の金融機関 には システム

　を オ ンライ ン化す る技術力 ・資金力 を十 分備 えていない。競争 市場で生 き残

　、.るため には,大 手の都市銀行の系列 に入 って,そ のシステムを共 同で利用 さ

　.せて もら うか,中 小 の金融機関 が団結 して,共 同のセ ンターを構築 し,共 同

・で ソフ トウエ アを開発 しい共 同のネ ッ トワー クを使 って ・大手 の銀行 と対抗

　 す る しか ない。 こうして,各 業 界 とも,オ ンライ ン ・システ ムの普及 につれ

　 て,シ ステ ムの分 散型か集中型の オ ンライ ン ・システムの共同化が進展す る

　 ことになる。

　　 システ ムを相互に接続 した り,共 同化す るためには,当 然,伝 票 フォーマ

　 ッ トの統 一化,コ ー ドの統一,プ ロ トコルの標準化を実施 しなければな らず,

　,イ ンタオペ ラ ビリテ ィーの問題 を解決 しない限 り,シ ステムの共同化を行 う

　 ことは不可能で ある。

1.1.5　 ネ ッ トワ ー ク化 の進 展

　 　 取 引 企 業 間 の垂 直型 の オ ンライ ン ・シ ステ ムや業 界 内 の 水平 型 の オ ン ライ

　 　ン ・シス テ ムが 普及 して くる と,こ れ らの シス テ ムは各 種 の ネ ッ トワ ー クに

　 　よ って,相 互 に接 続 され,そ の 端 末機 は,各 事 業 所 の デ ス クや 家庭 の 中 に入

　 　り込 んで くる。 個 別 企業 の 情報 化 か ら,業 界 内,系 列 内 の情 報 化へ 発 展 し,
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やが て国民生活や社会生活の中に情報化 が及んで くる。

すでにネ ッ トワークに よって各種 の システムは国民生活の中に入 り込んで き

てい る。

　 例 えば,新 幹線の予約 システム(MARS)や 全 日空の予約 システムは,

公衆電話網 と接続 され,音 声合成 システ ムを介 して,家 庭や事務所 の電話機

や デ ー タ ・テ レフ ォ ンか ら,座 席 の 予約 が可 能 とな ってい る。

ま た,都 市 銀行 や 地 方 銀 行 の パ'ンキ ング ・シス テ ムは1音 声 応 答 の ネ ッ トワ

_ク(ANSER)を 介 して,電 話 で 残 高 め照会 や入 金通 知 を実 施 して お り'

この 方式 は 今 や全 金融 機 関,証 券会 社 に及 ぼ うと してい る。　 '

さ らに,ホ テ ルや 民 宿 の予 約,'劇 場 ・映 画 ・ス ポ ー ツの 座 席 予約 の シス テ ム

との 接続 滝 行 しら づ あ る6t・"・

　 ま た,テ レ ビの ネ ッ トワ ー ク と公 衆 電 話 網が 接 続 され,ビ デ オ テ ヅク ス(

キ ャ プテ シ シ ス テ 云)乏 して,家 庭 で 座 席 予約,シ ョ㌧ ピ ゾ グ,'残 高 照会,

各 種 の情 報 検 索 が 始 ま ってい る』'"文'▼ 一 　一'"

フ ァ クシ ミ リ情 報 システ ム の ネ ッ トワー ク とデ ー タベ ー スや シ ョ ッピ ン グの

シ ステ ム との接 続 が 始 ま ってお り,家 庭 や 事 務 所 の フ ァ クシ ミリか ら,コ ン

ピ ュー タ ・セ ンター を呼 出 して,情 報 の検 索が 普 及 しよ う と してい る。

こ の よ うに,企 業や 家 庭 の 電 話機,デ ー タ ・デ レ フ ォ ン,テ レ ビ端 末,パ ソ

コ ン,ワ ー プ ロ,LANな どの ネ ッ トワ ー クと既 存 の オ ン ライ ン ・シ ステ ム

との 接続 が 進 行 し始 め る と,イ ジタオ ペ ラ ビ リテ ィ ーの 問 題 は,'解 決 しな け

れば ならない基本的 な問題 として前面た出て ぐる。

オ ンライ ン ・システムの開発は,個 別の企業が競争 を動機 として進めて きて

い るため,お 互に イ ンタオペ ラ ビリテ ィーをとる努 力をせず にきてお り,メ

ーカも市場で数社が競争 して ハー ドウェア,ソ フ トウェアを提供 しているた

め,相 互接続や互換性を持 たせ る方向で 話合 うこ とが難 しい。

　 従 って,コ ンピ ュー タ ・シ ステ ムが ネ ッ トワー クに よ ら℃ 中小 の 事 業所

や 家 庭 に 入 り込 む 時点 で イ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィ ーの問 題 が 障壁 とな って 表 面

化 して くる。 多 くの人 が 端 末 機 を操 作 し,オ ンライ ン ・シ ス テ ムを使 い こ な

す こ とに よ って,イ ンタオペ ラ ビ リテ ィー の ない た め の不 便 さを 身 を も って

経 験 し,被 害 者 が 増 え る こ とに よ って,世 論 と して各方 面 で 指 摘 され る よ う

に な る。
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　 例 えば,次 の よ うな 問 題 が現 実 的 な課 題 に な ってい る。

(1)パ ソ コ ンや ワー プ ロの キ イの 配列 や 操 作方 法 が機種 ご とに異 な り,使 い

　 に くい 。

(2)ホ ス ト・コ ンピ ュー タに メ ー カの異 った 端 末 を接 続 す る こ とは難 しい。

(3)購 入 したOA機 器 は相 互 に接 続 で きない 。

④　 シ ステ ム変 更 をお こ な う と,旧 機 種 で使 用 してい た ソ フ,トウェ アや蓄 積

　 した デ ー タは新 機 種 で は使 えない 。

(5)取 引先 の シ ステ ム と接 続 しよ うとす る と,伝 票 の フ ォー マ ッ ト,コ ー ド

　 な どが異 る た め,オ ンライ ン化 で き ない。

㈲ 　 オ ン ライ ンの ソフ トウ ェ アの 開発 は,予 想 以 上 に難 し く,経 費 も増 大 し

　 つつ あ る。

(7)中 小企 業 で は,技 術 力 ・資 金 力 の 面 で,イ ンタオペ ラ ビ リテ ィ ーを と っ

　 た ネ ッ トワー クの 開発 競 争 には 対 応 で きない。

1.2　 産 業 ・社会 とイ ン ター オ ペ ラ ビ リテ ィ ーの諸 問題

1.2.1　 イ ン タ オ ペ ラ ビ リテ ィ ー と 回 線 開 放

　　　従来,イ ンターペ ラ ビリテ ィーをとる努力を最 も≒ってきた のが通信の分

　　野で ある。 イ ンタオペ ラ ビリテ ィーを確立 して,相 互に接続 を しない と通信

　　にな らないか らであ り,国 内,国 際間 ともに技術基準や接続手 順を確立 し,

　　厳密 にその運用がなされて きた。

　　コンピュータは,本 来,事 務用の機械 として開発 され,競 争で発展 してきた

　　分野であるため,競 争 に勝 ち抜 くために意識的に差別化が行われて きてお り,

　　オ ンライ ン化 した場合 に,相 互接続を困難な らしめている。

　　　とくに,日 本の場合は公衆電 気通信法に よって,通 信回線 の共 同利用に制

　　約が課 されてお り,メ ッセ ージ交換は原則 として禁止 されていたため,回 線

　　間放の 自由化が10年 以上 も早か った米国 に較べて,イ ンタオペ ラ ビリテ ィ

　　ーの問題が表面化す るのが遅れた きらいが ある。

　　　回線 の共同利用を制約 し,回 線 を貸 さない とい うことで入 口で閉鎖 して し

　　まったため,オ ンライ ンの共 同利用や ネ ッ トワーク利 用の発 展を押 えた結果
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に な った 。 昭和60年4月1日 施行 の 新 公 衆電 気 通 信法 に よ って,オ ンライ

ン ・シ ス テ ムの 回線 利 用 は一 部 分 を除 き 自由化 され るが,回 線 利 用 を 自由化

して も,コ ン ピュー タ ・シ ステ ムは ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア と もに イ ン

タオ ペ ラ ビ リテ ィー をぞ う失 してお り;異 な る シ ステ ムが 自 由に 相 互接 続 す

るこ とは,困 難 な状 態 とな って い る。

ま た,フ ォー マ ッ ト,コ ー ド,プ ロ コル の 分野 で 標 準化 が 行 わ れ る と相 互 接

続 は可 能 とな って くる。 さ らに標 準 化 を 強 制で き ない既 存 の シ ス テ ムにつ い

て'は フ ォー マ ッ ト変 換,コ ー ド変 換,プ ロ トコル変 換,メ デ ィア変 換 な ど技

術 的 な方 法 に よ って,相 互接 続 が 可 能 とな るが,そ こで 新 し く法 制 的 な制 約

が 阻 害 要 因 と して,登 場 して くる。

回線 開 放 前 は,ネ ッ トワー グ化 や シス テ ムの共 同化 を阻 ん で い た の は公 衆 電

気 通 信 法 のみ で あ る と考 え られ て いた が,現 実 に回線 の利 用 が 自由 に な って

も,例 えば シ ョ ッピ ングの シス テ ム とバ ンギ ング ・シス テ ムを 接続 して支 払

の 決 済 を 行 うと銀 行 法 上 の制 約 に抵 触す る。

また,座 席 予約 シ ス テ ム とバ ンキ ング ・シ ステ ム を接 続 し,家 庭 に設 置 さ れ

たデータ ・テ レフォンで ホ ー ム ・ リザ ベ ー シ ・ ンを行 うと旅 行 業 法 に違 反す る。

ホーム ・シ ョッピ ング の シス テ ムで,店 舗 に よ る販 売 を前 提 と して い る商 品,

例 えば 薬 とか 煙 草 を販 売 す る と夫 々所 管 の 法 律 に抵 触す る。 こ うい う実 例 を

あげ れ ば 際 限 ない こ とに な り,最 終的 に は,民 法 ・商 法 ・刑法 とい った 基 本

的 な法 律 に まで影 響が 及 ぶ こ とに な る。

　 オ ン ライ ンの シ ステ ム を構 築す る とい うこ とは,縦 割 りの組 織 を横 割 りに

再 編成 し てつ な ぐこ とで あ り,日 本 の法 制 度 が 各 省各 局 各 課 に縦 割 りで 編 成

され制 定 され て い る こ とか ら,当 然,コ ン ピュ ー タに よ る ネ ッ トワー ク化 は

法 律 制 度 に抵 触 して くる こ と にな る。

公 衆 電 気 通 信 法 の 制約 で ネ ッ トワ ー ク化 は,入 口で止 め られ て い た た め,他

の分 野 の 法 的 制 約 は阻 害 要 因 と して余 り意 識 され て いな か った。 今 回 の法 改

正 に よ って,回 線 の利 用が 自由 化 され る と改 め て,新 しい 法 的制 約 が 各 分 野

で登 場 して くる こ とに な る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

　 米 国 で は,情 報 化社 会 の 到 来 に よ り,法 的 な 制約 が 阻 害 要 因 と して働 くこ

とを早 くか ら察 知 して お り,カ ー タ フ ォー ンケ ー ス以 来(1968年)通 信 の

一7一



自由化 を進 め る と同 時 に,銀 行,証 券,保 険,運 輸,航 空 な どの分 野 で 相 次

い で,デ ィ レギ ュ レー シ ョンを 計 画 的 ・暫 進 的 に 実 施 して き て い る。 日本 の

場 合 元回線 開放 の 遅 れ に よ って,イ ン多才 ペ ラ ビ リテ ィーの 問題 か ら法 制 の

問 題 にい た る ま です べ て が立 ち遅 れた とい わ ざる を えな い。

1.2.2 、 イ ン タ オ4ラ ビ リ テ ィ ー と 法 制 問 題

　　 前述の とお り.Jt回線 開放問題が ここで落着 して も,今 後,新 しいVANや

　 ,各 種 の コンピュー タ ・ネ ッ トワー クを構築す るに当って,各 分野での法制問

　　題が大き な阻害要 因 として登場 して くるc、しか しなが ら,イ ンタ1ペ ラ ピリ

　　テ ィーに関す る各分野の法制問題 の調査 ・研究は未だ十分実 施されていない。

iシ ステ ム.a)開発部門 は)ソ フ、トウ ェアの設計 ・制 作に極 めて繁忙であQt、S

　　Eは 法制問題 に係わ ってい る余裕は全 くない。一方,法 制問題 を研究すべ き

　　大学,学 会,企 業の法制担 当部 門においては,コ ンピュータ ・システムに関

　　す る情報が欠落 してい るため,問 題意識が少 く,法 制問題 の研究は著 しく立

　　ち遅れ てい る。

　　　米国では,コ ン、ピュータ ・システムに関す る法制問題は,法 学部 ・経済学

　　部 ・社会学部 な どにおいて学際的に と り上げ られてお り,ま た,ζ れ らの学

　　部 において もコンピュータ教育 は必修科 目とな っている。企業 のSEと 大学 ・

　　研究室 との人事交流が学際的 に行 われてい るため,法 制問題 の研究の立ち遅

　　れが ない。

　 　 　 今後,,コ ン ピュ.一タ ・ネ ッ トワー クの進 展 に伴 って,旧 い 法 制 度が 阻 害要

　 　 因 と して働 くの で,回 線 開放 運 動 は 一般 的 な デ ィ レギ ュ レー シ ョン運動 へ と

　 　 発 展 してい か ざ る を えな い。 旧い 法 制 度 がす べ て 悪 い とい うわ けで な く,夫

　 　 々の 法 律 は 夫 々の 分 野 で 意義 の あ る規 制 を行 って きた わ け で あ るが,現 在 の

　 　 法 律 の大 部 分 は,コ ン ピ ュー ン ・シ ステ ムの発 達 ・普 及 を 前 提 と して制 定 さ

　 　 れ て い ない 。 文書,原 簿,帳 簿,伝 票 とい った 従来 の法 律 の 基 本 的資 料 で あ

　 　 った紙 の媒 体 が,磁 気 媒 体 や 伝 送 手 段 に と って 替 られつ つ あ る ので,法 制 の

　 　 見 直 しが必 要 にな って き ただ けで あ る。

　 　 　 デ ィ レギ ュ レー シ ョンを進 め な けれ ば な らな い と同時 に,イ ンタオ ペ ラ ビ

　 　 リテ ィーを と って新 し く構 築 され る コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クには,新 し
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　 い ル ー ルや 秩 序 が 必要 と され る。

　 例 えば,全 国銀 行為 替 交 換 シ ステ ム,現 金 自動 支 払 シス テ ム,ク レジ ッ ト情

　 報 シ ステ ム(CAFIS,　 CATNET),SWIFT(Society　 for

　 world　 wide　 Interbank　 Finahcial　 Telecommunication)

　 　チ ップス(CHIPS),フ ェ ドワイヤ(Fed　 Wire)な どの シ ス テ ムに おい て

　 は,信 用 秩 序 の維 持,消 費者 の保 護(利 用者 の保 護)セ キ=リ テ ィ ーの確 保

　 　とい う観 点 か ら,ネ ッ トワー ク内 にお い て決 済 期 日の と り決 め,パ イ ラテ ラ

　 　ル な与 信 限 度の設 定,責 任 の分 担 ル.一ル の設 定,損 害 賠 償 制 度,保 険制 度 な

　 　どを と り決 め てお り,デ ィ レギ ュ レー シ ョ ンと同 時 に新 しい 法 制 が 生 まれ つ

　 あ る。r

1.　2:5　 イ ン タ オ ペラ ビ リテ ィ ー と競 争 問 題

　 　 …一般 に コ ン ピュr[　,lseは機 種 が 異 な る と,①CPUの ハ ー ドウ ェ ア仕様 や ア

　 　 ドレス方 式 が 異 な る,② メモ リの ワー ド長 や ア ドレ ス形 式 が 異 な る,③ ソフ

　 　〃トウ ェアの 言 語仕 様(OS-),デ ー タの 入 出 力形 式,デ ー タ構 造,通 信 制 御

　 の手 順 が 異 な る,④ フ ァイ ルの 管 理 方 法,入 出力 制御,フ ァイル 構 造 が異 な

　 　る,な どの た め,イ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィ ーが な く,相 互 に接 続す る こ とは 困

　 　難 で あ る。

　 　　これ は,メ ー カは競 争 で ハ ー ドウ ェア,ソ ブ トウ ェア を開 発 して きた た め,

　 　他 の メ ー カの 製 品 よ り少 しで も優 れ た もの を作 ろう と して差 別 化 を進 め て き

　 　た か らで あ る。 また,ユ ーザ 側 も,金 融,物 流,流 通 な どの分 野 にお い て オ

　 　 ンライ ン ・シ ステ ムの 構 築 は,烈 しい 競 争 で進 め られ て き た た め,イ ンタオ

　 　ペ ラ ビ リテ ィーを そ う失 して しま うのが 一般 的 現 象 で あ る。

　 　　確 か に,競 争 原理 に よ って,ハ ー ドウ ェアや ソ フ トウ ェ アの進 歩 が 図 られ

　 　る こ とは 事 実 で あ るが,前 述 の とお り,操 作 手順 が 異 な った り,相 互 接 続 が

　 　で きな くな った り,互 換 性 を失 うと,あ る 時点 で シス テ ムの 普 及 ・発展 が 止

　 　ま って しま う可能 性 が あ る。

　 　　何 故 な らば,① コ ンピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー クの 競争 を行 うと,ネ ッ トワー

　 　 クは 規 模 の経 済 効 果,言 わ ゆ る ス ケール ・メ リッ トが大 きい た め,そ れ は 往

　 　往 に して,拡 大競 争 とな り,破 滅 的 な競 争 を招 来 す る。
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② イ ン多 才 ペ ラ ビ リテ ィを失 った ま ま競 争す る と,中 小 企 業 の 事 務所 や 家 庭

に は,端 末 機(通 信 回線 も含 め て)を 設 置 で き る物理 的 な限 界 が あ り,ま た,

負担 に耐 え られ る経 済的 な 限 界 を 生ず る。 せ い ぜ い デ ー タ ・テ レフ ォ ン,フ

ァクシ ミ リ端 末,画 像 端 末,ホ ー ム ・コ ン ピ ュー タな ど数 台 が 限 界 で あ り,

10台 も20台 も競争 で あ るか ら とい って導 入 す る こ とは で き ない。

　 従 って,INS,ニ ュ　・一メ デ ィア ・コ ミニテ ィ,テ レ トピアの 時代 が くる

とい って も,ホ ー ム ・バ ンキ ング,ホ ー ム ・シ ョッピ ン グ,ホ ー ム ・ リザ ー

ベ ー シ ョン とい っ た シ ステ ムは,結 局 ペ ーパ プ ラ ンに 終 り,事 業 と して採 算

が とれず,実 現 しない こ とに な る。

　 端 末機,ネ ッ トワー ク,伝 票 フ ォー マ ッ ト,商 品 コー ドの よ うに標 準 化 し,

規 格 を 統一 した方 が よい領 域 と競 争 で 改 善 を図 ってい った 方 が よい領 域 が あ

り,ま た,競 争 で 変 化 させ た 方 が よい 領 域 と ガ ス,水 道 ～ 電 気,電 話(管 路

部 分 の)の よ うに社 会 的 イ ンフ ラ ス トラ クチ ャー と して,共 同化 し,共 同化

した方 がよ い領 域 が あ る。

イ ンタ オペ ラ ビ リテ ィーの 問題 は,こ の よ うに各業 界 にお け る競 争 領域 と協

調領 域 の区 分 け の 問題 で あ り,今 後,コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クの構 築 に

あた って,各 業界は 経営 上の 問 題 と して,こ の 区分 け の 問題 を検 討 して いか な

け れば な らない。 も し,区 分 け を誤 った 時 に ど うい う状態 に な るか を考 えて

お く必 要 が あ る。

　 例 えば,金 融機 関 が個 別 に イ ンタ ナペ ラ ビ リテ ィーの な い ネ ッ トワー クの

拡 大 競争 を 行 うと,設 備投 資 の 競 争 か ら,規 模 の利 益 を 追 求す る果 て しな い

競 争 とな る。 例 えば 金 融面 で 顧 客 が 望 ん で い るのは,預 金 金 利,貸 付金 利,

CMSの 競 争 で あ る。 国 の政 策 で 金 利 を固 定 化 し,中 途 半 端 な 個別 網 を重 複

して拡 大 競 争 を行 ってみ て も,預 金 コ ス トを高 め るだ け であ って,国 民 の 利

益 にな らな い 。 こ こで 考 えな けれ ば い けな い こ とは,コ ンピ ュー タ とネ ッ ト

ワー クを結 合 す る こ とに よ って,公 開 の 自由 な金 融 市場 や 銀行 の決 済 機能 は.

技術 的 には 護 れ で も装 備 す る こ とが 可能 で あ る とい う点 で あ る。 米 国や 英 国

は すで にそ れ を見 通 して,金 融 市 場 や金 利 の 自由化 を進 め て い る。 公 社 債 市

場,ユ ー ロ ドル市 場,ユ ー ロ円市 場 が 続 々 と生 れ,こ れ らの 自 由金 利市 場 と

決 済機 能が 結び つ くこ とに よ って,MMF(中 期 国債 フ ァ ン ド)の よ うな決
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済機能 を持 った高利回 りの預金サ ー ビスが ノンバ ンクや ニアバ ンクによって

提供 され ると,金 融の構造変化が起 るこ とは否定で きない。

　現在,証 券会社は個別に証券情報 システムの拡大競争を行い,機 関投資家

の事務 所に複数 の端末機 を重複 して設置 してい るが,投 資家の望んでいる手

数料 の競争 は法定主義によって回避 し,ネ ッ トワー クの拡大競争 を行 うとい

うことが,政 策 として正 しいのか どうか疑 問が ある。

　 航空会社 も運賃 は法律で規制 して競争を行わず,座 席予約 のネ ッ トワーク

で競争 し,中 小企業である旅行業者の事務所に複数の端末機 と回線 を重複 し

て設置 させ,中 小企業にネ ッ トワー クの コス トを転荷す る方向が正 しいか ど

うか問題が ある。

米 国では 。座席予約のネ ッ トワークは,イ ンタオペ ラビ リテ ィーを とって共

同化 し,旅 行社 に1台 の標準端末機が あれば,ど の航空会社の セ ンターを呼

出して予約す ることが可能 とな ってお り,ネ ッ トワーク部分の重複 した競 合

は避け,航 空 サ ービスと運賃の面で競争 を展 開 してお り,日 本 とは逆 にな っ

てい る。 この ように競争すべ き領域 と協 調すべ き領域が 日本 と米国では逆に

なってい るケースがあ り,金 融 も証券 も保険 も事情は同 じである。

　 従 って,競 争すべ き領域 とイ ンタオペ ラビ リテ ィーをとって協調すべ き領

域 を どう区分す るかは,そ の業 界におけ る大手企業の指導者が真剣に考 える

べ き問題 であ り,こ の判断を誤 り,本 来競争すべき領域 を規制 して保護 し,

協調すべ き領域に競争 を持ち込む と,長 期的にみて,そ の業界全体を衰退 さ

せ るもの と考 えられる。

1.24　 イ ン タオ ペ ラ ビ リテ ィ ー と中 小企 業 問題

　 　 図1-1で 説 明 した とお り,各 企業 は 競 争で オ ンライ ン ・シ ステ ムの構 築

　 　を行 うが一 般 に,大 手企 業 が ネ ッ トワ ー ク化 を先 行的 に進 め,中 小企 業 は オ

　 　ン ライ ン ・シ ステ ムの 開発 競 争 には 追 従 し えない のが 普 通 で あ る。

　 大 手 企 業 は,系 列 の 企 業 を オ ン ライ ンの ネ ッ トワー クに組 み 込み な が ら,シ

　 　 ステ ム化 を 進 め る。 この場 合,大 手 企 業 は伝 票 の フォー マ ッ ト,商 品 コー ド

　 　な ど ビジネス ・プロ トコルの 統一 化 を取 引関 係 にあ る系列 企 業 に強 制 す るの が

　 一 般 的 な 傾 向で あ る。 そ の 結 果 と して,複 数 の大手 企業 と取 引の あ る下 請 中
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小企業 には,全 て複数 の端末 機が重複 して設置 され るこ とにな る。そ して,

端末機の レンタル料,通 信回線 の料金は全て力関係によ り,弱 い立場にある

中小企業に しわ寄せ され ることになる。

そ して,集 配送 システムや受発注 システムにおいて,同 一 商品のオ ーダを出

して も,端 末機 の操作方法,命 令語,商 品 コー ド,地 名 コー ドは全 部異 なる

とい った状 態になってい る。

そ して,大 手企業は,自 社の システムを中心 として,縦 系列で システ ム化を

強行 してい くため,自 分は少 しも困 らず,イ ンタオペラ ビ リティーの必要性

についての認識 を欠 くとい った傾 向が強い。

　 今後,ネ ッ トワーク化の進展に伴 って,中 小企業が と りうる手段 は2つ に

紋ぼ られ て くると考 えられ る。第1は,垂 直型の大手企業 の システ ムの系列

1に入 りることで ある。・しか しな が ら,大 手企業の システムに参加す る とい う

こ とは,親 企業 に全て情 報を握 られる ことにな り,こ れは金融 の シス テム,

物 流 システ ム,流 通 システム,リ ザベ ーシ ョソ ・システムな どすべ てのシス

デムに おい て,企 業経営の主導権 を握 られることにな り,従 属す る中小企業

の 自主制ぞ う'失への道へつなが り,最 終 的には合併 と同 じ効果を生ず る恐れ

が あ る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・

　 第2の 手段は,中 小企業が 団結 して,共 同のネ ッ トワークを構築 して大手

の企業 に対抗す ることである。 この実例 としては,大 手の都 市銀行 がオ ンラ

イ ンのバ ンキ ング ・システ ムの ネ ッ トワークを競争で全 国に展開 した とき,

地方銀行が共同で,全 国地方銀 行の為替交換 システ ムを構築 して対 抗 した例

が挙げ られ る。地方銀行が団結す ると上位都市銀行 よ りもはるかに大きなネ

ッ トワー クを構築す ることが可能であ り,上 位の都市銀行の個別の ネ ッ トワ

ークを凌駕 し うる。 こ うして ,相 互銀行,信 用金庫,信 用組 合,農 業協 同組

合,労 働金庫な どの共 同ネ ッ トワニクが誕生 した。 また,物 流や 流通 の分野

においても,中 小企業が協 調 し,イ ンタオペ ラビリテ ィーを とった共 同の ネ

ッ トワー クが構築 され始めてい る。

　 そ して,大 手企業が系列化 を進 める垂直型の システムにおいて も,中 小企

業が団結 し協 調 して進める水平型 の システムにおいても,現 在 、各分野で多

くの問題が発 生 してい る。系列化 を進 める垂直型 の システムにおいては,問
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屋,倉 庫,下 請 メーカ,運 送業な どに複数の端末機が重複設置 され,そ の経

費の分担 が,力 関 係に より,弱 い立 場の者に しわ寄せ され,大 手企業は この

問題の解決に熱意がほ とん どない。 また,逆 に力関係によ り,端 末機を設置

され る企業 が強い立場 にある場合には,そ の経費 の分担は,サ ー ビスの提供

側に押 し返 されるこ とになる。証券会社が金融機関や大企業 の経理部門に提

供 してい る証券情報 システ ムの場合は㌃機関投資家 の力が 強いため,複 数端

末の重複設置 を理 由に,値 引きが要 求 され,コ ス ト割れでサ[ビ スを提供 し

ているの が実態 である。,、　 辱　 ・　 　　 .　 .'

　 .コ ス ト割れ で赤字で もなお競 争 しなが らサ ニ ビスの提供 が可能 なのは,内

二部の相互補助 のおかげである○その 補助 の原泉が法定に よって保護 された手

数料であれば, ,このよ うな値 引競争は不公正な競争であ り,形 を変えた手数

料の ダンピングではないか とい う批判が お こる所 以であ るぴ ○

金融情報,経 済情報,企 業情報な どは,証 券会社 だけが提供 しているのでは

な く。銀行 も新 聞社 も通信社 も他の情報産業 も競争 ベースで有料 で提供 して

お り',手 数料 の ダンピングによるサ ー ビスの提供は,健 全 な情報産業の育成

を妨げ る恐れ もある。

　 も し,手 数料が法定でな く,自 由な競争市場で決定 されれば,証 券情報サ

ービスの提供 と株式の購入 手続は別個の ものであ り,顧 客は安い手数料の証

券会社 を選択す ることにな ると考 えられ るし,現 に米国ではそ うな ってい る。

投資家 に提供 され る証券情報 サー ビスは,本 来,イ ンタオペ ラ ビ リティーの

とれた共同のネ ッ トワー クで提供 され,顧 客 に1台 の標準端末機が設置 され

れば,そ れ を使 って,証 券会社,銀 行,新 聞社,通 信社の デー タベースに ア

クセスし,自 由な選択が できるよ うにすべ きであ り,ネ ッ トワーク上で公正

な競争が確保 され なければ な らない。

　 また,全 国銀行為替交換 システム,現 金 自動支払 システム,SWIFT,

CHIPS,航 空座席予約 システムな どのよ うに,伝 文 フォーマ ッ ト,コ ー

　ド,プ ロ トコルな どの標準化が業界内で行われ,水 平的な業界 ネ ッ トワーク

が形成 された場合 には,新 たな問題を生 ずる。 これ らの ネッ トワー クは社会

的 なイ ンフラス トラクチ ャー とな るため・経済 ・社会 において不可欠の存在

となる。
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従 って,サ ービスの提供条件 をど う決めるか(加 入 の条件,資 格,サ ー ビス

時間,料 金),と い う点が新 しい問題 となる。

特定の グル ープの加入 を認 めなか った場 合,そ の根拠は何か,不 当な差 別に

な らないか どうが とい う問題が あ り,米 国では独禁法の訴訟 にまで発展 して

い るo

また,ネ ッ トワー クの加入 に当 って,入 会金 または負担金 を課 した場合,そ

の根拠は何 か,そ の使途 は どうあ るべきか とい う問題が ある。

ネ ッ トワークのユーザが 国民大衆 とな ってきた場合,例 えば全国銀 行為替交

換 シ ステムや現金 自動支払 システムでは,日 常の送金や現金引出 しに多 くの

人が使用 してお り,こ の料金は一種の公共料金 とな っていることか ら,こ の

料金の決定には公正報酬 原則の よ うな料 金決定ル ールが必要ではないか とい

う意見 もでて くる。

1.2.5　 インタオ ペラビリテ ィーと標準 化

　　 情報 化の進 展に伴 って,標 準化が立ち遅れた ことは,標 準化 を推進す る組

　 織が十分強化 され てお らず,業 界 の リーダとなるべ き大手企業が,日 本の場

　 合,リ ー ダ ・シ ップをと りえなか ったのが原因であ る。

　　 標 準化の設 定に当っては,① 基 本的 な調査研究が大切であ り,② 標準化の

　 基本方針 と計画を提示 し,③ なるべ く早い時間に決断を下す こ とが大切であ

　　る。

　　 従来,国 際標準への貢献は,十 分組織化 され,予 算的な裏 付けが あった と

　　はい えず,個 人的な努力に負 うところが多 く,コ ンピュータ技術や ネ ッ トワ

　　ーク技術において,世 界の トップ ・レベルにあ りなが ら,国 際標準への提案

　　は,低 調であ った ことが反省 され る。

　　　日本の場合,業 界が 自主的に標準 を制定す ることは不得意であ り,海 外の

　　標準 を後追い的に導入 して きてい る。 ニ ューメデ アの分野の ように,日 本の

　　技術が先端 を走 り始めると,音 声処理,フ ァクシ ミリ情報処理,画 像情報処

　　理や データベ ースな どの分野で,イ ンタオペ ラビリテ ィーが欠如 したまま進

　　む ことは,あ る面で危険で あ り,将 来,大 きな壁にぶ つか る危険性がある。

　　　将来の情報化社会におい て,ホ ーム ・シ ョッピング,ホ ーム ・リザベ ーシ
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ヨン,ホ ー ム ・バ ンキ ング,在 宅 学 習,在 宅勤 務 が行 わ れ る とい わ れ て も,

そ れ は あ くまで,イ ンタオペ ラ ビ リテ ィーが とれ た と仮 定 した 上 の話 であ り,

標 準化 の普 及,促 進 に 関す る調 査 ・研究,組 織 化,積 極 的 な 投 資 の 努 力が な

され ない と,シ ステ ムはす べ て 互 換 が な く,相 互 接続 は 不 可 能 とな り,IN

Sと か ニ ュ ーメ デ ィア とい って も,弧 立 した 閉鎖 網 の集 合概 念 に過 ぎず,机

上の プ ラ ンに終 る恐れ が あ る。

■

1.2.6　 イ ン タオ ペ ラ ビ リテ ィ ー と越 境 デ ー タ流通 問 題'(TDF)

　 　 衛 星通 信 や 海 底 光 ケー ブル の 時 代 に入 り,国 境 を越 えて シ ス テ ム化 や ネ ッ

　 　 トワー ク化 が 進 展す る と,国 際 的 にイ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィー を とった シ ステ

　 　ムが世 界 各国へ 進 出 して くる こ と にな る。す で に,国 際 航 空 座 席 予 約,SW

　 　 IFT,国 際 的 デ ィー リング ・シ ス テム,ホ テ ル予 約 シス テ ム 。各 種 の デ ー

　 　タベ ー スは,数 多 く越 境 して お り,国 内で イ ンタオペ ラ ビ リテ ィー の とれ て

　 い る シ ス テ ムは,こ れ らと対 等 の 条 件で 接 続す る こ とが で き るが 。 イ ンタオ

　 ペ ラ ビ リテ ィー をそ う失 して,閉 鎖 網が 乱 立 してい る場 合 には,当 然,国 際

　 的 にイ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィーの と られた シ ステ ムに併合 され る こ とに な る。

　 　 例 えば,デ ー タベ ー スの分 野 で は,蓄 積 された デ ー タの 規 模 とい った 問 題

　 以 前 に ア クセ ス方 法 や 検 索方 法 な どの 違い が 大 き な問題 に な って い る状 態 で

　 は,今 後 の発 展 は 望 み えない の で あ り,イ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィ ーの と られ た

　 諸 外 国 の デ ー タベ ー スに依 存 せ ざ る を えない こ とにな る。

　 　 ケ ミカル ア ブ ス トラ ク ト(CAS)の 例 にみ られ る とお り,CASの 専 用

　 の ネ ッ トワ ー クを導 入す る よ うに要 請 され る と,こ れ を拒 否 で きな い とい う

　 結果 にな る。

　 　 デ ー タベ ースの フ ァイルが も ざい く状の 構 成 を とる よ うに な る と,変 換 に

　 よ って イ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィー を と って接 続 す る こ ともで きな くな る恐 れ が

　 あ る。

　 　 デ ー タや 情 報が ネ ッ トワー クに よ って越 境 す る とい うこ とは,プ ロセ ッシ

　 　 ングが 越 境 す る とい うこ とで あ り,最 終 的 に はサ ー ビスの 越 境 で あ る。 銀 行,

　 証券,保 険,シ ・ッピ ング,旅 行 業 務 な どの サ ー ビスが 越 境 す る とい うこ と

　 は,こ れ らのサ ー ビスの 自 由化 を意 味 して い る。 サ ー ビ スが 自由化 す る とい
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うこ とは,法 制が 越 境 す る とい うこ とで あ り,最 終 的 に は 両 国 間の 法 制 の イ

ンタオペ ラ ビ リテ ィー を と らざ るを えな くな る。 法 制 に 相 互主 義 を と り入 れ,

透 明性(ト ラ ンスペ ア レ ンシ イ)を 持 たせ る こ とを要 求 され る。

　表1-1は,米 国 に お け る運 輸 ・金 融 ・通 信 の規 制 緩 和 の動 きで あ り,日

本 よ りも10年 早 く 自由化 を計 画 的 に進 め てい る。

表1-1　 米国にお ける運輸 ・金融 ・通信の規制緩和の動 き

J-・t[1968年 〉 最 蹴AT&T以 外 の ・一 ・ の 電 話 ・8・・S… .A・T&Tシ ステ ムへ の

画
工≡ ジ

竃
墜
『
喧
[亙 〉

喧
喧

接 続 を認 可

連 邦通 信 委 員会,MCI社 に長 距 離 回線 ネ ッ トワー クを市 内電 話 シス

テム罐 続することを認可 　 　 　 　 ∵
∵ ・ 』.

連糠 働 」度聾 会、.}o万ドル以 の大r畦1綱6坪 内)
の金 利 を 自由イヒ

司 法省,AT&Tを 独禁 法 違反 で提 訴

証券 取 引 委員 会,証 券業 者 の株式 売 買手 数 料 を 自由イヒ

米 国最 大 の証 券会 社 メ リル ・ リンチ,CMA(キ ャ ッシュ ・マネジメン ト

アカウン ト=投 資 型預 金 口座)を 導入 し預金 業務 に進 出,商 業 銀 行 と の

競 争 激イヒ

米 議会,航 空業 界 の 自由化 を決 定

連 邦通 信 委 員会,AT&Tの 非 規 制 分野(デ ー タ処 理 な ど)へ の進 出

を 認可

連 邦 準備 制 度理 事 会,当 座 預金 へ の利 子 支払 い を認 可 。米 議 会,ト ラ

ック輸送,鉄 道 の 自由化 を決定

シアーズ ・ローバ ック,金 融 サービスの スーパーマーケ ッ トへ(銀 行,保 険

証券 業 務)

米議 会,都 市 間バ ス輸 送 の規 制 を 廃止

AT&T,ベ ル 電話 会 社 を分 離

出所 　 日経 ビ ジネ ス1983年12月26日 号(一 ー一部 修正)
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OECDの 閣 僚理 事 会 は,1960年4月11日 に,企 業 情 報 や 各 種 サ ー ビス

の 国際 移 転 の 促進 を狙 い とす る 「越 境 デ ー タ流 通 に関す る宣 言 」を採 択 して

お り,こ れ を受 け て サ ー ビスの 自由化 は,経 済 外 交 の問 題 ど して正 式 に登場

して くる。 この 場合,最 終 的 に は,国1際 的 に イ ン タナペ ラ ビ リテ ィー の とれ

た ネ ッ トワー・ク上 で の公 正 なサ ー ビス競 争 とい う形 を と る こ とに な る。

■

1.2.7　 イン タオペラビ リティ、一と言語 開発

　　 各 企業が 自己の取引先 を系列化 しなが ら,垂 直型のネ ッ.トワー クを構築す

　　る場合で あ っても,同 一業界 に属す る企業が協調 して水平型のネ.ッ ト.ワー ク

　　を構築す る場合で あ って もグル:一プ内でイ ンタオペラビ リテ ィニを とる努力

　 が必要 とな る。,帳票類の統 一,商 品 コー ドの統 一,勘 定科 目な どコニ ドの体

　　系化,プ ロ トコルの統一,'命 令語の統一な どを促 進 してい.くと,最 終的には

　 専門言語の開発 とな り)+ざ らに システムが 高度に使い込 まれ,シ ステ,ム更 改

　　を重ね ると,.高 級言語の開発へ ど発展 してい く'。　 　 ・　 tt、 　 t、1,

　　　日本語の場 合,ネ ッ トワーク化 による インタオペ ラビリテ ィーを とる努力

　 が 十分な されて こなか ったため,専 用言語の開発にまで到達 した例 はない。

　 米 国の場合 には,各 業界別,企 業別 に専用言語の 開発が進み,言 語 開発 の底

　　辺 が広い ために新 しい高級言語が生れ てい る。

　　　日本の場合,オ ンライン ・システ ムが登場 して20年 に なるが,遂 に 日本

　　語 によるOSも 日本語 による簡 易言語,専 用言語 が生れず,米 国で作 られた

　　英 語の言語 に頼 り,英 語で システム構築を行 っている現状で ある。

　　従 って,将 来,国 際的 なイ ンタオペ ラ ビ リテ ィーを確立す る場合 には,OS

　　も言語 も情報 も英語が主体 となる。国際的なシステムは常 に 日本語版 と英語

　　版を併存 させなければ な らない。

　　　すでに,デ ータベ ースの分野では,化 学,医 学,物 学,物 理学 な どの学会

　　論文は,英 語で書 き,英 語でキ イワー ドを付けなければな らない時代にな っ

　　てきてい る。

　　国際的 にイ ンタオペラ ビリテ ィーの とれ た システムに,英 語で書い て収録 し

　　なければ,学 問的 に業績 として認め られ ない ことになる。
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1.2.8　 イ ン タオ ペ ラ ビ リテ ィ ーと教 育

　 　 前 述 の よ うにOSも コ ンピ ュ ー タ言 語 も デ ー タベ ー ス も全 部 英 語 で 作成 さ

　 れ る よ うにな る と,コ ン ピュ ー タ教育 と英 語 教 育 とは 密 接 な 関係 を持 って く

　 　るわ けで あ り,両 者 は併 行 的 に 強 化 され てい か な けれ ば な らな い。

　 　 　また,日 本 語情 報 処 理 シス テ ムの 場 合,イ ンタ オペ ラ ビ リテ ィ ーが ない,

　 標 準 化 され てい な い とい うこ とは,何 を教 材 と し,何 を教 科 書 と して教 育 し

　 　て よい か 分 らない とい うこ とに な り,こ れ は確 実 に コ ンピ ュー タ教 育 の遅 れ

　 　とな って現 れ る。 ワLド ・プ ロセ ッサ の場 合,カ タ カナで 入 力 す るのか,漢

　 字 で 入 力 ざせ るの か,キ イの 配 列 を ど う標準 化 す るのか,こ れ を決 め ない と,

　 　中 等学 校,高 等学 校 で 正規 の 科 白 と して 教 える こ とはで き ない 。

　 　 　また,イ ンタオペ ラ ビ リテ ィー の問 題 が,各 界 の 指導者 や 経 営 者 に と って,

:ピ 考 究 す べ き重 要 な 政 策 問題 で あ る とい う認 識が 十 分 で な い。 コ ン ピ ュ・一 タは

Tぷ
1:'6年 前 まで は単 な る事 務 用め 機 械 で あ り▲こ の イ ゾタオ ペ ラ ピ リデ ィーの

　 　問 題は,事 務 用機 器 の 標 準化 の 問 題 で あ り,底 辺 の事 務 レベ ル の 問題 で あ っ
ゼ　 ノ ト ごヤ　 コ　バ 　　　　　　へこ

　 －Ttだ。㌦ 　 　一・t　　 　 'ttt・ 　 一・　・`-　 　 　 　 　 　 　 　 t　 1、

　 　'ジズテ江 が完 ノライ'ン化 じ,'ネ ッ トワー ク化 し,業 界 にお い て 垂 直,水 平 に

'接 続 し
,経 済 ・社 会,国 民 生 活 の 中 に浸 透す る に及 ん で,イ ンタオ ペ ラ ビ リ

　 　テ ィーの 問題 は経 営 上 の 問題 と な り,さ らに ネ ッ トワー ク化 の 進 展 に 伴 って,

　 産 業 政 策 か ら金 融 政策,社 会 政 策 の問 題 へ と発 展 して い く。

　 　 　イ ン タオペ ラ ビ リテ ィ ーの重 要 性 に対 す る認 識 の 薄 い 現 在,マ ス コ ミや セ

　 　 ミナ ー な どを通 じた 啓 蒙 。普 及 活 動 が 大 切 で あ り,実 態 調 査や 基 礎研 究 を積

　 　み 重 ね なが ら,組 織 的 な 努 力 を継 続 してい く必 要 が あ る。
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2.産 業 界 に お・け る ネ ッ トワ ー ク 化 の 現 状 と

　 イ ン タ ー オ ペ ラ ビ リテ ィ ー　 一 事 例 一





2.産 業 界 に お け る ネ ソ トワー ク化 の 現 状 とイ ン ターオ ペ ラビ リテ ィー

　　一 事 例 一

　 本章では,産 業界 における主要業界 として,① 金融業(銀 行)　 ②製造業(精

密機械)　 ③運輸業(ト ラック運送)　 ④運輸業(航 空運輸)'⑤ 倉庫業　⑥ 商

業(商 社)　 ⑦ 商業(百 貨店)　 ⑧ 商業(御 ・小売業)　 ⑨ 信販業の9つ の業界

を事例に取上げ,各 業界の ネ ッ トワーグ化の動 向を中心に,イ ンター オペ ラビ リ

テ ィー確保へ の対応 及び 問題点 を整理 してみ た。

　なお,各 事例 につい ては,全 て業界 とい う立場から整理す るには難 しい面 があ

ったので,tl企 業の立場を通 して業界 としての整理を試み てい る もめ もある。

　 また,各 業界 におけるネ ッ トワー ク'化の進 展の度合 も一様で な く,各 業 界の特 ・

性か らくる問題意識 も様 々なものがあ る。'　 　 　 　 … ・

　 しか しなが ら',結 果 としてこの ような中 に現実に企業が ネ ッ トワーク化で直面

してい る様 々な問題が含まれ てお り,今 後 の対応を検 討する際 の有用な資料 とな

り得たと思われ る。

2.1　 銀 行業

　 銀行業界の ネ ッ トワー ク化 は,個 別銀行か ら銀行相互 間,そ して現在 では,

他業界 との ネ ッ トワー ク化へ と新たな展開 をみせ始 めてい る。以下では,銀 行

　ネ ッ トワークの形成過程 を振 り返 りなが ら,現 状 と今後の展開につい て触れ て

　み る。

,

2.1.1　 個別銀行ネ ッ トワークの形成

　　　銀行機械化の歴史は,昭 和30年 代後半 よ り始 ま り,昭 和40年 代のオ ソ

　　ソライ ン ・システムの開発によ り急進 展 し,個 別銀行及び業界の ネ ッ トワー

　　クが形成 され てきた。

　　　昭和30年 代後半か らの高度成長期にお ける企業の旺盛 な資金需要 に応 え

　　るため,資 金の調達手段と して個人預金が注 目され,各 種消費者 ロー ン,公

　　共料金 自動 振替等の個 人向けサ ー ビスが積極的に開発 ・実施 され てい った。

　　　この結果,事 務長が 急速に増大 し,そ の事務処理のた め,コ ンピュータが

　　導入 され てい った。 とくに昭和40年 代に入っての オ ンライン ・システムの
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開発 は,銀 行 の コ ン ピ ュー タ導 入,ネ ッ トワー ク化 を促 進す る もの で あ った。

　銀 行 の オ ンライ ン ・シ ス テ ムは,そ の 内容 に よ り第 一次 オ ン ライ ン ・シ ス

テ ム,第 二 次 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム と分 け られ,い ま第 三 次 オ ン ライ ン ・シ

ステ ムを構 築 中 で あ る。

(1)第 一 次 オ ンラ イ ン ・シス テ ム

　　 銀 行へ の オ ンラ イ ン ・シ ステ ム導 入の 契 機 は,昭 和39年 の 東京 オ リン

　 ピ ックで使 用 され た オ ンライ ン ・シ ステ ムの成 功 で あ り,昭 和40年 代 に

　 入 り,銀 行 へ 導 入 され てい っ た。

　　 第 一 次 オ ンラ イ ン ・シ ステ ム は,個 人 預金 を吸 収す る た め,事 務 量 も多

　 く,か つ 個人 に対 す るサ ー ビ スに影 響 の 大 きい 普 通 預金 を 中心 とす る預 金

　 の オ ン ライ ンに 為替 オ ンライ ンを結 び つ けて 展開 され た。 これ に よ り,同

　 一 飯 行 内 で あれ ば,ど の 店舗 におい て も普 通預 金 の 入 金 ・出金 が で き る ネ

　 ッ ト預金 や 普通 預 金 に定 期 預金 と当 座貸 越 を セ ッ トした総 合 口座等 の新 種

　 預 金 が 開発 され,銀 行 の 大 衆 化 路 線 推進 の大 きな原 動 力 とな った。

(2)第 二次 オ ンラ イ ン ・シス テ ム

　　 昭 和40年 代 末 か ら昭和50年 代 前半 に がけ ての 第二 次 オ ンライ ン ・シ

　 ス テ ムは,第 一 次 オ ンライ ン ・シ ステ ムが,普 通 預 金,為 替 業 務 を中心 と

　 す る科 目別 の オ ン ライ ン ・シ ス テムで あ るの に対 し,当 座 預 金,貸 出,外

　 国 為 替 業 務 等の 全 店 ・全 科 目の 連動 処 理 を 行 う総 合 オ ン ライ ン ・シ ス テ ム

　 で あ る こ とに特 徴 が あ る。

　　 この 科 目間 連動 処 理 は,貸 出実 行 と同 時 に顧 客 の 当座 預 金 へ の 自動 入金

　 等 の 各 種科 目間 の 自動 処理,あ るい は 各種 複 合商 品の 開発 等,銀 行 内 の事

　 務 処 理 の 合理 化,顧 客 に対 す る サ ー ビス強 化 に大 き く寄 与す る もの とな っ

　 た 。 ま た,全 科 目の オ ンライ ンを ベ ー ス と した顧 客 情 報 フ ァイ ル(Cus-

　 tomer　 Information　 File～CI　 F)が 開 発 され,銀 行 の 情 報 化 へ 大

　 き な役 割 を 果 た した。

(3)第 三 次 オ ンライ ン ・シ ス テ ム

　　 昭 和60年 代 前半 を 目途 に,都 市銀 行 を 中 心 と して第 三 次 オ ンライ ン ・

　 シ ステ ムの 構 築 が進 め られ てい るが,明 確 な 定 義 は な く,投 資 額 も数 百億

　 と膨 大 な もの とな ってい る。
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　 シ ス テ ム内 容 は,預 金,為 替,貸 出,外 国為 替 等 の勘 定 系 シ ス テ ムの再

構 築,デ ー タベ ー ス構 築 等 の情 報 系 シ ステ ムの充 実 化 等 に よ り,経 営 効率

化 の徹 底 を図 る よ うで あ るが,各 銀 行 に よ って そ の具 体 的 対 応 は 異 な って

い る。 また,内 部 体 制 の 強化 と と もに,外 部 シス テ ム との 連 動 も検 討 され

て お り,第 三 次 オ ンライ ン ・シ ステ ムの 形成 過 程 で外 部 ネ ッ トワ ー ク との

結 合 も図 られ てい くで あ ろ う。

2.1.2　 共同 ネッ トワークの形成

　　 第一 次オ ンライ ン ・システ ム,第 二 次オ ンライ ン ・システ ムと個別銀行 内

　　のネ ッ トワーク化の進展 と並行 して,業 務 別の共同 ネッ トワークも形成 され

　　てい った。

　　(1)全 国銀行デー タ通信システ ム(全 銀 システム)

　　　　内国為替 制度は,永 い 歴史の歩み のなかで種 々の改善 ・改革 を経て太 き

　　　な進 歩を遂げてきて お り,改 革の大 きな1つ が,コ ンピュー タと通信 回線

　　　の 結合 による全銀 システムの実現で ある。

　　　　内国為替制度は,金 融機 関が顧客 の資金の支払い及び受け取 りを仲介 し,

　　　正確かつ迅速に決済す るための制度で あ り,手 形 ・小切 手等の決済 を行 う

　　　手形 交換 とならぶ金融機関共 同の決済方法である。

　　　　現在 の内国為替制 度は,全 銀 システムを基本 にできあが ってお り,昭 和

　　　43年7月 よ り稼動 した全国地方 銀行 データ通信 システムを創始 としてい

　　　る。 その後,都 市銀 行等 の参加によ り全銀システムとな り,現 在では,全

　　　題すべ ての民間金融機関 を含む一大 ネ ッ トワークへ と発展 してい る。
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表2.1.-1　 全 銀 シ ス テ ムの発 展 経緯

昭和48年4月 全 国銀 行 内 国為 替制 度発 足。

全 銀 シ ステ ム稼 動。

全 国銀 行お よび 商工 中 金の88行,約7,400店 舗 が参 加。 囲

昭和54年2月 第二 次 全銀 シス テム稼 動。

相 互銀 行,信 用金 庫,農 林 中央 金庫 等が加 盟。

加 盟金融 機 関 は708行,約17,000店 舗 とな る。

昭和57年4月 在 日外国銀 行1行 が初 めて加盟 。

昭和59年8月 信 用組 合,労 働金 庫,農 業協 同組 合等が 加盟。

加盟 金融 機関数 は5,479行,約4万 店舗 となる。

昭 和62年11月 第三 次 全銀 システ ム稼働 予 定。

囲　都市銀行,長 期信用銀行,信 託銀行

　　　　　　　 表2.1.-2　 加盟 金 融 機 関 ・店 舗 数

会 員　・準 会 員 銀 行 ・代 行 決 済 委 託 金 融 機 関

金 融 機 関 数 店 舗 数 金 融 機 関 機数 店 舗 数

会　 9員 　　 銀　　行 86 9774

都 　 ・ 市 、　 銀 　 　 行　 　 　 　 　 .

13 2,962

地　　　方　　銀 　　行 63 6,397

信　　 託　　銀　　行 7 353

長　期　信　用　銀　行 3 62

準　　会　　員　 銀　　行 77 4,444

外　　　国　　銀　　行 2 8

相　 互　 銀　 行　 等 70 4,278 `

全 国信 用 金 庫 連合 会 1 16 信　　 用　　 金　　庫　 456 6,633

商 工 組 合 中 央 金 庫 1 90

亀

全国信用協同組合連合会 1 13 信　　 用　　組　　合　 437 2,728

労 働 金 庫 連 合 会 1 1 労　　 働　　金　　庫　　47 557

農　林　中　央　金　庫 1 38 信用農業協同組合連合会　　 47 250

信用漁業協同組合連合会　　 35 121

農　業　協　同　組　合4,294 15,424

小　　　　計 163 14,2　 18 5,316 25,713

小　　　　計 加 盟金 融 機 関数 　 5,479行 店 舗数 　 39,931店

(昭 和59年8月13日 現 在)
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(2)SWIFT

　 　全 銀 シス テ ムの 国際 版 と も言 うべ き シ ステ ムがSWIFT(Society-

　 for　 Worldwide　 Interbank　 Financial　 Data　 Telecommuni-

　 cation)で あ り,顧 客 送 金,銀 行 送 金,信 用 状 等 の 国際 金 融 取 引の メ ッ

　 セ ージ交 換 を 行 うシ ス テ ムで あ る。 この シス テ ムは,1973年(昭 和48

　 年)欧 米15か 国239行 の 出資 によ り設 立 され た機 関 に よ り,1977年

　 (・昭 和52年)か ら稼 働 し,同 年 日本 も参 加 を認 め られ,現 在 で は約60

　 行 が 参 加 してい る。

　 　 図2.1.-1の よ うに ネ ッ トワ ー クの,ス イ.ッチ ン グ ・セ'ソ'4・　一.をベ ル ギ

'tt　一 ,・ナ ラ ンダ,ア メ リカの3か 所 に置 き,こ こか ら国際 回線 で各 国の 集 配

　 信 セ シ タLを ル ー プ状 に接 続 して い るぴ 国際 回線 は,通 常 各 国の 回線 提 供

　 会 社 か ら借 りてい るが,日 本で は,国 際 回 線 と集 配信 セ ンタ ーの運 営 をK

　 DDに 委 託 して い る。　 　 -

アメリカ

オベレー テ{ンク

センター

纈

一 圭回線

三一ー一一パックア7プ 回線

日算 ◎

オランダ

オベレーティン

センター

ベルキ」'

オペレーティング

センター

線

図2.1.-1　 SWIFTの ネ ッ ト ワ ー ク構 成

(3)　 CDオ ンライ ン ・シ ステ ム

　 　 前 述 の 第 二 次 オ ン ライ ン ・シ ステ ムの 特 徴 と して挙 げ られ る もの に,自

　 動機 器 の 大 量 導 入 に よる オ ー ト ・バ ンキ ン グ化 が あ る。
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　 CD(Cash　 Dispenserん 現 金 自動支 払 機),AD(Automatic

Dipositor～ 現 金 自動 入 金機),ATM(Automatic　 Tellers　 Machine

～ 現 金 自動 入出 金 機)等 の 自動機 器 の 導 入は,銀 行 の 窓 口業 務 を大 き く変

える もの とな り,銀 行 相 互 間の 提携 へ と拡 大 してい った。

　 CDオ ンライ ン ・ネ ッ トワー クは,現 金 自動 支 払 い の ネ ッ トワー ク ・シ

ス テ ムで あ るが,昭 和55年3月,都 市 銀 行 中下 位6行 に よ るSICS(シ

ックスバ ンク ・キ ャ ッヅ ユ ・サ ー ビス)が 最 初 で あ り,そ の 後,都 市 銀 行

上 位7行 に よるTDCS(都 銀 ・オ ン ライ ン ・キ ャ ッシ ュ ・サ ー ビス～ 昭

和55年4月),地 方銀 行 のACS(オ ール 地 銀 ・キ ャッシ ュ ・サ ービス),

相 互銀 行 のSCS(相 銀 ・キ ャ ッシ ュ ・サ ー ビス),信 用 金 庫 のSNCS

(し ん き ん ・ネ ッ ト ・キ ャ ッシ ュ ・サ ー ビス)と 各業 態 別 に構 築 され てい

った 。

　 CDオ ンライ ン ・ネ ッ トワ ー クは,昭 和59年1月,都 市 銀 行 のTDC

SとSICSが 一 本化 され(BANCS～ バ ン クス),郵 貯 の全 国 オ ン ラ

イ ン網(約19,000の 郵便 局 を結 ぶ ネ ッbワ ー ク.)へ の対 坑,ま た 世 田谷

で の ケー ブル火 災 にお け るBANCSめ バ ック『ア ヅ プ と して の機 能発 揮 等

の 諸 々の理 由か ら,民 間 金 融機 関 での 合 同化 気 運 が 高 ま って お り,今 後 の

展 開 が注 目され てい る。 なお',一 部地 域,特 定 場 所 で の設 置 とい う制 限 は

あ るが,都 市 銀 行,地 方 銀 行,相 互銀 行 の54行 に よ るCDネ ッ トワー ク

(NCS～ 日本 キ ャ ッシ ュ ・サ ー ビス')が 稼 動 してい る。

,表2.1.-3　 業 態 別CDオ ン ラ イ ン 提 携`

＼ 名　　　称 業務 開始 加盟銀行数 国内店舗数 qD・ATM

設 置 台 数

都 市 銀 行 BANCS 59.　 　 1 13 2,983 11,624

信 託 銀 行 SOCS 58.　 　 4 7 352 503

地 方 銀 行 ACS 55.　 10 64 6,602 11,796

相 互 銀 行 SCS 55,　 10 69 4,136 5,241

信 用 金 庫 SNCS 55.　 11 419 6,663 7,208

※　 国 内店 舗数,CD・ATM設 置 台数 は59年9月 末現 在
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(4)地 銀 バ ン ク カー ド ・シ ステ ム

　　 地 銀 バ ン ク カー ド ・シ ステ ムは,地 方 銀行 が共 同事 業 と して運 営 してい

　 る もの で あ り,58年10月 よ り稼働 してい る。

　　 バ ンク カー ドは,1枚 の カ ー ドで,① 預金 の 引 き出 し,② シ ョ,ッピ ソ グ,

　③ キ ャ ッシ ン グが で き る もので あ り,そ の他,通 信 販 売,タ クシ ー ・チ ケ

　 ッ トで め利 用 等,業 務 を 拡大 しで お り,現 在,会 員 約100万 人,加 盟 店

　約20万 店 の カー ド ・システ ム とな ってい る。

　　事 務 処 理 シス5ム は図2.1-2の とお りで あ る。
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図2.L-2　 バ ン ク カー ド事 務処 理 シ ス テムの 概 要 図

2.1.3　 エ レク トロニ ッ ク ・バ ンキ ン グの進 展

　 　 　昭 和50年 代 後半 に 入 って,銀 行 の オ ンライ ソ ー.シス テ ムは,銀 行 外へ と

　 　拡 大 してい く。 エ レ ク トロ ニ ッ ク ・バ ンキ ン グと呼ば れ てい る この シ ス テ ム

　 　は,昭 和57年10月 の第 二 次通 信 回線 の 自由 化,銀 行 行 政 の緩 和 等 に よ り
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進 展 して い った 。

　 エ レ ク トロニ ック ・バ ンキ ン グは,そ の対 象 に よ り,企 業 向 け の フ ァーム

・バ ンキ ン グ と個 人 向けの ホー ム ・バ ンキ ングに大 き く分 け られ て お り,そ

の 概 念 図 を 図2.1.-3に 示 す 。

ファ ーム バ ン キ ング

　 主 な内 容

・取引 通知,取 引 照会 サ ービ ス'

・データ受付サー ビス

・資金移動サー ビス

・財務管理,

　 　 シ ミュ レ ーシ ョ ン
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・本格的CMS
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図2.1.-3　 エ レ ク ト ロ ニ ッ ク ・バ'ン キ ソ グ の 概 念 図

(1)　 フ ァ ー ム ・バ ン キ ン グ

　 フ ァー ム ・バ ンキ ン グ と呼 ば れてい る対 企 業 向 け の オ ン ライ ン ・サ ー ビ

スが,都 市 銀 行 を 中心 に 開発 され て,約2年 が 経 過 してい るが,現 在,共

同 化 等 の新 た な 展 開 をみ せ てい る。
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(1)フ ァ ーム ・バ ンキ ン グの概 要

　 　 フ ァ ーム ・バ ンキ ン グとは,コ ン ピ ュー タ と通信 回 線 を利 用 して,企

　 業(フ ァー ム)と 銀行(パ ンク)を 接 続 す る こ とに よ り,企 業 に と って

　 有 効 な サ ー ビ スを 提 供 す る もの で あ り,サ ー ビス形 態 と しては,以 下 の

　 よ うな もの が あ る。

　 ①　 電 話,テ レ ック ス,フ ァ クシ ミ リを使 用 して,'預 金 残 高や 入金 通 知

　 　 等 の 会 計 情 報 サ ー ビスの提 供 を行 う。

　 ② 　 DDX(Di　 gi　tal　 Data　 Exchange)回 線 を利 用 して,銀 行 と

　 　 企 業 の コ ン ピ ュー タを接 続 し,銀 行 取 引 デ ー タの伝 送,給 与 振 込 デ ー

　 　 タ等 の受 付 を行 う。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 11

　 ③　 企業 のパ ソ・コ ソと'銀行 の ユ ンピ ュニ タ を公 衆 回線 で 結 び,銀 行 取 引

　 ㌔デ ー タ・の伝 送;給 与 振 込 デ ー タ等 の受 付 を 行 う。 一

　 　 サ ー ビス内 容 につい ては,残 高,入 出金 明 細等の 銀 行 取 引情 報 の通 知

　 　 照 会 サ ー ビ ス主 体 か ら,最 近で は,相 場,金 融動 向等 の金 融経 済情 報

　 　 の 提 供 に も力 を 入れ てい る。

(ii)通 信 プ ロ トコル の標 準 化

　 　 当 初,各 銀 行 が フ ァー ム ・バ ンキ ン グをバ ラバ ラに 実 施 してい った た

　 め,通 信 手順 の 相違 等 に よ り,複 数 銀行 と取 引 してい る企 業 に と っては,

　 各 銀 行 別 の ソフ トウ ェ アの用 意等 の 不 自由 さ もあ って,実 施先 数 が伸 び

　 ず,フ ァー ム ・バ ンキ ングの推 進 の た め,全 銀 レベ ルで通 信 プ ロ トコル

　 の 標 準 化 が 行 われ た。

　 　 対 企 業 の フ ァー ム ・バ ンキ ングで 情報 のや りと りをす る際 の 障 害は,

　 異 な る コ ン ピ ュー タ間 の 通信 の 困難 性 で あ る が,全 銀 協(全 国銀 行協 会

　 連 合 会)で は,昭 和58年6月 以 来,通 信 プ ロ トコル標 準 化 の具 体 的検

　 討 を 行 って き てお り,昭 和58年9月 には 企 業 と銀行 の コ ンピ ュー タ間

　 の デ ー タ通信 に関 す る標 準 プ ロ トコル(ベ ー シ ック手順)を 制 定 し,昭

　 和59年1月 には パ ソ コ ン用 の 標 準 プ ロ トコル(ベ ー シ ッ ク手 順)を 制

　 定 し,現 在 の パ ソ コ ンに よる会 話 型 プ ロ トコルの標 準 化 等 の検 討 を行 っ

　 てい る。

(iii)共 同 ネ ッ トワー ク化
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　 　 　通信 プ ロ トコル の 標 準 化 は 行われ た もの の,個 別銀 行 で実 施 してい っ

　 　た 場 合 の 開発 コス トの 増 大 等 の問 題 か ら,業 態 別 で は あ るが 共 同 ネ ッ ト

　 　 ワー クの 構 築 が す す め られ てい る。

　 　 　共 同 ネ ッ トワー ク化 の メ リ ッ トと して は,フ ァ ー ム ・バ ンキ ングの 開

　 　発 及び 推 進 に 伴 う コス ト軽 減,企 業 ニ ーズへ の対 応(マ ル チバ ン ク ・レ

　 　ポ ー トの 提 供 等)に よ る マー ケ ッ トの拡 大 等が 挙げ られ てい る。

　 　 　業 態 別 の ネ ッ トワー ク化動 向の 主 な もの は 以下 の とお りで あ る。

　 　①　 都 市 銀 行(13行)

　 　 　 　昭 和61年4月 の 実 施を 目指 して検 討 中。

　 　② 地 方 銀 行(64行)

　 　 　 　昭 和59年11月 よ り,特 定企 業(証 券会 社,生 損保 等)向 けの地

　 　 　銀 デー タ伝 送 シ ス テ ム(CNS～Chigin　 Network　 System)が

　 　 　稼 働 。

　 　③ 、 相互 銀 行(69行)

　 　 　 　昭和59年10月 よ り,特 定 企 業(証 券会 社,生 損保 等)向 け の相

　 　 　銀 デ ー タ伝 送 シス テ ム(SDS)が 稼 働 。

　 　④ 信 用 金 庫(456庫)

　 　 　 　現 在,7か 所 に設 置 され てい る共 同セ ンタ ーを結 ぶ 「信金VAN構

　 　 　想 」 を推 進 中。

(2)　ホ ー ム ・バ ンキ ン グ

　 　 現在,ホ ー ム ・バ ンキ ン グと しては,電 話 や キ ャ プテ ン端 末 に よる 残高

　 照 会,資 金 移 動 が 挙 げ られ るが,資 金 移動 につ い ては,同 一 銀行 ・同 一 名

　 義 目座 間 しか認 可 され て お らず,ま だ本 格 的 な もの とは 言 えない 。

　 (i)ホ ー ム ・バ ンキ ン グの概 要

　 　 　 ホ ー ム ・バ ンキ ン グとは,銀 行 の コ ン ピ ュー タ と通 信 回線 に よ り接 続

　 　 した端 末 機 を使 って,家 庭 にい な が らに して 口座 残 高照 会 や 振 込等 の 銀

　 　 行 取 引 を行 うもので あ る。 家 庭 に 設置 され る端 末 と しては,電 話,ミ ニ

　 　 ・フ ァ ックス,パ ソ コン,ビ デオ テ ックス(キ ャ プテ ン ・シ ス テム),

　 　 双 方 向CATV等 が 考 え られ てい る 。

　 (li)ANSERの 利 用
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↓

　 ANSER(Automatic　 answer　 Network　 System　 　for

Electrical　 Request)と は,寛 々公 社 が 全 国規模 で 提供 してい る共

同利 用型 の シ ステ ムで あ るが,寛 々公 社 で は,昭 和59年10月 末 現 在,

562金 融 機 関 か ら1の受 注 を受 け てい る よ うで あ り,こ の うち236金

融 機 関が,す で に 電 話,あ るい は,フ ァク シ ミ リに よ る銀行 取 引 情 報の

通知 ・照 会 サ ー ビ スを行 ってい る。

　 電 話,フ ァ クシ ミ リに よる 銀行取 引情 報 の通知 ・照 会 サ ー ビスは 自営

で もか な りの 銀行 で 実 施 され てい るが,今 後 の シ ス テ ム負荷,地 域 の拡

大 を 考 える と,多 数 の銀 行 がANSERへ 移 行 してい くの では ない か と

思 われ る。 な お,金 融 機 関 の ネ ッ トワー クは,奄 々公 社 開発 の もの が 多

く,そ の主 な もの を表2.1.-4に 示 す。

、

表2.1.一 ・4　電電公社の既存金融 ネ ットワークシステム

,

システ ム名 主な機能 サボ ー トフ'ロ トコル 接　 続　 形　 態 シ ス テ ム 規 模 備　　　　考

全銀 システム 接続 制 御

Z手 順,HDLC,

BSC(RC,　 TC

.Pで 種 々 の プ ロ トコ

ル を吸 収)

一一一,.、

　　銀 行 ℃　PU間

都 銀 等(87),相 銀(69),外 銀

(1),信 金(457),農 中等(83)

(59.8信 組,農 協,労 金加 盟予 定) .

インタパンクの為替決

済 システム(次 期では

MT伝 送,文 書通信等

も検討'

　 '

C　 D提 携

シ　ス　テ　ム

　 　 ,

接続 制 御 B　 手　 順

一}一.一 ーー一 一

　　　銀 行CP　 U間

BANCS・ …・・都銀(13)

　　 　　　　 地銀(64) イ ン タ パン クのCD代

払 シ ステ ρ.

ACS

　　　 　　　 相銀(70)SCS

SOCS… ……信託(7)

　 　　　　 　 都 ・地 ・相銀(54)NCS

全　信　金

シ ス テ ム
接続 制 御

Z手 順.4831手

順(REで 種々のプ

ロ トコルを吸収)

信 金CP　 U間

7地 区信金協 システ ム

直営　 (314)

　自営　(142)

信金間為替決済,預 金

の代 受 ・代払 システ ム

農協系統決済

シ　ス　テ　ム
接続 制 御

NTT-BSC,4831　 　 　 一

手順(REで 種 々の

プロトコルを吸収)

　 　 　 　 .

農 漁 協CPU,端 末間

農 中(1),農 協(4330),漁 協(1753),

信 連(47),信 漁連(30)

農 漁間為替決済,貯 金

の代受 ・代払 システ ム

CAF　 IS

シ　 ス　テ　ム
接 続 制御 B　 改　手　順

一

力　一 ド会社一ーデパー ト・小売店

(CPU)　 (CPU,端 末)

カー ド会祖∈8)

デパー ト・小売店 たPU…6(予 定

　　　　 　　　　 端末……当面2

　　　　 　　　　 /　 　 台予定

オ ー ソ リ七 一 シ ョ ン,

売 上処 理 等

A.NS'ER

シ　ス　テ　 ム

接 続 制 御

メディア変換
B　 改　手　頓

銀行

　 　 　 　 　 　 　 　 一

銀行CPU■ 取引先端末' 593(44有 し37緬 ヲ.60.3(150行75菅 肺) 振込通知 ・残高照会等

証券 証券CPU－ 取 引先端末' 59,⑥(4社,3都 市),603(14辻5都 市)"
中国/利 金 ファンドの 解

約 受付,残 高照会等

流通 DRESSセ 〃 一取引先端末' 603(14社,2都 市)'⇔ カタログショフピンク等

地 域バンクカ
ー ドシステ ム

(DRESS)

　 一

接 続 制 御

;」業 務処理等
NTT-BSC (CPU)

一 ぐ ㌦
,綜,

593DRESSセ ン タ(6セ ン タ)

　 サ プ セ ン タ　(　6　8セ ンタ　) 機能ア フプ計画中

・)DP,　 PH,　 DTEL,　 FAX,　 CAPTAIN端 末

・り　 60 .3東 京,大 阪,名 古屋,横 浜,福 岡,60.4札 幌,仙 台,広 島 を追 加
_、 今 後 ,順 次 拡 大予 定
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ω)　 INS実 験へ の 参加

　　 　昭和59年9月 か ら開始 され た電 電 公 社 のINS(Information.

　　 Network　 System)実 験 には,金 融 機 関33行 が 参 加 し てお り,デ ジ

　 、タル電 話 やVRS(Video　 Response　 System～ 画像応答 システム)

　　等 を 利用 して 各種 の 情 報提 供 サ ー ビ スを行 ってい る。

　　 　今 年3月 には,INS実 験 地域 内 に おい て キ ャ プテ ン端 末 によ る他 銀

　　行,他 人 名 義 口座 へ の 資 金 移 動 が 参加 金融 機 関(33行)に 認可 され,

　　 この よ うな行政 面 の緩 和 がす す む に伴 ってホ ー ム ・バ ンキ ング も次 第 に

　 .普及 してい ぐもの と思われる。.

　　 　また,と くに都 市 銀 行 で は異 業 種 との 共 同研 究会 作 りも活 発で あ り,

　　 グル ープに よ る各種INS実 験 を 行2て い る。.

　⑩ 　キ ャプテ ン ・シ ステ ムの利 用

　　 　昭和59年11月 か ら開 始 され た キ ャプテ ン ・シ ステ ムの商 用サ ー ビ

　　 ス には,多 数 の 銀 行 がIP(Information　 Provider～ 情 報 提供 者)

　　 と して 参加 し,生 活 関 連 情 報 か ら金 融経 済情 報,ク イ ズ,ゲ ー ムに至 る

　　幅 広い サ ー ビス を提 供 してい る。 ま た,残 高照 会 や 資 金 移 動 等の ホー ム

　　 　 バ ンキ ン グ ・サ ー ビスの 他 に,流 通 業 と提携 し,資 金 決済 を 連動 さぜ

　　 た ホー ム ・シ ョ ッ ピ ン グ,ホ ー ム ・リザ ベ ー シ ョン ・サ ー ビス も提 供 し

　　 てい る。

　(V)双 方 向CATVの 利 用

　　 　 双 方 向CATVに よる ホ ー ムセ キ ュ リテ ィ,水 道料 金 等 の 自動 検 針,

　　 ホ ー ム シ ョッ ピ ン グは,各 地 で実 験 が 試 み られ てい るが,ホ ー ム ・バ ン

　　 キ ン グの 具 体 的 試 行 例 は まだ ない 。

　　 　 CATVに よ るホ ー ム ・バ ンキ ン グの 実 施には まだ 時 間が か か る と思

　　 わ れ,現 在,銀 行 が 資 本 参 加 してい る程 度 で あ る。

(3)　ノミン クPOS

　　 昭和59年5月,大 蔵 省の 金 融 機械 化 政策 の一 環 と して,営 業 時間,実

　 施先 数 等 の制 限 付 きな が らバ ン クPOSの 実 施が認 め られ,第1号 と して,

　 昭和59年12月 よ り,東 海 銀 行 が トヨタ生 協 との 間 で実 施 してい る。

　　 バ ン クPOSは,他 業 界 の シ ステ ムを通 しての顧 客へ の オ ンラ イ ン ・サ

　 ー ビス提 供 とい うこ とに特 徴 が あ り,そ れ 故 の種 々の 問 題点 も あ る。
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(D　 バ ンクPOSの 概 要

　 　 ・ミンクPOSは,百 貨 店,ス ーパ ー等 のPOS(Pointof　 Sales)

　 シ ステ ム と金 融 機 関 の コ ン ピ ュータ を通信 回 線で接 続 し,売 場 で の 端 末

　 操 作 に よ って 販 売情 報 の管 理 と売上 代 金 の即 時 決 済 とを 同時 に可能 とす

　 る シ ステ ムで あ り,銀 行 のキャッシ ュ・カー ドを持 った 顧客 が,加 盟店 に

　 お い て,キ ャ ッシ ュレス で 買物 が で き る もの で あ る。 そ の代 金 は,買 物

　 と同時に銀行 の顧 客の預金 口座 か ら自動的に引落 され,決 済処理が即時

　 に 行 われ る。

　 　 銀 行 が 関与 す る キ ャ ッシ ュ レス ・シ ョッ ピン グと しては,約10年 前

　 に 一部 銀行 と小 売 店 の 間で 試 行 された が,当 時 は オ フ ライ ン処理 の た め,

　 信 用供 与 面 で 顧 客 を 限定せ ざ るを 得ず,ま たPOS端 末 の 高価 格 等 もあ

　 って,期 待 どお りの 効果 が 得 られ な か った よ うで あ り,約2年 で 試 行 を

　 終 えてい る。 しか し,今 向の バ ンクPOSは,ナ ン ライ ンでの 即 時 処理

　 で あ りく,流 通 業 界 にお け るPOSシ ス テ ムの 進展,消 費 者 に お け る キ ャ

　 ッシ 三 レス ・シ ョッ ピ ン グの 定 着 化 等 を考 えれ ば,そ の動 向 は注 目 され

　 る。

(ii)バ ンクPOS導 入の メ リッ ト

　　 バ ンクPOS導 入の メ リッ トと しては,以 下の ようなものが挙げ られ

　 てい る。

　 銀　行

　　 　 ①　決済資 金の 自行内環流

　　 　 ② 小売店 との提携強化

　　 　 ③　預金 口座 の魅力付 け等

　 小売店

　　 　 ①　 出納事 務の合 理化

　　 　 ②　釣銭等の資金手 当の圧縮

　　 　 ③　資金の効率運用等

　 消費者

　　 　 ① 　現 金を持 たずに買物が可能

　　 　 ②　即時 処理に よる買い過ぎの防止等

　　 しか し,以 上 のよ うな効果を得るためには,バ ンクPOSは,ま だ数
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　　 多 くの課 題 を残 してい る。

(iD　 バ ン クPOSの 課 題

　　 現 在,バ ン クPOSは,「 同一－ee行 同一 店 内の資 金 移 動取 引,59年

　 度 は一 行 あた り三 販売 店 以 内 」 とい う制 限 が あ り,小 売 店 の 導 入 メ リッ

　　 トは 少 ない 。 しか し,こ の 規 制 につい ては 徐 々に 緩 和 され て い くと思 わ

　　れ,将 来,複 数 銀 行 ・小 売店 との 実 施 が可 能 とな るで あ ろ う。

　　 　銀 行行 政 の 規 制 が 緩和 され てい った場 合,小 売 店 のPOS端 末 で は,

　 数 十 か ら百 行 単 位 のキ ャ ッシ ュ ・カ ー ドを取 扱 う必要 が あ り,そ のた め

　　に は,カ ー ド ・フ ォー マ ッ ト,操 作 手 順,プ ロ トコル等 の基 本 機 能の 統

　　一 が 必 要で あ り,休 日 ・夜 間 対策 及び セ キ ュ リテ ィ対 策 も重 要 な課題 と

　　な って くる。

　　 　ま た,業 界 の 体 質の 相 違 とい う言葉 は 適 当 で は ない か も知 れ ない が,

　　シ ステ ム に対 す る考 え方 の 相 違,顧 客 に対 す る考 え方 の 相 違 等 の影 響 に

　　は 大 きな もの が あ り,異 業種 間 オ ン ライ ン ・シ ステ ムの難 しさが あ る。

　Gv)　 プ ロ トコルの 標 準 化

　　 　現 在,都 市 銀 行 で は,接 続 手順 や 電文 フ ォ ーマ ッ ト等 の標 準 化 作 業 を

　　 すす めて お り,ほ ぼ 作 業 を終 えて い る。 ま た,小 売 店 側 の 複数 銀 行 取 引

　　 に対応 す る た め,共 同 セ ンター構 築 も検 討 して い る。

(4)国 際CMS

　　 国 内で の エ レ ク トロニ ッ ク ・バ ンキ ングの 展 開 と並 行 し て,と くに都 市

　銀 行 で は,国 際 ネ ッ トワ ー クを使 って の ワール ドワイ ドなCMS(Cash

　 Management　 Service～ 資 金 管 理サ ー ビス)を 提 供 して い る。 内 容は,

　 当座 預 金 等 の 残 高 ・入 出金 情 報 等 の 口座 情 報 の 提 供,資 金 振 替 ・送金 等の

　 オ ンライ ン ・サ ー ビスな らび に金 融 情 報の 提 供 な どで,企 業 は 手許 の 端 末

　機 をたた くこ とに よ り,海 外拠 点を 含 め た資 金情 報 を 即座 に 把握 し,資 金

　 移 動 や関 連 情 報 の 把 握 も機 動的 に行 え る。

　　 利 用シ ステ ムは,独 自開 発 と汎 用 パ ッケ ー ジの 利 用 が あ るが,都 市 銀 行

　 の 多 くは 後 者 の場 合 で,NDC(National　 Data　 Corporation)や ケ

　 ミカル銀 行 の汎 用 パ ッケ ー ジを利 用 し てい る 。

　　 わ が 国 の企 業 の多 くが ワール ド ・ワイ ドな 事 業活 動 を展 開 し,海 外 拠 点
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を結 ん だ 資 金 管 理 ネ ッ トワ ー クを もつ 必 要性 が 高 ま る なか で,国 際CMS

は,銀 行 の営 業 展 開 上 の 重 要 なサ ー ビス機 能 とな りつ つ あ る。

2.1.4　 今 後の展開 と課題

　　 現在,銀 行業界 では,前 述の ように第三次オ ンライ ン ・システ ムに よる個

　 別 銀行の ネ ッ トワー クの整備,業 態別の共同ネ ットワー ク(共 同CMS)の

　 構築 等がすすめ られてい るが,今 後,"競 争 と協調"の なかで,他 業界 ネ ッ

　　 トワークとの接 続,業 界 ネ ッ トワークの統合が図 られてい くもの と思われ る。

　　　また,今 年4月 よりVAN事 業が全面的解禁 とな り,否 が応で も銀行 はそ

　　の渦に巻 き込まれ てい くであろ う。

　 (1)　他業界 との ネッ トワーク化の進展

　　　 各企業では,VAN,キ ャプテ ン,　INS等 のネ ッ トワー ク ・システ ム

　　 の利用 によ り,事 務の合理化,あ るい は業容 の拡大 を 目指 してい るようで

　　　あ る。 とくに流通業 では,VAN利 用 による受発注業務等の流 通 ネ ッ トワ

　　　ークが形成 されつつ ある。 この ような状況下,銀 行 と他業 界ネ ッ トワーク

　　　との接続等の網 間接続 は活発化 してい くもの と思われ る。

　　 (i)個 別銀行に よる他 業界 との ネ ッ トワーク化

　　　　 最近,銀 行では,VANを 利用 した代金決済 システム構築 の動 きが高

　　　　まってきてい る。

　　　　 今後,各 業界での ネ ッ トワーク化 による情報流通,物 流等の 円滑化に

　　　 伴い,ネ ッ トワークを通 しての資金決済に対す るニーズが高ま ってい く

　　　　と思 われ,銀 行の もつ決済機能 を活用 した ネ ットワー ク接続が展 開 され

　　　　てい くもの と思 われ る。

　　　　　また,各 種INS実 験 にみ られ る よ うに,今 後,各 種 ニューメデ

　　　　ィアを含む高度情報通信 技術及び コンピ ュータ技術が 加速度的 に進展す

　　　　る ことは確 実であ り,産 業界を含む社会 システムへ,個 別銀行が第三次

　　　　オ ンライ ンシステ ム導入に よる勘定系,情 報系 システ ムの充実 化を図 り

　　　　なが ら介入 してい くで あろ う。

　　　　 地方におい ても,郵 政省の テ レトピア構想,通 産省 の ニューメ ディア

　　　　 ・コ ミュニティ構想等の地域 ネ ッ トワークが進展 してい く過程 で,地 元

　　　　銀行は介入せ ざるを得なくなるであろ う。
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　　 (ii)業 界共 同による他業界 との ネ ッ トワーク

　　　　 地方で は,地 元金融機 関(地 方銀行,相 互銀行,信 用金庫等)に よる

　　　 垂直ネ ッ トワークの構築 による他業界ネ ッ トワークとの結合が図 られて

　　　 い くであ ろうが,業 態を超 えた垂 直提携 は経営上の問題等か ら実現には

　　　 困難性 を伴 う。 しか しピ一部 地域では,CDの 垂直ネ ットワークが す

　　　 で に構築 され てい ると ころ もあ り,地 域に よっては,フ ァーム ・バ ンキ

　　　 ソグ,パ ングPOS等 の幅広い他業界 との ネ ットワーク化が可能な シス

　　　 テ ムが 構築 され る可能性がある。　 　　 一 　 　 　.　 .

・　　 　 広範囲での業界共 同ネ ッ トワー クとしては ,や は り業態別ネ ッ トワー

　　　 クでの対応にな るであろ うが,バ ンクPOSに つい ては,'全 銀 レベ ルで

　　　 の対 応も検討 され てお り,実 現の可能性 もあると思われ る。

　 (2)業 界 ネ シトワ…一グの統合 　　　 ts　't　　 　　 :

　　　 現 在,銀 行業界では,CD。 ネ ッ トワー`ク等の業態別ネ ットワークが多 く,

　　 昭和61年 前半 に出揃 うであろ う企業向けの ネ ットワ]ク(共 同CMS)

　　 も業態別であ る。'当面 は,業 態別の ネ ッ トワーニクで推移す るであろ うが,

　　 顧客 ニーズ等か ら,CDネ ットワー クの垂直 提携,共 同CMSの マルチバ

　　　ソク ・レポー ト等の一部サ ー ビスの垂直提携等の競争部分 を残 しなが らの

　　 協調は され てい くもの と思われ る。

　 (3)　今後の課題 　　　　　　　　　　　　　　　　　　"

　　　 今年4月 よりの電気通信事 業法の 施行に よって;電 気通信面か らの 制約

　　 は とり払われ ることに な り,今 後 のネ ットワーク化を展 開してい く過程 で

　　　の課題は,網 間接続の技 術的な問題 もさることなが ら(技 術革新が解決 し

　　 てい くで あろ う),銀 行行政 の一層の緩和,法 的諸 問題の整備等 が必要で

　　　あろ う。

　　 (i)銀 行行政の緩和

　　　　　昭和58年4月 に,銀 行 と企業 間の データ伝送が認め られ,昭 和59

　　　 年5月 には,ペ イ ・バイ ・ホ ソ(電 話による資金振替)や バ ンクPOS

　　　　が制限付 きなが ら認 め られ るな ど,銀 行行政は徐 々に緩和 されてい る。

　　　　　しか し,ま だ制約部分は かな りあ り,今 後,技 術的基盤や セキ ュリテ

　　　　ィ対策が確立 してい く過程での一層の緩和が期待 され る。
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(li)法 的諸問題の整i備

　 　ネ ットワーク化 に伴 って,本 人確認 の問題,機 密漏洩 リス クへの対 応,

　 トラブル時 の責任分界点等の種 々の問題点が生 じて くる。 こ うした問 題

　 は,現 行の現金,小 切手 ・手形等を念頭 に置い た法制の枠をはみ出す も

　 ので あ り,法 制 面の 整備,新 しい決済制 度のル ール策定等の法的 な諸 問

　 題の解決を早急 に行 う必要 があろう。

(lii)シ ステム監査制度の整備

　 　規制が とり払われ,ネ ッ トウーク化が進展 していく過 程で,シ ステムへ

　 の過 剰投資 による経営 圧迫 も考 えられ;健 全 な ネ ットワー ク形 成を促す

　 ためには,シ ステム監査 制度の整備 も重要 な課題で あろ う。∵

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ;　`

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 +l　　　　　i　　シ
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2.2　 製造業(精 密機械)

2.　2.　1　 製造業 における情報 システム

　　 製造業における各部門の業務 と社外相手先の主要業務及び情報の流れは,

　　図2.2-1に 示す通 りであ る。

　　　各部門では情報 シ ステムに対 して次のよ うな業務効率化 の ニーズを持 って

　　いる。

　　① 　経営

　　　　 トップが必要 とす る最新の データの 即時検索 と処理(加 工)が できる。

　　　できれば トップ自ら操作する。

　　②　購買

　　　。　 発注業務の省力化一 コス ト低 減

　　　 。　 外注業者 に対す る計画的発注

　　　 。　 部品,材 料の社内適正在庫確保

　　③　生産

　　　 。　 生産 コス トの低減 －FA(Factory　 Automation)へ の指 向

　　　 。　 品質の確保

　　　 ・　 納期の確保

　　　 ・　 計画的生産

　　　 。　 半製品,完 成品の適正在庫

　　④ 　販売/物 流

　　　 。　 販売計画の早期作成 と,こ れの生産部門への フィー ドバ ック

　　　。　 顧客管理 一 顧客 ニーズ,商 品情報q)把 握

　　　。　 物流 コス トの低減 一 自動倉庫,一 貫輸送へ の指向

　　⑤　技術

　　　 。　 開発 コス トの低減

　 　 　 ・ 開発 期 間 の 短 縮 　 　 CAD(C・mp・t・ ・Aid・dD・ ・ig・)
　　　　　　　　　　　　　　　　　指向

　 　 　 。 設 計 ミスの絶 滅 　 　 LA(L。b。,at。,y　 A。t。m。ti。n)

　　　 。　 設計 データの保管,検 索

　　⑥ その他(経 理,人 事/給 与,ア フターサ ー ビス等)

　　　 。　 コス トの低減

　　　 。　作業時 間の短縮
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　 　 　 　 　図2.　2.-1　 製造業 における業務 と情報の 流れ

　 また,コ ン ピュータが導入 され て30年 余,こ の間の製造業 におけ る情報

システム化 は表2.2-1の よ うに進展 してお り,今 後の方 向 として次のよ う

な傾 向が うかがわれ る。　　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　　 '

①　個別業務 処理か ら複数業務 にまたがる総合業務処理へ

②　パ ッチ処理か らオ ンライ ン ・リアル タイム処理へ

③ 関連企業間の総合処理(例:部 品 メー カ,販 売会社)
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④　 技術開発,製 造の効率化への対応(CAD/CAM,　 FAな ど)

⑤　 通信 回線,通 信 ネ ッ トワー クの多様化に対応 した これち の効率的利用

表2.2-1 製造業にお ける 情報 システム化の推移

年 ・代 昭和30年 代～'

経済環境 ・一
・企業環境

・・高度成長下での業

.績拡大

・大量の デー タ処理

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ロど

対象業務 ,　　 (実績集計業務)　　　　　　
・給与計算'

　　　　　　・売掛 ・買掛金計算

　　　　　　・統計計算　『∵

　　　　　　・技術計算

　　　　　 ,等の個別業務処理

利用形態 ・一 括処 理

第2世 代 コンピュータ、

(ト ランジスタ 戊

昭和40年 代～

・企業 規模拡大1ζ対

　応:『 ・.一:'

、・大量 生産方式の確

　立　 ・　　　　　 s

　　　i

昭和50年 代
`昭和55年 　～　今後の動 向

'オイルシ.〉ク後の

.経 済 翠境今の対応
・生産性 の向上

:体 資強化,減 量経

営べの方針転換

・安定成長経済下での企業経営

・顧客ニー ズの多様化 ・商 品の ライフサイクル

の短縮化

・事務部門の合理化 ・OA化

・製造部門の合理化 ・FA化

(管理業務)　　　　(計画業務)',
'経理システム　 　 ・総合生産管理シス

三生難 理システム 　 テξ… ㌧ ジ
・販売管理システム　　・TSS文 よる総合E

等の個別の計算処理　　的な技術計算シス

から管理業務処理ぷ テ癖 のト「鰺 シス

　　　　　　　　　 テ ム指向の計画:・業務

　　　　　　　　　:;処理 弓　　 ほ　　　　　　　　　　
.・"　t!iC.一 　 `

　　　　　　　　　　　　 ～,　　　　　 ・、,

　　　　　'㌧ ヂ　 　 .ギ　 ＼,
　　　　:{

i

・麺 碑 ㌍

第3世 代 コンピュータ

(IC)

・・集 中 処 理

・TSS:処 理

　'デ 三 夕ベ ース/オ ン
十　・ライ彦処理
ぺト

長　 　 3パ5世 代 コンビ、.-1　 　 　 　 　 ラ

　'タてLS:1-)

　　　　 (戦 略的経営管理業務)
・総合経営管理システム

　　 .:・ 関連企業 グループシステムの統合

　　　'　　 (生 産 ・販 売 ・物流 システム)
　 　 　 `

　　　　　　　・企業情報ネットワークシステム

　 　 　 ミ

(OAイ ピ)　 　 　 i
・身辺業務のOA花

　　　　　　　　 (オンライン)
:等 め総合情報システムの確立

・統合的 なOA化

(FA化)
・'CAD/CAMシ1テ ムの導入及 び自動化製造

システA .(FMS)

三分販処理
・コンピュータネットワーク

　　　　　　 ・新データ通信欄 ・VAN利 用

　　　　　　　 による広域 ネ〉トワーク
・OA機 器 の単体利用　 ・LAN ,電 子ファイル

　　　　　　　　　　　 等峻合化OA機 器 の

　　　　　　　　　　 利 用

　　　『第4世 代 コンピュータ(超LSI)

　　　　　・デ ィジタル化等新通信技術

ノ
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　 製造業 におけ る情報 シ ステム化 の1例 を図2.　2-2に 示す。 この事例 とし

てあげた企業は精密機械か ら現在 は事務機,情 報機器メー カに多角化 してい

る。また 自社製 品の輸 出割合は2/3以 上を 占める。

　 また,製 品の販売は国内及び海外 に展開 してい る販売子会社が受持 ってお り,

(製 販分離)企 業 内及び関連企業 を含む情報 システムは図め よ うに本社事務

システム,研 究開発 システム,生 産管理 システム及び販売管理 システ ムに大

別する ことができる。全体 として国 内ジ全世界 に配置 されだ販売会社,工 場

などを デー タ通信の ネ ッ トワー クとして構成 している。』　 }

　 工場と協力会社,研 究開発部門と特許,科 学情報な どの データバ ンク,経 理

部 門と金融機関 とい った外部接続 もある。

ζ

キ、ヤ プテン

　 社

(事 務)

製造会社

科学技術文献
特許

o本 社 ・事務システム

　 　　 経営情報φ「　　　 経　　理

　 　　 人　　事
　 　　 購　　買
、　 .製 　　販

　 　　 輸　　出
　 　　 販売在庫
　 　　 サービス管理
。研究開発システム

　 　　 開発管理
　 　　 特　　許
　 　　 技術情報
　 　　 技術計算
　 　　 設計情報
　 　　 CAD/CAM
。生産管理システム

　 　　 工程管理
　 　　 外注管理
　 　　 購　　買
　 　　 在庫管理
　 　　 物流管理
　 　　 CAM
。販売管理システム

　 　　 販売管理
　 　　 在庫管理
　 　　 物流管理
　 　　経理等

図2.2-2　 製 造 業 にお け る情 報 シ ス テ ム化
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2.2.2　 ネ ッ トワーク化 とインターオペ ラビ リテ ィー

　　 製造業における情報 ネ ッ トワーク化は インターオペラビリティーを中心 に様

　　々な課題を抱 えてい る。

　　(1)世 界的規模での 自社企業 グル ープ(垂 直型)ネ ッ トワークの構築

　　　　企業がます ます 国際化 し,貿 易問題や 国際競争力の点 か ら国内はも とよ

　　　り各国の適切な情報を もとに対応す ることが重要にな って来 ている。 この

　　　ため散在 してい る海外工場,販 売会社,関 係会社な どを接続 した ネ ッ トワ

　　　ークの構 築の要請が強い。 この場合,デ ータ,音 声,フ ァクシ ミリ,テ レ

　　　ックスな どマルチ ・メデ ィアを統合 した効率的 なネ ッ トワークを必要 とす

　　　る。

　　　　しか し,イ ンターオペラビリティーの問題 として次の ことが挙げ られる。

　　　① 異機 種 コンピュータ間の接続 問題

　　　　　(各 国にある コンピュータとのイ ンタフェース統一は極 めて困難)

　　 ②　専用回線,公 衆 回線の規格が統一 されてい ない。

　　　　　(国 に よって回線の規格,利 用上の法制 もば らば ら。一般 に欧州は制

　　　　　約が多い。VANの 利用について も同様で ある。)

　　②　企業内 システムの結合

　　　　企業間の競争 は益 々激 しい もの とな ってお り開発期間の短縮,製 造の効

　　　率 化が大きな課題で ある。 このため開発部 門ではCADの 導入が盛んで あ

　　　る。 このCADを 含め設計 データのデータベース。科学技術計算のTSS

　　　セ ンター(自 社)をLANで 接続 している。 また工場 においてはFAが 進

　　　戻 してお り,開 発部門 と工場 とを結んだCAD/CAM用 のネ ッ トワーク

　　　が進む。 この場合設計 図面 などの高送伝送や制御情報の伝送 も行われる。

　　　問題点 として次のこ とが挙げ られる。

　　　①LANの 標 準化が現在できておらず これ に接続 され る端末機が標準化

　　　　され ない。

　　　②LANと 外部 回線 とのイ ンタフェースも標準化 され ていないので経済

　　　　的ネ ッ トワークが構築で きない。

　　(3)他 業界への波及

　　　　コス ト競争か ら川下 の流通面へ の合理化が企業 の戦略 として進め られて

　　　い る。倉庫,運 送 な ど物流面,代 理店,小 売店な ど流通面 において系列化
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　 が顕著にな る。

　　 この場合,力 の強 いメーカのイ ンタフェースに力の弱い中小 の業者が合

　 せ る事 になり,狭 い店舗 に種々の端末 を置 く とい う状態 にな り,経 済的に

　 も不都合が生ず る。業界ない し国 レベルで用途に応 じた プロ トコル(ビ ジ

　 ネスプ ロ ドコル)を 標準化すべ きであろ う。

(4)消 費者への波及

　　 商品の成熟 によって顧客の ニーズは多様 にな りまた個性化 し,商 品の ラ

　 イ フ ・サイ クルも短か くな ってい る。製造業 としては末端 ユーザか ら直接

　 その嗜好,自 社製品の評価,売 れ筋 商品な どの情報 を得 て商品企画 にす ぐ

　 に反映 させ ることが必要 にな って くる。 また製造業 としては キ ャプテ ンな

　 どニューメディアの利用 によ り新製品の紹介 な ど,さ らには直接販売(注

　 文及び決済)へ とネ ッ トワーク化 は本格化 してい くで あろ う。 顧客情報 の

　 システム化の差が製造業におい て も企業 の力の格差 にな る。 この場合,個

　人 情報の セキ ュ リティや法制面か らの制約な どの問題が生ず る。

㈲　業界 と しての ネ ッ トワー クへの取組

　　製造業界(精 密機械)と しては ネ ッ トワーク化の動 きは現在 ない。一般

　 的に製造業は垂直 の指向が強 く,技 術情報や販売情報の秘密性 が高 く,水

　 平型 の業界共 同ネ ッ トワー ク化 は特定の 用途 に限定 した もの 以外はきわ め

　 て実現困難な のではないか と思われ る。　　　 ・

25　 トラ ッ ク運 送 業

2.5.1　 業 界 の特 徴 と標準 化 活 動

　　　 トラ ック運送業界内の情報化 は約36,000事 業者の う'ち10%程 度の大 手

　 事業 者においてオ ンライ ン化,VAN事 業への進出,ニ ューメデ ィアの対応

　 が他 の業界 と比較 して も著 しい動 きを見せてい る。

　　　しか し,こ れ ら大手事業者 と残 り90%に およぶ中小企業 との格差は大 き

　　く,パ ソコンす ら満足に導 入 してい ない ところがほ とん どで ある。

　　 このように,ト ラック運送業 界では大手 と中小の差が極めて大 きい こと,ま

　 た力関係 による荷主の要 求が直接業務に反映 され るなど受身的な素地がある

　　とい う特徴 を持 ってお り,業 界 としての ネ ッ トワーク作 り以前の問題 として
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　 中小の ボ トム ・ア ップ,大 手事業者間の調整が 当面の大 きな課題 であ る。

　　　トラ ック運送業界でのEDP化 は昭和40年 に入 ってか らであ り,そ れ も

　 大手路線 トラ ック会社か ら始 ま った ものであるが,処 理 もオ ンライ ンとはい

　 かないのは もちろん,パ ッチ処理で も今か ら見 るとかな り未熟な もの と言 っ

　 てよか った。

　　 標準化はEDP化 以前の問題 として取上げ られ,昭 和35年 頃に トラ ック

　 事業者間の業務提携化,情 報交換の必要性か ら検討 された。

　 (1)運 送状の標準化　 "

　　　 標準化 の第1に 挙げ られたのが運送状の標準化で あ り,「 帳票規格化 」

'　　 とい う形で トラ ック事業者の代表 に よ り委員会 を組織 し行われた
。

　　 特 に送 り状 は,最 も運送の基本 とな る帳票で あ り,運 送 には絶対必要 な情

　　 報の出発 点で ある6

　　'一 最初に検討 された標準化は送 り状の うちで も,連 絡運輸 に係 るものか ら

　　 で あ らた6　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

　　　 路線 トラ ッグには 「路線 」とい う一定の定 め られた道路(東 京 ～大阪間

　　 を国道1号 線を通行 して営業す るとい うよ うな定 め)を 往復す るが,1運

　　 送事者で全国 どこぺ も路線受許 をも って営業 しているわけでは ない。

　　　 そ こで2つ 以上の運送事業者が連帯 して引継ぎなが ら リレー運送下 る場

　　 合が ある。

　　　 この場合,送 り状が マチマチでは各運送会社の社 内処理に不便が生ず る

　　 ので,他 社 の送 り状を 自社の送 り状 に中継点で書換 えることになる。

　　　 この手 間は大変な ロスにな るので,こ れ を合理化す るため,EDP以 前

　　 の問題 として帳票標準化が指摘 されたので ある。

　　　 そ して一応 の コンセ ンサスを得た様式が作成 され,実 施のた めの スター

　　　トを切 ったが,こ の とき以来,い か に標準化が難 しい もので あるか を知 ら

　　 され るに至 った。

　　　 結局標準帳票 は利用 されず に時間のみが経過 した。 その理 由はい ろい ろ

　　 考 え られる。

　　　 まず,社 内におい て各社が従来か ら使 っていた帳票 には長い歴史があ り,

　　　システム として生きている。 それ を変更す るにはそれな りの 社内理 由がな

　　 い と社 内 コンセ ンサ スが得 られ ない。
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　　標準化の委員会に委 員 として出ている者が会社を代表 して出ている もの

　 の,全 権が委任 されている とは言 えないので ある。一委 員の意見が全面的

　 に採用 され た とす る と,そ の 会社 の問題は生 じないが,他 の会社では全社

　 が変更 しなけれぼな らな くな る。 各社各様が実態 であ るか ら,各 社 の変 更

　 も大 な り小 な り変更を余儀 な くされる。

　　 自分の意志で変更す るのは社内 コンセ ンサスが得 られや すいが,標 準化

　 の委員会で決 ったか らとい って直ちに社内で も承 認 され る とい うわけには

・いかない。 か えって会社 を代 表 した委員 として出てい なが ら,な ぜ もっと

　 自社の考 え方 を取入れ て もらわなか ったのだとい うごとにな りかねない。

　 各社の エゴに近い カケ引きが ここに生ずるのであ る。　 』 一 　・ぶ

　　 次に,荷 主 の力関 係か らくる問題 であ る。路線送 り状 の場 合は,そ れほ

　 どの影響 はないが,区 域 トラ ックではほ とん どが この理 由で標準化 が進 ま

　 ないのである。

(2)運 転 日数の標準化

　　第1回 の標準化の試みは このよ うに して忘れ去 られ よ うとしたが,約10

　年ほ どして再びEDP化 の波 を受 けて標準化の話がは じま り,区 域 トラッ

,クの運転 日報を中心 とした標準化の検討に入 った。

　　運転 日報は送 り状 とほぼ 内容 において同様な フォーマ ッ トをもってい る

　が,送 り状が荷主であ る荷送人 によって作成す るのに対 し,運 転 日報 は運

　送人(ド ライバーや管理者)に よって作成 され るとい う点で異な る。

　　また,区 域 トラックで主 として使われ るので連絡運転 のよ うな事 業者 間

　の共通性は望 まれ ないが,荷 主か らの影響が強 く出て くるため,一 運送会

　社 の中で何種類 もの 日報が使われ る とい うこともある。

　　 日報 は,荷 主が運送命令 に使 う作業指示書 と しての役 目を兼ね る場合 も

　あ るため,荷 主の意 向が強 く出て くる可能性があ ると言 える。 この標準化

　 は区域 トラ ックのEDP化 の ための共同計算 システム実施の準備であ った

　が,ト ラ ック業者 自らの中か ら湧 き上 ったものでな く,行 政 当局の指導 と

　 い う形で行われた。 しか し,こ れ も実施後2年 程 で行政当局の指導 が中断

　 したため,全 国的に普及 しない うちに消滅状態 とな り,指 導 に忠実 に早 期

　 実施に踏切 った ところは二階に上 っては しごをはず された格好 となって し

　 ま った。
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　　 これは行政 の手 による指導 も一貫性が ない とい う印象を業界に植 えつけ

　 て しまい,旗 ふれ ど舞iらず とい う消極的 な禍根 を残す ことにもな った。

(3}路 線 トラ ックの送 り状統一研究

　　そ して数年後,再 び路線 トラックの送 り状統一の研 究がEDP化 の一貫

　 として行政 当局 より投げか け られ,3年 に及ぶ研究が重ね られたが,こ の

　 ときの内容はEDPシ ステムと手作業 システムの両立 をね らって設計 した

　 のであ った。二 兎追う ものは一兎 をも得ず とい う言葉 どお り,EDPシ ス

　 テムには もの足 りない もの とな り,手 作業 に も徹底できない中途半端 なも

　 の とい う感が あ った。従 って,こ れ も結局 は使 われず に単 なる基 準 として

　 発表 された にす ぎなかったので ある。
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表2.3-1標 準1帳 票 の 仕 様

項'　 　　 　　 目
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

内　　　　　　　　　　　　　　　　　 容　・　　　 ..
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　 　 　 　 　 　 '

と　 　 　 じ;　　 方
　 　 　　 　 …

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 「
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表2.3-2　 標準帳票の記入要領

領 域 項　　　　　目 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

「運 賃 料金 適 用方 」に よ り,「収 受 した項 目に っい て記 入 す る。

運 賃 の 「基 準 ・r　 )割 増 」は.基 準運 賃 り場 合,基 準 に 「○ ⊥,「 レ 」等
に よ り表 示 し,割 増 運 賃 の場 合,(　 )内 に2.10g数 値 で割増 の 割 合 を
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荷受人の住流 雛 番 号.氏 名錯 入す る1　 ・∵ 　 　 ・
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 脚

定 荷　　　'送　　　 人
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、

荷送 人 の住 所,電 話番 号,氏 名 を記 入す る。
.

、

ρ

個数 ほ 量.容 積 運賃算出姫 拠 として記 入する・　 　 　 　 　
.!,

〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　 　 　 　 　 　 　 >「ri,
ト 、

領
現 収　 ・ 束 収
　 　 　 　 　 　 　 .〉

該・声 卿 ・:日 ㌢・・四'・ 琴議 ∴
,二.・ …

持 .込 　 ・ 引:取
　 　 　 　 　 　 　 ゴ　`

・鵠 埣 に:'註 輌 叩
、」… 嶋 頑 表示・る_、　　　　　　　 .

年　　 月　　逗　 　 　 　 　 　 . 諭 受酋 織 縞 遷 す・.　 ○ ∵
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　膓.'　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　h'.　　　　　　　　　'域 　 　 　 　 .　　　　　　:「

原　　票　　番.　 号 照合.躍 典 ・頑 るご㌧:'ト ニ ㌧.　 …
・　　 :　　　 　　 　　 　　 　　 　 ∫'一　　 　　　

.　　 　 .二,;
ミ .　 　 　 一 』「∴ ・一.:.11・　 　 　 　 　 　 　 ㌦　 　 　 ∴"

自

発己 瀧"中 継 店
　 　 　 　 A

文㌣ ㌃ ド苦に到 賑 する・∵ 〕　 ・一 　 　 ㌧1　　 ,
　 　 .

輸 送 粁,中 継 粁,

集 貨 粁,配 達 粁
　 　 　 　 　 　 　 P

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ;

運賃算・噸 … 凝 ・た項 ・… て端;・ 入・ ・∴ ・ 、
　 さ　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ

由
　 　 　 　 　 　 　 …
品　　　　　　　 .名

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 吟

品名 を記入 す る。　　 ,　　 　　　　　 　　　　 '　 :.　 。"1『"
　 　 　 　 　 　 　 F　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　̀　　.　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ∴

.'
ボ

荷　　　　　　　 姿 荷姿 を.短 記号等・口 記入ナパ 　 　 　 "'「 ・
.　　　ご　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　》　　　「　 　 　 　

.〆」.

領
運 送 品 価 格,保 険

金 額,　 品 代　金

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ト

荷送人の申請金額を記入する。　　　　　　　　　　　　　　　 「

域
貨　 物　 引　 受.印 事業 者 が貨 物 引 受の 際 に印 ・サ イ ン等 で 記入 す る・　 　 ;

ψ

運 送 保 険申込 説 明
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 、　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ←

荷送 人 が運 送保 険 を 申込 みg・印,サ イ ン で記 入す る。　　　　 :　　　　　 ・.
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔

P
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O
O

ー

＼ 岡 函:'帳 ‥ 名 称'(自
社

　 　 　 ヘ　 　 　
ヘ　　ノ

名　 　パ 年
　 　 　 　 、

月

　 　 　 プ
　 ヘ　　　ク

日 八 原
　 ノ　　　　、

、
、
、
ノ

'

号番票

O

国

O

発店 着店 中継店

割

増

率

●品 　 目

易損 品 　 　 　 2割

貴 重高価 品10割

火 薬 ・発 煙 ・

濃 酸 　 　 　 　10割
・特 大 品　 　 　 2割

運

賃

基 準・()割 増 円

持 込 ・引 取 △
　 　 ▲

品名または内容

運送品価格　　　　　　　　　　 円

毎 度 御 引 立 あ りが

と うご ざい ます。

左 記 の お荷物 お引

受 致 します。

貨物引受印

　 　 ⑳

9

諸

料

金

集　 貨　 料 ▲

蝶 割髄 ▲　 一

連絡運輸牛鍋 ▲

輸 送 粁 ね
1
1

配　 達　　料 ▲

中 継 粁 A肩 ▲

荷　姿
ケース　　　　　紙　包

木　箱　　　　　コ　 モ
木　枠　　　　　　裸

`

恨喰t額 ▲

運送保険中帯
与・畝 間7

艀捌
集 貨 粁 h

かo

-o鋪

lz345秘
備 欄 内坪
網 拠

　 　 ハ

'

▲

配 達 粁 :　 炎夏

孕

▲

⊂ 円 実

費

保　 険　 料 ▲

荷　　　　受　　　　人 荷 送.人(イ 呆険 契 約 者) ▲

(〒　　　)　　 都道　　　　　　 市

　　　　　鍵　 　 　 添
(〒'拠 　 　 市

　　　　　 lI

騒

v

品 代 金 円 ▲

収 受 金 合 計
▲町　　　　　　 丁日

村　　　　　　　番地
丁目
翻 個 数 重 量 容 積 運　　賃 中 継 料 諸 料 金

TEL

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 殿

TEL

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 殿、 個 ん9 ㎡ 円 円 田

図2.3-2標 準 帳 票 の 例 示(1)
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9
1

＼

○

囹
ま
す
。

お
い
て
・
○

御
記
入
願
い

太
枠
内
　
　
は
荷
送
人
に

年　　月　 日綴
未
収

持
、込

引
取

1口 片 名 称)「 自 社 名)　 1
原　 遷　番　号

` ` `
iii…iwii
`　　　■　　 `　　　　　　A　　.　　`　　 ■　　　　　 .

品名およびその内容 ・毎度有 難 うございま九

・左記 の梱 勿的1受致 し

ます6

　　摩訂㍉
　 　 `　　　　　 1
　 　 、　　　　　　　　　　　　　　ψ
　 　 、　　　　　　　　　　　　　　　　'　 　 、　　　　　　　　　　　　　　'
　 　 、　　　　　　　　　　　　　　'　 　 、　　　　　　　　　　'
　 　 　 、輪一,"

発

店

コード

粁

程

θ

分

割

oη)

輸 送粁
」　 」　 `　 ,　 1　 `　 . 基 準・(　)割増 1..1.`

中 継 粁
`　 ・　 .　 `　 1　 ・　 .

‖持 込 ・ 引 取 △1
``1`,皿 集 貨粁 ・　 ・　 `　 .　 幽　 `　 `

.諸

.料

金

㈹

集　　貨　 料
1」8　 1`1

着

艦

}一ド

配 達 粁

1次11継

`　 .　 `　 `　 1　 .　 ・

■　 `　 ・　 ・　 `　 4　 `

旭鴉1贈料(発着)
1``1`、

連絡運輸中継料 1　 `8　 1　 ``

i川i 2次 「}継

自 社 分

・　 `・ 　 直　 1　 `　 1 配　　達　　料
1`・1『``

中
継
店
コード

記

号

表

示

1コ 、1.▲

荷 主}一 ド ii鞠
1`.1、 、

川i{ 支払人 チ ド illi川
1　 `.1　 `金

荷
姿

ケー

ス

木
箱

木
枠

紙

包

コ

モ

缶

入
裸

◎ 廻送{累除鉛申込みの場
合はlg示 の約説 料
率をご了承のうえで,
{5験金額を記入し、捺
印または州ンしてFさ㌦　 　　 　 ⑳

割

増

率

・品 　 目

易損品 　 　 　 　 　2割

顕 輌}価P1　 　 10割

火薬 ・発煙 ・濃酸10割
・特大品 　 　 　 　 　2割

1`ll　 `、

1`ユ1　 .漕

実

費

保　 険　 料 t``1‥

荷　　　受　　　 人 荷　　　 送　　　 人 記
号
丞
不

1``1　 `;

住所 住所
　 　 一

還送乱価格㈹
.　 1、 　 .　 ‖.　 、 `　 `　 .　 1　 、　 `

`累除 金 剛) 曇　 }　,　 4　 1　 ,　 1
ω

1　 ■　 `　 1　 ・1

舐　代　金 1・1) 、!``1`、

収 受 金 合計
'1`1　 ``個　数

'重 　

土止 容　積

電話

　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 殿

電話

　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　殿 個 κ9 ㎡

署

禁

A再 配達糾　　o航 送牡

B移 送事1　　　 11有料道路使用料

8冬 期割増料　K品 代金取立科
●保留料　　　X(　 　　　　　　 )

図2.3-3標 準 帳 票 の 例 示(2)



この作成 にあた っては次の基本原則が策定 された。

① 機能性の原則

　　帳票 は,事 務制度 上か ら要求 されてい る機能 に最 もよ く適合す るよう

　に,そ の型式 ならび に運 用方法 をまとめなければ な らない。

　　 このために,と くに記入方法の容易化 と記入後 の参照,利 用の容易化

　のための工夫が十分行われ る必要がある。

② 正確性の原則

　　帳票は,そ の記入 または 取扱 いが誤 りな く行われ るよ うな ものでなけ

　れば ならない。

　　 このためには,転 記誤 りの減少,記 入後の参照,利 用 におけ る正確性

　の確保のための工夫が十分 に行われ る必要があ る。　　 ,　　 　　 ・

③ 経済性の原則 、1　 .　 　 　 　 r .＼ ダ

　　帳票は・その処腔 腸 ・し・か つその費用課 するものでなけれ
　ば な らない・.　　　　　　　 ,、　 一

　　 このためには,発 行工数 の節 減のための記入:文字数 の減少,記 入順序

の合理化等が・賠 作噸 の臓 の轡 の聯 イズ・綱 方式・複

　写 方式等が十分 に検討 され る必要がある。

　　 この標準送 り状の作成 にあた っては,,前2回 の教訓を生 かす ために各

　 ユーザーの 自由な設計思想をで きるだけ盛 り込 めるよ うに と心 くば りを

　 した。:

　　 つま り,必 要最低 限の事項のみ標準化 し,あ とは 三ーザ ・エ リヤとし

　 て各ユ ーザの 自由な設 計 を許 したのである。

　 必要最低 限の標準化 とは次の事項である。

　 a.用 紙 サイズを統一 しA4版 長辺の3分 の1(縦99ミ リ,横210

　 　 ミ リ)

　 b.寸 法 は それ ぞ れ 弾 力性 を もた しア ロー ア ンスを設 け る

　 c.運 賃 ・料 金 欄 の 位置,内 容等 を統 一す る

　 d.荷 送人 ・荷 受 人 欄,個 数,重 量,容 積 の欄 を位 置規 定 す る,

　 e.帳 票 名,会 社 名,帳 票 番 号,年 月 日等 の位 置 を定 め る

　 　 この 標 準化 に あた って は ユ ーザ に ア ンケ ー トを行 い,可 能 性 を調 べ た

　 が,結 果 的 に は ア ン ケー トと実態 のか い 離 は現 実 の もの とな って しま っ
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た。 ア ンケー ト結 果 は 次表 の とお りで あ る。

表2.3-3　 標準帳票開発の必要性に対す る意 向(ア ンケー ト調査結果)

必要性 理 　　　　　　　　　　　　　　　由　　　　' 件　数 書捨(%)

感
　
　

.

　

じ
　
　
　　
る

連絡運輸に便利 55 55.0

帳票 を新 た に設 計す る手間 が省げ る 16 16.0

荷主 との交 渉 に都 合 が よい 14 　 14.0
L

荷主 か らの要 望 が高 い 3 3.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1'そ　
の　 他 12 12.0

合一　　　　　　　　　　 ン　 計 100 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 `

自社 独 自の もので あ り変 更 した くない

F

　 8 5τ1

標準 帳票 につい て考 え た と とが 左い　　 ' 2 143

荷主 の帳 票 を使用 してい る 6 0.0`

づ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　層.L
て　 の　 他 4 28.6

1　
,

　合　　　　　　　　　　　 計 14

　 ト

100.0

、

　 　 　 　 　 ■

表　2.3-4

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1　　　1　　　,

標 準 帳 票 の 使 用 に 対 す る 意 向 ・

野21　 　 使 用 す る 条 件 件 　 数 ・ 割合(%)

使
　
　
　
　
　
　
う

1社 内のパ テムを詩 化の方向へ切主 たときから使 う 　　 150'i'538
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

現在 の使 用帳 票 の在 庫 が無 く左っ た時 か ら使 う 16' 172

陸運 局 の指 導 があれ ば 使 う 12 12.9

荷主 か ら了承 が得 られ た ときに使 う 5 5.4

そ'の 　 他 10 10.?

合　　　　　　　　　　　　　　　計 93' 100.0

使 用 の
有　 無 理　　　　　　　　　　　　　　由 件　数 割合(%)

.

使
　
わ
　
な
　
い

標 準帳 票 を使 用す る体 制 が ととのえ られ ない 4 40.0

当社独 自の帳 票を 使 うこ とが規 則で あ る .
3 30.0

荷 主 の帳 票 を使わ ざる を得 ない 0 0.0

そ　の　他 3 30.0

合　　　　　　　　　　　　　　　計 10 100.0
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　 このア ンケー ト結果 か らもわかるよ うに,必 要性は連絡運転 を理 由 とす

るものが トップであ り,必 要性 を感 じない理 由の トップは 自社独 自の個性

とい うか,自 社 内 システムの最良の ものを採用す るとい う考 え方である。

　従 って,標 準帳票 を使用す る場合の理 由の トップは,自 社 システ ムを切

換 える必要が生 じた時点で標準帳票ヘ アブローチす るとい うのが原則的な

考 え方で ある。

　現時点で特 に切換 えの必要性 を感 じてい ない ところでは,標 準帳票が定

め られたか らとい って直ちに切換 えることはない ことを表わ している。

　使わない理 由 として 「標準帳票 を使 用す る体制が ととの えられない 」と

してい るが,群 を抜いて多い数字でない ことか らわかる ように本音は別の

ところにあ るよ うで ある。

　 このよ うな苦難 をた どり標準帳票が完成 された ものの結果的 に不成功に

終 ったのは根 本的に標準化が困難 な土台が存在す るもの と言 えよう。

　 多 くの ユーザは標準帳票の普及 にあた って行政当局 とユ ーザ団体の,つ

ま り トラ ック協会の強力な指導 を望んでい るが,行 政 当局にはその点積極

姿勢 は見 られ ない し,ト ラ ック協会におい て も関係機関の中枢 をあずふ る

人 々の関心が簿い とい ってよい。

　 従 って,ト ラック業界の イ ンターオペ ラビ リテ ィーは,あ る程度 トラ ッ

ク事業者の追いつめ られた時点でのやむにや まれぬ必要性が出て くるまで

は,積 極的な前進はあ りえない と思われる。

2.3.2　 ネ ッ トワ ー ク化 に お け る問 題

　 　 　昭 和59年3月,運 輸 省 は 「物 流情 報 シ ステ ムネ ッ トワー ク化 調査 報 告 書,

　 現 状 と標 準 化 の 課 題 」 と題 す る イ ン ターオ ペ ラ ビ リテ ィー に係 る研 究 報 告

　 　書 を発 表 してい る。

　 　 　これ は全200ペ ー ジに及 ぶ かな り詳 細 な研 究 報告 書 で あ るが,要 約 す れ

　 　ば ネ ッ トワー ク化 は 産業 界 の 各 分野 で 進展 して お り,企 業 内 ネ ッ トワー ク

　 　か ら企 業 間→ 業 種 間 へ とネ ッ トワ ー クが拡 大 しつ つ あ る と し,標 準 プ ロ トコ

　 　ル,業 務 処 理 ソフ ト,各 種 コー ド体 系,帳 票類 の 標 準化 を検 討 すべ しと して

　 　い る。

　 　 　しか し,広 い範 囲で 同 時 に標 準 化 作 業 を進 め る こ とは 困難 で あ り,必 要 度,
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難易度等を考慮 し,実 現性 のあるものか ら着手すべ きであ るとも述べ,標 準

化の困難性 を認識 してい る。

　そ して標準化 を進め るにあた っては,異 なる機能や処理条件 を持つ既存 シ

ステム間の調整,技 術革新,新 規 ニーズに対応す るための拡張性,デ ータの

破壊,漏 洩 に対す る保護等 についそ十分検討を加 え,物 流業 と関連業界,行

政機関等が密接に連絡を と りなが ら取組まなければな らない と述べている。

　要す るに インターオペラビリティーの重要性や必要性は業界,行 政庁 とも認

めてはい るが業 界が最 も敏感に反応す るコス トの問題,技 術進歩 とともに,

各企業 の レベルの進歩によるシステムの進捗変化 など未知数 なものに対す る

危惧 も大 きいので あ る。

　 従 って,必 要性 を知 っていなが ら着手で きない ジ レンマに各企業はおちい

ってい るともい える。

[

2.4　 航空運輸業

2.4.1　 航空運輸業界の特徴

　　 航空運輸業は,商 品で ある座席 ・スペ ースに商品品質である安全性,速 度

　 性,定 時性及び経 済性(価 格)を 付加 して旅客及び貨物 を 目的地 まで輸送す

　　ることで成 り立 ってい る。

　　　航空業界は他の業 界 と比較 して,競 合要素,標 準化 要素及び協調要素が混

　 然 として運営 され ている数少ない特殊な業界であ るとい える。

　 (1)競 合要素

　　　　企業で あるかぎ りどの業界で も同様であるが,上 記条件 に加 えて路線構

　　 成,便 数及び出発 ・到着時間帯が競争条件の主たる もの とな ってい る。最

　　　近で はこれ に加 えて情報サ ー ビスが条件 として大 きな要素 とな りつつある。

　 (2)標 準化要素

　　　　航空機は高高度で遠 隔地 を飛行す るため運航 の安全性,定 時性及び信頼

　　 性 を確保す るために航空会社間,メ ーカー,関 係企業,国 家機 関及び世界

　　 各空港 との間で広範囲な情報交換が必要である。 また,旅 客,貨 物の予約 ・

　　 発券 ・精算 ・搭乗 手続等お客様が どの航空会社,ど の空港で も同 じ手続 に

　　　より利用で きるように業界全体 の標準化が徹底 されてい る。

　　　 換言すれば,標 準化は業界が存続す るための避けて通 ることがで きない
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　条件で ある。

(3)協 調要素

　　高度の標準化 は,航 空機 ・部品 ・施設等の共用化 に止 まらず通信 ネ ッ ト

　 ワーク,デ ータベー ス,適 用業務 ソフ トウェア等 の共 用を可能に し,.各 企

　業の内部費用の節 減,航 空業界全体の繁栄に寄与 している・従 って・航空

　業界は比較的 に早い時代か らコンピュータや通信 システ ムが発達 してい る

　 業界の1つ であ る。.

2,4.2　 日本航空における通信 システ ムの歴史と現状,

　　 昭和28年1月,そ れ まで運輸 省航空局の通信網 に全 面的に依存 してきた

　　当社 のテ レタイ プ通信が ・,東京を中心 に福岡 で名古屋 を結ぶ初めての会社専

　 用 の通 信 ネ ッ トワ ー クを設 定 した の が 当社通 信 シ ステ ムの は じめで あ る。

　 　 一方,国 際 回 線 につ い ては,航 空機 の安 全 運航 に必 要 な テ レタイ プ ・メ ッ

　 　セ ー ジを送 付 す るた め に,ICAO(International　 Civil　 Aviation

　 　Organization－ 国 連の 一 組 織)勧 告 に従 ってAFTN、(Aergnautical

,Fixed　 Teleconmunication　 Networkr領 主 官庁 々1暗 してV・る)

　 　を利 用 して き たが,昭 和2.　9年1月 最 初 の専 用 国際 回 線 と して東 京 とサ ンフ

　 　ラ ンシス コに テ レタイ プ回線 を 開設 した・ 以降 国 内外 の 事業 所 の 拡 大 と航

　 ・空 輸送 の急 激 な 伸び に伴 って テ レタイ プ回線 は全 世 界 的 な規 模 で拡 張 され て

　 　ゆ き,通 信 トラ フィ ッ ク量 も大 幅 に 増加 した。

　 　 　昭 和47年2月,初 め て の オ ン ライ ン予 約 シ ス テ ム と してJALCOMシ

　 　 ステ ムが完 成 し世 界 的 な 規模 で 端 末 機 器 を展 開 した。 この オ ン ライ ン化 は 従

　 　来 テ レタイ プに使 用 して きた 低速 回線 を其 の儘 使 用 す る こ とが 不可 能 であ っ

　 　た た め別 の 高速 デー タ通 信 回線 の設 定 が 必要 で あ った。 当社 が この 海外 オ ン

　 　 ライ ン化 計 画 を策 定 した 昭 和45年 代 当初 ま,国 際 電 信 電話 ㈱ に よ って ま

　 　だ 高速 デ ー タ通 信 回線 の 賃 貸 サ ー ビスが 確 立 され てい なか った た め,国 策 企

　 　業 の立 場 か らも積 極 的 に アプ ローチ し,他 の わ が 国企 業 に先 駆 け て海 外 オ ン

　 　 ラ イ ン化 を達 成 す る こ と とな った 。

　 　 　然 し,当 時 高 速 デ ー タ通 信 回線 は 専 用 回線 利 用 料 金 が極 めて 高 額 で あ り,

　 　単 独 で 賃借 す る こ とは コス ト的 に大 きな 問題 で あ った 。 従 って トラフ ィ ック

　 　量 が 比 較 的少 ない ヨー ロ ッパ及 び ア ジ ア ・オ セ ア ニ ア地 域 はSITA(So・ci・e－
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te　 International　 de　 Telecommunication　 Aeronautics－ 航 空 会 社の

テ レタ イ プ ・デー タ通信 を一 括 して 行 うため 航空 会 社 が共 同で 設 立,運 営 し

てい る国 際 的,非 営 利 的 な通信 法 人 ～後述)を 利 用 して 展開 を推 進 した。

　 こ の よ うに して今 日の ネ ッ トワー クが 運営 され て い る。 現在,国 内及 び 海

外 の事 業 所 間 を専 用 通 信 網CJAPTEN: .JAL　 Private　 Telecom-

munication　 Network)で 結 び 。又SITA,　 ARIN℃(Aeronauti-

cal　 Radio　 Ind:米 国 内の 各種 通 信 サ ー ビス ー テ レタ イ プ,デ ー タ通 信,

無線 専 一を 提供 す るた め に設 立 され た非 営利 的 な 通 信法 人),AFTN等 の

関連 通 信 網 や旅 行 代 理 店 の コ ン ピュ ー タと当社 の 予 約・シ ステ ムのiコ ン ビュー
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　シ　 ぐ　　コ　　　　　　 チ

・とリン・させ ・タイプAえ パ ゴ げ づ 通信)培 イブB・ パ ⇒
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ト　　

(テ レタイプ等)の 送飾 師 ρてい る・; .㍉:1 ,、
このよ う極 信 を集中的に制砺 る㌘ ムと して響 剛 ビ・↓口 紅

FEP(」ALF・ ・n・…E・dap…e'・9・ ・)'シ ステ ム環 散 れてい る・

その システムに収容 している回線(実 装)は,　 　 ・　 .　 .∵ 　 ・

タ イ プA　 　 95回 線

.　　　　　　　4;800BP .S

　 　 　　 　 r　1　2;4　O　QBP$ニ

タ イ プB　 　113回 線

　 　 　　 　 　 2,400BPS

　 　 　　 　 　 1,2,00Bl)S

　 　 　　 　 　 　 200BPS

　 　 　　 50～150BPS

とな って い る。

20
'
75

4

ー

ワ
・

ρ0

　

　

　

0

　

　

　

1

これ らの 回線 網 を流 れ る メ ッセ ー ジ数 は ,

　 　 TYPE　 ・A

　 　 TYPE　 　B

とな ってい る。

5億/年

4千 万/年
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表2.4-1　 通 信制 御 基 本仕 様(JALFEP)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 w

通　　　　信　　　　制　　　　御　　　　方　　　　式

S∧BRE-1 llDLC-1 ドDX-【 ♪W〔5} FI)X-PS レ　ベ ル　2　 U

通
信
回
線

特定 　 D-7

(4W,全 二 重)

特定

(4W.全 二 重)

特定

A-1/B-1

構 内

特 定

A-1/B-1

構 内 構内

通運

信度

2400bps

4800bps

4800bps
　 　 　 　 　 　 　 s

50,75,100,110,
　 　 　 　 　 「

1345150、200bps

50,75,100,110,

134.5150bps

2400bps

通方

信式

同期
タ

全二重

F同 期

全二重

調歩

全二重

調歩

全二重

同期

半二重

ビ選

　出ツ
順

ト位

高位先行 低位先行 低位先行 低位先行 低位先行

伝 コ
　 1

送 ド

BCD

6単 位

EBCDIC

8単 位

BAUDOT

5単 位

BAUDOT

5単 位

JIS

8単 位

キ

ザ.

ラク

タ

ー

構

成

ST 一 一 1 1 一

PT 6 8 5
「5 8

VP 一 一 } 二 一

SP }」 一 1.5 1.5　　　　　　　　　　　　一

バ

イ

ナ

リ

ー

表

示

マ　ー　ク ス ペ ース マ　ー ク ス ペ ース マ　ー ク ス ペ ース マ　ー　ク ス ペ ース マ　ー ク ス ペ ース

電　　圧 一8　 V 十8V 一8　 V 十8V 一 一 「一. 　 一 一8　 V 十8　 V

バ イ ナ リ 0 工 1 0 1 o 1 0 1 0

電A-1

流B-1

.一 一 一 一 一20mA 十20mA 一20mA
十20mA

_. 糟}

一 一 一 一 一10mA 十10mA 一10mA 十10rr凶 一 一

極　　性 一 　 一 一 ス トップ ス タ ー ト ス ト ッ プ' ス タ ー ト 一 一

誤出
り方
検式

　 CRC方 式

X6十X5十1

　 FCS方 式

X1。+X12+X5+】

な　し な　し
　 CRC方 式

Xl6+.X12+X5+1

電御

送方

制式

受信:タ イ レク トポーリ

　 ング,ハ ブ軍一リング

送信:フ リー ラ ン

受信1フ リー ラ ン

送信:フ リー ラ ン

受信:ボ ー リング

送信:セ レクテ ィング

受信:ポ ー リング

送信:セ レクテ ィング

備
　
　
考

S1(3F)16い

S2(3E)16に よ る

同 期 方 式

一 次局:JALFEP

二 次局:代 理店

200bpsの とき

モ デ ム ・イ ン タ ーフ

ェ イス
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2.　4.5　 航 空 業 界 と して のネ ッ トワ ー クの 取組 の現 状 と課 題

　 　 　業 界 と しての ネ ッ トワー ク化 の取 組 は,現 実 に業界 共 用 ネ ッ トワー クを設

　 　置 ・運 用 してい るSITA,全 世 界 の 航 空 会社 の 情報 シ ステ ムに 関す る個 々

　 　の 企 業及 び 業 界 と して の共 通 問題 の調 査i・分析,相 互利 益 を守 るた め の調 整

　 　機 能 を持 つIATAが 中心 とな って い るが,世 界 の 標 準化 を リー ドしてい る

　 　米 国の 先 進 航空 会 社 の 動 き,は見 逃す こ との で きない 存 在 で あ る。 更 に,米 国

　 　内 にはIATAの 米 国 版で あ るA↑A(Air　 Transport　 Assosiation
　 　 　 　 　 　 　 　 　 ト　 ミ　　　　　 ロム　　　　 パ　　　　　　　ロ

　　of　 AmeriCa)と,　 SITAの 米国版で あるARINCが ある。

　　　以下,順 を追 って説 明す る。　 　 ・　 　 　 　　 .

　　(1)　 SITA

　　　(i)経 緯及び現状

　　　　　 SITA設 立 め動機は,当 時企業間通信 の主体で あ った テ レタイ プ通

　　　　信の利 用が拡大す るにつれ,そ れ まで利用 してきた国の通信設備では賄

　　　　きれな くな り航空会社独 自の回線 の設定が必要 にな ったが,個 別に回線

　　　　を布設す ることは膨大 な投資 と費用がかか るので,♂ヨーロ ッパの主要航'

　　　　空会社であ るエール ・フランス,英 国航空,ス カンジナ ビア航空,'ス イ

　　　　 ス航空,オ ラ ンダ航空 と米 国の トラ ンス ・ワール ド航空な ど11社 によ

1　 　 り1949年(昭 和24年)に 設立 された。(日 本航空は昭和35年 参

　 　 　 　 加)　 　 　 　 1'

　 　 　 　 　 現在,154ケ 国,248航 空 会 社 が参 加 し,950都 市 の15,700

　 　 　 　 航 空会 社 事 務 所 に11,500台 の テ レ タイ プ端 末 機,,10,400台 の 予約 用

　 　 　 　 端 末機 がSITAに よ り設 置 され 利 用 され て い る。

　 　 　 　 　 SITAは 世 界 で最 も古 く且 つ世 界 最大 のVANで あ る とい える。

　 　 　 　 SITAの ネ ッ トワー ク構 成 につ い ては 図2.　4-2を 参 照 され た い。

　 　 　 　 　 設 立 当 初 は テ レタイ プ ・メ ッセ ー ジ(タ イ プ ーBと 呼 ん で い る)の み

　 　 　 　 を 扱 って い た が、1960年 代 後 半 か ら急 激 に発展 した 予 約 を中心 とす

　 　 　 　 るオ ン ライ ン ・コ ン ピュ ー タ ・シス テ ムの普 及 に伴 い,デ ー タ通信 系(

　 　 　 　 タ イ プーAと 呼 んで い る)の 扱 い も導 入 した。1976年,テ レタイ プ

　 　 　 　 系 の メ ッセ ー ジ取 り扱 い 量3億2千 万 通,デ ー タ通信 系2億9千 万 通 で

　 　 　 　 あ った もの が1982年 には テ レタイ プ系 は40%伸 び4億5千 万 通 な

　 　 　 　 の に対 し,デ ー タ通信 系 は180倍,53億 メ ッセ ー ジ と増 加 してい る。
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　 この 傾 向 は今 後 と も続 く もの と予 想 され る。

　 　 SITAで 使 用 して い る専 用 回 線 は,各 国の コモ ンキ ャ リアか ら借 用

　 して い る公 衆 回線 で 。 日本 の場 合 窓 口はKDDと な ってい る。

　 　世 界 の主 要 都 市(東 京,ホ ン コ ン,ロ ーマ,パ リ,マ ドリッ ド,ア ト

　 ラ ンタ,ニ ュー ヨー ク,ロ ン ドン,ア ム ステ ル ダム及 び フ ラ ンク フル ト)

　に主 要 セ ンター(ゲ ー トウェ イ)を 設 け,さ らに他都 市 に180以 上の

　中継 機(ス イ ッチ ング用 コ ンピ ュ ータ)を 置 き ネ ッ トワー クを制 御 して

　い る。 従 って,航 空 会 社 と して は主 要 セ ンタまで 自前 の 回線 を設 け接 続

　す る ことで,SITAの 全 回線 を利 用す る こ とが 可 能 に な る。(SIT

　 Aネ ッ トワー クへ の ア クセ ス方 式 は表2.4-2に 示す)

　 　更 に,米 国 の ア トラ ンタ(ジ ョー ジ ア州)と 英 国 ア イ スル ワー ス(ロ

　 ジ ドン近 郊)に は 「デ ー タ処 理 用 コ ンピ ュー タ ・セ ンタ 」を持 ち,自 前

　で 業 務 用 の シ ステ ムを持 て ない 中 小 の 航空 会 社 に対 し予 約 等 の代 行 サ ー

　 ビ スとか,最 近 で は 各種 デー タ ・サ ー ビス を も行 ってい る。

　 　 前 述 の通 りSITAで 扱 う通 信 サ ー ビスは タ イ プーAと タイ プーBが

　 あ るが,タ イ プーAで 扱 う主 な業 務 は旅 客 ・貨物 の 予約,空 港 に おけ る

　 チ ェ ッ ク ・イ ン等 で あ り タイ プーBで は航 空 機 の 飛 行計 画,運 航状 況,

　 紛失 手 荷 物 の追 跡 な どに利 用 され てい る。

　 　 SITAネ ッ トワー クの利 点 は世 界 中の 業 界 に即 時 メ ッセ ー ジを送 る

　 こ とが で き る こ と と,各 航 空会 社 で 扱 うメ ッセ ー ジ量 に も よるが 一般 的

　 に,専 用線 或 い は 公衆 回線 を使 用 す るよ りも安 価 で あ る点 に あ る。

(川　 課 金体 系

　 　 SITAは ノン ・プロフ ィッ トの協会 で あ るか ら運営 の 費 用 は総 て参 加

　 航 空 会社 の 負担 に よ って賄 わ れ て い る。

　 ① 　基 本料 金

　 　 　 SITAの 組 織 運 営 の た め の料 金 に相 当す る。

　 　 a)SITAへ の加 盟 料(定 額)

　 　 b)SITAネ ッ トワー ク全体 の 合計 利 用費 用 に 占 め る各参 加 航 空 会

　 　 　 社 の支 出の 比 率 に見 合 った 持 ち株 制 度 が あ り,持 ち株 の数 に相 当 す

　 　 　 る基 本 料 金 を収 め る。 従 って,前 年 の ネ ッ トワー ク利 用 実績 に よ り

　 　 　 持 ち株 の数 は 若 干変 動 す る。

　 ② 回線 利 用料 金
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　　　　　　図2.4-3　 メ ッ セ ー ジ 取 扱 量 の 推 移

表2.4-2　 Access　 to　 the　 SITANetwork

Data SITA
Airline
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ■

System

Transmission

Facilities

Access　 Protocol

to　 SITA　 network

　 　 　 　 .

servlce

Available
.

Point-to-point

teleprinter Type　 B　 service

Telegraph

Teleprinter 1eased

Circuit

Multi-station　 Line Type　 B　 service

Telex Public Teleprinter Type　 B　 service

Type　 B　 service

Reservation SynChronous

Aqent　 Set 1eased P1024　 B Type　 A　 service

(CRT) Circuit

P1024　 C TypeAservice

P1024.P1124(1)
Synchronous　 link Type　 A　 service

AppricatiOn Synchronous contro、1 Type　 B　 service

Computer leased
一

System Circuit

SIRCCO Type　 A　 service

(Din　 compliance　 with　 ATA/IATA　 Synchronous　 Link　 Control　 Procedures

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 -63一



　　　 a)回 線接続料

　　　　　 タイ プA,タ イ プB回 線夫 々に,一 回線の接続料金が固定的に定

　　　　 め られ てい る。

　　　 b)回 線使用料

　　　　　接続地点間 に1000キ1ヤ ラクター あた りの料金が定め られている,

　　　　 所謂遠近格差のあ る料 金体系 とな ってい る。

　(lil)運営組織

　　　参加航空会社の利用料 金に応 じた株主制度 とな ってい るが,利 用頻度

　　の少 ない1(支 払料金の低い)航 空会社であ っそ も最低一株 を保有するこ

　　とになってい 在 ・　 、.∵

　　　株主の中 か ら'2b株 以上 を所 有 している航空会社25社 が役員(Boa-

　　 rd　 of　 Difeとtor)会 を構成 しSITA運 営の最高決議機関 として機

　　能 してい る。 この役員会 の下に各種事務局及び,運 営部門があ り活動 し

　　てい る。現在1,870`人 の 職員が働いてい るが各主要 都市 については現地

　　 採用の職員 によ り運営 され てい る。
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ↓

(2)　 IATA　 　l'e　 　 '　 　 一'・ 　 　・1

　 (D　 経 緯 及 び 現 状 　 　 　 　 　 　 　・　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 l

　 　 　 IATA(International　 Air　 Transport　 Association国

　 　際 航空 運 送 協会)は194　 5'年10月,次 の 目的で 設 立 され た,

　 　① 安 全,確 実 か つ経 済 的 な航 空 運送 を発 達 させ,航 空 に よる貿 易 を推

　 　 　遣 し,又 これ に 関下 る問題 を研 究 す る こ と。

　 　② 直接 も し くは 間接 に 国際 航空 運送 業 務 に 従事 してい る航空 運 送 企業

　 　 　間 の 協 力機 関 とな る こ と。 、

　 　③ 国 際 民 間航 空 機 関(ICAO)及 び その 他 の関 係 団体 に協 力す る こ

　 　 　 と。

　　　 1984年(昭 和59年)9月 末現在,[IE会 員111社,準 会員(国

　　内線航空会社)23社 が参加 している。会 の運営は総 て参加航空会社の

　　会費 によ り賄われ てい る。

　　　 IATAはSITAと 異 な り,航 空会社に直接関係す る実務はお こな

　　 ってお らず,情 報 関係 についてい えば ネ ッ トワークを運営 した り,コ ン

　　 ピュータ ・システムを運営下 るこ とはない。 活動の内容は,各 航空会社
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[

の代表者 によって運営 されている各種の委員会,会 議体,タ スク ・グル

ープ等 によ り分析 ,討 議 された各航空会社の動 向,問 題点を航空産業全

体の立場か ら整理 し,標 準化を推進 した り,実 現のた めに国家機関を含

む関係機関 との調整 をお こな ってい る。

　組織構成は図2.4-4に 示す通 りである。組織運営その ものはIAT

Aの 専 従者 によってお こなわれ ているが,各 種委員会,会 議体 はIAT

A職 員 を秘書 とし,議 長お よび討議 メ ンバーは総て航空会社の関係す る

分野の代表者で構成 されてい る。委員会で討議 され る対象は航空運輸に

係る総 ての分野を網羅 してい る。各委員会は大体 において年1～2回 は.1

開催 され るので参加す る航空会社 のエネルギー(人,費 用)は 膨大な も .

のとな ってい る。　 　 　 　　'　 ・

　情報 関係の活動は主 として技術委員会 の下部機関で ある 「通信諮問委

員会 」及び財務委員会の下部機関で ある 「情報処理小委員会 」で扱 って

いる。

　通信諮問委員会では,有 線,及 び無線通信に関下 る色 々な問題点につ

いて標準化の観点か ら議論 されその決定は直 ちにSITA等 のサrビ ス

機関に導入 され,実 用に供 され る。

　最近の決定事項 としてはパ ケ ッ ト交換の プロ トコル として航空会社標

準をAX・25(A=Airlineの 略)と しSITA,ARINCが 導入

準備を始めてい る。

　情報処理小委員会は,従 来各航空会社の コンピュータ動向の情報交換

が主な活動であ ったが 。通常航空会社の業務上の問題を扱 ってきた各種

の委員会活動が,情 報 システ ム関係の問題が多 くな った ことか ら一時的

な組織 として従来の組織運営を超越 した,「 自動化政策 グループ 」を

1983年 に設立 した。

このグループは,従 来独立的に運営 され ていた 「運送委員会 」か ら2名,

「財務委員会 」か ら2名,「 通信諮問委員会 」か ら2名,及 び 「情報処

理小委員会 」か ら3名 の委員に よ り構成 されている。 自動化政策 グループ

の調査 によれば,業 界全体 と しての 自動化への投資額 は40億 ドルに達

し,現 在で も年 々16%増 加 している。 従 って,こ の状況を放置 してお

くことは各航空会社 の大型投資 を促 し経 営へ の圧迫 を助長す るのみな ら
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　ず,競 争 上か らの重複投資 とな り業界全体 と しての活力低下を もた ら丁 こ

　 とになる。 この ような傾 向に歯止めをかけるために,自 動化政策 グループ

　は,業 界 と しての標準化,シ ステム化の開発方法論 を確立 し,業 界共用 シ

　 ステム化 を促進す ることによ り,各 航空会社の負担 を減ず ると共 に業界全

　体の利益 を引 き出そ うとす るものである。例 えば,ビ ジネス ・プロ トコル

　 としての航空会社 コー ド,航 空券 フォーマッ トな どについて,現 在 の問題

　点,あ るべ き姿を分析 ・検討 し,共 通化の必要性を確認 し,共 通化実現の

　ために各航空会社の協調は業界 としての基本戦略で あるとの結論 を 「戦略

　委員会 」を通 じIATAの 最高決議機関である 「理事会 」に答 申 し,基 本

　的に了承 された。

　　 しか し,過 去情報化 を自努力で促進 し企業 としての戦略 ツール として活

　用 してい る先進航空会社に とって,こ の提案の実現は競争基盤の平準化で

　 あ り,必 ず しも積極的 に受け入れ られ るものではない。

　　 さらに,自 動化政策 グル ープは組織問題 に触れ,現 行の コンピュータと

　通信が独立 した別の委員会 に属 してい ることは 情報 シ ステムの健 全な発展

　を妨げてい るとして 「情報処理 小委員会 」と 「通信諮問委員会 」を統合 し

　た新組織形態 を提案 してい る。

　　 この グル ープは,他 の活動 として"物 流","精 算","統 計"等 につ

　いて共通 システム化 の要件を まとめ,第 三者機関(例 えば,SITA)を

　利用 し開発 を進 めている。

(3)米 国の状況

　　競争の 自由化が最 も進んで いる米国は,わ れわれの将来の姿 を予測す る

　ためには見過 ご丁 ことので きない 国である。世界の大手航空会社 は米国に

　多い し,企 業間の競争 も極 めて厳 しい ものがあ る。

　　一方で は,標 準化に対手 る姿勢 も積極的でIATAの 米国版 であるAT

　 A,SITAの 米国版であるARINCも 活発な活動 を続けてい る。

　　他の国ではまだ あま り例がない情報戦争を米国ではみ ることができる 。

　その一例を紹介 してみ よ う。

　　現在,米 国内には2-1,000の 航空代理店があ るが,そ の3/4が 何等 かの

　 コンピュータ予約 シズテム用の端末機 を設置 してい る。

　　 中で も米国の巨大航空会社であるユナイテ ッ ド航空,ア メ リカン航空,
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イースタ ン航空,ト ランス ・ワール ド航空,パ ンアメ リカン航空等が直営

代理店を持 ち予約 システムを提供 してい る。 自前で代理店 を持 てない中小

航空会社 は 上記何れかの系列に入 り営業 を している。 しか し代理店の端末

機の画面表示は,当 該 システムを提供 してい る航空会社 の状況が一番先に

ディスプレイされるようにプログラムされてい る。統計に よれば代理店が予約

する便の85%を 最初 に出て きた画面か ら選 び,中 で も画面の1行 目か ら

その50%を 選 んでい る。便に関す る情報(発 着時刻,空 席情報,運 賃 な

ど)を 最初 に代理店係 員にみせ た航空会社が他社 に対 し絶対的な優位 に立

つこ とになる。 この不公平(差 別)方 式 は止むを得ず参加 している航空会

社の収入 に甚大 な影響 を与 えてい る。 この情報の優位性は多少の運賃差 を

問題に しない程の影響力を持 ってい ると言われている。特に,米 国の最大

手であるユナイテ ッ ド航空 とアメ リカ ン航空は進んだ コンピュータ ・シス

テムと代理店 ネ ッ トワークによ り,2社 で米国市場の90%を 占有 してい

る。 弱小の航空会社は この システムに参加せ ざるを えないが,情 報 差別 に

よ り売 上は伸びず,む しろ寡 占化が進 むめみの状況 となっている。 この こ
T
とは,昨 年(1984年)米 国航空業界の大問題 とな り,訴 訟にまで発展 し

た。1984年8月,米 国CAB(民 間航空局)は 自社利益誘導型の情報

システムは排除す る規制を作 った。

　 固執す ることが 不利 と考 えた両社は条件を変更 し画面表示優i先順位 を対

当と下 ることとしたが,か わ りに旅客一人 ・一 区間当 り,3ド ルの システ

ム使用料 を要求 した。 この条件 は参加航空会社にとって膨大な出費とな り,提

案に不平 を申し立ててい る。 この問題 は現在 も完全 な決着 を見ていない。

　 これ より前,1960年 代の終 り頃 と,1970年 代の中頃には業界共

通の システムを構築 しようとす る試み があ ったが,当 時の解釈 と しては独

禁法 に抵触す る としてお流れ にな った経 緯が ある。 もし,こ の時 に共通 シ

ステムが実現 していた ら今 日の問題は避け られていたのか もしれ ない。

　 世 界の航空業界 に大 きな波紋 を投げ掛けた,1978年 に制定 された規

制緩和(デ レギ ュ レーシ ョン)は 情報政策に関 しても大 きな影響 を もた ら

したが 。この傾 向は今後世界的 に広が っていくもの と予想 され る。

　 航空産業 の標準化 を促進 した要因は幾つかあげ られ るが,最 も大 きな影

響力 を与 えたのは軍 と航空機 メーカで あろ う。航空機その ものの進 化が軍
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用機 によ りもた らされた ものであるが,大 量の航空機 を製作 し,多 様 な人

間によ り整備 され,運 用 され るためには,高 度 の標準仕様の設定が必須の

条件であ り,現 在の航空会社の システムが他の産業に比較 して進 んでい る

のも業界 ぐるみの標準化の恩恵である。此の点 に於て も,米 国の果 た した

役割は大変な もの とい えよ う。

2.4.4　 将来 のネッ トワーク化の方向(他 産業 とのネットワーク ・リンクについて)

　　　(i)現 　状

　　　　　今迄 に述べ たよ うに,航 空産業 内では航空会社 を中心 に,各 国税関,

　　　　空港 当局,気 象庁,一航空機 メー カ,他 航空会社,旅 行代理店 な どを結ぶ

　　　　ネ ヅ トワークは,ほ ぼ完成 してい るが他産業 との係わ りあいについては

　　　　これか らの問題であ る。一部,旅 行代理店 の売上の精 算に銀行が関与す

　　　　るシステム(BSP=Bank　 Settlement　 Plan)が 稼動 しているが,

　　　　テー プによるパ ッチ処理方式である。

　　　(の　産業間 イ ンターオペ ラビ リティーとは

　　　　 航空業界におけるネ ッ トワーク化 においてイ ンターオペ ラビ リティー

　　　 確立 の 目的は,

　　　 ① 顧客 に対す るサー ビスの向上

　　　 ② 経費節減,業 務効率化

　　　 ③　機会損失の減,機 会利益の増

　　　 ④ 防災,安 全,信 頼性 を向上

　　　 す ることにより企業及び産業界の発展 に寄 与することであ る。

　　　　　また,同 時に,

　　　 ① 　正確性

　　　 ②　迅速性

　　　 ③ 多様化対応

　　　 ④ データの相互利用

　　　 ⑤ キ ャッシュレス

　　　 ⑥ ノー ・クーポ ン

　　　　を実現す る もので なければな らない。

　　　　　そのための実現の条件 としては次の ことが挙げ られ る。
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① 通 信 プ ロ トコルの 標準 化

　② ビジネ ス ・プ ロ トコルの 標 準 化

　③ あ るい は,プ ロ トコル間 の 変 換 ツ ールの 確 立

ω)航 空 産業 ネ ッ トワー ク と他 産 業 との イ ンタ ー オペ ラ ビ リテ ィー

　　 現在 考 え られ る,他 産業 との イ ンタ ー オペ ラ ビ リテ ィーは,航 空 産業

　 を利 用す る顧 客 を含 め る と全 産 業 に関 係す る。

　　 その イ メ ー ジを 図2.4-5に 示 す 。

　　　　ヒ・ジ・ト会同

行政機関 ＼
　　　　.運航・　　 照会

　　　 空港情報

国
　精算

引落とし

他航空会社

欧米航空機1

竺

部品発注

通関情報

部品出荷

各国デ ータ

バ ンク

　航空産業

ネットワーク

各国輸出入

関係機関

各種

陸海運会社

璽ξ一 軽 司

情報

会

約

照

予

照会

予約

照会

予約

照会

　約

約

勺◆亭

『
宿泊関係⇒

旅行産業関係

企業

消費者 量販店 一般企業
、

図2.4-5　 航 空 産 業 ネ ッ ト ワ ー ク
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㈲　問題点,課 題　　　　　　　　　　　　　　　　　　.

　　イン ターオペ ラ ビリティーを論ず るにはあま りに も解決す べ き課題が

　多 く決定的な提案はないが,感 ず る所 を幾つ か述べ てみ る。

　① 　 ニーズの発掘

　　　同一産業内にせ よ,異 業種 間にせ よ,ニ ーズのない とこには システ

　　ム化 の要求は生 じない。現状 のままでは企業或いは産業が衰退す ると

　　か,大 きな発展が望 めず ネ ッ トワー ク化が絶対に必要だ との認識を持

　　つ ことが先ず第一である。前 述の航空産業において産業間 ネ ッ トワー

　　クが発展 したの もそ うしない限 り産業 自体 の衰退が 目に見 えていたか

　　らにす ぎない。

　② 必要情報の選択

　　　企業間,産 業間をネ ッ トワー クで接続す ると言 って も,当 然 のこと

　　なが ら,企 業で扱 う総ての情報を流す訳ではない。前 述のイ ンターオ

　　ペ ラビ リティーの 目的に合致 し,か つ接続を持 った両者 の利益が一致

　　す る ことが大前提でなければ な らない。特 に現在の特徴 として コ ンビ

　　 ュー タの情報が介在す るよ うな場合 には,セ キ ュ リティーの確保 を含

　　め必要情報 の選択は慎重 に扱 うことが肝要であろ う。

　③ 　体制 の確立

　　　イ ンターオペ ラビ リテ ィーを確立 し,推 進下 るためには不可欠な条

　　件 である。

　　　航空産業の場合,今 日の ネ ッ トワー ク化が達成 できたのは,ニ ーズ

　　が共有化 された ことが基本前提にな ってはいるが,IATA,SIT

　　 Aな どの機関が業界の調整役やサ ービス機構 として存在 していなか っ

　　た とした ら,航 空産業の趨勢は異な った形態とな っていた と考 えられ

　　 る。更に,進 歩性の観点では,米 国の状況で述べた ように強 烈な先進

　　性を持つ企業が存在す ることが望 ましい。一見,業 界の秩序 を乱す よ

　　 うに感 じられ る場合 もあるが,業 界内企業 に新鮮な刺激を与 え業界全

　　体 としての新 らしい環境設定や標準化の活気の源泉 になってい る。

　④　標準化

　　　物理的 プ ロ トコル ・レベルについてはあま り心配 しないで も済そ う
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である。技 術の進歩は直接的に プロ トコルを開発 した り,或 いは コン

パ ージ ・ンの実現 を短時間で提供 して くれ るであろ うが,こ れ も企業

.としてのイ ン ・オペ ・ニーズの大 きさによるであろ う。

　 ビジネス ・プロ トコルについては,基 本的に技 術の枠を越 える問題

で あ り決 定 的 な解 決 策 を見 出す ことは極 め て難 か しい で あろ う。

経営者の認識に基ず き企業 間,第3老 機関の地道な努 力に期待yる 。

第3者 機関の一形態 として,例 えばVAN業 者が真面 目に取 り組めば

或る程度 の幅の範囲で情報 の流通が可能になるものと推察 され る。

　 以上の課題 ・条件の他 に も解決すべ き問題が多 々あ ると思 うが何れ

にせ よ産業界 イ ソ ・オペの実現 には長い時間が必要にな るで あろ う。

展開の順序 としては,同 一産業界のイ ン ・オペ完成 を待 って産業間接

続を考 えるのではな く,多 分,縦 系列 にせ よ,横 系列 にせ よニーズの

高い企業が異業種企業 との接続か らイ ン ・オペが始 まるであろ う。

　 航空産業の立場か ら考 えてみ て も,将 来の姿の予測は極めて難 しい。

今後 も,技 術動向や経営環境 によ り流動的であろ う。

　 既 にイ ンターオペ ラビ リテ ィーがあ る程度達成 され てい る業界内企

業,関 連企業,国 家機関 な どを除 いてこれ か ら最 も早 く接続す るのは,

銀行 を中心 とした金融業(ク レジ ッ トを含む)と な るのでは ないか。

金融業は総 ての産業が避 けて通れない産業で あ り,ビ ジネス ・プロ ト

三ルについて も他の場合に比較 して最 も標準化 し易い環境にあるもの

と考 えてい る。
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2.5　 倉庫業

2.5.1　 ネ ッ トワーク化の現状 とインターオペ ラビリテ ィー

　　　自社の コンピュータ と他社の コンピュータを接続す るいわゆ る企 業間デー

　　タ交換 を実施 している倉庫業者は コンピュータを保有 している企業の うちの

　　17%(61社)で あ り,残 りの83%は 企業間 デーー一・タ交換は行 ってい ない

　 のが現状である 。　　　 　　'　 ・　 '一

　　 但 し,企 業間 データ交換 を行 っていない倉庫業者 で も1主 要 荷主が 自ら構

　 築するネ ッ トワークに組み入れ られ,荷 主端末 を持込まれている ケースは数

　 多 く見受けら れる。　 1　　 　　 '　 `

!・　 また,、企業間デ・・一・タ交換 を実施 している倉庫業 者の うち90%は 荷主 との

　 データ交換を行 ってお り,運 輸会社タ 港運会社,同 業他社 と接 続 してい るケ

　 」 スは極めて少 ないのが現状であ る。、　　　　　　　　　　　　 、

　 (1)荷 主端末設置 におけ るイ ンターオペ ラ ビリテ ィー

　　　 それでは荷主が 自 ら構築す るネ ッ トワークに組み入れ られ,荷 主端末 を

　　 '持 込 まれ てい る場合荷主 と倉庫業者の間には どのよ うなイ ンターオペ ラ ビ

　　　リ'ティーにおけ る問題点が発生 じて きているので あろ うか。

　　　 荷主 に とっては,自 社 コンピュータの端末機 を倉庫業者事務所 に持込み,

　　 倉庫業者か ら自社 に とって必要 なデータを入力 して もらうことに よ り,多

　　　くのえ リッ トを享受 できるわ けであ るが,逆 に倉庫業者に とっては多 くの

　　 負担 を抱 え込む ことにな ってい るのである。

　　　 また荷主 か ら端末設置の要求があ った場合,倉 庫業者 としては荷主の要

　　 求 を引 き受 けるこ とが事実上貨物取扱 の条件 となるため,荷 主端末設置が

　　 ほ とん どメ リッ トが ない とわか っていても立 場の違いか らこれ を引き受け

　　 ざるを得 ない とい うのが実情である。

　　　 また入 出荷情報の入力,帳 票 の アウ トプッ ト等いわゆる情報サ ー ビスに

　　 対する料金 も未だ体系化 されてお らず,結 局 は倉庫業者 の負担 と犠牲 の下

　　 に運営 されてい る場 合が多 く見受け られ る。

　　　 荷主側 シス テムは荷主 システムの最適化 を大前提 としてい るため,倉 庫

　　 業者側の事 情はほ とん ど考慮 されないのが通常 であ り',一 方倉庫 業者 はそ

　　 れぞれ管理 形態 の異 なる多数の荷主の多様 な貨物 を取 り扱 ってい るのが 現

　　 状であ る。そのため個 々の荷主の システ ムの中 に取 り込 まれれば,ど うし
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て も以下に述べ る ように荷主 システ ムとの間にギ ャップが生 じ,そ の しわ

よせ を倉庫業者が被 るのみ な らず,共 に物流の合理化 を志向 しなが らか え

って非効率 を招 くとい う事態す ら生 じることもあ る。

① 多種多様な端末機 が設置 され るため,そ の設置 のためのスペースの確

　保,電 源の確保,入 力のための人員の確保が必要 となる。荷主 に とって

　 は1台 の端末で あって も対象荷主が複数存在すればその分だけ場所,資

　 源,人 を確保 しなければな らず倉庫業者 を圧迫 させる。

　　 まさに端末の展示場 と化 してい る場所 も現実 に存在 してい るのである。

② 倉庫業者 も通常,自 社で在庫管理 システムを構築 しているが,荷 主端

　 末が持込 まれれば 自社端末機 と荷主端末機へ の二重入力が発生 し,そ の

　 まま事 務量の増 加につ なが ってい る。

③　荷主 側システムと倉庫業者側 システムでは似 通 ってい る部分,重 複 し

　 てい る部分があ り,設 備,要 員,開 発費用の両者での二重投資 とい う全

　 体的な無駄 を発生 させていることにな る。

④ 荷主 システムか ら出力 され る コー ド(商 品 コー ド等)は そのほ とん ど

　 が荷主専用の コー ドであ り,構 成 の違い,桁 数の違い等か らその まま 自

　 社 システムに入力す るわけ にはいかず,コ ー ドブ ックを参照 しなが ら自

　 社 コー ドを拾 うとい った手作業が発生す る。

⑤　荷主か ら持込 まれた端末機はた とえそれが多機能端末であ ってパ ソコ

　 ン,オ フコン的 な機 能 を備 えてい ても,自 社 システムへつ な ぐ,も しく

　 はスタ ン ドア ロンと して独立 して使お うとして も時間的制約,ハ ー ド上

　 の制約,ソ フ ト上の制約等か らなか なか応用が利 くケースが な く,専 用

　 端末機 として しか機能 しない ケースが多い。

⑥ 倉庫業者が収受す る料金は保管料,荷 役料,雑 作業料 とい った旧態依

　 然 とした料金体系 か ら成 り立 ってい るケースが多 く,情 報処理料,業 務

　 代行手数料 とい った形 での料金体系が確立 されていないた め,荷 主端末

　 へ の入力はいわばサ ー ビス として行 ってい るケースが多い。 このため業

　 者によっては営業戦略上窮地に追い込 まれ てい るケース も出てきている。

⑦　荷主端末へ伝送 されて くるデ ータは直接伝票形式で アウ トプ ッ トされ

　 るケースが多 くそれ をデー タとして利用できない場合が多い。

　　 また例 え利用できた としても事務処理(方 面別,号 車別,商 品別等)
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　　 で きるものが少な く,利 用範 囲が限 られて しまう。

　⑧　荷主 か ら端末機 を設置 したい とい う意 向が倉庫業者に伝 えられ る頃に

　　 はす でにその システ ムは半ば完成 してい るケースが多 く,倉 庫 側希望 を

　　 入れて もらお うとして も,そ の希望がなかなか叶 えられない。

　⑨ 大手の荷主 になる とそのス トックポイ ン トを全国 に展 開 し,な おかつ

　　 その場所 毎に違 った倉庫業者を利用 し,そ れぞれ に自社 端末 を持込んで

　　 い る場合が多い。

　　　 この場合例 えデ ータ交換を申 し入れても荷主側 と してはその業者 と交

　　 信ず る ときだけ伝送手順 を変 えねばな らず,オ ペ レーシ ョン上 のわず ら

　　 わ しさか らこれを嫌 う。

　　　 よって,複 数業者 を使 って全 国にス トックポイ ン トを展 開 してい る業

　　 者 とデータ交換 を行 うことは非常 に難 しい とい うことにな る。

　⑩　荷主 端末へ 入力す る内容の範 囲が倉庫業者が従来行 ってきた在庫管理

　　 の範疇 を越 えている ものがある。(売 上げ情報,納 税情報等)倉 庫業者

　　 としては入力のみ な らず後方処理で これ ら情 報か ら管理資料 を作成 して

　　 いる場合 もあるが,こ れをほとんどサ ービスとして提供せ ざるを えない と

　　 ころに業者 としての悩みがある。

②　荷主 とのデータ交換 におけ るイ ンターオペ ラ ビリテ ィー

　　 次に荷主 コンピュー タと倉庫業者 コンピュータを直結 し,デ ータ交換 を

　実施 している場合はイ ンターオペ ラビ リテ ィーは うま く図 られてい るので

　あろ うか。

　　 データ交換 を実施 すれば,確 かに荷主端末 を設置され てい る場合に比べ

　て,は るかに全体 的 メ リッ トの向上 はあるが,そ こには なお解決 を図 らな

　ければ な らないい くつか の問題点 を残 してい るのである。

　① 　汎用性 の問題

　　　荷主 のニーズは基本的 には似通 っていたと しても詳細にいた っては,

　　それぞれ異なっており,そ の出力帳票ひ とつ を例に とって もわか るように

　　 多岐 を極 めている。

　　　多様 化,特 殊化 した ニーズを取 り上げ,な おかつ 自社 システムとも連

　　 動 したネ ッ トワークを構築 しようとすれば,そ れぞれの荷主 に対応 した,

　　 いわば オーダーメイ ドの形で システムを構築 していかねば な らない。
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　　 例 えば,倉 庫 業者側 システ ムで作成す ることになる納品書ひ とつ を例

　 に とっても,そ のデザイ ンはそれぞれ異な ってお り,個 々の対応が必要

　 とな って くる。

　　 7ス イルのデザイ ン,画 面のデザイ ン,送 受信 データのデザイ ンひ と

　 つひ とっ にその ことが言 えるのである。　 　 　 　 　 ・　 、

　　 また㍉その運用において も,;例 えば端末操 作員は荷主毎 に専用納品書

　 を掛 けか えるとい った煩わ しさが残 る。

　　 さらに在庫管理 の詳細に至 れば,

　　一 　.管理数量(カ ー トン数,本 数,長 さ,'連 数等)の 相違'

　　 ・　 明細管理 の レベル(LOT#,製 造年 月 日,.機 番プ'色柄,サ イ ズ,

　　　　 C/S#,ド ラム#,本 船#,BイL#等)の 相違

　　 ・　 荷主側取 引区分 【販売,転 送,返 品,・生産,戻 し入れ,'課 税済み,

　　　　 未納税)の 相違 い

　'等 があ り,標 準化 をます ます困難 に してい る。

② ・開発費用の問題 　 　.,

　　 荷主 との デー タ交換 システムを開発 した場合,倉 庫業者 側だ けか らみ

　 ると,そ の開発費用は百万円単位ジ全国 ネ ッ・トを展 開す るような大規模

　 システ ムともなれば,千 万 円単位 に もなつて くる。

　　 これに さらに回線費用,端 末費用,運 用費用等を加 えれば,そ の負担

　 額は倉庫業者に とって大 きな投資 とな って くる。

　　 費用負担 の面か らみ る と,そ の システムが荷主側意向を充分反映 し,

　 荷主に とって大 きな メ リッ トを生み だす ものであ っても,そ れ相応分 を

　 荷主に負担 して もらってい るケースは少 な く,倉 庫側開発部分 はほ とん

　 ど倉庫側が負担 してい るのが実情である。

③　営業時間の問題

　　 荷主 とのデータ交換 システムを実施 した場合,必 ず と言 っていいほ ど

　 受注時間の締切の問題が発生す る。荷主側 とすればな るべ く受注締切 り

　 時間は後ろに延ば したい とい う意 向があ り,倉 庫業者 としてはな るべ く

　 早 く受注を締め切 って もらい,作 業に入 りたい とい う意向があ るため両

　 者 の意見の相違 に調整がつかず一苦労 している。 また受注時間の問題は

　 その ままシステムの オープン時間の問題 も密接 に関連 して くる。
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④ 障害発生時 の問題

　　 通信回線 の障害,プ ログラム ソフ トの障害 等でシステムダウ ンを引 き

　 起 こ した場合の影響は非常 に大き く,シ ステ ムダウン時の業 務の リカバ

　 リー対策 を充分 に立てておかなければ,現 場作業 も完全にス トップさせ

　 なければな らない よ うな状況 も生 まれて くる ことになる。

　　 特に リアル タイムでネ ッ トワー クを全国に展開 し,リ アル タイムで デ

　 ータ交信 を行 ってい るよ うな場合には,荷 主 コンピュータと倉庫側 コン

　 ピュ一夕間で障害が発生すれば,そ の影響は 図 りしれない ものになる恐

　 れがある。

⑤ 処理能力の差の問題

　　荷主 コツ ピュ一夕と倉庫業者 ゴンピュータ との間に処理能力の差があ

　れ ば,当 然 システ ムは処理能力の低 い方 に合わせざるを得 な ぐなって く

　 る。　　　　　　　　　　　　　　　…　　　　　　　　　　　　　　　 '・

　　 『うちの コンピュータの処理能 力では,と て もそ こまでは出来ない。』

　 と言 って しまわれれば,そ れでお しまい なのである。

⑥ 開発能 力の差の問題

　　片方は システム開発人員 を多 く抱 え,開 発に余力があ り比較 的短期 間

　 に開発を成 し遂げ られた として も,一 方が開発人員 も少な く,ま た外注

　 もままな らない状況か ら開発期 間を多 く要す る場合には,こ の システ ム

　の カ ッ トオーバ ーは後者 にあわせ ざるを得な くなる。

　　 さらにはテス トシステムの体制が充分 にとられているか,シ ステム資

　源にゆ と りが あるか等 も開発をスムースに進めていけるかの大 きなポイ

　 ン トで もある。

　　 こうい った両者間の差は システムが カ ッ トオーバー した後 も逆転す る

　可能性 は稀であ り,シ ステム運営,保 守の面においても影響 を与 えてい

　 る。

⑦ 機密保護の問題

　　荷主 として{まデ ータ交換を行 った場合,販 売網,卸 売単価 等倉庫業者

　に知 られた くない情報 もあ るが例 えば納品書作成の上では必要 となるこ

　 ともあ り,そ の範 囲を どこにお くか とい った問題 も生 じて くる。
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⑧ 収益の問題 　 　 　 　 　 '1

　　②で も述べた よ うに荷主 との データ交換 システム開発には多額 の費用

　 を必要 とす る。 よって この システムを構築 した場合ほん と うに将来的に

　収益が確保で きるのか とい った問題を充分 に検討 した うえで開発 に取 り

　組 まなければ,開 発費 用を回収で きないだけでな く,運 用すれば運用す

　 るほど赤字 になるとい った状況 も生 まれて くる。

　　一旦開始 したシステムを廃止す ることは荷主に対す る信用度 をお とす

　 ことにもな り,容 易な ことではな いのである。

2.5.2　 倉庫業界 としてのネ ッ トワークの取組の現状 と課題

　　　これまで に述べ たネ ッ トワーク化 の現状 を踏 ま え,各 業者は横たわ る問題

　　点 を解除 しなが ら,か つ倉庫業者 の独立性 を尊重 した上 でネ ッ トワーク化,

　　情報化に取 り組んでい るが,当 社(三 菱倉庫)を 事例にその現状 と課題を述

　　べ ることとす る。

　　(1)取 組の現状

　　　　当社は昭和50年2月 ①倉庫窓 口におけ る入出庫処理 の効率化 と②物流

　　　業者 としての荷主サ ービスの 向上に よる営業力強化 を 目的に社 内 システム

　　　 として営業倉庫 オ ンライ ン リアル タイ ム入出庫在庫管理 システ ムを開発 し

　　　た。その後今 日まで この システムを根幹 に荷主 との情報交換 システムの開

　　　発 を押 し進 め,現 在では荷主10社 との間で物流情報交換 システムを稼動

　　　 させ てい る。

　　　(i)営 業倉庫オ ンライ ンリアル タイム入出庫在庫管理 システムの概要

　　　　　 この システムは営業倉庫 として必要 な全ての処理を汎用的 に処理 する

　　　　 こと及び荷主の要望に 自在に応 じられ ることを 目的に開発 された システ

　　　　 ムである。

　　　　　 このシステ ムはその後の荷主 との物流情報交換 システ ムと有機的に結

　　　　合 しその核 とな ってい るものである。

　　　　　以下 この システムの サー ビスの特長 を述べ る。

　　　　①　 システ ムで取 り扱 う管理項 目

　　　　　イ.在 庫管理項 目

　　　　　　 a.管 理数量(表2.5-1参 照)
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　　 b.明 細管理(表2.5-1参 照)

　　 c・ 実在庫及び引当て在庫 の管理

　　 d・ 荷主商品 コー ドによる管理

　 P.荷 主取 引情報

　　　 荷主取 引区分,帳 合先,出 荷先情報 を取 り扱 う。

② システムの機能概要

　イ.登 録業務

　　 a.寄 託者登録 …　　 荷主名,住 所,出 荷帳票上への出力内容,取

　　　　引区分の要否,報 告書の形式 ・内容 ・分類 ・項 目等 を登録す る。

　　 b.品 名 登録 …　 　 商品名他,数 量管理の方法等を登録す る。

　 ロ.入 出庫業務

　　 a.端 量管理(補 充品入庫,見 本摘 出等)

　　 b.管 理数量に よる入出庫処理

　　 c.明 細管理項 目(LOT1,'LOT2)の 敢扱

　　 d.取 引区分の取扱

　　 e.出 庫荷 口の指定

　　　 ・先入れ先出 しを原則 とす る。(但 し,事 故品,未 通関貨物等 は

　　　　 自動的に先入れ先出 しか ら除外 され る。)

　　　 ・明細管理項 目(LOT1,　 LOT2),保 管場所(庫 号棚番)

　　　　の全部またはいずれかによる指定。

　　　　与 えられた条件 内で先入れ先出 しを行 う。

　　　 ・入庫番 号又は在庫状態 による指定

　　 f.引 当て処理 …　 翌 日付 けで出庫処理を行い;出 庫準備作業,

　　　　　　　　　　　　 配車等 を円滑 に行 う。

　　 g.配 送伝 票作成 …　　 出庫伝票 とセ ッ トで 『送 り状」,　 『貨物受

　　　　　　　　　　　　　取書』等 を作成する。 この帳票の 出力項 目

　　　　　　　　　　　　　 は寄託者登録の 内容に よって制御 され る。

　ハ.在 庫報告書

　　　　当社の汎用プログラムで提供す る受 け払い残高 日報,旬 報,月 報

　　　は次のように,荷 主の要望 に 自在に応 じることを目的 に作 ってお り,'

　　　寄託者登録内容 によって 自動的 に作成する。
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　　　　a.31種 類の標準様 式(管 理すべ き数量,明 細,取 引区分等の組

　　　　　　合せに よる。)

　　　　b.実 在庫 か引当て在庫かの 自由選択

表2.5-1　 荷主の要 求する在庫管理方式 と当社 システムでの取扱

管 理　項 目

1

　　　 内　　　　　　容
1

　 利　用　目　的 当社入出庫在庫管理システムの

取扱内容

外装個数以外に内容数量 も管 生産あるいは南流に
　 　 　 ・

外装個数,重 量以外に2種 類

　 　 　 　 、

管 理　数量
聾 す る。 合わせる ・の数量 管 理 が可 能 で あ る

。

2種 類 以.上管理 す る ものが あ ベ カ ご トン数 と ボ トル数,　 　 1

るo　　　　　　　　　　　　 、 内容個数 と重量等)

1.生 産工程販売経路等を参 先入先出;荷 口指定 品 名 コ一二ド

照 す るた めのLOT≠,製 出庫 ダ 貨物 追跡, LOT1

造 年 月,機 番 (色 香,柄 番,LOT苧,

明 細　 管理 2.消 費嗜好の多様化に対応 不良品等)

す るた めの 色柄,サ イズ
-

LOT2

3,そ の 他C/S十.ド ラ (規 格 長,反 番,C/S#

ム 非,本 船 非,B/L十 等 等3段 階まで明細管理可能)

1.荷 主 取 引情 報 1.　 10桁 まで取 扱 可能

2,帳 合 先,出 荷 先 2.登 録 に よる取 扱 可能

3.荷 主 取 引 区分 3.取 引区 分 の要 否 を登 録 し,

荷主取引情報 販 売,転 送,返 品 商品情報処理 入出庫の際情報を入力する。

生 産,戻 し入 れ これを利用した受け払い在

課税済み,未 納税等 庫報告書を提供する。

の区別

納 品書,出 荷 案 内,売 上 げ 1.当 社 出庫伝 票 に セ ッ ト

伝票の商流用帳票或いはこ 2.専 用 処 理

荷主専用帳票 の要件を満たした荷主専用

出荷帳票
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　　 　 c.入 出 庫 と受 入れ 払 い 出 しの 自 由選 択

　　 　 d.荷 主 商 品 コー ドに よ る管 理

　　 　 e.、 取 引 区 分 名 の 自由選 択 　 　 　 　 　 　 ・　 　 ～

(ii)荷 主 との 物 流 情 報 交換 シ ステ ムの概 要

　　 当社 は 昭 和541年3月 に最 初 に物 流 交換 シ ス テ ムを稼 動 させ て 以来 今

　 日 まで そ の 拡 大 を図 って きたが,い ず れ も,個 々の ニ ー ズに応 えなが ら,

　 な おか つ そ れ ぞれ が,完 全 な オ ー ダ ー メイ ドとな って しま うこ とを避 け

　 るた めす で に 開発 済 み の 営業 倉 庫 オ ン ライ ン入 出庫 在 庫 管理 シス テ ム を

　 中核 と した シス テ ムを開 発 して きたb　 ・い:一 　 『

　　 以 下 当社 が 開発 した そ の概 要 を述べ る。　 　 ㍉ 　 　'・♪

　 ① 接 続 の形 態 ・ ・ 　 、'ρ い 一 一'

　　 　 当社 シス テ ムは荷 主 の ニ ー ズ,荷 主 コ シ ピ三ー タの 規模,荷 主 コ ン

　　 ビュ ータの 設 置 場 所,当 社 倉 庫 の場 所,当 社 の複 数 の倉 庫 を利 用 して

　　 い るか,1箇 所 を利 用 して い るか等,そ れ ぞ れの 条件 に あわ せ て,大

　　 き く4つ の 形 態 の接 続方 法 を ど1ってい る。't、

　　 ・以下,そ れ ぞ れ の シ ス テ ムの特 長 を述べ る。

イ.ホ ス ト ・コ ンピ ュー タ　 toホ ス ト ・コ ンピ ュー タ　 リアル タイ ム 接 続 方 式

卜

●

荷主ホス ト
'当社

ホ ス ト 当社倉庫

嗣

1
1入野 定デー川 1入庫予定…　 1

1出荷指図デー・1 1出荷指図『
　 　 　　 　 　　 　 　 　 l

l醐 納品司

1出厳 票1

1入 麟 告デー・1

巨 麟 告デー・1

l
l
l
}

…

}

l
l
!

1
1雄 デー・1
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　 この方 式 は 荷 主 ホス トコ ン ピュー タ と当 社 ホ ス トコ ン ピュ ータ と

を結 び,デ ー タ を リアル タイ ムで交 信 す る方 式 で あ る。

　 荷 主 ホ ス トコ ンピ ュ ー タか らは チ ー タが 発生 す る たび に リアル タ

イ ムで デ ー タが 当 社 ホ ス トコ ン ピュー タへ 送 信 され,例 えば 出荷 指

図 デ ータで あ れ ば,当 社 シス テ ムの在 庫 は 即 時 に 更新 され る とと も

に,当 社 倉 庫(こ の場 合 複 数)設 置 の 専 用 プ リンターヘ オペ レー シ

ョ ンの介 在 な しに 自動 的 に出 庫伝 票 が 出 力 され る。

　 この シス テ ムの 長所 は以 下 に述べ る通 りで あ る。

a.D/0の 早 期 入 手 に よ り,受 注 か ら出荷 まで の リー ドタイ ムが

　 　 減少 す る。

b.倉 庫 側 端 末 入 力 か らの解 放 も し くは 削 減

℃。 デー タの 正 確 化 を図れ る。

d.各 種 帳 票 の 作 成

e。 報告 デ ー タの 荷 主 ホス トへ の リア ル タイ ム送 信

f.荷 主 商 品 コー ドの 自動 変 換

　 但 し,リ ア ル タイ ムで 交信 す る とデ ー タ を あ る程 度蓄 積 して処 理

しなけ れば な らない ピ ッキ ン グ リス ト,配 車 明細表 の作 成 等 は そ の

作 成 の タイ ミ ングが 難 しい とい う短所 が あ る。 また この方 式 の シス

テ ム開 発費 用 は 以下 に述 べ る他 の 方式 に比 して費 用 がか か る。
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ロ.ホ ス トコ ン ピュー タ 　 to　 ホ ス トコン ピュー タRJE(Remoto　 job

Entry　 遠 隔 ジ ョブ入 力方 式)

荷主ホス ト

出荷指図デー タ

入庫予定 データ

品名登録データ

当社 ホ ス ト 当社　倉庫

画

革紬一・
　 　 　 '　　　　,

麟 告デー・川

在庫 データ　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

二 」

一
1魍 魎1

伸当

1・ ・キ・グ …1

→縫 ・細杢j

極 伝司.

　 　 　 〉

　 この方 式 は荷 主 ホ ス トコ ンピ ュー タ と当社 ホ ス トコ ン ピ ュー タ を

,結び,一 括 して デ ー タを交 信 す る方式 で あ る。

　 例 えば 出荷 指 図 デ ー タはIHに1回,も し くは2回 に 分 け て ま と

めて,荷 主 ホ ス ト、コ ン ピ ュニ タか ら送 信 され る。 当社 ホ ス トコ ン ピ

ュ〒 タは この デ ー タを 当社 処 理用 に加 工 す るが
パ デ ー タを ま とめ て

受 信 で き るた め,,デ ー タの 並 びか えが 可能 にな る。 当社 の 物 流 情 報

交換 シ ス テ ムの うち半 数(5社)は こ¢)方式 を現 在 採 用 してい る。

　 この シス テ ムの長所 は 以 下 に述べ る通 りで あ る。

a.倉 庫 側 端 末 入 力 か らの 解 放,も し くは 削減

b.デ ー タの正 確 性

c.各 種帳 票 の作 成

　 　 特 に デ ー タ を並 び か えて,ピ ッキ ン グ リス ト,配 車 明細 表 等 を
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　　　繊 できるところが糠 であるバ の⑰ ・雌 伝票の廃止・
　　　 も しくは簡 素化 も図るこ とが可能 となる。

　 d.荷 主,当 社共に通信回線 を安 くあげ ることがで きる。

　 e.品 名 コー ド毎にな らべか えた報告 データの荷主側へ の送信

　 f.荷 主商品 コー ドの 自動変換　"1'li

　 gt荷 主商品 コー ドの メイ ンテナ ンス

ハ.荷 主が 当社 事 務所 内 に設 置 した インテ リジェント端末 と当:社ホス トコン

ピュ「タ接続方式

'荷 主 ポ ス ト
当社倉庫 当社ポス ト

荷主設置端末

＼、

1

}　 …
　 　 　 　 　 　 　 $

唖

　 {),　 ,　'

　 　 　 ヒ

1・荷指図デー・k

　 　 　 　 　 　↓

　　　　　.已 指図司 　 .,

v　　　　　　納品司
　 　 　 　 　 皇　　　　　　　　　　　　　　9

　　　　　　　　 1　 '

当社端末

匡 伝票

　 この方式は荷主か ら端末 を持込 まれ た場合の対応策 として考 えだ

された もの であるが,例 え端 末 を持 込 ま れて も,そ の端末が処理

機能を持 ってお り送信 されて くるデー タが利用できれぼ,逆 にメ リ

ッ トを引き出す ことが できる。

　 この システムの長所 は以下 に述べ る通 りであ る。

a.倉 庫側端末入力か らの解放,も しくは削減

b.デ ータの正確性

c.各 種帳票の作成

　　 特にデータを並びか えて,ピ ッキ ング リス ト,配 車 明細表等を

一84一



[

　　　　作成で きるところが特長である。'

　　　∴こめため,出 庫伝票の廃止,も しぐは簡素化 も図ることが可能

　　　　どなる。　 '　　　　 ¶[

　 f.荷 主商品u・こ ドの 自動変換 ・ …'t

二　 荷主事務所 に当社端末機 設置方式　"… ・　 '　 :

荷主事務所

当　社　端　末

出荷予定デー タ

攣 竺デ;生

麺 即時照会'

納品書控え

日報

セー ルス レポ ー ト

販売分析表

」

当社宗ヌ ド 当社倉庫

、'　 ∵

㊥"

司

'P

　 ン

　 二

ぶ

、

1
.　　 　　　 ∵

,

声 指図書1

一7一 一 納品書

,

ノ

一出願 「
、

　 　 '

　 　 　 　 　 .

L　　　、

,

●
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　　　　　 この方 式は荷 主側に独 自のネ ッ トワー クシステムが まだ構 築 され

　　　　ていなか ったために,逆 に当社端末機 を荷主事務所 に入れ,荷 主が

　　　　当社の在庫管理 システ ムを利用できるよ うにしたものである。

　　　　　 この システムの長所 は以下に述べ る通 りであ る。

　　　　 a.倉 庫側端末入力の解放

　　　　 b.D/0の 早期入手

　　　　 c.各 種帳票の作成

　　　　　　当社 システムを完全 に利用す るため に,荷 主側が販売管理のた

　　　　　　めに必要 とす る帳票 も作成。

　　　　　但 しこうい った形の システムは,荷 主が独 自で ネ ッ トワー クシス

　　　　 テムを構築すれば,そ の寿命は終わ ることにな り,比 較的短命で あ

　　　　 るとい うことがで きる。

②　今後の課題

　　 こ うして当社 ではあ らゆ る形での物流情報交換 システムを稼動 させてお'

　 り,効 果を上げ てい るが,今 後解決 していか なければなち ない問題は,次

　 にのべ るように残 ってお り,こ れ をどう解決 してい くかが今後の課題 とな

　 るで あろ う。

　①　中核 システ ムの陳腐化

　　　 当社物流情報 システムの中核 をなす営業倉庫 オ ンライ ン リアル タイム

　　入 出庫在庫管理 システムは稼動以来10年 以上 を経過 し,多 様化す る荷

　　主 ニーズに応 えるためには再構築 を図 らなければな らない時期 にきてい

　　 る。

　②　 当社ホ ス トと直結す るシステムの増大

　　　 当社ホ ス トコ ンピュータと直結す るシステ ムが増 えれば,当 然 ホス ト

　　機の負荷の問題が生 じて くる。

　　　特に出荷指 図デー タが送信 されて くる時 間は,15:00～ 　17:00

　　 に集中す る傾 向が ある。現在 は受信の区画を増や し並 行 して受信 ができ

　　 るよ うに配慮 しているがいずれ これに も限界が くることが予想 される。

　　　 このため倉庫事務所設置のオフ ィス コンピュータと荷主 ホス トコンビ

　　 ュータを直結処理 の分散化を図ってい く必要が あろ う。・

　③ 　開発費用,運 用費用負担 の問題

　　　物流情報交換 システムを実施 してい る荷主 は,当 社に とって主要荷主
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である。そのためか,シ ステム化の 目的が どうして も荷主のつなぎ とめ

とい った正確が強 く開発費用の一部荷主負担,シ ステム運用費の収受 に

なか なか結びつかず,今 後 も課題 としてのこっている。

2.5.ろ 　 将 来 の ネ ッ ト ワ ー ク 化 の 方 向

　　　今後倉庫業界 と しては,ど うい った方向でネ ッ トワークを構築 してし、けば

　　よいのであろ うか。

　　　今後の課題 も踏 まえてあるべ き姿 を考 えてみたい と思 う。

　　(1)他 業種 も含んだ トータル的 なネ ッ トワークシステ ムの構築

　　　　当社も含めて2、5.1項でも述べたように倉庫業者が構築 してい る物流情報 シ

　　　ステムは対荷主 とだけ行 ってい るケースがほとん どであるが,例 えば倉庫

　　　業務の配送 セ ンター化が 高まるなかで運送の面は避けて通れない。

　　　　今後は運送会社 も含 んだ トータル的ないわゆ るVAN機 能を倉庫会社 も

　　　構築 してい く必要があ ると思 う。物流の主導権が運送会社に握 られないた

　　　めに も倉庫業者主導 の システムを構築 してい,く必要が あるのでは ないか。

　　(2)中 小荷主 との情報交換

　　　　物流情報交換を構築 してい る荷主は主要荷主が多い。 しか し,倉 庫業者

　　　はその他いわば中小荷主 との情報交換 について も積極的 に押 し進め全体的

　　　な レベルアップを図ってい く必要がある。 このためには中小荷主を対象とした汎

　　　用的なシステムを構築 していかねばならないが,VAN業 者 を中 に介在 させ た

　　　システムを構築す るに しろ,自 らVAN業 者 にならん とすれ ども倉庫業が

　　　情報産業化で きるかのポイ ン トにな るのではなか ろうか。

　　(3)在 庫管理の範囲 を越 えたシステムの構築

　　　　荷主 と物流情報 システムを構築 しても,そ の開発費用,運 用費用は倉庫

　　　業者がサー ビスとして負担 してい るケースがほ とん どであることは前に も

　　　述べたが,そ れは システ ムが在庫管理 とい う倉庫業者が当然行 う業務にそ

　　　の範囲が限 られてい るケースがほ とん どであ り,荷 主 に とって魅 力に欠け

　　　るか らではないのだろ うか。

　　　　今後は例 えば逆 に積 極的 に荷主側 システムの中に入 りこみ例 えば受注か

　　　 ら配送 まで全てを包括 したシステムを開発 し,荷 主の物流面の業務 を,完

　　　全に引 き受 ければ新 たな活路が見出せるのではなかろ うか。
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Z6　 商社　　 　　　　 　　　 　　　・、

2.6.1　 総合商社の活動 と情報

　　 わが 国における商 社は多数あるが,こ こではいわゆ'る 「9大 商社」 と称せ

　　られ る代表的総合 商社を対象 にネ ッ トワー ク化の現状 とイ ンタ一汁ペ ラ ビリ

　　ティーについて述 べ ることとす る。　 `^∵

　 (1)t't総合 商社 の営 業活動　　　・.　　 .　　　　 ^　　 ・・

　　　 か って即席 ラーメ ンか らマ ンモス タ ンカーまで と表現 された如 く総合商

　　 社 の取扱い商品は原 材料,▽加工のためのエネルギ ー,'製 品の販売 に至 るま

　　 で幅 広 く汲 んでお り,か つその取引形態 も複雑多岐 にわた つ・ている。

　 ・　 'ちなみ に,本 調査で実施 したア ンケー:ト調査では調査対象業界数 を47

㍉ 　・業界に分類 してお りこれ らの業界全 てと総合商社は 日常何 らか の取引 を行

　　　ってい るtこどは 明らかであ防 その相互のイ ンフォメrシ ョン ・デー=夕景は

　　 莫大 なものである。　 　 　 　　 　 　 　　 　 　 　 一 　　.'

　　　 一方 日本経済が安定成長時代 に入 って数年,・商社冬の時代 に突入 した ま

　　　ま素材産業商品(原 材料)の 取扱いだけでは先行 き問題あ りとす る各商社

　　　はハイテ ク商品,INSが らみ の情報産業進 出へ と苦悩 と模索を続けてい

ご い る と云 って過言ではない。

§ ② '営業活動 におけ る情報(デ ータ 並 にイ ンフ ォメーシ ョン)の 流れ

　 ∵ 　 総合商社の取引形態は輸出,輸 入,外 国,国 内の各取引種類の なかで受

　　 託販売,代 行取引,リ ース取引,加 工取引 な ど複雑 多岐であ るの で,こ こ

　　　では全ての内容 を説明す ることは避 けるが,一 番判 り易 くかつ ネ ッ トワー

　　　ク化 に,よ り密接な関係の ある 「国内取 引」のなかの 「製品売 買」 を1例

　　　として紹介す ることとす る。

　　　 総 合商社 の国内取引の取扱高比率は年 々漸低 をた どってい るが,こ こに

　　　来て各商社は国 内取引の見直 しと取扱 高の向上 に努力を傾注 し始 めた。

　　　　国内取引におけ る製品売 買取 引が商社 の取扱 高に占め る割合は高 く詳細

　　　に調査は しなか ったが各商社 国内取引の60%～70%を 占めてい るもの と

　　　思われ る。　　　　 　　　 　　　　 　　　　 ・

　　　　これ らの取引をここでは仮に 『商流チ ャネル取引」 と名付 け以下 にその

　　　概略 を説 明す る。
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(P　 「南 流 チ ャネ ル取 引」

　 　商流 チ ャネル取引 とは商社が メーカーと問屋群の間に入 って売買取 引

　 を行い,口 銭(2～3%)を 計上す る取引である。その南流を簡単に図

　 示すれ ば次 の通 りとなる。

図2.6-1　 商 流 チ ャネル取 引 の 流れ

●

　商流 チ ャネル取 引におけ る商社が果 してい る機能(即 ち 口銭 をいただ

く理由)は 略 々次の3ツ と云 える。

イ　 商社金融機 能

　　 「南 流チ ャネル取引」 として区分 出来 る条件で一番判 り易いのは決

　済条件であ る。

　　商社 とメニ 力闘 に お け る決済条件の具体例 として次の よ うな もの

　が多い。

　　 ○出荷20日 〆切当 月末起 算60日 手形

　　 ○出荷15日,月 末 〆切当 日起算60日 手形

　　 ○出荷25日 〆切 月末半額CASH半 額60日 手形

　 一 を引 いた通 り 「商流 チ ャネル取引」における決済条件は繊維業界

　の一部 を除 き通常 「〆切」 とい う条件が使 用 され る。

　　一方商社 と問屋 の決済条件は上述 と同形 態 で 対 メ ー カ と同 じ〆切

　 日が決められてい るケースが多い。ただ し手形 サイ トが1例 としてメ

　 ーカよ り30日 ～60日 長 くな っている。

　　 これが商社金融機 能である。

ロ　 事務代行機能

　　商流チ ャネル取 引における情報(デ ー タ並 にイ ンフォメーシ ョン)

　 の流れは別章 にて説 明す るが(4)-1で 述べ た南流 に 沿 って メー カか
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　ら商社宛一括の請求が なされ,商 社は これを問屋別 に分類 し請求す る。

　また この間 にあ って受注 の仲次 などメーカ側,問 屋 側 の 要 請 に 見 合

　 う事務 サー ビスを行 ってい る。 これが事務代行機 能である。

ハ 　リス ク ・テイ ク機i能

　　これ は云 うまで もな く問屋 に対す る与信 リス クを メ ー カに代 り商

　社が負 う機能であ る。

　　即 ち総合商社 を通す ことによ りメー カは 問 屋が 倒 産 した として も

　その リス クはかぶ らない。

　　 「南流チ ャネル取引」における情報 の流れ は業界業 種 によ って多少

　相違はあ るが概略次の通 りである。

二次店発注[一

発ー ーー ー 一{「 一 … 発 注

　 　 　 　 　 　 1

出荷案内
と現物

メ ー カ ー

現
物

請　　求 請　　求

図2.6-2　 「商流 チ ャネル取 引 」 に お け る情 報 の 流れ

　　　発注の情報(デ ータ)は 業界 によっては点線 で示 した如 く商社を経

　　 出 しない ケースも多い。(さ らに一次問屋 を経 由 しない ケースす らあ

　　 る)

　　　商社への出荷案 内の情報(デ ータ)は 毎 日都度来 るもの もあるが前

　　 述の決済条件の〆切 日ごとに一括到着す るケースが多い。

㈲ 　 「商流 チ ャネル取 引」 におけ る企 業間 システ ムの現状

　　 商社 におけ る企業間シス テムは商流チ ャネル取引を中心 に倉庫,物 流,

　 金融を含 め拡大 されつつ あるが,当 初は伝送 ネ ッ トワークでは なくM/

　 T,フ ロッピーなどコンピュータ媒 体で相互 に行われて来た。 それ もね

　 らいは もっぱ ら各商社 内の省力化の見地か ら進め られて来たため対 メー

　 カ との 間 が 多 く,対 問屋 との企業間 システムは これか らであ る。

　　 9商 社 の企業 間システム数 は現在約900に 近い,こ のうちデータ伝

　 送 ネ ッ トワー クによるものはまだ100社 程度であ る。

一90一



●

2.6.2　 総合商社におけるネ ッ トワー ク化の問題 点

　　(1)総 合商社 と取 引先企業 の機械化

　　　　まさにOA化 時代の波のなかで商社 の取 引先 で あ る メー カ,問 屋 はそ

　　　れぞれ中大型 コンピ ュータ ・オフィス ・コンピュー タを導入 し各社 それぞ

　　　れ で自社 内の コンピュータ化が行われ て しま った。

　　　　その結果,例 えば メーカは 商社 か らの注 文 書 は,そ の まま 自社の シス

　　　テムにイ ンプ ット出来 るよ うにメー カご とに指 定 され る。問屋 は納品書,

　　　請求書がそのままインプ ッ ト出来 るようにと,こ れ またそれぞれ の様式を

　　　要望 して来 る。

　　　　商社は商社 としての事 務処理のため大型 コンピュー タを導入 し自社 内の

　　　システムを構築 してい る。 しか しなが ら自社 内 システ ムで ア ウ トプ ッ トす

　　　る自社様式の注文書,納 品書,請 求書 がそのまま取引先に送付 出来ない ケ

　　　ースが多 くな って来てい る。

　　　　ある商社におけ る先方 フォーム(取 引先か らの指定 様式)は1,000種 近

　　　くもあ り,折 角自社 内 システムで アウ トプッ トした帳 票がそのまま使 用出

　　　来ず,件 数 の多い ものは別 システムを作 って対応は してい るが,手 作業で

　　　先方 フォームに転記せ ざるを得 ない ケースが多い。

　　　　ま さに機械化の谷間 にあ ると云 えよう。

　 (2)　商社の危機 意識

　　　　前述 した総 合商社国内取 引のいわ ゆる 「商流チ ャネル取 引」のなかにお

　　　ける3ツ の商社機 能は今後時代 の流れのなかで失われてい くことも考 えら

　　　れ る。

　　　　即 ち商社金融機能 に対 しては金融 自由化の問題が あ り,事 務代行機 能に

　　　対 してはVAN業 があり,そ して リスク ・テイ ク機能 に対 しては ファクタ リ

　　　ング業(個 人の債権回収は 日信販 な どすで に始 ってい る)の 問題があ る。

　　　　先方様式転記の問題 もさることなが ら 「商流チ ャネル取 引」に関 してネ

　　　ッ トワー ク化は商社 に とって,い ま商権確保拡大とい う企業戦略の一 つで

　　　もあると云 えるが故 にいか に他商社 に先駆け取引先企 業間のネ ッ トワーク

　　　を拡大す るか とい う競走であ り,こ の競争の中か らいか に商社 同志の協同

　　　体制が とれ るか とい うことである。

　　　　この4月 か らの法改正の施行 によ り情報産業の各種 ネットワークの近未来
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　　 予想 として,

　　　 ○メーカー主 導型 ネ ッ トワーク

　　　 ○問屋主導 型ネ ッ トワーク

　　　 ○物流主導型 ネ ッ トワーク

　　 な どがあげ られているが総合商社 はこれ らの論のなか に主役 としての顔を

　　 出 してい ない。

　　　一また一方企業 間 シス テム ・ネッ トワー ク化 によ り南流チ ャネルの予想 に

　　'あ た っては 「流通 チ ャネルの短縮化工などがあげられ,ど こを向いても総合

　　 商社 に とってバ ラ色の ものは ない。
<　　

ここ1/2年 の各商社の システム開発は企業間ネ ットワーク拡大が最 重

　　 点課 題 となるだろ う。　 一　　 一

　 (3)商 社 におけ る取 引先 との企業間 システム ・ネ ッ トワーク拡大の困難 さ

　　　　「南流チ ャネル取引」にお ける商社 を中心 とした ネ ジ トワークと情報(デ

　　 ータ並び にイ ンフォーメー シ ョン)の 関連を示 した ものが図2.6-3で あ

　　 る。

　　　 これ は 単純 に メニ カ/商 社/問 屋間めみ に絞 ってあるが実際 には これ

　　 以外 に倉庫物流業界,保 険業界,銀 行業界 との情報 のや りと りが あるこ と

　　 は云 うまで もない。

　　　 メ÷ カ/問 屋 は す で に 各社 それぞれ に コンピコータを導入 し,そ れぞ

　　 れの システムを稼 働させてい る。各商社 も又そ うである。 この状況下にお

　　 いて多業界多業種 各社 とネ ッ トワーク化 を計 るにあた っては,現 在稼働中

　　 の各社 ア プ リケーシ ョン ・システムといか に整合性 を保たすか とい うこと

　　 にある。

　　　 そしてそれは1社1社 との細か な対応,す り合せ をやる以外に方 法はない

　　 ので ある。

　　　 '護 れ もが ここでrVAN」 を想定す る。即ちそれ らの問題を全 て専門の

　　　VAN業 者 に委せればいいではないか とい う意見が出て来 るのであるが,

　　 問題 は商社機能である。単 に事務代行機能を他 に委せ るだけでは済 まな く

　　　な り,い つれは リスク ・テイ ク機 能 を失 う奪 えとつながり,ひ いては商権 の

　　 消滅へ の道をた どるのではないか とい う危具感 があるのである。
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(4)　コス ト問題

　　商社は今,自 か ら取 引先 との企業間 ネ ッ トワー ク拡大を しなければな ら

　 ない状況 であるがその 開発 コス トが又問題 となる。

　　あ る商社 が鉄鋼 メー カ各社 とここ1～2年 間にオ ンライ ン接続 を行 う計

　画(す でに一部実施,ま た商取引の継続のためや らざるを得 ない)の 社内

　外人件費 を入れた システム開発総 コス トは約5億 が見込 まれている。

　　他の商社 もこれに近 い数字が見込 まれ てい る。 しか もこれ は鉄鋼業界の

　対 メーカとの接続だけで ある。

　　問屋 とは これか らで ある。

　　何故 システム開発 に費用がかか るのか これはすで に述べ たご とく各商社

　 はす でに契約/受 渡/会 計/決 算 までの一 貫 システムが各社ご とに社 内シ

　 ステ ムと して稼働 してお り,例 えば 契約段階の シス テムは鉄鋼各社(各 社

　 ごとに要求様式が違 う)と の整合性 をと りつ?か つ社 内シス テムの契約デ

　 ータとして使用 しなければ な らない し,又 受渡段階では鉄鋼各社か らの送

　 状 データ(こ れは統 一化され てい る)を 社内 システムに整合性を もってつ

　 なが なければ ならない か らである。

　　 図2.6-3の 「南流 チ ーt'ネル取 引」の情報関連図で も判 るこの取引形態

　 だけ でも数千社 に達っし,極 端 にい えば1社1社 と全天 候型 で対処せ ざるを

　 得ない訳で あるがその総開発 コス トと期間は全 く目途が立 ってい ない。

2.6.3　 総合商社におけ る海外ネ ッ トワー ク

　　　各商社は全世界主要都市に海外拠 点をもってい るが各社 とも一部を除 き海

　　外の独立法人 として全額 出資 の子会社形態を とってい る。

　　　各拠 点 とは メ ッセージ用の通信回線網(低 速かつ フ リー ラン方式)を 設い

　　てい るが情報処理用の高速 回線 はニ ュー ヨー ク,ロ ン ドンな どの主要拠点の

　　みで ある。

　　　別会社形態 となってい るため 日本か らの輸出は相手子 会社 の輸入 とな りこ

　　の間の データ相互授受は国内企業間 システ ムと同 じ考 え方で対処 出来,す で

　　に各商社 では部分的 にINVoiceデ ー タの伝送 による企業間 システ ムが稼働

　　してお り今後 も拡大 してゆ くであろ う。

　　　一方従来各商社 にお いては メ ッセージの授受 は通信部門,情 報処 理の デー

1
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タ授受は コンピュータ部門 とい う形で分担 されて来たが,最 近では これ ら両

部 門は各社 ともほぼ一本化 されてい る。

　 海外か らの メ ッセージの一部が そのま まデータ処理 され るなど商社 にとっ

て国内だけでな く海外 とのネ ッ トワー ク連続の シスデム開発 もこれか ら多 く

なるだろ う。

2.6.　4　 総合商社 の業界 としてのネ ッ トワー ク

　　 銀行業界 と違 って総合商社間同志 の商取引は殆 んど無いに等 しい。従 って

　　商社間にお けるデータの授受はない。　 　　 　　 　　 　　 　　 _　 　　,

　　　従 って総合商社業界 としての ネ ッ トワー ク化はいままで討議 された ことが

　　な く今後 ともないだろ う。

　　　しか しなが ら 「商流 チ ャネル取引」 以後再三述べた通 り各商社は取引先 と

　　の企業間 ネ ッ トワーク ・システムの拡大 を図 ってゆかねばな らない。

　　　メーカは各商社 と取引を してお り問屋側 もまた1商 社のみではな く各商社

　　と取引を行 ってい る。

　　　従 って各業界のメーカ/問 屋間におけるデータ ・フォーマ ッ ト,コ ー ドが

　　せ めて業界別 に標準 化されれぼ,商 社だけで な くメーカ,問 屋 にとってメ リッ

　　 トが あることは確である。

　　　しか し問題はす でに述べた如 く各 メーカ,商 社,問 屋 ですで に自社 内 アプ

　　リケーシ ョン ・システムがそれぞれ工夫 をこらし競走のなか で稼働 してい る

　　とい う現実で ある。

　　　コンピュータ ・シス テムが企業経 営の武器 としてます ます重視 され システ

　　ムの良 し悪 しが経営を左右す る時代 が もうそ こまで来ている。

　　　資本主義社 会の自由競争のなかで望むべ くでないか も知れ ないが世界のな

　　か の日本株式 会社 として,例 えば業界ごとに同一 システムを共有す るなどの

　　動 きを全 日本的視野か ら進 めて行 く論議 も必要ではないだろ うか。

、 2.7　 百貨店

2.7.1　 百貨 店をと りま く環境と業界の概要

　 (1)百 貨店業界の環境

　　　 百貨店業 界は石油 シ ョック以来,時 代の変化 に合致 した対応が迫 られ 大
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きな地殻変動が起 きてい る業界 と云える。 モノが充分 に行 き渡 り,モ ノ離

れが進んでい る現在,モ ノだけを売ろ うとしても売れ ない。そのモノにサ

ー ビスや情報 を加 えて初 めて売れ る時代 にな った。売上は前年対比2桁 の

伸び があた り前の時代か ら,前 年並みを確保す る時代 に移 り変 った。

　 モ ノばなれ ばか りで な く,小 売業を取 りま く環境は大型店出店規制,流

通業界の再編成を含め,個 人消費 の停滞,消 費者の意識変化有業主婦 の増

大,高 令化社会の到来,等 々諸問題が複雑 に絡んぞい る。『個 ぷ づ百貨店 の

努力だけでな く∴街 ぐるみ地域 ぐるみ の環境変イビが問われ る時期 に入 って

来た と思われ る。　 　　 　　 　　 　　 `　't'"　t　　　 -一'・e　　　 '

　 このよ うな状 況に対処す るため,百 貨店 各社は経営 の効率化を 目指 し,

POSシ ステムを導入す るな ど,経 営の システム化 に積極的 に取組み 出し

tている
。POS化 の 目的は,

　 ・省力化,合 理化

　 ・マご チャソダイジ ング情報の確立 　　 　 　 　 　　パ

　 ・総合顧客 システムの構築

が主 なものであ る。'

　 近年 カ ニ ド化 社 会 の到 来 と と も に,ク レジ ッ ト,1友 の 会 等 を含 めた総 合

顧客 システム作 りに各社 とも熱が入 ってい る。二部では,自 社 クレジ ッ ト

にキ ャッシングを取 り入れ てい る企業 もある。業界大手 を中心 に新規店舗

は当初か らPOSを 導入 し,既 存店 につい ても逐次導 入が進 められてい る

状況 である。

表2.7-1　 POSシ ス テ ム導 入 状 況

年　 度 店 舗数
POS稼 動
店 舗 数

普 及 率 、

昭和54年 247 32 13%

55 248 46 19

56 251 54 22

57 253 77 31

58 255 91 35

59 258 108 42

60 259 121 47

注)売 場 面 積10,000㎡ 以上 を対象

'
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　　一方,日 本の社会 は現在 「高度情報化社会」へ 移行 しつつ ある。情報通

　信技術の著 しい進 歩 と,コ ンピュータ技術 の急速な発展は工業化社会 では

　充 足されなか った生 活の中 に円滑 な コミニュケーシ ョン ・システ ムを確立

　 し,個 人 の欲求の多様化 にも応 じられ る多様かつ豊富 な情報提供 が行 なわ

　れつつあ る。 ニ ュー メデ ィアと総称 され る新 しい システム,メ デ ィアが実

　験 段階か ら実用化へ と移行 されることになるだ ろ う。すで に三鷹,吉 祥寺

　地域 におけるINSの 実験では15社 の小売業が ホーム ・ショッ'ビングの

　実験 に挑戦 してお り,商 用 キ ャプテ ンも東 京,大 阪,名 古屋で開始 された。

　　百貨店業界は,先 行 してい る企業 でも企業内の情報 システムがや っと構

　築 され た状態 であ り,企 業 間情報 ネ ッ トワークの本格的 な構築は これか ら

　 であろ う。今後 クレジ ットを中心 と した金融機関 との企業 間情報 ネ ッ トワ

　 ーク化がまつ先行 され,次 いで最 も重要な受発注 のシステム化が物流 シス

　 テムやVANと の絡みで進 むのではないか と思わ れる。

(2)百 貨店 業界の概要

　　百貨店協会へ加入 してい る企業 は約100社 以上 になってい る。運営 は企

　業単位 よ りも店舗単位 で行 なわれ,店 舗による事業部制 を取 り入れてい る

　場合が多いよ うであ る。

　　店舗の売場面積は大都市 では平均30,000m2で あ り,地 方都市では平均

　 13,000m2程 度であ る。売場 面積 が広い程当然売上額 も大き くなるが売上

　増大の方 が面積比よ り高い。既 して大きいほ ど有利であ る。売上構成比は,

衣 料 品

身 廻 品

雑　　貨

家庭用品

食 料 品

そ の 他

40%

8%

13%

12%

21%

　6%

とな ってお り,ア パ レル を 中心 と した衣 料 品 の ウ ェー トが 高い 。 また,衣

料 品 ウェ ー トの高 い 企 業 ほ ど売益 率 も 高 くな ってい る。

　 売 上 は 中元,歳 暮 の時 期 が極 端 に 高 くな り7月 第1週 の 日曜 日,12月

第1週,第2週 日曜 日売上 が ピー ク とな り,POS設 置 には この 日を基 準

として 考 えて置 く必要 が あ る。
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現金 売 上 に 対す る ク レジ ッ ト売 上 の比 率 は70対30で は あ るが今 後 ク

レジ ッ ト売 上 は カ ー ドの 普及 につ れ 益 々伸 び る と思 わ れ る。

2.7.2　 百貨店 での情報処理 に関するインターオ ペラビ リテ ィーの現状

　 (1)情 報 の流れ

　　　 百貨店におけ る情報の流れは図2.7-1の とお りで ある。企業間情報の

　　 や り取 りは大 き く3区 分 できる。1つ は商品発注に伴 うもの,2番 目は ク

　　　レジ ットによる顧客管理関係,最 後は決済 に関す るもので ある。

図2.7-1　 百 貨店 の情 報 の 流 れ

(2)商 品の発注 に関す るインターオペ ラ ビリテ ィーの現状

　(D　 仕入伝票

　　　百貨店における商品の取扱い は衣料品 か ら家庭用品,雑 貨,食 料品迄,

　　多種 にわたる。取 引の契約方法 も品物を買い取 って しま う買取商品か ら

　　委託商品までや り方 も異 な る。

　　　 アパ レル商 品を例 にす ると,シ ーズ ンのか な り前か ら取引先 との間で
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発注計 画の打ち合わせが行われている。実際の発注 はすべて伝 票で,し

かも取 引先の商品 コー ドで行われてい る。取引先 の商品 コー ドは各取引

先が ユニークな コー ドを付けてお り,ほ とん どは10桁 以内の数字 コー

ドであ るが一部には英字 コー ドを使用 している企業 もあ る。百 貨店が ア

パ レル商品 について,そ の販売 を取引先の応援店員 に委ねていた結果,

商品の計画か ら生産,販 売へ の トータルなシステム作 りが取引先主導で

行われ るよ うにな って しまった。各取引先は 自社 内システムで これ を管

理 してお り,シ ステムが拡大 され 巨大化 され るに従 い,そ の変更は難 し

くな ってい る。

　仕入伝票 についてはか な り以前か ら通産省の指導 のも とに標準化が進

め られ てお り,す でに買取,委 託両仕入伝票共,OCR用,手 書用,タ

イ プ用の標準化は行われ てい る。

　 その経過は下記の とお りである。

〈統一仕入伝票の これまでの経緯及び背景〉

　 昭和43年 　通産省が流通 システム化施策 の一環 として研究 開始

　 昭和48年 　 日本商工 会議所 を中心に作成作業開始

　 昭和49年 　百 貨店の統一仕 入伝票 として手書 用,一 般 タイ プ用伝票

　　　　　　　 を制定

　 昭和50年 　 OCR用 伝票 も制定 される。

　 昭和54年 　第8回 情報 シス テム化研究専門委員 会において,普 及状

　　　　　　　 況並び に外部か らの意見について検 討

　 昭和56年 　大阪卸商連 盟よ り百貨店協会へ要望 書

　　　　　　　 「発注データの オ ンライ ン化による伝送 に伴 って生ず る

　　　　　　　 問題点」

　　　　　　　 ①発注仕入伝票 の統一化

　　　　　　　 ②デ ータ伝送手順の標準化

　 昭和59年 　流通 システム開発セ ンター及び 日本 チェー ンス トア協会

　　　　　　　 は 「ター ンア ラウン ド伝票」を制定

　 昭和59年 　情報 シス テム化専門委員会小委員長会議 で,統 一伝票 の

　　　　　　　 見直 しについて検討

　 取 引先が記入す る仕入伝票は97%ま でが統一仕入伝票 を使用 してい
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　 る。 しか も,当 初手書用が中心 であ ったものが,時 代 の推移 と ともに タ

　 イ プ用に,さ らにOCR用 へ と移行 しつつあ る。

㈲ 　取引先 コー ド

　　百貨店 の業務の中で商品仕入は販売 と並ぶ最 も重要な業務である。多

　数 の納入業者か ら自社 に対 し,優 れた商品や時代に対応 した商品 を提供

　 で きる優良取引先 と取引契約 を結び取引の計画化,集 中化を進 めてい る。

　 その結果各百貨店共,主 要取 引先は 同 じよう・になってい るb

　　 ネ ッ トワーク化社会へ の移行 は受発注のオ ンライ ン化が促進 され,V

　 ANの 普及 に繋がることにな るが,こ の基本 のキ ィーが取 引先 コー ドで

　 あ る。すで に働流通 シズ テム開発 セ ンターが この コニ ドを管 理 している。

　 .共通取引噺先 コー ド体系は,　 ・ ・　　 ∴　　 =　 ・　 ∫　一

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '　・《・"　　　、↓　　　　、

　 　 　 　 N、N2　 N3　 N4　 N5　 C/D'
　 　 　 　 l　　　　　　　　　　 l　 ∵　 ・　　 ・　 .t!r-1・ ・一・　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (

モ ジ ュ ラス//)
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,、い ∴　　・

　　 共通取引先 コー ドの登録件数は12,459件(・58年9月 現 在)と なっ

　 ている。共通 取引先 コー:一ド採 用小売業は 日本百貨店協会員のほぼ90%

　 以上に達 してい る。:　　 ソ^　 `'　 　　 ・ ・　　 　 一 一

㈹　 商品 コー ド

　　 百貨店では多種の商品を扱 ってお り,商 品管理上(仕 入,販 売,在 庫)

　 一定の基準 に従い商品 を分類 して グルー プ化 してい る。 この商品群を品

　 番(晶 群)と 呼称 し,ほ ぼ売場 の単位 にな ってい る。従 って予算,実 績,

　 前年比 はすべ てこの単位で行われてい る店が多い よ うで ある。

　　 品番の下には枝番(詳 悉)が あ り,商 品 を細分化 して統計資料の把握

　 を してい る。普通 この下 に単品 コー ドをつ けて単品管理 を行 ってい る。

　　 一般的な商品 コー ド体系 は下記の ような状態である。

LAXwX××」　 L当
　 品　番　 　　 　 枝　番

(3～4桁)　 (2～3桁)

1× ×× ×× ×1

単 品 コー ド

(4～10桁)

　　L6XM5×××」

　　　 属　性

(色,柄,サ イズ等)

　 カ ラ ー ・コー ドにつ い て は 助 流通 シス テ ム開発 セ ンタ ーが中 心 に な り

提 案 が な され て い る。一 部 百 貨店 で これ を利 用 してい るが,か な りの部

分 が感 性 に た よ る部 分 か ら な り,取 引先 で も 自社 用 カ ラ ー ・コー ドを使
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り

用しており統一はむつか しい。ただ一部で英字を使用しているがPOS

では英字入力はできないので改善が必要である。

　　　×　　×
L_

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

白色系

黒色系

茶色系

水色系

慶色系

黄色系

緑色系

青色系

紫色系

OPEN

　　 なお,チ ェー ンス トアでは商品 にJANバ ー コー ドを使 用してい る。

㈹　値　 　札

　　何が,い つ,ど れだけ売れ たか を把握す るためには販売時点 で必要 な

　 商品情報を収集でき るような仕組みにす るこ とであ る。 そのために値札

　 に商品価格を表示す るだけでな く,商 品 コー ドやその属性(色,柄,サ

　 イズ等)を 表示 しておき,売 上時 にPOSへ これ らの内容 を一諾に入 力

　す る。

　　 POSシ ステムを導入 した百 貨店での問題点の多 くは値札作成のた め

　 の コス トや値 札作成機 ・読 取機 の コス ト,値 札情報 の信頼性な ど値札 に

　 関係す るところに集中す る。 これはまたPOSシ ステムの原点 が値札 に

　 あるこ とを物語 ってい る。

　　現在,百 貨店の値札は取 引先が作成 し商品 に付けて納 入す る場合が一

　般的であ る。,ただ複雑な商品 コー ドを要求 した り,そ の百貨店独 自の読

　取機 を使用す る場合は百貨店が値札を作成 し,発 注伝票 と一諾 に取 引先

　へ渡 してい る場合 もある。

　　値札 に記入す る文字 は百貨店協会でOCR-Bを 使 用す るよう申 し合

　わせが過去 にあ ったがその後値札読取装置の技術進歩 もあ り,バ ー コー

　 ドの方が読取 りが容易で正確性があるた め,こ れ を使 用 してい る百貨店

　 もある。
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　　　以上,商 品 コー ド及び値札読取装置 については これ を標準化す ること

　　に よ り,値 札作成取付 け作業の標準化,合 理化,及 び値札の取扱いや管

　　理が容易にな る等の メ リッ トはあ るものの,各 百 貨店の営業展開や政策

　　にかかわる部分があ り,特 に商品 コー ドについてはむつ かしい状態 にな

　　 ってい る。

(3)　クレジ ットに関す るイ ンターオペ ラ ビリテ ィーの現状

　(D　 自社 クレジ ッ トの開発

　　　百貨店の売上 が低成長下 であるにも拘 らず クレジ ッ ト売上は急速に伸

　　びてい る。百貨店の売上 中,掛 金のシェアはすで に30%を しめている。

　　 これは カー ド化社会 にな って来ていることを示 してい るが,一 方で各百

　　貨店が低成長下での営業政策 として不特定多数 を対象 とす る商売では商

　　品政策,販 売政策 に結びつ けに くく,カ ー ドを媒 体 として顧 客の固定化

　　 を図 り,特 定顧客 に対 し販売政策 をとった方が メ リッ トが あるとの考 え

　　方 もあ ったか らである。,・

　　　 また,店 舗増 設が難 しくな った百貨店業界 と して本格的な無店舗販売

　　へ のア プローチ として クレジ ッ ト化による顧客情報の収集はそれが代金

　　 決済の面で メ リッ トを持つ ことか ら最大政策 として取組んでい る。

　 (‖)　POSに よるクレジ ッ ト管理

　　　 百貨店 での クレジ ッ ト管理 が自社 カー ドと他社 カー ドの2本 立で行わ

　　 れ 自社 カー ドは 自社のHOSTコ ンピュータで管理 され るのに対 し,他 社

　　 カードはCAFIS又 はCATNET経 由で クレジ ッ ト会社 のHOSTコ ンビ

　　 ュータで管理す るこ とにな る。

　　　 POS化 され てない企業 での ク レジ ッ ト処理はすべ て伝票 で行い手作

　　 業で区分整理 され る。 ここではPOS化 を前 提に話 を進めて行 きたい。

　　　 クレジッ ト・カー ドのPOS入 力は磁気 ス トライ プをPOSの 磁気 ス

　　 トライ プ ・リーダに挿入 して リー ドさせ処理す る方 法で行われ るこ とに

　　 なる。(磁 気 ス トライプ ・リー ダを使用 してい る百貨店 はまだわつ かで

　　 ある)

　　　 POSの クレジッ ト情報 システ ムは図2.7-2の よ うになる。POS

　　 システ ムでは 自社 カー ド,他 社 カー ドを問わず商品購入 のための売上登

　　 録 が行われ顧客購入情報が収集 され ると同時 に クレジ ッ ト口座孤を磁気
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図2.7-2　 POSク レジ ッ ト情 報 の 流れ

　 ス トラ イ プ又 は マ ニ ュ ア ル に よ り入 力 され,ネ ガ テ ィブ ・チ ェック(盗

　 難,紛 失 カー ドで 各 ク レ ジ ッ ト会 社 よ り一 回 に3,000～5,000件 の 口座

　 盃 が報 告 され,'百 貨店 で チ ェ ジクす る義 務 が あ る)が 行 われ る よ うに な

　 ってい る。

　 　 自社 カー ド,他 社 カ ー ドが混 在 して 利 用さ れ るた めPOSシ ステ ム は

　 重 要 な武器 に な ってい るが,同 時 に これ らにつ い て標 準 化 を進 め無 駄 の

　 な い シ ス テ ム化 が要 求 され る こ とにな る。

㈹ 　 ク レ ジ ッ ト ・カ ー ドのJIS規 格

　 　 クレジッ ト・カ ー ドのJIS規 格 は決 め られ てお り,特 に カー ドの エ ン

　 ボ ス規格 と磁気 ス トライ プの 表示 位 置 と記 録 密度 はISO規 格 に準 拠 し

　 た もの をJIS・1型 と云 い,『銀 行統 一 仕様 に準拠 した もの をfi型 とい っ

　 て い る。
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　 磁 気 ス トライ プ化 は 銀行 系 ク レジ ッ ト会社 を 中心 に急 ピ ッチで進 め ら

れ てい るが,現 在 各 ク レジ ッ ト会 社 が移 行時 の た め ク レジ ッ ト会社 で磁

気 化 され た もの と してな い もの とが で き,又 あ たか も磁 気 化 され て い る

よ うに見 えて も中味 の入 って な い もの等 が あ り混 乱 してい る。

　 なお,ク レジ ッ ト企 業 コー ド(4桁)は,ク レジ ッ ト発 行企 業 の コー

ドで あ る。POSシ ス テ ムで の クレジ ッ ト口座IV6.を入 力す る時 や,ク レ

ジ ッ ト会社 と の ク レジ ッ ト情 報交 換 を容・易 に行 うた め標 準 化 され てい る。

　 国 内 の ク レジ ッ ト企業 コー ド体系 はそ の頭 の桁 に業 態 分類 コー ドをつ

け る。 この管 理 は 流 通 コー ドセ ンターで 行 って い る。

一 一
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'　 発行企業

コー ド

業

態

コ
ー

ド

ク レ ジ ッ ト企 業 コ ー ド

輌　 カ ー ドの磁 気 ス トライ プ化

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

リ ザ ー ブ

リ ザ ー ブ

特 殊 金融 業

銀 行 系 ク レ ジ ッ ト企 業

信販 系 ク レジ ッ ト企 業

小 売 業 ク レジ ッ ト企 業

メ ー カ ク レジ ッ ト企 業

協 同組 合 ク レジ ッ ト

自 由 使 用

リ ザ ー ブ

　 JIS-H型 で の磁 気 ス トライプ入 の カ ー ドを読 む 時 は 次 の よ うにな っ

てい る。(銀 行 系 ク レジ ッ ト会社6社 及 び 信 販系 数 社 はJIS-1[型 も

使 用)

　 一 般 にCAT端 末 か ら入 力す る場 合 は,エ ンコー ド内容 を読 み 取 り,

購 入 金 額 を入 力す るとそ の ま ま ク レジ ッ ト発 行 企 業へ 送 信す れ ば よい 。

百 貨 店 で のPOSシ ス テ ムで は エ ンコー ドの 内 容 を解 読 し,ク レジ ッ ト

企 業 コ ー ド,ク レ ジ ッ ト口座 盃,有 効 期 限 を分 け 処理 す る必要 が あ る。

　 これ は 自社 ク レジ ッ ト,他 社 ク レジ ッ トが 混 在 し クレジ ッ ト口座 の ネ

ガ テ ィ ブチ ェ ックを まつ 行 うた め,口 座 盃 を分 け 処 理 をす る。磁 気 ス ト

ライ プを リー ダで読 み 取 った 後 これ を解 読す る処 理 は磁 気 ス トライ プの
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POS
ス トァ レ ベ ル

コ ン ト ロ ー ラ

ホ ス ト

コン ピ ュータ

フ

ク㌘契
フ

ク

)

新
註

ポ

チ
(

上売

－ CAFIS

[

ク レシ ット会 社

コ ンピ ューター
フ ォー マ ッ トの 標 準 化 が あ るも のの具 体 的 には か な りの問 題 をか か えて

い る。 実 体 はIDマ ー ク,業 態 マ ー ク,ク レジ ッ ト企 業 コー ド,ク レジ

ッ ト口座 願 の特 定 の値,を キ ィー として,ク レジ ッ ト口座盃 の 位置 及 び

桁数 を識 別す る こ とに な るか らで あ る。

1234　 78　 1112 27　 　 2930

開 1 業 暗 企 任 フ

始 写
態
マ

証 業
コ 口　座　番　号

イ

1

符 1 1 番 1 ' ノレ

号 ク ク 号 ド 意 ド

▼

－

A社

A社(右 詰 め前 ゼ ロ)

B社

B社(左 詰 め後 ゼ ロ)

C社(右 詰 め前 ゼ ロ.)

D社(左 一吉め後 ゼ ロ)

D社(右 詰 め 前 ゼ ロ)

D社

E社(右 詰 め 前 ゼ ロ)

F社(前 後1桁 ずつ ゼ ロ)

G社　 　 }業 態
マ ー クを変 え る

G社

H社

1社(ク レジット用 口座柘 は予備 領 域)

J社(エ ンボ ス 口座 番 号 は15桁)

図2.　7-3　 ク レジ ッ ト口座 番 号 の桁 数 と位 置

　　 (磁 気 ス トライ プ ・カー ドの エ ン コー ド内 容(JIS-II)
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　百貨店では時 々店外で催事 を行 う。主 としてホテルの会場 を使い,上

得意の顧客を招待 して高級 催事を催す 時である。 この会場での売上は 当

然 なが ら一般の レジスターによ り登録 され領収証 を顧客へ渡す。(年 数

回 しか催 さない会場ヘ オ ンラィ ン回線は設置できない)後 刻売場に持 ち

帰 りPOSに 売 上を再登録す る訳 である。現金売上 はよいのだ がクレジ

ッ トについてはエ ンコー ドの 内容は読む ことができない。(カ ー ドを顧

← エ ンコー ド

　 　 (磁 気 ス トライ プ)

ト ンボス

客 へ 返 して しま って い る)従 って,エ ンボ ス の 内容 に よ りPOS再 登 録

とな る。 この場 合銀 行 系 クレ ジ ッ ト会 社 で は 提携 会 社 毎 に ク レジ ッ ト企

業 コー ドを持 って い るが エ ンボ ス上 には ど こに も表 現 され て ない。 例 え

ばUC(ユ ニ オ ンカー ド)ク レジ ッ ト会 社 な ら富士 カー ド(UC),三

井 カー ド(UC)… … … 約20社 は エ ン コー ド上 で は企 業 コー ドを持 っ

てい て も エ ンボ ス上 には ない の で この よ うな再 登 録 を行 う処 理 は問 題 が

残 る。

　 口座 番 号 につ い て もエ ン コー ドの 内容 とエ ンボ ス の 内 容が 違 ってい る

もの が あ る。 ク レジ ッ ト会社 の 中 に は エ ン コー ドで は前 に来 て エ ンボ ス

で は 後 に 来 てい る。

グ ・V－ プ ・ 一 ド1 口　 座 　 盃
1エ ン ・ 一 ド

川 グ・‥ プ ・ 一 ド 　 エ ンボ ス

,

口　 座　 盃

　クレジ ッ ト会社 では有効期 限の登録を強 く要 求 してい る。 これは不良

口座,問 題 が発生す る 口座 に有効期限切れの ものがか な り発生す るため
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で あ る。 しか しこれ に もエ ン コー ドとエ ンボス とに違い が でて い る。

　　　 LLX　■×」L≦2≦ 」　 　 　 　 エンコー ド

(洋 歴)　 年　　　月

　　　　× ×/× × 　 　 一ンボス
　　　　 月 　 　 年(洋 歴,和 暦)

　 エ ンコ ー ドで は年 月 に な ってい るの が エ ンボスで は月/年 に な って い

る。

　 ク レジ ッ トの シ ステ ム上 ではCAT又 はPOSを 使 用す る も のは す べ て

オ ン ライ ン ・ネ ッ トワー クに な って お りこれ は エ ン コー ドに よ り入 力 す

る。 バ ッチ処 理 は 伝 票 に よ りエ ンボ ス を使 用す る と区分 け して考 え,な ん

ら問 題 で な い よ うに思わ れ るが 百 貨店 の ホ テル催 事 の よ うに店 外 催 事 で

は オ ンライ ンが できないので,と りあ えず伝 票 発 行 し後 刻POS入 力 をす

る よ うな場 合 はす べ て 問 題 とな る。

●

2.7.3　 ネ ッ・トワー ク化 にお け る 今後 の 課 題

　 (1)ネ ッ トワー ク化 に伴 う安 全性,信 頼 性 の課 題

　 　 　 　POSに お け る ク レジ ッ ト管 理 が 企 業 内だ けの クロー ズ され た ネ ッ トワ

　 　 　ー クで あれ ば,そ の 枠 内 で の安 全 性,信 頼性 対 策 を行 えば よか ったが,ネ

　 　 　ッ トワー クが 企業 間 に相 互 接続 され て 来 る とネ ッ トワ ー ク全 体 を 眺 め た種

　 　 　々の対 策 が 必要 とな って 来 た。

　 　 　 ネ ッ トワー クの安 全 性,信 頼性 はそ れ を高 めれ ば 高 め る程 コ ス トは幾 何

　 　 級 数 的 に上 昇 す る。 百 貨店 のPOSシ ス テ ム におけ る シス テ ム ・ダ ウ ン等

　 　 の事 故 障 害時 の リカバ ーは 銀 行 に おけ るTOCS,　 NCS等 の ネ ッ トワ ー ク

　 　 　 ・シス テ ム とは 自ず か らそ の レベ ルが 異 な る。

　 　 　 一 般 的 に云 って 企業 間 の ネ ッ トワー クが 相 互接 続 をす る場 合,安 全 性,

　 　 信 頼 性 は 低 い ネ ッ トワー クに足 を 引 っ張 られ る よ うに な るbそ の 点 か ら云

　 　 　う と,今 後 銀 行POSの 導 入 につ い ては この 観点 か らの調 整 も大 きな 課 題

　 　 　とな る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .　 ・ ㌧パ'

　 (2)　 POS端 末 で の レス ポ ンス ・タイ ム　 　 '　 、　 　 　 　 t～ 、

　 　 　 企 業 間 ネ ッ トワ ー クで は,POS端 末 か らイ ン プ ッ トされ 戻 って来 る迄

一107一



　の時 間 を レス ポ ンス ・タ イ ム と呼 ん で い る。 企業 間 ネ ッ トワー クでは 当然

　な が ら長 くな って来 る。1つ の コ ン ピ ュー タを 通 過す る毎 に2秒 か か る と

　す る と,POS～ コ ン トP－ ラ～ 自社 コ ンピ ュー タ～CAFIS～ クレジ ッ

　 ト会社 コ ン ピ ュー タ～CAFIS～ 自社 コ ンピュー タ～ コ ン トロー ラ～PO

　 S間 に は コ ン ピュ ー タが5個 あ り,10秒 程度 か か って しま う。

　 　一般 にPOSシ ステ ム で企 業 内の ネ ッ トワー クでは レスポ ンス ・タイ ム

　は2秒 を上 限 として い る 。CAFIS経 由 での レス ポ ンスは15～30秒 程 度

　 と云わ れ て い るが,こ れ 程 長 い時 間 を か け る と売 場 では 列 が連 な りか ね な

　 い。 企 業 間 の ネ ッ トワー クで は そ の レスポ ンス ・タイ ムにつ い て標 準 的 な

　 ガイ ドライ ンを設 定 し,小 売 業,寛 々公 社,ク レジ ッ ト会 社 間 で これ を守

　 る よ うな調 整 が必 要 で あ ろ う。 そ れは コ ンピ ュー タの処 理 能 力,ソ フ トウ

　 ェ アの 効率 性 等 に よ って異 な って 来 るか らで あ る。

(3)　 ク レジ ッ トシ ス テ ム化 にお け る今後 の課題

　 (i)エ ンコー ドの 内 容 につ い て

　 　 　 ま さ に ク レジ ッ ト化 社 会 と云わ れ る よ うに 日常 の新 聞 に業 種 を越 えて

　 　 の 提 携 カ ー ドが 出 現 して い る。郵 貯 カ ー ドは郵 便局 で キ ャ ッシ ング と し

　 　 て使 用 され てい る場 合 は 閉 ざ され た 単 一 の ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムで あ

　 　 るが,こ れ が信 販 カー ドと提 携 し,小 売 業で も使 用 され る よ うに な る と

　 　 エ ンコー ド内 容 は標 準 化 され な い と小 売 業で は 困 る こ とにな る。今 後 国

　 　 鉄 カ ー ドにつ い て も同 じよ う な事 が云 え るので は な い だ ろ うか 。

　 　 　 一般 に標準 化 は川 下 で合 わ せ る事 が 必要 で あ る。 に も拘 らず,川 上 か

　 　 ら垂 直 的 に シス テ ム作 りが 行 わ れ る場 合 が 多 く,そ の た め川 下 で は個 々

　 　 に対 応せ ざ るを 得 な くな って しま う。 川 下 の 力が 強 い 場 合,そ れ で も協

　 　 力依 頼 を川 上 に要 求 するこ とがで きるが,多 くの場 合 川 下 は 中小 企 業 で あ

　 　 り,弱 い所 に しわ 寄せ が行 わ れ る よ うで あ る。 早 い 時 期 にエ ンコー ドの

　 　 中味 につ い て標 準 化 を進 め る場 を 設定 し,調 整 を行 う必 要が あ る。

　 (iD　無 効 口座 の磁 気 テ ー プ交 換

　 　 　 ク レジ ッ ト会 社 は 無 効 口座 の一 覧 表 を紙 に よ り百 貨店 に送 ってお り,

　 　 POS化 され た企 業 には 磁 気 テ ー プに よ り連 絡 を と って い る。

　 　 　 これ につ い て は銀 行 系 ク レジ ッ ト会社 よ り申入 れ が あ り百 貨 店 協 会内

　 　 の 小 委 員 会 によ り検討 し次 の よ うにな った 。
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　　 ① 　 6社 の無効番号 を一本のMTに まとめ百貨店へ持込む。

　　 ②　磁気 テー プの仕様 を統一す る。

　　 ③ 　 1社 当 りの無効 口座件数 は5,000口 座以 内とす る。

　　 ④ テー プ持込回数 は月2回 とする。

　　 ⑤　費用負担は磁気 テー プ作成費用は クレジ ッ ト会社,受 渡 し費 用は双

　　　 方負担。

　　 ⑥　緊急 カー ドの取扱いは従来通 り。

　　　 今後 この基準 に従い各社がいつから実行す るか。又 この基準以上,特

　　 に③の対応がでて来 ると予想 され る。

　制 　 クレジ ッ ト売上 データの磁気 テープ交換

　　　 CAFISに よるクレジ ット会社 とのネ ッ、トワーク化が されて も当分の

　　 間,売 上 データは磁気 テープに より渡 され る場合が多い と思われる。

　　　売上 データの磁気 テープ渡 しについては,デ ータ ・フ ォーマ ッ トの推

　　 薦案はで きている。今後磁気テ ープの渡す回数(毎 日か月何 回)ク レジ

　　 ッ ト売上伝票の取扱い(ク レジ ッ ト会社 に渡すか,百 貨店側で保管す る

　　 か)等 の課題が残 ってい るo

(4)受 発 注における今後の課題

　　 現在伝票 と電話 を併用 した方 法によ り発注 しているが,徐 々にでは ある

　 が今後ネ ッ トワー クを利用す る方法が進む と思われる。

　　す でにチ ェーンス トアではJ手 順が開発 され受発注 オ ンライ ンが進 め ら

　 れ,ス イ ッチ ング ・セ ンターを名乗 り出た企業 もい くつかあ る。百貨店 に

　 おける受発注では大量の データが交換 され,し か も取 引先 も多企業 にわた

　 る等の特徴がある。

　　 ネ ッ トワーク化での予想 され る課題は大量 のデ ータ交換のため何 らかの

　 しくみが必要 になることである。取 引先 によっては電送 よ りも運搬の方が

　早 くMT交 換で処理 され る企業 もあ り,こ の面での標準 化 もネ ッ トワーク

　 と同時 に必要 とな るだろ う。

　　一括電送(フ ァイル電送)が 中心なのでネ ッ トワー クに対す る安全性,

　信頼性対策 は金融 関係 のネ ッ トワークに比較 しか な り緩 い もの と思われ る。

(5)銀 行POSに つていの課題

　　金融機関 の コンピュー タ化は急速な発展を進 めて来 てい る。 なかで も銀
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行の コ ンピュータと企業の コンピュータを通信回線 に よ り結んだ ファーム

・バ ンキ ングはか な り実用化 されてい る。 こうした システム化の進 展に合

わせ昭和59年5月 大蔵省機械化通達において銀行POSシ ステ ムが試験

的 に認 められ ることにな った。

　銀行POSシ ステムとは,小 売業のPOS端 末 と銀行の コンピュー タと

を通信 回線 を通 して接続 させ,顧 客が買物をす ると リアル タイムで本人の

預金 口座か ら購入代金を引落 し小売業の 口座 に振込む ものであ る。

　媒体 と しては銀行 で発行 してい るキ ャッシュカー ド(デ ビッ ドカー ド)

を使用 し,小 売業 のPOS端 末 に付設 した磁気 入 トライブ ・リーダによ り

読取 り同時 に暗証番号 を顧客が入 力 して買物取引を成立 させ るものである。

現在東 海銀行 と トヨタ生協 との間 で実施 され てい るが,'こ れか らが本番 で

ある、。

(D　 百 貨店 と銀 行の業種上の違い

　　 コンピュニタ ・システム設計 上に基本的 な考 え方 の相違が ある。銀行

　 のオン ラィ、ン ・シ.ステムはその性格上完全 なノー ダウン ・システムを実

　現す るよ うにバ ック ・ア ップ体制等が充分 に考 えられ ている。百 貨店の

　 シス テムでは費 用対効果 を考 えて必ず しも ノーダウ ン・'シろテムとは云

　 えない。

　　取 引について も銀行では疑いのある取 引は認めないが,百 貨店では顧

　客 サー ビス上 あるフロア リミッ トを設定 し,そ の枠 内では取 引を成立 さ

　せ る ようになっている。.銀行では1円 た りとも差異 は認めないが百貨店

　 では過 不足は一 定金額 までは認めている。又取消 しにっいて も百貨店で

　 は 日常発生 してい るが,銀 行側は これ を認 めてない。休 日も営 業時間 に

　つ いて も大 きな相違がある。.

　　 こ う云 ったシス テムや運営上の問題 は相 互の ネ ッ トワーク同志 を結ん

　 だ時,ど の レベル に合わせ るか今後か な りの討議が必要 となる。

(ll)銀 行POS導 入の メ リット

　　 色 々と云われてい るが現在 のところ メ リット項 目はあま りない。

　　百 貨店側 では釣銭業務 がな くな るとか顧客情報の収集が可能 となる等

　 があげ られ る。顧客側はキ ャッシ ュ ・カ〒 ドによ り買物 がで きる。現金

　 を持たず に買物がで きる等の利点があ るが クレジッ ト・カー ドに比較 し,
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　決済が早 くなるのであま りメ リッ トがあるとは云えない。銀行側は手数

　料 ビジネスができる等の メ リッ トが考 えられ る。

　　 手数料は誰が負担す るかの問題があるが受益 者負担の見地か ら小 売業,

　顧客が負担す るとして もその金額によ ってはあ まり歓 迎 されず,普 及の

　 テ ンポは遅 れることにな る。

餉　銀行POSの 課題

　　 銀行POSを 実施す るには莫大 な開発経 費が銀行側,小 売業側双方 に

　発生す る。又小売業側にはハー ド経費 としてPOSを 導入 しなければな

　 らない。現在百貨店 ではPOS導 入率は50%程 度であ り.,導 入 してな

　い企業 にとっての負担 はか な りの もの とな る。

　　 銀行休業 日における売上処理 につい ては,オ フライ ンの考 え方がで て

　来たので一応の解決策 はできた ように見 えるが本来的には銀行休業 日で

　 も コンピュータだけは稼動 させ,受 入れ体 制を進め るべきで あろ う。

　　 小売業 にとって一銀行 のキ ャッシ ュ ・カー ドだけが通 用で きるのでは

　不充分 であ り,多 くのキ ャッシ ュ ・カー ドが通用で きるよ うにならない

　 とあ ま り効果がない。その点では,大 蔵省の店舗通達 たよる緩和を期待

　 したい。

　　 接続手順はCAFISを 使用す る動きであ り一応の標準 化は期待で きる

　 ものの,カ ー ドの磁気 ス トライ プの中味等統 一は充分に検討が必要で あ

　 ろ う。 しか も百貨店 での使用端 末は クレジ ッ ト・カー ドと同一の物 で あ

　 り,可 能 な限 りカー ド類の標準化 をいつ れかの機関で検討す る必要が あ

　 る。

◆
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2.8　 商 　業(御 ・小 売 業,チ ェ ー ンス トア を 中心 と して)

2.8.1　 ネ ッ トワ ー ク化 の現 状 とイ ン ターオ ペ ラ ビ リテ ィ ー

　 　(1)　 ネ ッ トワー ク化 の現 状

　 　 　　小 売 業,特 にチ ェー ンス トア にお け る卸 ・商 品 メー カ との オ ンライ ン

　 　 　 ・ネ ッ トワー ク化 が進 んで い る。 業界 ラ ンキ ン グの上位 に位 置す るD社,

　 　 　 1社,J社 等 で は オ ンライ ン受 発 注 デー タ交 換 を 行 ってい る取 引 先数 は,

　 　 　 1,000社 を 超 えてい る。 数 百 社 とネ ッ トワー ク化 してい る中 堅 スー バ

　 　 　ー も少 な くない 。

　 　 　　 1例 と して,チ ェー ンス トアの㈱ マル エ ツ(165店 舗)は,社 内 各

　 　 　部 門,店 舗 との ネ ッ トワー ク化 は もち ろん,物 流 セ ンター,取 引先 及 び

　 　 　金 融機 関(フ ァー ムバ ンキ ン グ)な どの 大 きな ネ ッ トワー クを稼 動 させ

　 　 　て い る。(図2,8-1参 照)

　 　 　　 チ ェー ンス トア業 界 で そ の 取 引先 との ネ ッ トワー ク化 が 進 んだ の は,

　 　 　 強 い ニー ズが 存 在 した こ と も あるが,次 の よ うな2つ の 背 景 があ った こ

　 　 　 と も見逃 せ な い。

　 　 　 イ.昭 和57年10月 の第2次 回線 解 放 に よ って よ うや く他 企業 との オ

　 　 　　 ンライ ン ・デ ー タ交換 が 実 施 しや す くな り,こ れ が 小 売 り一 卸/商 品

　 　 　　 メ ー カ間の オ ン ライ ン受 発 注 デ ー タ交換 の 促進 材 料 の 二 因 とな った。

　 　 　 ロ.伝 送 手順 の 標 準化

　 　 　　 　 昭 和55年 日本 チ ェー ンス トア 協 会がrJCA手 順 」 を制 定 したが,

　 　 　　 これ が オ ン ライ ン ・デー タ交 換 を導 入す る第1ス テ ップとな った。 次

　 　 　　 い で 昭和57年JCA手 順 を 引き嗣 ぐ形 で通商 産業 省 「標 準伝 送 手順

　 　 　　 ・J手 順 」 を標 準 化 した こ とが第 ニ スチ ップ とな った。

　 　 　　 コ ン ピ ュー タも,端 末 も,伝 送 手 順 の 異 な る もの の間 で 直 接 デ ー タ通

　 　 　 信 を行 うこ とは で きな い。 エ レ ク トロニ クス技 術 が 進み,通 信 回線 が解

　 　 　 放 され て も異 な った メー カ同士,異 な った機 種 同士 で デー タ交 換 が で き

　 　 　 ない とい う悩 み が 残 った。

　 　 　　 通 産省 が 卸 ・小売 間 の受 発 注 デ ー タ交換 の た めに 制 定 した 「標 準 伝 送

　 　 　 手順 ・J手 順 」(JCA手 順)は この 悩 み を解 決 した もの で あ り,こ れ

　 　 　 に よ って 小売 一 鈍 間(あ る い は 商 品 メ ー カ間)の オ ンライ ンに よる受
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発 注 デ ー タ交換 が 容 易 に導 入で き るよ うに な った。

　 現在,チ ェー ンス トアの約65%以 上 の企業(日 本 チ ェー ンス トア協

会 加盟 企 業155社)が 取 引先 との オ ンライ ン ・デ ー タ交 換 を 採用 して

い る と推 計 され てい る。

　 また,チ ェー ンス トア と取 引 関 係 に ある中 ・大 手 卸 売 業 の約70%以

上 が オ ンライ ン ・シ ステ ムを採 用 してい る。(注1)

　 中 小 ス ーパ ーやVC(ボ ラ ン タ リー ・チ ェ ー ン),　 FC(フ ラ ンチ ャ

イ ズ ・チ ェー ン)及 び生 活 共 同組 合(生 協)な どの 業 界 に お い て は,そ

の 多 くが 本部 ・店 舗 間のEOS(注2)化 の段階 で あるが,近 年 は 取 引 先 卸売

業 との オ ン ライ ン ・デ ー タ交 換 を採 用 す る企 業 が増 え始 め てい る。

　 も っ と もVC,　 FC,業 界 に おい て ネ ッ トワー ク化 の進 ん で い るの は

食 品 雑 貨 型 チ ェー'ンで あ り,貴 金 属や 衣料CVC),レ ス トラ ン,料 飲

食(FC)等 の 業種 にお い ては か な らず しも普 及が 進 んで い る とは 言 え

な い。

　 J手 順 の 制 定 ・普 及 と シ ステ ム ・メー カが 低 コス トで これ の パ ッケ ー

ジ ・ソ フ ・トを提 供 してい るこ とな どが 背 景 にあ る こ とはい な め ない が,

(注1)

(注2)

昭和58年11月 　 　 　 166社 中,:80社(48,%)

昭和59年7月 　 　 　 　78社 中57社(73%)

い ず れ も流通 コ ー ドセ ン ターの ア ンケー ト調査 に よる。

EOS(Electronic　 Ordering　 System)

店 舗 に おい て,携 帯 型 叉 は簡 易型 端 末 を利用 して補 充 発 注 デ ー タを入 力,公 衆

回 線 を介 して本 部 の コ ン ピ ュー タに直接 オン ライン入 力 す る シス テ ム。

●
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　 む しろチ ェー ンス トア とオ ン ライ ン化 した卸 売業 な どが,オ ンライ ン化

　 効 果 を よ り大 き くす るた め納 入 先 で あ る ス ー パ ーやVC,　 FCに オ ソ ラ

　 イ ソ化 を勧 め る傾 向が あ る こ とを 指摘 で き る。

　 　 J手 順 を採 用 す る限 り,相 手 企 業が 増 え て もシ ステ ム化 投 資 コス トが

　 殆 どかか らない た め,相 手 企 業の 増 加 が そ の ままメ リッ ト増 に な ってい

　 る。

　 　 ま た,従 来 オ ン ライ ン化 しに くい と見 られ てい た衣 料 専 門 店業 界 に お

　 い て も取 引先 と ネ ッ トワー クを組 む企 業 が 出て来 てい る。 紳 士服 のA社,

　 T社,M社 で あ る。 現 在(昭 和60年2月)の とこ ろ試 行 的部 分 もあ る

　 が,い ず れ も年 内 には数 十 社 以 上 に拡大 す る計 画 を持 って お り,衣 料 品

　 業 界 も ネ ッ トワー ク化 の時 代 を迎 えよ う と してい る。

② 　 ネ ッ トワー クのパ ター ン

　 　 チ ェ ー ン ス トアを 中心 とす る小 売業 の 受 発 注 オ ンライ ン ・ネ ッ トワー

　 クの シ ス テ ム化 現 状 は,凡 そ 次の3つ に パ タ ーン化 され る。

　 ①.ヰ 継 セ ンター併 用型

　 　 　 自社 の ホ ス ト・コ ン ピ ュー タ と取 引先 の ホ ス トあるい は 端 末 装 置 間

　 　 で 直接 デー タ交 換 を行 う自社 ネ ッ.,トの み とい うケ ー スは 意 外 と少 ない 。

　 　 む し ろ,自 社 ネ ッ小 と中 継 セ ンター を併 用 す る事 例 が 多い 。

　 　 　 これ は ネ ッ トワー ク中 継 セ ンター(以 下,中 継 セ ン ター と略)と 自

　 　社 ホ ス トを合 わ せ,シ ス テ ムを デ ュア ルで 持つ こ とを意 味 し,ナ フラ

　 　 イ ンとは な るが シ ステ ムの ダウ ン対 策 を兼 ね てい る。 なお,中 継 セ ン

　 　 タ ー経 由 で あ って も,オ ンライ ン ・デ ー タ交換 を 行 ってい る取 引先 の

　 　 テ ー ブル は 自社 ホ ス トに 登 録 され てい る。 中継 セ ン ター業 務 を行 っ て

　 　い るの は ネ ッ トワー クない しオ ンラ イ ン設備 を も っ'〈v].る計 算 セ ン タ

　 　 rで あ るが,60年3.月 現在 寛 々公社 の ス ーパーNetを 含 め約50社

　 　 と推 定 され てい る。

●
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店舗A
EOS/POS

店 舗N
EOS/POS

　 中継 セ ン タ　 (
ネットワーク

　 ・システム)

㊦ ●

図2.8-2 受発注 データ交換システムの パターン(J手 順使用の場合の例)

　　 　一中継セ ンター併用型(自 社ネ ッ ト+中 継 センタ利用)一

② 中継 センター専用型

　　 自社の ホス トでは一切 オンライ ン業務を行わず,全 て中継 セ ンター

　に委託 してい る方式で ある。

　　大手 コンビニエ ンスのS社,大 手 スーパーのT社 な どがある。 自社

　で ネ ッ トワー クを保有す ることによ って生 じるシステム維持のための

　負荷を さけ,常 に最新の機器 システ ムを利用で きるメ リッ トを重視 し

　てい る。 中継 セ ンター とはMTあ るいは特定 回線 によるオ ンライ ンの

　い ずれかを選択 してい る。

　　複数 の中継セ ンターを指定す るケースが多いが,取 引先が全 国に散

　在 してい るためネ ッ トワー クの負荷軽減 と,ダ ウン対策等 システム的

　配慮 もあるが,指 定中継セ ンターを1つ にす るこ とによる片寄 り防止

　 と相手取 引先 に選択の余地 を残す と言 う政策 的な配慮が ある。

》
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店舗A
EOS/POS

店舗N
EOS/POS

　ぽセンタ
(彰賜

中継センタ(
ネット㍗ ク
・シスアム)

中継センタ
(ネットワーク
・システム)

図2.・8-3　 受 発注 データ交換 システムのパターン(J手 順使用の場合の例)

　 　 　 　 　 一中 継 セ ンター専 用型 一　 　 　 　 　 　 　 　 一,

③ 　 ネ ッ トワー ク依 存 型

　 　 VC等 で採 用 され て い る方 式 で あ る。 受 発注 デ ー タ交 換 だ けで な く,

　 これ に関 す る全 ての 処 理 を ネ ッ トワー ク ・シス テ ムに委 託 す るや り方

　 で あ る。

　 　 商 品 マ ス ター,店 舗 マ ス ター,取 引先 マ ス ター ・フ ァイル な ど受 発

　 注 処 理 に必 要 な全 ての マ ス ター ・フ ァイ ル を ネ ッ トワ ー ク ・セ ンタ ー

　 に委 託 し,各 小 売店 のEOSタ ー ミナ ルか らの補 充 発 注 デ ー タを受 信

　 して取 引先 に配 信す る まで の受 信,エ ラー処 理,編 集,集 計 な ど一 連

　 の 業 務 処 理 を委託 す る。 小売 業 の 本部 には 小形 の 端 末(場 合 に よ って

　 は 中 小 型 の オ フ コ ン)を 設 置 し,処 理 結 果 の報 告 を うけ る。

　 　 殆 ど全 ての マス ター ・フ ァイル を外 部 に 出す,日 常 の トラ ンザ ク シ

　 ・ン ・デ ー タを知 られ るな ど企 業機 密 に不 安が あ る とす る向 き も あ る

　 が,む し ろ次 の よ うな メ リ ッ トが あ り,機 密漏 洩 も我 が 国 の商 習 慣 と

　社 会 環 境 的 に こ うした 不安 は 無い とす る声 が強い 。

　 　 小売 業 に と っては,オ ンラ イ ンとか ネ ッ トワー クな どの 技 術的 知 識

　 が な くて も推 進 で き る。 中 継 セ ン タニの 大 きな シ ステ ム設 備 や ネ ッ ト

　 ワ ー クを 利用 で きる。 マ ス タ ー ・フ ァイルや ソフ トの メ ンテ ナ ンス な

　 どで専 門要 員 を置 か な くて良 い。 数 多 くの 取 引先 とオ ン ライ ン化 す る
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た めの 指 導,打 ち合 わせ,接 続 テ ス トな ど煩 わ しい 作業 が 無い 等 多 く

の メ リ ッ トが あ る。 反 面,内 部 に シス テ ム化 要 員が 仲 々 育 た ない な ど

の デ メ リッ トもあ る。
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図2.8-4　 受発注 データ交換 システムのパ ター ン(J手 順使用の場合の例)

　　 　　 　 一 ネ ッ トワー ク依 存 型 一

(3)イ ンター オペ ラ ビ リテ ィーの 現状 と課 題

　　 チ ェー ンス トア業 界 にお け る イ ンター オペ ラ ビ リテ ィーの現 状 と課 題

　 を ビジ ネス ・プ ロ トコルの 観 点 か ら見 る と次 の よ うに要約 で き る。

　① オ ンライ ン ・プ ロ トコル

　　 　 チ ェー ンス トア業 界 の 受 発 注 オ ン ライ ン ・デ ー タ交 換 に 利用 され て

　　 い る伝 送 手 順 は,例 外 的 ケ ース を除 い てJ手 順(JCA手 順)が 採 用

　　 され てお り,手 順 上 の課 題 は 少 ない 。

　　 　 J(JCA)手 順 を採 用 してい ない 企 業 の 多 くは,　 J手 順 が 制定 さ

　　 れ る以 前・よ りオ ンライ ン ・デ ー タ交換 を(試 行 的 な場 合 も含 め)実 施

　　 し てい た事 に よ る。 チ ェー ンス トア側 が一 方 的 にJ手 順 に切 り換 える

●
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　 こ とは,相 手取 引先 に シ ス テム変 更 を強い るこ とに な る。

　 　 しか し,J手 順 を採 用す る 取 引 先の 増 加 とシ ステ ム整 備 の た めのJ

　 手 順へ の 一 本化 を図 る チ ェー ンス トアも少 な くない 。 多 くは従 来 の 手

　 順 で運 用 しつ つ,J手 順 を導 入,取 引先 が レベル ・ア ップ,シ ス テ ム

　 変 更 の際 に切 り換 え可能 な方 法 を採 用 してい る。

② 受 発 注 伝 票,フ ナー マ ッ ト

　 　 従 来 同業 界 で は,チ ェー ンス トア統 一仕入れ 伝票(統 一 伝 票B様 式)

　 が 採 用 され てい た。 同伝 票 は,OCR用,タ イ プ用,手 書 き用,返 品

　 用 の4種 か らな るが オ ンライ ンを前 提 とす るもの で な く,直 接授受(手

　 渡 し)な い し郵 送 授受 を基 本 と してい た。

　 　 オ ン ライ ン ・デー タ交 換の 普及 に伴 い,昭 和59年3月J手 順 の 伝

　 送 フ ォー マ ッ トを前 提 と した オ ンライ ン用 統 一仕 入れ 伝 票 が 「ター ン

　 ア ラ ウ ン ド統 一 仕 入伝 票 」 の 名 称 で 制定 され,同 年秋 よ り多 くの 企 業

　 で 採 用 され 始 め た。'

　 　 ター ンア ラ ウ ン ド伝 票 は,従 来 の統一 伝 票 の形 を生 か した6行 形 式

　 の 他,9行,10行,20行 の 計4様 式 あ り,オ ンライ ン ・デ ー タ交

　 換 の特 色 を生 か しなが ら取扱 い 商 品 め特 性 と多品 目少量 化(す なわ ち

　 伝 票 の多 行 化)時 代 に対応 で き る も の にな ってい る。 参 考 の た め そ の

　 1つ を 図2.8-5に 示 した。
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表2.8-1 流通業界 におけ る統一伝票の現状

主　　力
対象範囲

起原方法

{仕上寸法}

基本構成

採用状況

特　　頓

制定年月

主な推進
団　　体

就一伝票A様 式
(百　貨　店)

メーカー・卸 売業

匝
手 書用、タ イプ用
OCR用
{B4長 辺K}

(TsY9)

L仕 入伝票
2.　　 "

&　　'
4.　　"
5納 品伝票　 .

　(物 品受領書)
6納 品伝票

。主に百貨店業界

が仕入伝票とし
て採用{採 用率

　日本百貨店協会
金貝90φ 以上

。共通取引先コー

　 ド、百貨店コー　
ドの採用率 高い

　 〔90%以 上}
●OCR伝 票あ カ
.・貝取、委託、課

　税品の区別あ り

49年5月

。B本 百貨店協会

統一伝票B様 式
{チ ェーンス トア)

メーカー・娠

』
手 書 用、 タ イプ用 、

OCR用iタ ーン

ア ラ ウン ド用

{B4長 辺%)

(T5Y9)歩 一ンアラ

ウF'取Tsiq,10、YI勾

汽 伝鴨
s　 ・'③
4.物品受領笹

5.納品書{控}

oチ エ三ンス トア

藁 界、セル フサ　
ーピス店

、生協、
　ボ ヲンタリーチ
　エーン店、 ホー ・
　ムセンタ一等の
　小売藁が仕入伝
票 として採用

。オンライン受発

注に対応で きる
　'一 ンアラウン
　 ド用新規追加

　 (59年5月)
・共通取 弓1先コー

　ド、共通商品 コ　
ード使用可能

50年4月{た だ

し、　'一 ンア ラウ
ンド伝票のみS9

年s月}

。日本チ ェーンス

　 トア協会
o日 本セルフサー

　 ピス協会
o.8本 ボ ラン'　り　
一プ・エーン協会

・日本生活協同組

　合連合会

統一伝票C様 式

〔

手書用、 タイプ用

(B4長 辺レζ}・
(T5Y9)(B6)

1.売上伝票
2.納品口

s仕 入伝票
4.物品受領書

F

。難翻 叙 え

　て採用
o生 活用品業界で

　は110団 体が
協力 して59年

　4月 よb採 用開
　始

。どの業 界でも使

用で きる汎用性
　あ り
。窓付封筒の利用

　も可能　 .

52年1t月

。日本繊維卸商団

　体協呈 会
。日本織物中央卸

商葉組合 連合会
。生活用 品振 興セ

　 ン'一
　他多数

酒洌縮 一伝票

い 一 旦三コ
　 　 1
1卸 売 英1

↓

1小 売 業1

手 書用、タイプ
用

(B4長 辺%)

1.売上伝票
2・納品書

5物 品受領書

。酒類食品卸売

薬が仲間卸

　〔二次店}や
一般食品小売

店向けに採用
.顧 命 饗

　段階

o数 量欄がケー

も
ル
分

一
細

ボ

に、ラ
ス
パ

54年5月

・日本加工食品

　卸協会

憂英子統
一 伝票・

口
占
同 友

1.売上伝票
2.Sfi求明細 書
5仕 入伝票
4・納品 書

(5.納品案内U利
6.物品受領笹

oメ ーカー、　卸

売業間で57

年4月 より本　
格的 採用開始

。普及率は90

　 %以 上

は

ド
　

一
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　一

ド

'
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に
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③ 　 企 業 コ ー ド

　 　 発 注 デ ー タを 出す 小売 業 側 に は,4桁 の標 準 セ ンタ ー ・コー ドが 流

　 通 コー ドセ ンタ ーで 統 一的 に 付番 され,利 用 され てい る。

　 　 また,発 注 デー タを 受信 す る取 引 先 側 には 企業 識 別 の た めの ステ ー

　 シ ョン 竺コー ドが 用い られ るが,コ ー ドの 設 定 は原 則 と して チ ェー ン

　 ス トアが 任 意 に設 定 で きる。

　 　 な お,こ の ステ ー シ ョン ・コー ドに6桁 の 「共 通 取 引 先 コー ド」が

　 利 用 され てい る ケ ース もあ る。

　 　 セ ンタ ー ・コー ド,ス テ ー シ ョン ・コー ドは,J手 順 の 開始 制御 電

　 文 にパ ス ワー ドと して位 置づ け られ てい る。制御 電 文 上 の 位置 づ け を

　 図2.8-6に 示 した。

制 御 電 文 の 内 容

128バ イ ト又 は256バ イ ト

ID
要求

区分

伝 送

年月日

パ 　 　ス　　ワ　 ー　　ド デ

　1

タ
種類

デ ー タ

カウン ト(D

デ ー タ

カウンH2)

処
理　'

区

分
FILLER　 X"40"
　 　 　 　 　 '

セ ン ター

・コー ド

ステ ーシ ョン

・ コ ー 　ド 識別子

」

XXXX　 　NN－[

_セ 。,一.ア,.ス(各 企業で設定)

標 準 セ ン タ ー ・ コ ー ド

図2.8-6　 J手 順におけ る制御電文 とセンター ・コー ドの位置づ け

④ 　 商 品 コ ー ド

　 　 現在,受 発 注 デー タ交 換 に お け る 商品 コー ドは 一 般 に,小 売 業 側 の

　 自社 コー ドが 使 用 され てい る。 共 通 商 品 コー ド(JANコ ー ド)の 普

　 及 に伴い,こ れ を オ ン ライ ン ・デー タ交 換 に 採用 され 始 め てい るが ま

　 だ そ の 企 業数 は 多 くない。
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　 相 手チ ェー ンス トアの 自社商 品 コー ドでオ ンライ ン伝 送 され て来 る

こ とが,納 入 卸売 業 に お け る社 内受 発注 シ ス テ ムの 効 率 化 を阻 害 して

い る一因 とな ってい る こ とは 否 めない 。

　 す なわ ち,相 手企 業の 数 だ け商品 コー ド変 換 テ ー ブル を持 た な けれ

ば な らない た め,こ の 負担 が 重 く,受 注後 の リアル タイ ムな在 庫 引 き

落 と し,出 荷 指 示書 の作 成,地 方営 業所 への 伝 送 な どに 容 易 に結び つ

け られ ない で い る。

　 しか し,チ ェー ンス トア に おい て も,生 鮮 食品 は別 と して 自社 の 取

り扱 い 商品 の 全 て に このJANコ ー ドが 付 与 され な けれ ば 　 JANコ

ー ドと 自社 コー ドが 混在 して伝 送 され る こ とに な り
,か え って取 引先

に混 乱 を引 き起 こ しか ね ない こ と,商 品 マ スター の変 更が 前 提 とな る

こ と,な どの 事 由 か ら現 時 点 で は準 備 の段 階 に あ る とい うの が 現状 で

あ る。

　 一 方,商 品 メー カ,卸 間 の ナ ン ライ ン受 発 注 デ ー タ交換 には,こ の

JANコ ー ドが 採 用 され 始 めてい る。

2.8.2　 業 界 と して の取 り組 み の 現 状 と課 題

　 　(1)標 準 化 の動 向

　 　 　 　チ ェー ンス トア を始 め ス ーパ ー マ ー ケ ッ トやVC,　 FC業 界 に おい て,

　 　 　ネ ッ トワー クの共 有 あ るい は 相 乗 り等 の ニー ズ は非常 に 少 ない。 商 品 の

　 　 　販 売 のみ な らず 仕 入れ その ものが 競 合 関係 に あ るた め で あ る。

　 　 　 　一 方,卸 売業 は多 くの チ ェ ー ンス トアやVC,　 FCと 取 引 関係 に あ る。

　 　 従 って,オ ン ラ イ ン ・プ ロ トコル を始 め伝 票 や 伝 送 フ ォ ー マ ッ トの標

　 　 　準 化 は関 係 業界 全 ての シ ス テ ム効率 を上 げ る上 で 重 要 な課 題 と言 える。

　 　 　 JCA手 順,　 J手 順 の 制 定,統 一仕 入 れ伝 票 や オ ン ライ ン用 ター ンア

　 　 　 ラ ウ ン ド伝 票 の標 準 化 の意 義 も こ こに あ った。

　 　 　 　 さて,J手 順 に よ る オ ンライ ン ・デー タ交換 の普 及 に伴い,こ れ の 機

　 　 　能 ア ップ と適 用 業 務 の 拡大 を 望 む 声 が強 くな って 来た。

　 　 　 　前 者 につい ては,日 本 チ ェー ンス トア協会(JCA)の 昭和59年 度

　 　 　情 報 シ ステ ム委 員会 に おい て,JCA手 順の 改 訂 が検 討 され,60年3

　 　 　月透 過 モ ー ドを採 用 す る事 が決 定 された 。

ぼ
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　　 適 用 業 務 の拡 大 とは,受 発注 デー タ交 換 以 外へ の 適 用 で あ る。J手 順

　 は,適 用範 囲 を広 げ る こ とに よ って標 準化 が 遅れ る こ とを避 け,当 初 最

　 も ニー ズの強 い 受 発 注 デ ー タ交換 を対 象 とし て制 定 され た。

　　 J手 順 の 普及 に伴 い請 求(卸 → 小 売),支 払い(小 売 → 卸)デ ー タを

　 オ ン ライ ンも し くはMTやFD交 換 等 に よ って,よ り一 層の 効 率 化 を望

　む 声が 強 くな って来 た。 前記JCAの 情 報 シ ステ ム委 員会 は,プ ロ トコ

　 ルの 改訂 作 業 と併 行 して,請 求 ・支 払い デ ー タ交 換 フ ォー マ ッ トの 標 準

　化 作 業 を進 め て来 た が,同 じ く60年3月 業 界統 一 の フ ォ ーマ ッ トを制

　足 した。 この 統 一 フ ォー マ ッ トは オ ンライ ン(J手 順),MT,　 FDに

　共 通 して 利 用で き る フ ォ ーマ ッ トとな ってい る。

　　 今 後,こ の請 求 ・支払 い 統 一 フ ォーマ ッ トは チ ェ ー ンス トア以 外 の ス

　 ー パ ーやVC,　 FCあ るい は生 活 協 同組 合 な どに も広 く採 用 され てい く

　 と予 想 され る。

(2)今 後 の 課 題

　　 チ ェー ンス トア,ス ーパ ー 業 界で も フ ァー ム ・バ ンキ ン グが 徐 々 に進

　戻 してい る。 ク レ ジ ッ トカー ドを受 け 入 れ るチ ェー ン も多 くな って 来 た。

　　 フ ァー ム ・バ ンキ ン グにJ手 順 を採 用 してい る チ ェー ン もあ るが,全

　銀 手 順 を採用 す る ケー ス も少 な くない 。

　　 また,POSシ ステ ムを採 用 してい る企業 におい ては,　 POSの ク レ

　 ジ ッ ト処 理機 能 を生 か し(POSタ ー ミナ ルを ク レジ ッ ト ・ター ミナ ル

　 と して位 置づ け),ス トア コ ン トロー ラ ない しホ ス トコ ン ピ ュー タ経 由

　でCAFISやCATNETと の ネ ッ トワー クを試 行 す る企 業 も 出 て来

　 てい る。 ク レジ ッ ト ・ネ ッ トワー クはB改 手 順 を 採 用 し て お り,こ れ

　 以外 の 手順 で は接 続 す る こ とはで きない 。

　　 た め に,チ ェー ンや ス ーパ ーは 卸 ・商 品 メL-一白力 とはJ(JCA)手 順

　で,金 融機 関 とは全 銀 手 順 あ るい は パ ソコ ン手順 で,ク レジ ッ ト ・カー

　 ド会 社 とはB改 手 順で 接 続 す るこ とにな り,3つ の手 順 を持 た な けれ ば

　満 足 な企 業活 動 を推 進 で きない 恐 れ が あ る。

　　 既 に開 発 され,運 用 に入 ってい る プ ロ トコル を変 更 す る こ とはか え っ

　 て コス トア ップになるた め,み だ りに変 更策 を提 案す る こ とは で き ない が,

　将 来 の複 合 ネ ッ トワー クを 目指 した 標 準 化が 期 待 され る。
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(3)将 来 の ネ ッ トワー ク化 の 方 向

　 　 多元 的 複 合 ネ ッ トワー クが実 現 す るだ ろ う。

　 　 流 通 を例 とす れ ば 卸 売 業 ・商 品 メ ー カとの ネ ッ トワー ク(受 発注V

　 AN),運 輸 業者 との物 流 ネ ッ トワー ク(物 流VAN),金 融機 関 との

　 フ ァー ム ・バ ンキ ン グ,銀 行POSそ して クレジ ッ ト・ネ ットワーク(ク

　 レジ ッ トVAN)。 金 融機 関,カ ー ド会 社 との ネ ッ トワー クはEFTS

　 と して 位 置づ け られ る。

　 　 将 来 ニ ュー メ デ ィアが 進展 すれ ぼ,家 庭 とも ネ ッ トワー ク化 され,ホ

　 ー ム シ ョ ッピ ソグも実 現す る。

　 　 情 報 の 流 れ が ニ ーズを 引 き起 こ し,か つ ニ ーズの存 在 を早 く,的 確 に

　 知 らせ て くれ る。 それ は,物 流や 商 流 の 効 率 を 高 め るだ けで な く,新 し

　 い ビジネ ス ・チ ャ ンス を生 むだ ろ う。

　 　 一 方,流 通 業 界 にあ っては,地 域 の広 狭 を 問 わず 各 地 に 散在す る店 舗

　 と本 部 の オ ンラ イ ン化,換 言 すれ ぼ 店 舗 のチ ェ ー ン組織そ の もの が ネ ッ

　 トワー クで あ る と言 える。(図2.8-1参 照)　 　 　 　 一

　 　 す なわ ち,企 業 内オ ン ライ ン情報 化 が まず 基 本型 と言 って 良い。 企 業

　 内 情報 化 とは,EOS化,　 POSシ ステ ム化 で あ る。 現 に,　 VCやFC

　 を 含 め チ ェ ー ンや ス ーパー 業界 で は 企業 内 オ ンライ ン化(EOS化,　 P

　 OS化)を 通 して,取 引先 との ネ ッ トワー ク化 へ と進 んで 来 た。 現在 中

　 規 模 以下 の 企 業 はEOS化 の 段 階 に あ る。

　 　 中 大 手 に あ っては 企業 内EOS化 か ら取 引 先 との ネ ッ トワー クの 拡大

　 期,POSの 普 及 期 に あ り,フ ァー ム ・バ ンキ ン グは 導 入期 にあ る。

　 　 今 後 は,む しろPOS化 を進 めつ つ ク レジ ッ ト ・ネ ッ トワー ク,銀 行

　 POS化 を通 してEFTSへ と進 む だ ろ う。

　 　 多 元 的複 合 ネ ッ トワー クへ の 進 展 で あ る。 ネ ッ トワー ク化 の 進 展 と相

　 ま っ て商 品,顧 客,そ して 販 売 手法 の 開 拓 と効率 的 経 営 が進 む と考 え ら

　 れ る。
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2.9　 信販業

2.9.1　 ネ ッ トワーク化 の現状 とインターオペラビリテ ィー

　　(1)信 販業の現状

　　　　信 販業が幅広 く消費者信用産業 として位置づ け され,認 知 されたのは

　　　最 近の ことで ある。

　　　　それまでは製造業 ・流通業にお ける販売手段 とい う位置付けで あった。

　　　　従 って業界間のネ ッ トワーク化 につい ても問題に されず,自 社 内にお

　　　い てす ら確 固た るものが なか った。

　　　　しか し,こ こ数年,社 会的に産業 として認知 されるに従 って,自 社 内

　　　 (本 ・支店間 中心)の ネ ッ トワークの構築が業界内各 社で活発にな り,

　　　現 状広域又は全 国型信販会社 といわれ るところは,ほ とん ど完成 してい

　　　る。一方,信 販業は見方をか えれぼ情報産業の1つ であ るとい う認識が

　　　出は じめ,信 販業界内で も,自 業界内のみ な らず,他 業 界の要望に応 え

　　　るべ く各種の活 動が活発 とな って きてい る。

　　(2)イ ンターオペ ラ ビリテ ィーの現状

　　　　信 販業務の基本が個人情報 にあ り,そ れは会社 に とって資 産であると

　　　い う認識が強いた め,自 社で収集 した情報は他には一・切 出 さない とい う

　　　姿 勢が強 く存在 してい る。

　　　　従 って,他 の情報 入手が不可能で あれぼ業界 内の ネ ッ トワー ク化の必

　　　要性 も感 じていず,ま してイ ンターオペ ラビ リテ ィー確保 も不可能な状

　　　態 にあ った。

　　　　その中にあって㈱ 日本割賦協会が信用情報交換所 を設置,全 国規模 で

　　　ネ ッ トワークを構 築 し,相 互運用の シ ステムを提供 しは じめたが,こ れ

　　　に参加 した企業が,多 業種 にわた ったため,最 大の情報量 を持つ信販業

　　　界が一方的 に利用 され るだけであるとい う認識 も当初 あ り,積 極的な参

　　　加を しなか った。

　　　　しか し,そ の間,消 費者信用 産業 が順調に育 って来 たこと と,そ れに

　　　たず さわる企業が増加 した こともあ り,信 販業 界の優位性 は変 らず,信

　　　用情報 交換所 に相 当量 の情 報 が 蓄 積 され,そ れに伴い相互運用が活発

　　　化 して来た。

　　　　また,家 電業界を中心に した 「㈱ 日本信用情報 センター」が設立 され,
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加 えて,金 融機 関,貸 金業界の情報機関が設立 されたが,業 界間の確執

もあ り相互運用 とい うことでは皆無の状 態で あろた。'

　 しか し,昨 年,消 費者 トラブルや多重債務者の多発や行政や 消費者サ

イ ドか らの要望 もあ り,ま ず物販関係の情報機関の一体化が検討 され,

聞 日本割賦協会,㈱ 日本信 用情報 センター,紛 全 国信販協会(統 一 した

情報機関は存在 していない が,設 立に向け検 討中で あった。)が 大同団

結 し,㈱ 信 用情報 セ ンターとして本年4月 よ りスター トす ることにな っ

た。(会 員数500社)

　 ここでよ うや く物販分野のみではあるが,統 一した データベースで,

参 加各社が共通で利用 出来 るシステムの構築が な り,遅 まきなが らネ ッ

トワーク化が な った。

　 従 って信販業では インターオペラビリティLを も った ネ ッ トワーク化 の

ス ター トが まさに本年であ り,情 報化時代に向けて出発す る元年 とも云

える。

司

令

図2.9-1　 ㈱ 信 用情 報 化 セ ン ターの シ ステ ム概 要
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2.9.2　 業界 と してのネッ トワークの取組 み方 と課題

　 (1)業 界 としての ネ ッ トワーク

　　　 信 販業界全体 として,業 務 の基 本となる個人情報 につい ては前項で述

　　 べた通 りである。一応の ネ ッ トワーク化が出来上 り,信 販業をは じめ,

　　 様々な業界 が必要であれば 情報が入手で きるインターオペラビリティー

　　 のある システムが スター トした ことになる。

　　　 現在 は,よ ちよち歩 きをしてい るが,情 報化時代の波 に乗 って急成長

　　　してい くことは間違い な く,他 業界に先駆けたネ ッ トワークにな るもの

　　 が予測 され る。

　　 (i)信 販会社間におけるネ ッ トワーグ

　　　 ①CD(キ ャ ッシュデ ィスペ ンサ ー)の 共用利用ネ ッ トワーク

　　　 　 狭 義で信販業を とらえると信販会社 ・カー ド会社 間の ネ ッ トワーク

　　　 が ある。

　　　 　 従来か ら情報化産業 と言われ ていた信販会社 も,も う一方の観点 か

　　　 らみ ると装置産業化 してい るこ とも事実であ る。

　　　 　 す なわち大量 の事務処理可能 な大型 コンピュー タの導入,各 種端末

　　　 機 の設 置な ど,経 営基盤を大き くゆ るがす ような多大 な設備投資をせ

　　　 ま られ る状況 にな っている。 その中で もCDの 設置は営業効率が非常

　　　 に良いた め,各 社が競 って設置競 争を くり広げて来た。

　　　 　　しか し,一 段落 してみ て,無 駄 い わゆる効率 の悪いCDが 数 多 く

　　　 ある ことに気が付 き,、稼動率 をあげ るため と,会 員に対す る利便性 を

　　　 を高 めるために共 同利用の検討がなされ,そ の結果,業 界初のCD共

　　　 　同ネ ッ トワー クが本年4月 よ りス ター トす ることにな った。

　　　 　 このネ ッ トワークは,全 国各地の信販会 社が,寛 々公社 の ネッ トワ

　　　 ークであ るCAFIS(Credit　 and　 Finance　 Information

　　　 　Service　 System)と の接続によ り可能 となった もので,参 加20

　　　 社 が設 置 したCDで 各社の会 員がキ ャ ッシ ング ・サ ー ビスを うけ られ

　　　 る もので あ り,加 えて,旅 行会社(日 本交通公社)や 流通(ニ チイ)

　　　 等 で もCAFIS接 続 による共 同利用が可能 とな り,業 際を超 え・た一

　　　 大ネ ッ トワー クに な りつつ ある。

　　　 　 基本的 には,CAFIS接 続 が可能 な コンピュータ ・システムを持
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　 　つ 企 業 で あれ ば 総 て参 加 が可 能 で あ り,信 販会 社 間 で決 め られ た 運

　 　営 ル ール,デ ー タ交 換,伝 票 類 を変更 す る こ とな く採 用す れば 相 互 運

　 　用 はい つ か らで も可 能 とな ってい る。(図2.9-2の うち①,②)

　②CAT(Credit　 authorization　 Terminal)の ネ ッ トワ ー ク

　 　 　 CDの 相互 運用 の ネ ッ トワー クと 同様 に寛 々公社 のrCAFIS」

　 　 に各 社 が 自社 の デ ー タベ ース を接 続 した ネ ッ トワー クで,こ れ に販 売

　 　店 に設 置 した端 末 機 －CAT－ をつ ない で 共 同利用 す る もの で あ る。

　 　 (図2.9-1の うち③)

　 　 　 この ネ ッ トワ ー クは 信販 業 界 のみ な らず,銀 行系,流 通系,中 小 チ

　 　 ケ ッ ト団体 地銀 カ ー ド等,我 が 国の ク レジ ッ ト業 界 全 体 を も うら した

　 　 もの で あ る。

　 　 　 当初 計 画 で は,販 売 店 にCATを2万 台 設 置(参 加 各 社 に よる ドラ

　 　 フ トで 設 置 店 を決定)す る予定 で,ク レジ ッ ト ・カー ドによ る販 売 シ

　 　 ス テ ムが 容 易 に な る と共 に,大 幅 な合 理化 が はかれ る もの と して 期待

　 　 され てい る。

(2)ネ ッ トワー クの 取組 み と課 題

　 (i)信 販業 界 の 取組 み と課 題

　 　 　 CDの 共 同運用 に して も,　CATの 共 用 利 用 に して も,基 本 とな る

　 　 ネ ッ トワー クはrCAFIS」 にな ってお り,従 ってrCAFIS」

　 　接続 が 中継 基 地 となるサ ブ・セ ンターが 全 国主 要 都 市の全 部には設置 され

　 'て い ない た め,地 方 の 信 販会 社,カ ー ド会 社,流 通 等 未 だ接 続 出来 な

　 　い とこ ろや 接 続 され て も テ ス トが 出来 てな い とい うア ンバ ラ ンス な状

　 　 況 に な ってい る。

　 　 　寛 々公 社 の 設 置計 画 で は,順 次 主要 地 区 に サ ブ ・セ ン ターを開 設 す

　 　 る こ とに な ってい るが,使 用頻 度 や端 末機 の設 置 台数 な どか ら一 気 に

　 　設 置す る こ とが 不 可 能 で あ り,現 状 は東 京,大 阪 を中 心 と した 大都 市

　 　 が 中心 に な ってお り,ネ ッ トワー クが全 国ペ ースで 構築 され るには ま

　 　 だ 時 間が か か る と思 わ れ る。

　 (の　流 通業 と信 販 業 との 課 題

　 　 　一 般 専 門 店 で は 信 販 業 界 等が リー ド役 で,CATを 中心 と した ネ ッ

　 　 トワー クが 構 築 され てい るが,大 型店 で は,既 にPOSシ ステ ムの 導
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　入が完 備 され てい る ところが多 くあ り,自 店内での情報ネ ットワーク

　 はこれ で充 分その機能 を果 してい るところが多い。 しか し,こ のPO

　 Sシ ステ ムは信販業界 との接 続は当初か ら考慮 された ものは少 く,信

　販業界で推進 するネ ッ トワー クと乗 り入れが現状不可能 となってい る。

　　 まして現行 のPOSシ ステムにCATシ ステムを併用 して導入す る

　 ことは難か し く,端 末機の機能変更 としてPOS・CAT(CATシ

　 ステムを もったPOS)が あるが,自 社 で導 入 したPOS自 体の償 却

　 を終わ ってい ない所 も多 く,POS・CATに 入れ替 える 莫大 な取替

　費用を どこが負担す るか など複雑 な課題があ る。

　　 しか し,信 販業界 としては,と くに クレジ ッ ト・カー ドの利用 され

　 る所が,デ パ ー ト,大 型店 を中心 とした店舗 が多い ところか ら早期 に

　 その対応が急がれてい ることも事実で ある。

(iii)信販業 と異業種 との課題

　　信販業界の動向が,・従来か らの同業種 間の提携や流通 との提携に加

　 えて,異 業種 との提携が増大 してい る。

　　従 って,同 業界 内だけのネ ッ トワーク構築か ら異業種 との拡大 によ

　 るネ ッ トワークの取 り組み方 も大 きな課題 とな ってい る。

　　 例 えば 郵 貯 との共用 カー ド,証 券会 社 との ジョイン ト・カー ド等は,

　 信 販会社又は カー ド会社 の クレジ ッ トカー ドの機能であ る"使 う,借

　 りる"こ とか ら,"貯 める情報を得 る"と い う機能 が要望 されたこ と

　 か ら発生 した もので,信 販業 としては よ り優雅な システム開発,ネ ッ

　 トワークへ の対応が必要 になってい る。

　　 今後 も様 々な異業種 との提携 は,信 販業本来の クレジッ ト分野で の

　 もの よ りもむ しろ,情 報産業 としての信 販業界 との提携を要望す るケ

　 ースが多 く出て来る もの と予想 され る。

　　 そのた めに,従 来か らの業界内の ネ ッ トワー クのみ では当然対 応 し

　 きれず,附 加価値 を高めた新 しい ネッ トワークの構築が急がれてい る。

2.　9.　5　 将 来 の ネ ッ トワー ク化 の 方 向

　 　(1)信 販業 界 の方 向

　 　　 　個 人情 報 に関 す る ネ ッ トワー クが 完備 され, 加 えて金融機関,消 費 者

一130一



　金融等 との相互交流が 可能になれば,わ が 国の個人信用情報 のネ ッ トワ

　 ー クが完成 される。そ して,照 会 一 即登録 とい うパターンでの運営方

　法になると思われ,企 業サ イ ドか らみれば多重債務の防止,未 収債権の

　増加防止等が充分可能で あ り,消 費 者サイ ドか らみれ ば プライバシー

　保護 にの っとった上で,自 己管理が 出来 るようになる。 そしてそれ が消

　費者信 用産業の健全 な発展 につ ながるもの となろ う。

　　 また,信 販業の情報収集 ・事務処理 ・コンピュータ ・システム等 は現

　状 で も各社 は90%以 上が 同 じよ うなことを実 施してい る。今 まで は各

　社が競争のた め共通項 を見出 して統一 したシ ステムや ネ ッ トワー クを検

　討す る機会 もなか ったが,こ れか らは,合 理化や企業の無駄 をはぶ くた

　めに,共 同コンピュータセ ンターを設 置 し,信 販各社 とネ ッ トワークを

　構築 し,統 一 したフォーマ ッ ト,統 一 した事務処理 システム,情 報伝達

　シ ステムの開発が積極的に行われ るよ うにな るもの と思われ る。

(3)他 業界 との ネ ッ トワー クの方 向

　　信販業界 のネ ッ トワークの主流が,寛 々公 社のrCAFIS」(一 部

　流通業,信 販業でrI・B・MのCATNET」 を利用 した ネ ッ トワーク

　が あるが)な ので他業界 との ネ ットワーク構築 を考 える場 合にはrCA

　 FIS」 接続が可能な業界 となる。 幸いにも 「金融機 関」 「証券業 」

　 「保険業 」等信販業界 としてこれか ら提携拡大をはか りたい業界がrc

　 CFIS」 の ネ ッ トワー クを考 えてい るので充 分な連動が可能になって

　い る。

　(i)金 融機関との ネ ッ トワーク

　　　信販業 と して金融機 関とのネ ッ トワークの構築は信販業に不可 欠な

　　決済機能 を有す るた め最重要課題 にな ってい る。

　　　従 って,金 融機 関 との ネ ッ トワー ク化の具体的 なもの と してはrC

　　 AFIS」 接続に よる 「銀行CMSネ ッ トワーク」の構築が ある。

　　 (図2.9-2の うち④)。 と くに銀行CDと の接続,今 後開発が進

　　む と思われ る銀行POSと の連動が大 きな課題 にな ってい る。

　　　 CDに して も,銀 行POSに しても現在 は 施策面で信販業界が容易

　　に接続 させる ことは難か しい が,近 い将来 には可能 となることが充分

　　予想 され る。
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(の　証券業界 との ネ ッ トワー ク

　　信販業 一 と くに主幹事業 にな るク レジ ッ ト・カー ド事業 におい て,

　 従来か らの 「使 う,借 る」 とい う機能だ けでは,消 費 者に選択 された

　 カー ドにはな らない ことは前述 した。現状又は将来 に向って消費者の

　 最 も強い要望 に 「貯蓄,資 産運用」が ある。 従 って信販業界 としても,

　 これ らの ニーズに対応するためには,自 業界で保有不可能な機能 とし

　 て,ま た,こ れ らの機 能を有す る業界 としてまず,証 券業が あげ られ

　 てお り,証 券業 との 「証券CMSネ ッ トワーク」の構築が必 要にな っ

　 てい る。(図2.9-2の うち⑤)

　　 とくに証券,銀 行の業際間の垣が低下 してい ることを考 えれば,銀

　 行 と同様の機能を有す る業界になることも予想 され,投 資,決 済(現

　 状 中国フ ァン ドをか らめた ものが開発 されてい る。)な どが ネ ッ トワ

　 ー ク化 のスター トとなろ う。

(iii)生保業界 とのネ ッ トワーク

　　 生保業界 も信販業 と類似 してい るところが多い。大量の整備 され た

　 顧客情報,集 金回収業務,保 障機能に加 えて貯蓄商品としての保険が

　 開発 され,契 約者が これ ら金融商品の顧客 として充分活用可能 な業態

　 に な ってい るか らで ある。

　　 また生保,損 保会社のほ とん どが オ ンライ ン ・ネ ッ トワークが 出来

　 上 ってお り,業 界間の接続 も可能 になってい る。

　　 具体的 には,　 rCAFIS」 ネ ッ トワークを利用 して,保 険契約者

　 貸付,保 険料支払,保 険申込等,相 互 の顧客デー タベースを交流 させ

　 るこ とになる。(図2.9-2の うち⑥)

{V)ビ デオテ ックス網 と業界ネ ッ トワー ク

　　 情報化時代 を向けて様 々な業界で対応策が検討 されてお り,信 販業

　 で も同様,各 種情報機器が容易 に家庭の中に入 っていた場合,業 務形

　 態が大 き く変化す るとの想定で,ニ ューメデ ィア時代の信 販業の 開発

　 ・検討がすす め られてい る。

　　 す なわち,キ ャプテン ・システムあるいは ビデ オ テ ッ クス を利 用

　 した ク レジッ ト・システム,通 信販売な どに活用す る音声対 応 システ

　 ムの採用な ど,対 外情報 システム用の大型 コ ンピュータの設 置,こ れ
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　 ら の対 象 とな る業 界 との ネ ッ トワー クの構築 は,信 販 業 界 に と って サ

　 バ イ バル戦 略 の重 要 な 柱 と して考 えられa・ る。(図2.9-2の うち⑦)

(V)海 外 オ ー ソ リの ネ ッ トワ ー ク

　 　 ク レジ ッ ト ・カ ー ド事 業 におい て海外 で 利 用 出来 る こ とが 一般 化 し

　 て 来た 。 しか し,信 販 業界 の カ ー ドで は ま だ まだ 海外 利 用 の もの は 少

　 ない 。 しか し,時 代 の 流れ が 国 内 ・外 利 用へ 移 行 し てい るこ とを考 え

　 れ ぼ 海外 オ ー ソ リの ネ ッ トワー クの 構 築 は必 要 で あ る。

　 　 た だ し,海 外 ネ ッ トワー クは 信 販業 界 の み では な く,信 販 業,カ ー

　 ド業 を営 む 企 業 が 協 力 して 共 同利 用 出来 る もの に し なけれ ぼ な らない。

　 　 現 実 に世 界 の2大 カー ド会 社 で あ るrVISA」,「 マ ス ター ・カー

　 ド」 は昨年 来 よ り ネ ッ トワ ー クの 共 同利 用 を 開始 して お り,フ ラ ンス

　 で は 共 同運営 会 社 まで 出来 てい る。

　 　 わ が国 に お い て も,現 在 は それ ぞ れ ネ ッ トワー クを は ってお り,共

　 同 利用,と くに 海 外 ネ ッ トワー クに はそれ が ない 。

　 　 ア メ リカの よ うに広大 な 国で あれ ば,様 々な形 で の ネ ッ トワー クが

　 幾 重 に もは りめ ぐ らされ,必 要 な 企業 が 選 んで 利 用 す る方 法 は通 信 回

　 線 が 比 較的 自 由 に使 える国で あ るか ら可 能 で あ る。

　 　 しか し,狭 い 島 国 で あ るわ が 国で は,ア メ リカの よ うに数 多 くの ネ

　 ッ トワー クの必 要 は ない 。 信 販業 界 や 他業 界 が共 同 利 用 を検 討 し,統

　 一 した ネ ッ トワー クを設 置 す れ ば そ れ で充 分 で あ る と思 われ る。

　信販業におけ るネ ッ トワークは,情 報産業 と言われ るだけに相 当進

んでい る。そ して,他 業界 との情 報交流は業界と しても不可欠にな っ

て来 てお り,そ のた めのネ ットワーク作 りが検討 され てい る。

　 と くに個 人情報 を必要 とす る他業界,企 業では信販業の ネ ッ トワー

クの接続は信販業の シ ステムに同調 した開発が必要で あ り,開 発期間,

費用 も少な くてすむ もの と思われ る。

　信販業 におい て も他業界に必要な情報が あれぼ,他 業界の ネ ッ トワ

ー クに合わせ てい く方 向であ り,従 って信販業の ネ ッ トワー クと他業

界の ネ ッ トワー クとの ジ ョイ ン トが容易に接続出来 る体制づ くりも考

えていかなけれ ばならない。
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3.企 業 間 ネ ッ トワ ー ク に 関 す る 問 題 意 識 　 一ア ン ケ ・一・一　・F調 査 一

冶

　 本 ア ンケ ー ト調 査 は,コ ンピ ュー タ ・ユ ー ザ にお け る企 業 間 ネ ッ トワ ー クに対

す る問 題 意識 を幅 広 く調 査 し,前 章 の 業 界事 例 を併 せ ネ ッ トワー ク化 に伴 う課 題

の抽 出を 図 る た め実 施 した もので あ る。

　 調査 にあ た っては,極 力全 産業 を網 羅す る よ う47業 種300社 を調 査対 象 に

選定 し,次 の34業 界104社(34.　 7%)か ら回答 を得 られ た。'

表3-1　 ア ン ケ ー ト回 答 先

'

大 分 類 中 分 類 回 答

建設業 建設業 5

製 造 業

　 　 (52)

　 　 　 '

食料品製造業
　 　 　 　 　 　 　 `

5

飲料 ・飼 料 ・タバ コ

製 造 業
4

繊維業 3

衣服 ・その他製造業 2

パ ル プ ・紙製 造 業 2

麟 印刷伺 関連
2

化学工業 8

鍵 品'・石炭製品
1

ゴム製品製造業 2、

窯業 ・土石製品製造
業

2

鉄鉱業 3

非 鉄 金 属'・金 属製 品

業
2

一般機械器具製造業 2

電気機械器具製造業 2∨

輸送用機械器具製造
業

2

精密機械器具製造業 3

その他製造業 7

大 分 類 中 分 類 回 答
　 　 '

電 気 ・ガ ス

業 　 　 (7)

電気業 5

ガス業 2

運 輸 ・通 信

業 』(ユ1)

鉄道業 1
ト

道路貨物運送業 4

水運業 1

『航 空運 輸 業
]

倉庫業 4

商 業(15) 代理イ中立業 3

卸売業 8

小売業 ∴4

金 融 ・'保険

業 　 　(10)

金融業 .6

証 券 業 ・ ,2

保険業 2

不動 産 業' 不動産業 1

サ ー ビス業

　 　 　 (3)

情報 サ ー ビス業 2

組合 ・諸 団体、 1

合計　　 104社
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5.1　 ネ ッ ト ワ ー ク の 現 状 と 問 題

(1)・外部 との業 務 処 理形 態 一 特 定企 業 間 ネ ッ トワL-一・クが 中 心 一二

　 、外 部 との業 務 処 理 に おい て,そ の 処理 形 態 は 回答102社 の うち32社 が

　 「バ ッチ処 理の み 」 と回 答 してい る。　 一 　 　 　 　 　 　 　 ・　 　 　 ・

　 　 しか し,1「 オ ンラ イ ン処 理 主 力 」38社(37.2%)及 び バ ッチ主 力で あ

　 るが 何 ん らか の形 で オ ン ライ ン処 理 も併 せ て行 ってい る とす る 企業32社 ・

　 (31.4%)を 加 える と,オ ン ライ ン処理 を行 ってい る企業 は 全 体 の68.6

　 %,70社 に達 す る。

　 　 回 答企 業 の 規 模が 大 きか った ことを考 慮 して も,企 業 間 の業 務 処 理形 態 は.

　 バ ッチ か らオ ンライ ン処 理 へ 移行 してい る こ とが うか が える。

　 　 但 し,オ ン ライ ン処 理 を行 ってい る企 業70社 の うち,86、6%の62社

　 が 特定 企 業 間 ネ ッ トワご クの 段 階 に あ りs業 界共 同 型 の ネ ッ トワ ー クは 金 融,

ノj・売 を 中 心 とす る一 部 先 進業 界の み で あ る。

`

外部との業務処理形態

　
∠≦≡ 渋苦』 へ

一.
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　　ネ ッ トワー ク化 の段 階

(ネ ッ トワー クの 形態 別 構 成)

　　 　 　 ♂蕊i、
　 　 　 　 　 ':・　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 8:x.

、叉 　 シ　 ン
〆∨一」』一 〔
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馴1

法 諺欝汐

包,パ ッチ のみ 　 　 31.4%　 32社

匡t　 オンライン主 力　 37.2傷 　 38社

日 　　パ ッチ主力　 　31.4弓 　 32社

合 計100.0暢102袖

口 　特定企業間

口 　業界共同

目 　産 業 間

75.6　 %　　62社

146%12社

(88.6%　 )

(17,1%　 }

　 9:8%　 8社 　(11.3坊)

重複回 答あ り

(回 　答　 70社)

、
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●

(2)バ ッチ処 理か らナ ン ライ ン処理 へ の 移 行 上 の問 題

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　ビジ ネ ス ・プ ロ トコルの 統 一が 鍵

　 　バ ッチ 処理 か らオ ン ライ ン処理 へ の 移 行 は,受 発 注や 請 求 ・決 済 業 務 を 中

　心 に強 い ニー ズが あ るが,そ の際 様 々な 問 題 に 直 面 してい る。

　 　回 答70社 の うち,90%の63社 が 「ビジ ネ ス ・プ ロ トコル の 不統 一 」

　 を あげ て お り,続 い て 「コス ト」(45社64.3%),「 セ キ ュ リテ ィ 」

　 (36社51.4%)と 続 い てい る。 特 に,コ ス ト面で は ネ ッ トワー クの 相手

　毎 に シ ス テ ム構 築 を 行 うな どシ ステ ムに 対す る重 複 投 資が ユ ーザ の 負担 とな

　 ってい る こ と も うかが わ せ,ビ ジネ ス ・プ ロ トコル 不統一 に よる具 体 的 問題

　の現 われ と もな ってい る。

　　また・ セキ ュ リテ ィ問題は現時点で もか な りの指摘を されてい るが,今 後

　 ネ ッ トワー ク化 が 一 層進 展 して い った 場 合,よ り大 きな問 題 とな る こ とが 予
'想 され る

。
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3.2　 特 定 企 業 間 ネ ッ トワ ークの現 状 と問題

(1)特 定 企 業間 ネ ッ トワー クの構 築 の背 景 と方 法

　 　　 一業務の合理化 ・迅速化が狙い,自 社又は相手先毎の システムに合せ て構築一

　 　 特 定 企 業 間 ネ ッ トワ ークの構 築 の 理 由 は,　 「自社 業 務 の合 理 化 ・迅 速 化 」

　 が62社(88.6%)と1位 に な って お り,こ れ に続 い て 「取 引先 企 業 の要

　 望 」(41社58.6%),　 「グルー プ内で の 情 報流 通 強 化 」(27社,38.

　 6%)の 順 で あ った 。

　 　 商 圏の 確 保や 新 事 業 へ の 進 出 な ど ネ ッ トワー クを企 業 戦 略 の ツー ル と した

　 傾 向は ま だそ れ ほ ど強 く出て い ない が,グ ル ー プ内で の 情 報 流 通 強化 な ど系

　 列的 な もの が さ らに進 展 してき た場 合,こ の 傾 向 は強 ま る もの と思 える。

　 　'ま た,特 定 企 業 間 ネ ッ トワー クの 構 築 は,　 「自社 シ ステ ム に合 わ させ てい

　 る 」が46社(65.7%)と な って お り,回 答 企 業 の規 模 が 比 較 的 太 きか っ

　 た こ とか らあ る程 度 予想 され た 結 果 で あ る もの の,反 面 「相 手 先 企業 の ジ ス

　 テ ムに 合せ てい る 」 も26社(37.1%)あ り,力 関 係 に よ る シ ステ ム構 築

　 の 実 態 が うか が える。
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(2)特 定 企 業 間 ネ ッ トワー クの 問題

　　 　 　　 　 一 シス テ ム ・コス トの 増 大,自 社 シ ステ ム との 連 繋 が繁 雑 化 一

　　 特 定 企 業 間 ネ ッ トワ ー クの 構築 方 法 に つい て,自 社 シ ステ ム に合 わ させ て

　い る企 業 が46社(65.7%)あ った もの の,こ こで挙 げ られた 問 題 の第1

　位 は 「相 手先 毎 に異 な る シ ステ ムが必 要 にな りシステム ・コ ス トが増大す る」

　 とい う回 答 で あ る。(38社54.3%)

　　 これ は 多 くの ケ ー スで は,自 社 シ ス テ ムを相 手 に合 わ させ てい る もの の 力

　関 係 が 逆転 してい る よ うな ケ ースは,相 手 シ ステ ムに合わ され てい る とみ る

　づ きで あ り,.こ れ に伴 い 「自社 シス テ ム と.の連 繋 が繁雑 化 」(34社,48.

　 6%),、.「 シ ステ ム変更 等 に お け る 負担 を しい られ てい る 」(20社,28.　 T

　 6.%)の 結 果 と して現 われ てい る よ うで あ る。

　　 な お,注 目す べ き回 答 と して 「シス テ ム投 資 に見 合 う十 分 な メ リ ッ トを 確

　保 しに くい 」 とす る回 答 も2.4社 く34.3%)あ り,現 状 の特 定 企 業 間 ネ ッ

　 トワー タ構 築 の 限界 とい った もの を感 じさせ る。'
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ろ.ろ　 業 界 共 同 ネ ッ トワ ー クの必 要 性 と課 題

(1)業 界 共 同 ネ ッ トワー クの 必 要 性

　　　　　　　　 一必 要 で あ るが,将 来 の 産 業 間 ネ ッ トワー クまでは意 識 が 薄い 一

　　 回 答104社 の うち,65社(62.5%)が 業界 共 同 ネ ッ トワー クを必 要

　 と してい る。 そ の うち,65社 が 業 界 共 同 ネ ッ トワー クの メ リッ.トについ て

　 回答 し てお り,.「 業 界構成 企 業相 互 の業 務 処 理の 合 理 化 」46社(70.8%),

　　「シス テ ム投 資 の軽 減 」19社(29.2%)な ど比 較 的業 界 内 に 閉 じた メ リ

　 ッ トを挙 げ てい る.。

　　 従 って,他 の 業 界 との業 務 処 理 につ い て 業界 と して水 平 ネ ッ トワ ー ク と し

　 て 整備 す る将 来 の 産業 間 ネ ッ トワー クま で には 認 識 が 薄い と言 え る。

業 界 共 同 ネ ッ トワークの必 要 性 業 界 共 同 ネ ッ ト ワ ー ク の メ リ ッ ト

　石 る一 義＼ρ
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■

(2)業 界 共 同 ネ ッ トワー クの 構 築 の課 題

　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 一 技 術面 よ り業界 内の コ ンセ ンサ ろ形 成 が課 題 一

　　 業 界 共 同 ネ ッ トワ ー クを 構 築 して ゆ く場 合 の課 題は 技 術や 資 金 的 な 問 題

　 よ りも,む しろ業 界 内での コ ンセ ンサ スや 推 進体 制 が問題 と な ってい る よ う

　 で あ る。

　　 約 半数 の企 業 が 「業界 内 の コ ンセ ンサ スが 得 られに くい 」:36社(55.4'

　 %)と し てい る ほか,こ れ に類 似す る もの と して 「業 界 と して総 括 す る組 識

　 ・機 能 が ない 」18社(27.7%),　 「業 界 団体 の企 画 ・開 発 力不 足 」

　社(21.5%)な ど推 進体 制,特 に業 界 団体 の リーダシ ップに係わ るもの が 合

　 計32社(49.2%)で あ る。

　　 ま た,業 界 共 同 ネ ッ トワ ー クを必 要 と しなが ら も 「そ の 効 果 が確 認 で き な

　 い 」24社(36.9%)や 「セキ ュ リテ ィの確 保 」20社(30.8%)な ど

　 ネ ッ トワ ー ク化 に つい て若 干危 惧 をの ぞ かせ る も高い 回 答 を 占め てい る。

業 界共 同 ネ ッ トワ ー ク構 築 課 題
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5.4　 産業 間 ネ ッ トワー クの課 題

(1)産 業 間 ネ ッ トワー クの課 題

　　 　 　 　 　　 一業 界 間 の 調 整が 最 重 要,法 制,産 業構 造上 の 問 題 が表 面 化 一

　　 産 業 間 ネ ッ トワー クの 構築 を進 めて ゆ く際 の課題 として,各 種の標 準化 を含

　む 業界 間 相 互 の調 整 が最 も多 く指 摘 され てい る。(73社,70.2%),次

　い で既 存 ネ ッ トワー ク との 調 整(43社,41.3%),中 小企業 へ の配 慮,

　 (26.9%)の 順 に な ってい る。

　　 ここで 業界共同 ネ ッ層トワークの段階で回答の少なか った法 制面での問題

　が2'4社(23%)と 大 きく増 えてい る。

　　 同時に,産 業間 ネ ッ トワークが実現 されて ゆくことに よって異業種分野か.

　 らの新規参入による産業構造上の変化 を指摘する もの も18社(17.3%)

　ある。

■

産業 間 ネ ッ トワ ー ク構 築 の課 題
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(2)産 業間 ネ ッ トワークの整備事項 一 各種の標準化,統 一 活動が重要 一

　　ここでは,自 業界と他業界 との結 合ニーズをもとに,そ の際 自業界 で整備

　すべ き事項 と相手業界に要望す る整備事項 を回答 しても らった。

　　全体的 な傾 向 として 自業界 に対 しては業界 としての意識統 一や 通信 プロ ト

　 コルの標準化の要求が強い。

　　また,相 手業界に対 しては通信 プロ トコルの標準化,シ ステ ム仕様 の統一

　 ・公 開,.商 品 コー ド等の標準化な どの要 求が強い。

産業 間 ネ ッ トワー ク整備 事項
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4.産 業 界 にお・け るネ ッ トワー ク化 の課 題

　 　と解 決 の た めの ア プ ロー チ



■

唱



●

,

4.産 業 界 にお け るネ ソ トワー ク化 の課題 と解 決 の ため の

　　 ア プ ロー チ

4.1　 技 術 面 か らの課 題

4.1　 コ ン ピュー タ 。ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムの成 長 とイ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィー

　 　技 術 の必 要 性

　 　 　イ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィー技 術 が必 要 とな って きた背 景は,コ ンピ ュー タ ・

　 　ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムの 効 用及 び シ ス テ ム化 の対 象範 囲が 急 速 に拡 大,成

　 長 し て きた こ とで あ る(図4.1-1)。

　 　 　オ ンライ ン ・コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムは,ま ず 企 業 内 シス

　 　テ ムが 成長 の 第1段 階 で あ る。現 在 企 業 の多 くは この段 階 に ある。 従 って,

　 　シ ス テ ムの構 築 にあ た って は 端末,回 線,コ ンピ ュー タな ど シス テムを構 成

　 す る ハー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの統 一性 を図 る こ とは 様 々 な問 題 は あ る も

　 の の企 業 内で あ る と ころか ら比 較 的 容 易 で ある 。そ れ故,企 業 内 ネ ッ トワー

　 　ク ・シス テ ムの 段 階 では シ ステ ム相 互,機 器相 互 のイ ン タ フ ェー スを 整 合 さ

　 せ る イ ソタオペ ラ ビ リテ ィー技 術は 必 ず しも シ ステ ム構 築 に あた っ ての必 須

　 技 術 とは言 えな い 。

　 　 　自社 内 ネ ッ トワ ー ク ・シ ステ ムの 次 の成 長段 階 は企 業 シス テ ムを 相 互 に連

　 結 した ネ ッ トワー ク ・シス テ ムの 構 築 で ある。

　 　 第2段 階 の ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ムは資 本系 列や業 務 系 列 な ど結 び つ きの

　 深 い 特定 企 業 の シス テ ムが 相 互 に 連 結 す る形 態 で ある。 自社 内 シ ス テ ム とは

　 異 な り,系 列 企 業 とはい え,シ ステ ムの構 成 す る ハー ドウ ェ アや ソフ トウ ェ

　 アの 違 い が あ る。 さ らに コー ドや 伝票 フォー マ ッ トも異 な る。 従 って シ ステ

　 ム間 結 合 を経 済 的 に実 現 す るに は シス テ ム相 互接 続 の標 準 化 を ハ ー ドウェア,

　 　ソフ トウ ェアの 両 面の み な らず コー ド,伝 票 等 の 入出 力情 報 を も含 め 促進 す

　 る こ とが 必 要 に な る。

　 　 イ ソタオペ ラ ビ リテ ィーの 重 要 性 は ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ムの 成 長 形態 が

　 第3段 階 の 業 界 ネ ッ トワー ク形 態,第4段 階 の産 業 界 ネ ッ トワー ク形 態 へ と

　 拡 張 す る につ れ　 増 加 して くる。 業 界 ネ ッ トワー クの 代 表 シ ス テ ム と しては

　 金 融 業 界,流 通業 界 が先 駆 的 な分 野 で あ る。
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図4.1-1　 産 業 界 にお け る ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ムの 進 展

　 　 金 融 業 界 におけ る コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クの 中 で も特 に銀 行 シ ステ ム

　 は 自行 以 外 の 各企 業 との ネ ッ トワー ク化 あ るい は シス テ ム間接 続 が 最 も進 ん

　 で い る。 そ の代 表 例 を 紹 介す る。

　 　 1968年(昭 和43年)に 稼 動 した 全 国地 方銀 行 協 会 の為 替交 換 システ

　 ムは62の 地 方銀 行,4,　 363の 店 舗 を 結 ん だ共 同 利 用型 の オ ンライ ン ・ネ

　 ッ トワー ク ・シ ステ ムで ある 。 この シ ス テ ムは1973年(昭 和48年)に

　 は都 市 銀 行 を も含 め た 全 国銀 行 為 替 交 換 シ ステ ム に拡 大 され,現 在 では 国 内

　 708の 金 融機 関 を接 続 す る企 業 間 ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムに 拡 大,成 長 し

　 て き てい る。

　 　 各 金 融 機 関 の シス テ ムを相 互 に接 続 す るには,シ ステ ム相 互 の イ ンタ フ ェ

　 ー スを 調 整 す る必 要 が あ る。 この 為 替 交 換 システムで は全 銀 コンピュー タ ・セ

　 ソ ター に イ ンタ フ ェー ス変 換機 能 を持 たせ て シス テ ム間 の 相 互接 続 を実 現 し

　 てい る。 個 々の シス テ ムは伝 送手 段,伝 送符 号,伝 送 速度,電 文 形 式 な どそ

　 れぞ れ 独 自の 方 式や 体 系 を持 ってお リ コ ン ピュー タ ・シス テ ムを相 互 に接 続

　 す る には,こ れ ら種 々の イ ンタ フェ ー スの 変 換 あ るい は標 準 化が 必 要条 件 と

　 な って くる。 従 って企 業 内 シス テ ムか ら業界 ネ ッ トワー クへ と コ ンピ ュー タ

　 ・シス テ ムが 成長 す る につ れ,イ ソ タオペ ラ ビ リテ ィー技 術 の重 要 性 が 増 し

　 て き てい る と言 える。

　 　 流 通 業 界 にお け る企 業 間 ネ ッ トワ ー ク ・シ ステ ムには ク レ ジ ッ ト・オ ソ ラ
ψ　 イ

ソ ・ネ ッ トワー クシ ス テ ムが あ る。 昭 和59年2月 に サ ー ビスを 開始 した

◎
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,

日本 電信 電 話 公社 のCAFISネ ッ トワー クやIBM社 のCATNETが 代

表的 シス テ ムで あ る。 複数 の ク レジ ッ ト会 社 と加盟店 とを 相 互 に接 続す るた

め に前 述 の 全 国 銀行 為 替交 換 シス テ ム と同様,コ ンピュー タ ・セ ンターを 介 し

て相 互 の イ ンタフ ェース の 変換 を行 ってい る。 こ こでは 加 盟 店 端 末 と カー ド

会社 シス テ ム との間 の プ ロ トコル変 換 を行 い,双 方 の イ ンタ フ ェー ス を整 合

させ る こ とに よ って イ ソ タオ ペ ラ ビ リテ ィーを確 保 して い る。 さ らに,端 末

とセ ンタ ー との 間 の デ ー タ送受 信 を行 うた めの スイ ッチ ン グ機 能 な どを有 し

て シ ス テ ム構 築 の 経済 化,効 率 化 を はか ってい る。

　 以 上,2つ の 代 表的 な シ ス テ ム事 例 が示 す よ うに,業 界 内の 企 業 間 の シス

テ ムを 相互 に接 続 す るには セ ンタ ー と コ ンピ ュー タ ・シ ス テム及 び,コ ソピ

、ユー タ ・シス テ ム相 互の イ ンタ フ ェー スの 相違,す なわ ち伝 送 手順,伝 送符

号,伝 送 速度,電 文形 式 な どの 違い を変 換 し整 合 化 をは か る こ とが 必 須 で あ

る。 特 にす で に稼 動 中の シ ス テ ムを相 互 に連絡 す る には ネ ッ トワー ク接 続 の

容易 性,経 済 性 の 面 で イ ンタ フ ェー スの 整 合機 能 を 介 して接 続 す る 方式 が一

般 的 で あ る。 しか し,今 後 の 企 業間 ネ ッ トワー ク ・シス テ ムを よ り経 済 的,

効 率 の 高 い シス テ ム とす るに は,各 種 イ ン タフ ェー スの 標準 化 が 図 られ てい

る こ とが 望 ま しいo

　 イ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィー技術 の重 要 性 は シ ステムの 形 態が 業 界 ネ ッ トワー

クか ら,さ らに業 界 を越 えた 産 業界 ネ ッ トワー クへ と複 合化 して い くに つ れ

て,さ らに増 して くる。

　 産 業 間 ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ムの 代 表 例 として は今 後 の展 開が 注 目され て

い る フ ァー ムバ ンキ ング ・シス テ ムや 受 発 注 デー タ交換 シス テ ムを あげ る こ

とが で き る(図4.1-2,図4.1-3)。

　 フ ァー ムバ ンキ ン グ ・シス テ ムは 金融 機 能 とその 取 引企 業 との 間 の ネ ッ ト

ワー ク ・シ ス テ ムで あ り,そ の 業 務 内容は 振込 ・振 替 デ ー タ交 換や 取 引 デ ー

タ(入 金,残 高,振 込,取 引 明細 等)の 通 知 サ ー ビスが 主 で あ る。 従 って,

ネ ッ トワー クに よ る接 続の 対象 とな る企 業 シ ステ ムの 種類 とそ の数 は 業 界 ネ

ッ トワー クに 比 して多 く,シ ス テ ム相 互 の イ ンタフ ェー ス も複雑 多枝 にわ た

り,イ ソ タオペ ラ ビ リテ ィーの 確保 が さ らに求 め られ る。 この 成長 段 階 シ ス

テ ムで は 単 に伝 送 手順,伝 送 符 号,伝 送 速度 な どの 技術 的 な 変換 あ るい は 標

準 化 が 図 られ れぼ シス テ ム間 結合 が 可 能 となるわ けで は な い 。 入 出 力の 帳票
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形 式,取 引 コー ドさ らには,取 引形 態 な ど技 術 的 要 素以 外 の統 一 が 必 要 とな

って くる。す なわ ち,シ ス テ ムが 成長 す る につ れ,シ ス テ ム間 の ネ ッ トワー

ク結 合 に求 め られ る イ ソタ オペ ラ ビ リテ ィー確 保 の 対象範 囲 も 技術 的領 域 か

ら商 取 引 の 制度,仕 組 な どinstitutionalな 領 域 を 拡 大 して きてい る。

・為替振込デー タ

・預 金払 出 しデー タ

・預金払出 し了承デー タ

・預金払出 し明細デー タ

・外国為替売買デー タ

・資金決済通知等の 各種

通信デー タ

・資金決済 等の

各種通知 デー タ

・消 費者 ロー ンに関する借入情報

・不渡 り ・ロー ン返 済遅滞情報

・企業財務情報

・株式 ・証券市況情報

タ

　

　
　
タ

一

　

　

一

テ

タ

タ

テ

信

一

一

会

通

デ

デ

照

般

引

込

用

一

取

振

信

法 人　　　　　団 体

(海外取引先を含む)

・入 金 通 知 デ ー タ

・口 座 残 高 デ ー タ

・銀行 取 引 明細 デ ー タ

・在 宅 払 込 み デ ー タ

(ホ ー ム ・シ ョ ・ンピン グ)

・振込デー タ　 　　　 　 ・振込デー タ

・入金通知 デー タ　　　 ・入金通知

・口座 残高デー タ　　　 ・銀行取 引明細デー タ

・振込 人デー タ　　 　　 ・消費者 ローンに関する借 入情報

・銀行取 引明細デー タ　　・信用照 会デー タ

・資金移動 デー タ(CMSサ ー ビス〉

・各種 金融情報

4

出所:郵 政 省総 合 デ ー タ通 信 ネ ッ トワー ク化

　　　 構 想 懇談 会報 告 書

図4.1-2　 産 業 間 ネ ッ トワー ク ー 銀 行 を 中心 に して 一

●
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`

・消費者信用情報

消費者ロー ンに関する借 入情報

不渡り ・ローン返済遅滞情報

・振込デー タ

・入金通知デー タ

・口座 残高チー タ

・資 金移動デー タ

・各種 金融情報

ク レ ジ ッ ト

　 　 社

仕 　 　 　先

(卸 ・メー カ)

・POS情 報
、在 庫 情 報

・支 払 デ ー タ
、請 求 デ ー タ

・発 注 デ ー タ 、納 品 デ ー タ

・出 荷 指 示/報 告

百 貨 店

]量 販 店

・信用照会/回答データ
　 　 　 　 　 　 　 ・配送す"j　ru
・集金代行依頼データ　 　 　 　 　 　 　

・購 入申込デー タ
・引落可否ノ支払

通知チータ

　

タ

ス

ン

ー
セ

ベ

ス

タ

ピ

一

[

テ

サ

・相場情 報 ・市 況情報

・経済情 報 ・統計 デー タ ・指 標

・出 荷 報告
、 発 注 デ ー タ

・在 庫 報告
、請 求

・宅 配 、 支払 、 請求

　 通.信 業 者

1キ ャ フ『テ ン ・CATV)

出所:郵 政省総合データ通信ネットワーク化

　　 構想懇談会報告書

図4.1-3　 産 業 間 ネ ッ トワー ク 一 流 適業 を中 心 に して 一

◆

4.1.2　 イ ンタオ ペ ラ ビ リテ ィー技 術 の 現状 と展 望

　　　 コ ンピ ュ ー タ ・シ ス テ ムを相 互 に接 続 す るた めの 技 術 的 な方 式 は2つ の 形

　 態 が あ る。

　　　 1つ は 既 に稼 動 して い る コ ン ピュー タ ・シ ス テムを 相 互 に接 続 す る 一般 的

　　な方 式で,中 継 コ ン ピュー タを介 して接 続 す る形 態 で あ る。 既 に稼 動中 の コ

　　ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムは 当初 か ら他 の コ ンピ ュー タ ・シ ステ ム との接 続を 前

　 提 と して構 築 され て い ない の が一 般的 で ある。

　　　従 って,コ ンピ ュー タ,端 末 装 置等 の ハ ー ドウ ェアの機 能 のみ な らず ソフ

　　 トウ ェアの 体 系,入 出 力帳 票,コ ー ド体 系 等 シ ス テ ムを構 成す るほ とん どの

　 要 素が 各 シ ス テ ム個 有 の 体 系 を と ってい る。 この よ うな シ ス テム環 境で 経 済

　 的 な相 互接 続 の コ ンピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク ・シス テ ムを 構築 す るに は シ ス

　 テ ム個 有 の イ ンタフ ェ ー スの違 い,相 互 に 変換 す る機 能 を中 継 コ ン ピ ュー タ

　 に持 たせ て実 現 す る 方式 が採 用 され てい る。変 換 中 継 方式 とい うこ とが で き
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る。

　 この 方 式 は全 国銀 行 為 替交 換 シス テ ムが その 代 表 例 で あるが,シ ス テ ムの

構成 要 素 で あ る コ ン ピ ュー タ と中継 コ ンピ ュー タ とを 接 続 して シス テム間 の

各種 変換 処 理 を行 う形 態 と,さ らに現 金 自動 支 払(NCSシ ス テ ム)や ク レ

ジ ッ ト・ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムに代 表 され る よ うに 中 継 コ ンピ ュー タ と端

末装 置 とを接 続 して 変 換 処 理 を行 う2つ の形 態 が あ る。

　 さ らに,コ ン ピ ュー タ ・シス デ ム相互 間 で 効 率 的 な デ ー タ通信 を行 うに は

相 互 にお ける デ ー タの 送 受信 につ い ての 取決 めを 標 準 化 して お き,各 シ ステ

ムが 採 用 す る こ とが 理 想 で あ る。 これが ネ ッ トワー ク ・ア ーキ テ クチ ャにお・

け る通 信 プ ロ トコル(規 約)の 標 準 化 で あ り,各 方 面 でそ の規 定,標 準化 が

行わ れ て きてい る。

　 ネ ッ トワー ク ・アー キ テ クチ ャの 最 初は49年9月 発表 されたIBMのS

NA(System　 Network　 Architecture)で あ る。そ の 後,各 コ ソピ=

一 タ ・メ ー カが そ れ ぞ れ 独 自の ネ ッ トワー ク ・アー キ テ クチ ャを発 表 した
。

しか し,こ れ らは い ず れ も 各社 特 定 の コ ンピ ュー タ相 互 の 通 信 ネ ッ トワー ク

は可 能 で は あ った が,異 機種 相 互の シス テ ム間 通信 は 不可 能 で あ った 。 これ

を改 善 す るた めに ネ ッ トワ ー ク ・アー キ テ クチ ャの標 準 化 が 始 め られ た。 こ

の 代 表 例 が電 電 公 社 が 国 産 コ ンピ ュー タ ・メ ー カ3社 と共 同研究 と して進 め

たDCNA,及 び 郵 政 省がDCNAを ベ ー ス と して進 めたCCNPが あげ ら

れ る。

　 一 方,国 際 的 な 動 き と してはOSI(Open　 System　 Interconnect

ion)と 言 わ れ る7レ ベ ルに 階 層 化 され た 参照 モ デ ルを,　 ISO(国 際 標 準

化機 構)が コ ンピ ュー タ ・メー カの立 場 か ら,CCITT(国 際 電信 電 話 諮

問委 員会)が 電 信 通信 主 管 庁 の 立 場か らそ れぞ れ 採 りあげ てい る。 図4-6,

表4.1-1に はOSIの プ ロ トコル階 層 と構 造 を示 す 。や が て,こ れは 国 内

の標 準 と して際 々 に定 着 化 して い くもの と期 待 され て い る。

　 ISOやCCITTの 体 系的 な プ ロ トコルの 標準 化が 実 質 的 に 浸透 す るま

で には 各産 業界 で の 部 分 的 な 標準 化 が進 展 して い くで あ ろ う。 以下 で は 幾つ

か の 業 界 に おけ る 部 分 的 な標 準 化 の 動 き を紹 介す るが,こ れ らはい ず れ もア

プ リケ ー シ ョンレ イ ヤ まで 標 準 化 され てい るもの で あ る。
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イ ン タ フ ェ ー ス 変 換

●

図4.1-4　 シス テ ム間 接 続 の形 態 一 変換 中継 方式 一

「 一 ー ー 一 一 ー 一1

1標 準

1プ ロ トコ ル

　 ・回 線

　 ・制 御

　 ● フォーマット

　 ・ 　コ ー ド

　 　 等

L_______」

図4.1-5　 シ ステ ム間接 続 の 形 態 一 標 準 プロ トコル 方 式 一
●
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　 通産 省 は,小 売業 と卸 売 業 との間 の受 発 注 デ ー タ交 換 シ ステ ムを 実 現す る

た め に,通 産 側卸 手順 の 標 準化 を採 りあ げ,57年3月 に,既 に広 く普 及 し

て い るJCA手 順 をJ手 順 と して標 準 化 し採 用 した。JCA手 順 は,伝 送 制

御 手順(誤 り制御 手 順,ISOの 基 本参 照 モ デル の レベ ル2に 相 当)と して

IBM社 のBSC(ベ ー シ ック)手 順 を採 用 して い るが,よ り効 率性,信 頼

性,汎 用性 の 面 で優 って い るHDLC(ハ イ レベ ル)手 順 を ベ ー ス と したH

手順 の標 準 化 も進 め られ て い る。

　 一 方,金 融 業 界で は,全 国 銀行 協会 が銀 行 と取 引先 企 業 間 の オ ンライ ン ・

デ ー タ交 換 シ ス テ ムが 出現 す る 中で,過 剰 な設 備 投資 を避 け,シ ステ ムの 自

由かつ 容易 な構 築 を可 能 とす るた め,ま ず58年10月 に 「全 銀協 標 準 通 信

プ ロ トコル(ベ ー シ ック手 順)」 を制 定 ・公 表 した 。 次 いで59年1月 に は

企 業 の パ ソコ ンと銀行 の コ ン ピ ュー タを接 続 して オ ンライ ン ・デ ー タ交 換 を

行 う際 の パ ソ コ ンに使 用す る標 準 プ ロ トコル 「全 銀協 パー ソナ ル ・コ ンピュ

ー タ用 標準 通信 プ ロ トコル(ベ ー シ ック手 順)」 を 制 定 ・公 表 した。

　 全銀 協標 準 通 信 プ ロ トコル(ベ ー シ ッ ク)と は 適 用 回線(DDX-CS,

公 衆 通信 回線),制 御 仕 様(伝 送 制御 手順,電 文 制御 手順),フ ォーマ ッ ト

仕 様(伝 送 テ キ ス ト,制 御 電 文 コー ド体 系)セ ンタ確 認 コ ー ド,フ ァイ ル名

デ ー タ圧 縮 仕 様 の5項 目につ い て 規定 して い る 。

　 全 銀 協 では,こ れ ら2つ の 通 信 プ ロ トコル(ベ ー シ ッ ク手 順)の 標準 化 に

引 続 い て ハ イ レベ ル 手順 の 検 討 も進 め られ て い る。

　 この ほか,公 社 が銀 行 系7社 に提 供 す るCAFISネ ッ トワー クでは ク レ

ジ ッ ト端 末 とホ ス トコン ピ ュー タ との 伝 送 制御 手 順 と しては 通 称CAT(

(Creait　 Authorization　 Terminal)手 順 と呼 ぶ 電 電公 社 の手 順 が

採 用 され てい る。

●
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表4.1-1　 0SI参 照 モ デ ルの階 層構 造

●

階　　層 役　　　　　　　割 , 標準化状況

ア プ リケ ー シ ョ ン ・

レイ ヤ ー

業務 目的 に応 じたユ ーザ 用,管 理 用 ア プ リケー シ

硫 ≧窺1レ ラ。イ咋 送,仮 想端末プ。,。、.
1985～87年 の予 定

o

プ レゼ ン テー シ ョン ・
レイ ヤ ー 驚 ㌣ 晶 裟余力・搬 ・表示制御を行う・ 1986年 の予定

セ ッ シ ョ ン ・

レ イ ヤ ー

通 信 し あ う ア プ リケ ー シ ・ ン ・プ ロセ ス 間 に セ ッ シ

轟 轟 議 き管2塙あ魏縫 ξ嚇
1984年9月 の予定

トラ ン ス ポ ー ト ・
レイ ヤ ー

寺匙 怨 羅 紮 元あ壁 ヴ㍗ ㌍ 聾 膓留

嬬 う㍍ 左送露 ㌘ ・ンを擬 し・トラ・ス
1984年7月

、

ネ ッ ト ワ ー ク ・

レ イ ヤ ー 熱 熱 ㌶ 蕪 鐵 い湘 手システ・と
X・25(CCITT)の バ ケ ッ ト ・レ ベ ル に 相 当 す る。

審議 中
X・25(CCITT)重 視

デ ー タ リ ン ク ・
レ イ ヤ ー 麟 露6蹴 議 臨 子㌘ 送受信・・物 標準 が す でにある

(HDLC手 順)

フ ィ ジ カル ・

レイ ヤ ー 嬬 難議 轡躍麟 離耀 璽嬰 標準がすでにある

●

レイヤ ー 名

アプ リケ ーシ ョン ・レイヤー

プレゼンテーシ ョン ・レイヤーー

セ ッシ ョン ・レイヤニ

トランスポー ト・レイ ヤー

不 ツ トワー ク ・・レイ ヤ ー・

デー タ リンク ・レイ ヤー

フィジカル ・レイヤー

シ ス テム
システム

一 　 　 アプ リケー シ ョン ・レイヤー ・プロ ト'コルー

一

{

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

プ レゼ ンテーシ ョン ・レ イヤー ・プロ トコル
.　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

　 　 　 セ ッシ ョン ・レイヤ■ ・プロ トコル
・　 　 　 　 　 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .

　 　 トランスポー ト・レイヤー ・プロ ト'コルー

■

中継 システ ム

・

わ ト仁 ク.。 イヤーヴ 占 トコ、レ　一

一

一

デ+タ リン グ・
レイヤー ・
プロ トコル

　 　 　 　 　 ■

デー タ リング ・
レイヤー ・
プ ロ トコル

一

フィジカル ・
レイヤー ・

プロ トコル

.・ 一

フィジカル ・
レイ ヤー ・

プロ トコル
一

一　 　 　 　 　 一

) {

図4.1-6　 0SIの プ ロ ト コ ル 階 層

'
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4.1.3　 解 決 の た めの ア ブec－ チ

　 (1)オ ンライ ン ・プ ロ トコル の標 準 化

　　 　 　オ ンライ ン ・プ ロ トコルは,ネ ッ トワー クを形 成 す る上 で そ の基 本 とな

　　 　る ものだ け に重 要 な基 盤 整備 の1つ で あ る。

　　 　 　異 業 種,異 業 態 間 にお ける ネ ッ トワー ク化 の 際 に ナ ン ライ ン ・プ ロ トコ

　　 　 ルの 標準 化,特 に 上位 レイ ヤ ーの標 準 化 が 問題 とな る。 そ れ は,ニ ーズを

　　 　感 じつつ も業 界 特 性 の 違い に よ りメ リッ トの大 小,即 効性 が必 ず し も一 致

　　 　 しない た めで あ る。

　　 　 　既 に,フ ァー ム ・バ ンキ ングの ホ ス ト・コ ンピ ュー タ用 と しての 「全 銀

　　 　協 手順 」及 び 「パ ソ コ ン手 順 」が あ り,流 通 業 界 には 受 発 注 デ ー タ交 換 用

　　 　に 「標準 伝 送 手順 ・J手 順 」 が ある。J手 順 は,小 売 業 と卸売 業 間 だけ で

　　 　 な く,卸 売 業 同士,卸 と商 品 メー カ間 あ るい は フ ァー ム ・バ ンキ ングな ど

　　 　 に広 く採 用 され てい る。

　　 　 　 そ の他,医 薬 品,家 電 な ど各業 界 で ネ ッ トワー ク化 のた めの検 討 が進 め

　　 　 られ てい る

　　 　 　 オ ンラ イ ン ・プ ロ トコルの 標 準化 に 当た って 重 要 な こ とは,ネ ッ トワ ー

　　　 クに参加す る各企 業の ニーズが充分反映 される ことで あるが,相 手 とす る

　　　業種が多様かつ不特定 多数で あった り,中 小企業が 多いな ど同 じテーブル

　　　で討議 しに くい状況に ある場合は,必 ず しも統 一手順に イ ンターオペ ラビ

　　　 リテ ィーが とれ ない部分が生 じ,ネ ッ トワー クへ の参加=(イ コール)ネ

　　　 ッ トワー クが指定す る端末 の導 入といった外部不経済を 引き起す場合が あ

　　　 る。 クレジ ッ ト・ネ ッ トワー クにおけるCAT端 末装置(不 特定 多数の参

　　　 加の例),出 版取次業界における在庫 問い合わせ ネ ッ トワーク(中 小書店

　　　の参 加の例)な どで ある。

　　　　 ネ ットワー ク化 の ニーズの起 点が,効 率化,合 理化 あるいは便宜性の追

　　　求 にあった としても,ネ ッ トワー クの化そのものが,販 売戦略推進の道具

　　　 にな り得 るところが あ り,特 に中小企業を対象 とす るものについ ては,第

　　　三者 による仲介的機能が期待 される。

　　　　 オ ンライ ン ・プロ トコルの標準化 にあた って考慮 したい ことは,必 ず し

　　　 も 「標準化 とは1つ に絞 ることではない」 と言 うこ とである。

　　　　 ネ ットワークは種 々の業務 　目的 に利用 され る。 ネ ッ トワー クに参加す

、
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　 る企 業 の 規 模 も一 律 で は ない 。 デ ー タ量 も異 な る。 少 な くとも適 用回線

　 (速 度)別 標準 化 を 進 め,利 用者 に選択 の 余 地 を残す べ きだ ろ う。

(2)　 ビジネ ス ・プ ロ トコ ルの標 準化

　① 　商 品 コー ド

　　 　 こ こで 言 う ビジ ネ ス ・プ ロ トコル とは コ ー ド,伝 票,フ ォー マ ッ トを

　　 指す 。

　　 　 コー ドには,JISコ ー ド,EBCDICコ ー ドな ど シ ステ ム的,ハ

　　 ー ド的 コー ドも あ る が,商 品 コー ドや 企 業(事 業所)コ ー ドを イ ンター

　　 オ ペ ラ ビ リテ ィーの 課 題 と したい 。特 に商 品 コー ドは,大 手 が中 小 企 業

　　 に,発 注 者 が受 注者 に 自社 の コー ドを 押 し付 ける傾 向 が あ り,こ れ が受

　　 手側 の 効 率 的 な シ ス テ ム化や シス テ ム運 用 を防 げ る大 きな原 因 とな って

　　 い るo

　　 　 チ ャネ ル ・ ミッ クス,商 品 ミックスは 益 々進 んで い る。 ネ ッ トワー ク

　　 化 は 多元 的 複 合 ネ ッ トワー クの 様相 を呈 して 来 てい る。 また,ネ ッ トワ

　　 ー クの進 展 は デ ー タベ ー スの 発 展 を促 す だ ろ う。 この 時,業 種 ・業 態 を

　　 越 えて情 報交 換の で き る商 品 コー ドが な け れば な らない 。

　　 　 現 在,統 一 的 に利 用 され てい る商 品 コー ドには 「共 通 商 品 コ ー ド(J

　　 ANコ ー ド)が あ る。 国 際的 に利 用 で きる絶 対単 品 コ ー ドで,約25万

　　 ア イ テ ムに付 番 されて い る(60年2月)。 従 来 は,食 品 雑 貨 を中 心 に

　　 利 用 され て きたが,家 電,雑 誌,医 薬 品,玩 具 な どに も採 用 され る こ と

　　 に な った 。 ま た,レ コー ド,実 用 衣 料,ス ポ ー ツ用 品 な どへ の適 用が 各

　　 業 界 で 検 討 され てい る。 書 籍 には,国 際的 共 通 ゴー ドのISBN(日 本

　　 図 書 コー ド)が あ り,新 刊 本 を中 心 に付 番,利 用 され てい る。

　 ② 　 企 業 ・事 務所 コー ド

　　 　 企 業 ・事 務所 コー ドで 現 在利 用 され てい る コー ドには 次 の よ うな もの

　　 が あ る。

　　 イ　 金 融 機 関 コー ド

　　 　 　 全 て の金 融 機 関 に付番 されてい る4桁 の コー ド。

　　 ロ　 共 通 取 引先 コー ド

　　 　 　 主 に消 費 財 を 扱 っ てい る卸,商 品 メー カに事 業所 単 位づ 付 番 され て

　　 　 い る6桁 の コー ド。J手 順 の ス テー シ ョ ンコー ドと して も利 用 され て
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　　 　 い るo

　　 バ　 ク レ ジ ッ ト企 業 コ ー ド

　　 　 　 ク レ ジ ッ ト ・カ ー ドを 発行 す る企 業 に付 番 され てい る。 国 内 コー ド

　　 　 と国際 コー ドが あ る。

　　 二　標 準 セ ン ター ・コー ド

　　 　 　 オ ン ライ ン伝 送 手順 ・J手 順 を利 用 す る 場 合の セ ン ター側企 業 に付

　　 　 与 され てい る。

　　 　 上 記 企業 ・事 業 所 コー ドは そ れぞ れ,ネ ッ トワー クあ るい は業 務 別 に

　　 利 用 され てい るが,現 時 点 では これめ普 及 拡 大 が課 題 と され てい る。

　 ③ 伝 票,フ ォー マ ッ ト

　　 　 伝 票 につ い ては,流 通 関 連業 界 には 別図 の よ うな統 一 伝 票が 標 準化 さ

　　 れ,各 業 界で 利 用 され て い る。今 後 は,こ れ ら以 外 の 業 界 にお け る伝 票

　　 の標 準 化 と,.オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー クで の 利 用 を前 提 と した見 直 しが

　　 課題 と言 える。

　　 　 手 順 のみ 標 準 化 され て も フ ォー マ ッ トが バ ラバ ラで は真 に効率 的 な ネ

　　 ッ トワー クは実 現 しない。 プロ トコル と同時 に フ ォー マ ッ トの標 準 化 も

　　 重 要 で あ る。

　　 　 伝 送 フ ォー マ ッ トにつ い ては,全 銀 手 順,J手 順 と も伝 送 フォーマ ッ

　　 トまで 標準 化 が な され てい る。

　　 　 フォー マ ッ トにつ い て は,オ ンライ ン ・フ ォー マ ッ トだ け で な く,M

　　 TやFTな ど につ い て も オ ンライ ン化 を 前提 と した 標 準 化 が 望 ま しい 。

　　 また,受 発 注 や 請 求 ・支払 い とい った 適 用 業 務 別 に進 め る方 法 も あ る。

(3)　 シス テ ム運 用 の た め の 基盤 整 備

　　 シ ステ ム運 用 の た め の基 盤 整 備 とは,ネ ッ トワー クに参 加 し,利 用 して

　い く上 で の 運 用 に 関 す る取 り決 め で あ り,制 度的 な し くみ とか基 準 を指 す 。

　　 例 えば,ク レジ ッ トや 銀 行POSシ ステ ム に お け る小 売業 と カー ド会 社,

　金 融 機関の 運 用時 間 の 違い に どう対応 す るか な どの 問 題 につ い て,そ の基

　準 とな る ガ イ ドライ ン作 りで あ る。 カー ドへ の デ ー タの 表示 方 法や,流 通

　業 界 にお け る値 札 へ の 表 示 方 法 な ども この シス テ ム運 用 基 盤 の1つ と言 え

　 る。

　　 また,あ ま り高 機 能 で ない コ ン ピュー タや パ ソ コ ンを ど う救 済 す るか と
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　い った配慮 も必要だ ろう。 その他,輸 送 ・宅配依頼伝票 などもこの範 中に

　入れて良いだろ う。

　　 ネ ッ トワークの進展 は益 々他業界に及び,今 後 オ ンライ ン ・プロ トコル

　や ビジネ ス ・プロ トコルの標準 化のみでは対応 しきれない課題が数多 くな

　るだ ろう。

(4)セ キュ リテ ィの維 持

　　 セキュ リテ ィには伝送上 の課題 と,デ ータが 各企業を流れ る際 の結節点

　 (ノ ー ド)に おける漏洩を防 ぐため,デ ータの暗号化,ス クラ ンブル化な

　 どの手法があるが,コ ス トとの兼ねあいの問題 もある。安全性を危惧す る

　余 り過大な コス ト負荷 をかけることはさけねぼ ならない。

　　 業界による特性 もあるδ例 えば,金 融機関 における金銭的取引 におい て

　は,1円 の誤 りも許 されない ケースが 多いが,受 発注など文字 データの 入

　 るものについては,誤 って他の取 引先 に行か ない限 り,こ うした ガー ドは

　必ず しも要求 されない 。受信側で ある程度セル フ ・チ ェックできるか らで

　ある。業界的 特注 と適用業務な どの観点か らの研究が必要だろ う。

4.2　 産業構造面か らの課題

4.2.1　 ネッ トワー ク化 による課題

　 (1)　異業種の参 入による業際化の伸展

　　 ①　 ス トックを持 つ必 要がない

　　　　　VANに 進 出す る物流業者が相次い だが,こ れ らの企業の将来の狙い

　　　 は卸売業への参入にあるとい う。　 　　　 　　　 ,

　　　　 また,情 報処理部門を独立 させ,別 会社 とす るケースが出てい る。現

　　　 在の ところ親会社の情報処理の受託,こ れ までに開発 した ソフ トの販売

　　　 に止 まってい るが,自 店舗 をキー トした ネ ッ トワークを利用 してのVA

　　　 Nあ るいは,チ ケ ットや 金融商品の販売な ど情 報販売な ど新 しい ビジネ

　　　　ス ・チ ャンスを うかが ってい る。

　　　　 ネ ッ トワークの伸展は,商 品 メーカ と小 売業 を直結 した取引を可能 と

　　　　し,将 来は ニューメディア ・ホームシ ョッピングなどメーカに よる直販

　　　 に危惧の念を抱 く卸売業もある。

　　　　 これ らはチ ャネルの変化 と言 ってもよいが,む しろ,従 来,在 庫保管
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　機能がなければで きなか った ビジネスの存在 を失わせ る意味 を持 ってい

　る。

　　本調査で実施 した ア ンケー ト調査では,異 業種 による参入の脅威につ

　い てはあま り指摘 されていない。

　　 3つ の事 由が考 え られる。1つ にはア ンケー トで の質問が 「特定回線」

　 となっていたた め と考 えられる。つま り,特 定回線 に よる異業種の参 入

　は考 えられない。2つ には,異 業種か らの参入に大手は必 らず しも脅威

　を感 じていない。 第3は,こ うした動きが まだは っき りした形になって

　い ない こ と,加 えて戦 略的 ビジネスのため水面下の動 きとなっているこ

　 と,な どであ る。

　　 ネ ッ トワー クの進展が,即 メーカと小売の直結を引き起 こす とは言 え

　 ないが,卸 を集約す るこ とによって物流 システムを効率化 しよ うとす る

　 傾向が出は じめてい る。

② 新たな ビジネス ・チ ャンスの発生

　　 ネ ットワー クを持つ ものは,色 々な ビジネス ・チ ャンスを持つ。逆に,

　 これによって影響 を受け る企業も出る。

　　 例 えば,流 通米 などノン ・バ ンクに よる小 口金融や 保険の販売な どの

　 金融商品サー ビスへ の進出 などが実現性 をも って予想 されてい る。

③ エ レク トロニ ック ・マーチ ャンダイザーの出現

　　 ネ ットワー クの進展は,情 報の蓄積を可能 にす る。単に,情 報を中継

　 す るだけで なく,プ ール した情報を,編 集,加 工,分 析 し,提 供する企

　 業が出て くるだろ う。

　　既 に,一 部の卸は 自社の受注 デー タを もとに商品の流れ筋 を分析 して

　 顧客に提供 している。米国のマッケンソソは,情 報サ ー ビス部門の売上高

　 が年商の55%と 商 品販売部門を越 えてい る。

　　 「情報卸売業者」 とも言 える新事業体が 出現す る可能性がある。企業

　 の希望に応 じて情 報の品揃 えを し,加 工 ・分析 して提供す る新事業社で

　 ある。例 えば,特 定 分野の商品 ・商法をいってに収集し,高 度な加工 ・分

　 析処理機能を駆使 して,メ ーカと小売 りの南流 を代行す る業者の出現で

　 ある。
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　④　 産業政策への影響

　　　ネ ッ トワー ク化の進展は業際化の進展を生む。

　　　従来のよ うな単一業界を対象 とした産業政策を継続す ることは難 しく

　　な るだろ う。商品 ・サ ー ビスのみな らず,情 報の流れをも包括 した新 し

　　い産業政策が必要 になって来 るだ ろ う。

　　　例 えば,銀 行POSやEFTSは,金 融機 関 と流通業を問わず 一方の

　　みを対象 とした政策は成立 しない と考 えられ る。

　　　また,育 成 とい った政策 よ りも,調 整機能が要求 されるだ ろ う。調整

　　機能の基準は,相 互性の維持 と消費者の メ リッ トと考 えられる。相互性

　　 とは,ネ ッ トワー クに参加す る者の(公 平な)メ リッ トであ る。

(2)競 争 力の強化 と偏在

　①　技術革新の吸収 力,シ ステム化 力の差

　　　今後,エ レク トロニクス技術,通 信技術の進展に より,高 度情報化技

　　術の吸収 力あるいは シ入テム化 力の差が生 じ,そ れが企業間格差 を生む

　　可能性が ある。

　　　ネ ットワークは,早 く対応 した者に早 く力がつ く。 ネ ッ トワークの構

　　築 力,運 用テクニ ックは,ネ ッ トワー クを 自ら展開 し運用する ことによ

　　ってのみ取得す るこ とが出来 るか らで ある。現在,情 報処理能力を余 り

　　有 していない 中小企業に不 利な事態が 出る恐れが強い と考 えられ る。

　② 大 きなネ ッ トワー ク,効 率の良い ネ ッ トワークが勝つ

　　　ネ ッ トワー クは,大 きければ大 きいほ ど,ま た効率の 良い ネ ッ トワー

　　ク効果がある。小 さな ネ ッ トワー クと大きなネ ッ トワークが 競争すれぼ,

　　大 きなネ ッ トワークが小さなネ ッ トワー クを制す る ことは容易に想像 で

　　きる。

　　　効率の良い ネ ッ トワー クとは,単 に高速回線 を有 してい るとい うこ と

　　で はな く,低 速か ら高速 まで用途 に応 じた回線の提供による選択の自由を

　　持 ち,処 理 スピー ドが早 く,検 索能 力の高い ネ ットワー クを指す。

　　　公平 な競争を可能 とする条件作 りが必要で ある。

　③　販売力の強化

　　　 (質 的,量 的サ ー ビスか ら迅速,正 確 なサー ビスへ)

　　　ネ ッ トワー クは販売力強化の道具 として利用することが出来 る。従来
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　 は,　 (手 形の延べば らい などを含め)資 金 力,商 品供給 力あるいは早 く

　　納める,キ チ ンと納品す るなど,質 的量的 サー ビスが販売力強化の手段

　　だ った。新商品や商品経済動 向な どの情報提供 あるいは,情 報の検索を

　　通 して受注に結びつける システムが登場 してい る。出版物取次店 のオ ン

　　ライン ・ネ ッ トワー クな どで ある。

　④　意志決定 の迅速化,正 確化か ら戦略強化へ

　　　ネ ットワー ク化は,意 志決定 の迅 速化 と正確化をもた らし,そ れは企

　　業の経営戦略 を強化す る。

　　　販売戦略ない し経営戦略に必要な情報の多 くは,ネ ットワー クを通 し

　　て得 られるだろ う。その情報は,早 くそ して正確 なもの となろ う。

　　　迅 速,正 確,詳 細な情報の収集は,以 後の販売 ・経営 判断を正確迅速

　　なもの とす る。

　⑤ 強い ものはよ り強 く,弱 い ものは より弱 くなる

　　　ネ ットワー クの進展 によ り,強 い ものは よ り強 く,弱 い ものは よ り弱

　　 くなる恐れがある。 これを産業 の二極分化 と言 っても良い。

　　　 クレジ ッ ト・カー ド業界では,ネ ッ トワー クを制す るものが市場を制

　　す ると言われている。食品業界では,四 大卸が ネ ッ トワーク化系 を通 し

　　て系列化す る争 いが表面化 しつつある。

　　　出版取次ぎ業界では,二 大取次店 と取次五社の システ ム化競争 となっ

　　て きた。 ネ ッ トワー クのシ ェアはそのまま企 業 の 規 模 を決 定 す る要素

　　 とな りつつ ある。

(3)新 たな グルー プ化,共 同化,系 列化

　① 異業態間,同 業態 間の グループ化'

　　　異業態間の提携 としては,信 販会社 ・カー ド会社 と商品 メーカ,商 事

　　会社,証 券会社 など,顧 客情報を中心 とした提携が散見 され る。

　　　 ニュー メデ ィアを中心 とした提携には枚挙に暇が ない。

　　　 スポー ツ用品業界では,メ ーカが ネ ッ トワーク化を通 して卸 ・小売の

　　系列化を進 めよ うとしている。

　　　 ネ ッ トワー クを手段 とした同業界(同 業態)に おけ る提携,系 列化 と

　　 しては食品,菓 子,雑 貨卸業界にその例を見 るこ とが できる。また,メ

　　 ー カ ・クレジ ッ ト西社 による総合信販会社 の設立はネ ッ トワークによる
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　 個人信 用情報交換が もとにな った。

　　 ネ ッ トワークの進 展は,業 種業態 とい った垣根を無意味 とし,む しろ

　 互いに無 い ものを補完 しあう効 果を生むが,逆 にこれが新た な グルー プ

　 化の武器 にな っている。

②　人的,資 本 ・資 金的,商 品的 グループ化 か ら情報 によるグルー プ化へ

　　 人材 の派遣,資 本参 加あるい は資金の供給,商 品供給 な どが従来の グ

　 ループ化,共 同化の手段だ った。流通業界におけ るVC(ボ ラ ンタリー

　 ・チ ェー ン),FC(フ ラ ンチ ャイズ ・,チェーン)も その例 外で はない。

　 旧財 閥集 団の絆 もここにあった。

　　 ネ ッ トワー ク化は他の グルー プへの転向を難 し くする。大 きな システ

　 ム変更を伴 うか らである。情報化の進展は,情 報 とか ネ ッ トワー ク ・シ

　 ステムが 業種業態を越 えて企業 間の繋 が りを強める手段 にな りつ つある。

③ 共 同化 の範 囲の設 定は よ り難 しくなる

　　 どこまで共 同化す るか,系 列化 による影響の範 囲をどこまで及ぼすか,

　 その設定 は従来の資 金や商品による共 同化よ り困難 になるだろ う。

　　 ネ ッ トワーク化に当た ってどこまで共同化す るか,い くつか考 えられ

　 る0

　　 1つ は ソフ ト開発 まで。第2は ネ ッ トワー クの構築 とその運 用まで。

　例 えば,VANの 設立 とその運用 な ど。第3は,　 DB(デ ータベ ース)

　 まで共 同化する方式で ある。DBは,将 来の マーケ ッテ ィングの死命 を

　制す る可能性が あるため,こ れの共 同化には危惧の念 を抱 く企業が多い 。

　　 また,ネ ッ トワー クの共 同化の場合は,誰 がイニシ ャティブを とるか

　が論点に なるケースが少な くない。特 に中小企業のみ の共 同化 には常 に

　 この問題 がつ きまと う。

　　共 同化 グループ化の必要性 を感 じつつ もこれの範 囲 と効果,そ して限

　界 と影響 を図 りかねてい るのが現状で ある。

④　 中小企業の グルー プ化,共 同化 には限界がある

　　 中小企業の グノレー プ化,共 同化 には限界がある。共 同化 しよ うと集 ま

　った各企業 に人材がい ない。 外部か らシステ ムの専門家を招へい しても,

　いわゆ るシステ ムの専門家の多 くは 業務を知 らない。

　　人材 とは,業 務 とコンピュータ知識の双方を持つ人材の意味である。
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　　　業務知識 とは,業 務処理 とその流れを修得 してお り,か つその業務処

　　理の フローを描け る知識 を さす。

　　　ネ ットワー ク化情報化を推進す る人材がいない,資 力がない など中小

　　企業の グルー プ化 には限界があ り,何 らかの助成策が必要 と考 えられる。

(4)　消費者保護

　①　個人信用情報のセキ ュ リテ ィ

　　　 CAFIS,　 CATNETな どの クレジ ッ ト・ネ ットワー クが動きだ

　　 してい る。CAPTAINな どの ニューメデ ィア ・ネ ットワー クも動き

　　 は じめた。こ うした ク レジ ッ ト・ネ ッ トワークの進展は,個 人信用情報

　　 の収集 ・蓄積 を可能 とす る。

　　　 消費者個 々の商品購売情報が集積 されるこ とへの不安 と,外 部か ら個

　　 人信用情報 ファイルに誤 ってア クセスされるこ とへの不安 が指摘 されて

　 　 い る。

　　　 また,ク レジ ッ ト・ネ ッ トワークや銀行POSの 普及 に よ り,取 引情

　　 報 がネ ットワー ク内のい くつ もの企業を流れる中で漏洩 しないか,と い

　　 った危惧の声 もある。

　 ②　情報公害

　　　 ネ ッ トワークの進展は,情 報公害 を生む可能性 もある。それ は,必 ず

　　 しも個人のみ を対象 とす るだけでな く,企 業 にも影響はある。必ず しも

　　 欲 していない情報の一方的流 し込み など。既 に,FAXに よる証券や金

　　 融 ・商品情報の一方的 送信 とい った現象が ある。

　　　 HOME-FAXな どニューメディアが進展す れば,見 た くない,必

　　 要 としていない情報が家庭 に送 り込 まれる恐れ も出て くる。情報の受手

　　 側に選択の余地が残 されなければな らない。

(5)外 部不経済の発生

　 ① 一方 のメ リッ トが他方の メ リッ トを生む

　　　 ネ ッ トワーク化 は,必 ず しも一 方のメ リッ トが他方の メ リッ トに繋が

　　 る とは言い きれない。む しろ,基 盤の未整備 な状態での ネ ッ トワーク化

　　 は,他 方にデメ リッ トを生 じる場合 もある。大手 あるいは 買手企業によ

　　 るオ ンライ ン ・プ ロ トコルの押 し付け,伝 票や商品 コー ドの押 し付けな

　　 どである。
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　 　 　また,ネ ッ トワー クに乗 った こ とに よ り,か えっ て シ ス テ ム変 更 が し

　 　に く くな った ケー スが あ り,ネ ッ トワー クへ の参 加 が必 ず しも 自社 シ ス

　 　テ ムの効 率化 に つ なが らない場 合 も出 る。

　 　 　ク レジ ッ ト ・ネ ッ トワー ク,銀 行POSは,現 状 の ままで は 流 通 小売

　 　業 に メ リ ッ トが 少 ない,む しろ デ メ リッ トが 多 い と言 わ れ てい る。 カー

　 　 ドの 自動 読 み と りとオ ンライ ン化め た め の設 備 投資 負担 で あ る。 少 な く

　 　 とも,現 時 点 で は シ ステ ム化 投資 負担 を軽 減す るた めの 配 慮 あ るい は

　 　見返 りの 提供 が な されて い ない 。

　② メ リッ トに は大 小,遅 延 が あ る

　 　 　ネ ッ トワー ク化 に よ って得 られ る メ リ ッ トには企 業 に よ って大 小 が あ

　 　る 。 また,メ リ ッ トを 得 る速度 に も早い 遅 い が あ る。 特 に,デ ー タ通 信

　 　が 出来 る相 手が 少 ない うちは,得 られ る メ リ ッ トは 遅 く小 さい 。

　 　 　チ ェー ンス トア と卸 間 の受 発 注 デ ー タ交 換 におい て 接 続 で きる チ ェー

　 　 ソが1社 あ るい は2社 とい った時 期 にお け る,卸 側の メ リッ トは 非 常 に

　 　小 さな もの だ った こ とが 指 摘 され てい る。1社 とで もオ ンライ ン化 した 卸

　 　は,メ リ ッ『トを 早 く,よ り大 ぎ くす るた め に,逆 に オ ン ライ ン化 され て

　 　い ない チ ェー ン1にオ ンライ ン化 を勧 め る ケー スの あ った こ とが 報 告 され

　 　 てい る。

　③ 　 ネ ッ トワー クへ の 乗 り遅 れへ の 不安

　 　 　 ネ ッ トワー クに乗 り遅 れ る と後 で参 加 しに くくな るの では な い か,と

　 　 の不安 の声 も あ る。 特 に共 同 ネ ッ トワー クの 場合,加 入料 あ るい は 処 理

　 　料 の ア ップ,参 加条 件 が厳 し くな るな ど。

　 　 　一 方,当 初 か ら参 加 した 企 業 に とっては ハ ー ドや ソフ トな ど先 行投 資

　 　 の 負担 の 問題 が あ る。 自 ら構築 した ネ ッ トワー クの提 供 を ビジネ ス とす

　 　 る ケ ー スに おい ては こ うした 問題 は 生 じない が,中 小 企 業 な ど企 業集 団

　 　 が実 行す る場 合 に発 生 す る可能 性 が あ る。

⑥ 　 そ の他

　① 　就 業 人 口の 移動

　 　 　 　 一 　 　力 あ る仕事,な い仕 事 の 変化 一

　 　 　 　 一 転 職 ス ピ ン ・オ フの 発生 か ら人材 の 消失 ヘ ー

　 　 　 ネ ッ トワー ク化 が 進 む こ とに よ って無 くな る仕事 が あ る 。 例 えば,電
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　話 の交換業務,検 針や集金業務な ど。

　　　力を失 う仕事か らの転職,あ るいは逆 に自分の能力をさ らに生かす

　ための転職 など労働人 口の移動が進むだろ う。 こうした就業人 口の移動

　が当該業界か らの人材の消失を早める可能性がある。必然の流れ と見 るこ

　 ともで き,歯 どめをかけ ることはか えって産業の健全 な発展 を阻害す る

　恐れが あるが,緩 や かな変化が望 ましい。

②　 DBの 偏在 による企業間格差の発生

　　 ネ ッ トワー クの進 展は,デ ー タベース.(DB)の 構築を促進す る。 さ

　 らにDBの 偏在 とい った現象を生み だすだう う。,

　　 DBの 偏在は企業間格差 をよ り大き くし,強 い者 をより強 く,弱 い者

　 をよ り弱 くす るイ ンパ ク トになる と考 えられ る。

③　情報の コングロマ リッ ト化

　　将来は,資 本による コングロマ リッ トに対 し,情 報による コソグロマ

　 リッ トが生 まれ るだ ろ う。 しか し,コ ングロマ リッ トの発生による影 響,

　 課題を現時点で予測す ることは,難 しい。

　　 なお,リ ージ ョナル型 と全国型 とい った地域的面か らの課題抽 出,業

　種 ・業態 による相違,ネ ッ トワー ク化 しやすい,あ るいは ネ ットワーク

　 に乗 りやすい商品な ど商品面か らの ア プローチ,面 積や企業集積度 など

　 国土や風 土的面か らの抽出検討がの こされてい る。

4.2.2　 解 決 の た め の ア プ ローチ

　 　 　ネ ッ トワ ー クの 進 展 に よ って生 じる産 業 構 造 面の 課 題 は,主 に イ ンタ一 汁

　 　ペ ラ ビ リテ ィー と知 識 の 欠如 に よ る とこ ろが 多 い。

　 　 　こ こで い うイ ン ターオ ペ ラ ビ リテ ィー とは,オ ンライ ン ・プ ロ トコ ルな ど

　 の技 術 的 問題,伝 票 や コ ー ドな どの ビジネ ス ・プ ロ トコル,そ して シ ステ ム

　 運用 上 の 相 互 運用 性 で あ る。 こ の うち,技 術 的 問題 につ い ては 前 章 で述 べ て

　 い るの で 知識 の啓 蒙 と運 用上 の 問題 を 中心 に述 べ るこ と とす る。

　 (1)啓 蒙 と指 導

　 　 ① 　 メ リ ッ ト・デ メ リ ッ トの 洗 い 出 し と明示

　 　 　 　 ネ ッ トワー ク化 は メ リ ッ トだ け を生 み 出す わ け では ない。 又,ネ ッ ト

　 　 　 　ワー クに参 加す る者 全 て に メ リッ トのみ もた らす とは 限 らない 。 オ ン ラ

t
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　　 イ ソ化のための 投資 コス ト,あ るいはシ ステ ム変更などは デメ リッ トの

　　 1つ と言 って良い。

　　　 また,オ ンライ ン化 して即 メ リッ トが生 まれる場合 と一定以上の規模

　　 にな らなけれぼ,メ リッ トが大 き くな らない ケースもある。

　　　 ネ ッ トワーク化 によるメ リッ トとデメ リッ トを客観的 に洗い出 し,こ

　　 れを 明示す るこ とが重要である。 さらに,デ メ リットについ ては,そ の

　　 対処方法を提案す ることも大切だろ う。

　 ②　双方向性の確保

　　　 双方向性 とは通信 の双方向ではない。相互の メ リッ トを見付けるこ と

　　 であ る。一方にのみ メ リッ トが生 まれ る,大 きくなるネ ットワー クは普

　　及 しない・

　　　 自著の メ リットが 即相手のメリットにつながるとは限 らない。受 けるメ

　　 リッ トの大小 に よって コス トを分担する,と い った配慮 も必要である。

　 ③　 ソフ ト開発の支援

　　　 中小企業 の中には,オ ンライ ン化 した くともその方法が分か らず導入

　　 に踏み切れない企業が少な くない。従来は,シ ステム ・メー カがこの任

　　 に当た ってきた。 しか し,個 々に対応す るには限界が ある。採算を無 視

　　 しての支援を要求す ることはで きない。

　　　平等にオ ンライ ン化,ネ ッ トワーク化へ の参加メ リッ トを享受 できる

　　 ような指導体制の整備が望 まれる。 この任に当たるもの として業界 団体

　　 とい う方法の他,第 三者的機関あるいは国の助成機関な ども考 えられ る。

(2)産 業政策的調整機能

　　ネ ッ トワー ク化の進展が及ぼす産業構造面の課題には,産 業政策的な課

　題が多い。特 に,今 後は業種 ・業態を越 えた多元的複合 ネ ッ トワー クへ と

　進展するだろ う。従来のよ うな単一 業界 を対象 とした産業政策では対応仕

　切れな くなると予想 される。

　　VAN,フ ァーム ・バ ンキ ング,銀 行POS,ク レジ ット・ネ ッ トワー

　クそ して ニュー メデ ィアなど,い ずれ も複数 の業界にまたがる ネ ッ トワー

　クが 出現 してい る。

　　前述の基盤整備,啓 蒙 ・普及 策を講 じる際 もこうした業界を越 えた政 策'

的観点か らの調整機 能が重要 になるだろ う。
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　 また,ネ ッ トワーク化は企業間格差を生んだ り,強 い ものを より強 くす

る可能性を内包 してい る。この場合,大 切なこ とは規制では なく,弱 者へ

の育成策で あ り,今,力 はないがや る気のある企業へ の支援であ ろう。規

制は健全な発展では な く阻害 を生む恐れが ある。助 成 ・支援 こそ今必要な

政策 と考 えられ る。

4.3　 推 進 ・運 用 面か らの課 題

　　現 在,構 築 ・運 用 され て い る企 業 間 ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ムの 大半 が特定 企

業 間の ネ ッ トワ ー クで あ るが,こ れ ら特 定 企 業 間 ネ ッ トワ ー クを運 用 してい く

上 で,既 に 次 の よ うな 幾 つか の問 題 が提 起 され てい る。

　　① 　 コ ー ド ・帳 票 フ ォ ーマ ッ トをは じめ とす る ビジネ ス ・プ ロ トコルの 不 統

　②　 システム投資 に見合 うだけの効果が十分に得 られ ない。

　③　各 ネ ッ トワーク ・システム 自体の維持運用の多様化,並 び に各 々の自社

　　 システム との整合性の保持の難 しさ。

　④　相手先毎に異 なるシステムを作 るために投入す る人材,資 金需要の増加

　今後 も自社内業務 の効率化は もちろん,取 引先か らの要請に応 えてい くため

にも,ネ ッ トワーク化の需要 は益々高ま ってい くであろ うが,そ れ に伴い上記

諸問題 も深刻の度 を深めて行き,資 金 負担増,人 材確保 難,ネ ッ トワークの硬

直化が極度 に進む もの と思われる。

4.ろ.電　 ネッ トワークciD整備

　　　ネ ッ トワーク化の要請 が加速度的に高まってい く中で,各 個別企業の努力

　　だけ ではいずれ対応 に限界が来 ることは明らかである。それを乗 り越 えネ ッ

　　 トワーク ・システムを さ らに効率 よ く開発,稼 動 させてい くためには先ず ネ

　　ッ トワーク体系の整備 を図 るこ とが肝要であろ う。

　　　ネ ッ トワー クを整備す るにあた り,必 要 不可欠なのが ビジネス ・プ・トコル

　　の標準化で あるが,標 準化 し得る,情 報並び に業務内容の共通性 を考 え合わ

　　せ ると,業 界 内で先ず標準化 をお し進 め,そ の後他企業 界へ拡張 してい く事

　　が最 も効果的 である と思われ る。その際,業 界毎の商面白特性や取引習慣の違

●
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い等 を考 える と,業 界 内での ビジネス ・プロ トコルの標準 化を進 める手段 も

おのずか ら幾つか に整理 出来 るであろ う。

　 業界共同処理 を行 うことで業界 としての商圏の拡大を図れ た り,高 度な経

営 管理資料の迅速,正 確 な入手が可能 になる等の効果を見 出 し得 る業界では,

当然その中で標準化が進む であろ う。

　 しか し,共 同処理 に十分な効果 を期待 し得ない業界では,正 に将来の産業

間 ネ ッ トワーク化に備 えるために ビジネス ・プ ロ トコルを標準化 して行 く必

要があ る。

(1)業 界共 同 シス テム

　　 業界共 同シス テム構築の動機 として,

　　 ・業 界内企業相互間の業務処理の合理化

　　 ・開発及び運用面の コス ト・セーブ

　　 ・業界統計資料 の作成 ・入手の迅速化

　 等,共 同処理その ものの直接 効果 を挙げる企業 が多いのは当然 であるが,

　 将来の産業間 ネ ッ トワークへの展開のための布石 として業界 共同システ ム

　 を位置づ ける見方 も既 に現われ てきてお り,単 に直接 的な投資効果の多寡

　 のみ で決断 をくだす こ とが難 しくな ってきている。

② 　産業間 ネ ッ トワーク

　　 特定企業間ネ ッ トワーク ・システムを展開 してい く際に,イ ンターフェ

　 イスの数が少なければ少 ない程簡素で効率的な システムにな る事 は衆 目の

　 一致す る所である。即 ち,ネ ッ トワークの相手 を業務の形態 に応 じ各 々一

　 つに絞 る事ができれば各企業に とって最少の投資で最大の 効果 を期待す る

　 こ とが 可能にな る。 また相手業界か ら見 ても同 じであ るこ とを忘れてはな

　 らない。

　　 このよ うに して,次 第に産業間 ネ ッ トワーク構築の要請が高 ま って行 く

　 事が予想 され るが,そ の稼動形態 と して次のよ うな形が考 えられ る。

　　 1つ は業界 としての ビジネス ・プロ トコルの標準化 を推 し進め ることに

　 よ り,物 理 的には特定企業 間を結び なが らも相手業界 毎の アプ リケーシ ョ

　 ン ・システムを組成 してい くケ ースである。 これは業界共 同の処理 を伴 わ

　 ず に産業間ネ ッ トワークを構築 してい く1つ の方向であ るが,業 界共同処

　 理 システムの構築 に対 し投 資効果の面か らも積極的にな りに くい業界に と
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って進み易い方向である。

　続いて考 えられ るのは,業 界共同処理 システムを介 しての産業間 ネ ッ ト

ワークであ る。先 に述べたよ うに業界 共同の システムが稼動 してい る業界

に於 ては,業 界内での ビジネス ・プロ トコルの統一が進んでい ることは言

うまで もな く,ま た業界共同のデータベ ースが他業界 とネ ッ トワークを結

ぶ 際の接点 とな り得る。 これ によ り業界共同の システムと して他業界 との

ネ ッ トワーク化の要請 に対応 して行 くことが 可能にな り,処 理 システムに

参加す る同時に企業毎のシステ ム投資の負担 を軽 くする。従 って,特 定企

業間 ネ ッ トワークを順 次適用 拡大 して行 くだけの資金負担に耐 えて行けな

い中小の企 業に とって も,業 界共 同処理 システ ムに参加す ることによ って

大 きな投資 負担 を負 うこ とはな くネ ッ トワークを拡張 してい くことができ

る。

4.5.2　 産業間ネ ッ トワーク化推進 のため の運 用面の課題

　　　今後 のネ ッ トワーク化が どうい う方向に進んで行 くべきかについて,特 定

　　企業 間ネ ッ トワークか ら産業間 ネ ッ トワークへ と発展 して行 く各段階毎の メ

　　リッ ト,必 然性について触れて来たが,こ れ らの ネッ トワーク化 を推進 して

　　行 く上 で解決 して行かなければ ならない運用面 での課題がまだまだた くさん

　 残 され てい る。

　 (1)業 界の コンセ ンサス

　　　 業 界共同の情報処理 システムや業界単位の産業間ネ ッ トワークの構築 並

　　　びに運用 に要す る費用は,各 企業に とって,特 定企業間 ネ ッ トワークを順

　　　次開発 し運用 してい く場合 に比べ,二 重三重の重複投資を防げる とい う意

　　　味で極めて効果が高い。また人的投資 も しか りである。 しか し業界 として

　　 設定 した標準や業界 としての共 同処理 システムに対す る評価は当然そ こに

　　　参 加 してい る構成員毎に異 な り,費 用対効果 を均一にす ることは難 しい。

　　　このためあらゆ る面で,業 界 としての コンセ ンサスの不一致が出て くる事

　　　は避けるこ とがで きない。

　　　① 対 象業務 の選定

　　　　　企 業毎 にシステム化の ニーズは異な っている。それを業界 として1つ

悟
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　　 の方 向に絞 り込 んでい くことが必要 であるが,全 構成員の納得 を得 るこ

　　 とは難iしいo

　 ②　 業務分担

　　　 業界 としての システムを構築運用す るためにはその構成員 であ る各企

　　 業がそれな りの業務 を分担す る事が必要であるが,人 材,技 術力等の企

　　 業間格差 も含 めた形 でそれ を実施す ることは容易 にはできない。

　 ③　 コス ト分担.

　　　 同様 に,同 じ業界の中で も企 業に よって資金負担の能力 に差があるこ

　　 とを考慮 に入れつつ,コ ス ト分担 を行 ったとして も各企業がその業界標

　　 準 や処理 システムに対 して下す評価 レベルの違いまでを含めて考 えると,

　　 コス ト面での公平 さを保つ ことは非常 に難 しい。

② 　ビジネス ・プ ロ トコルの標準化 と他 システ ムとの整合性

　　 業界 内で ク ローズす る業界 内共 同処理 システムを構築す るに して も,産

　 業間の情報 ネ ッ トワー クを構築す るに して も,効 率的な運用 を期す るには,

　 イ ンタフェース としてのデ ータ ・フォーマ ッ トの標準化,あ るいは コー ド,

　 帳票類の統一 とい った ビジネス ・プ ロ トコル を標準化す ることは不可欠 で

　 ある。 しか し,各 企業 とも大半は既 に構築済の 自社内システムや他企業,

　 他業界 との ネ ッ トワーク ・システムを持 ってお り,完 全 な産業 間ネ ッ トワ

　 ーク ・システムの体制が整 うまでは それ らの システ ムとの整合性の保持 を

　 考 えつつ業界共同システムや産業間 ネ ッ トワークに参加 して行か なければ

　 な らない。

　　 また標準 化の基準を どこに置 くべ きか につい て,構 成メ ンバ ー相互間の

　 コンセ ンサスを得 る事 も難 しい。 力の強い メンバ ーが弱いメ ンバ ーに 自社

　基 準を押 しつ ける。 あるいは強者 同志 が互い に譲 らず平行線 をた どる。 ま

　 たそ の間で弱者に しわ寄せがい く等問題が錯綜 してお り容易に解決 には 向

　 い難い。

(3)セ キ ュ リテ ィ

　　企 業対企業,業 界対業界へ とネ ッ トワーク化が拡張 して行 けば拡張 して

　行 く程 ハー ドウェア/ソ フ トウェアに係わ らず システム トラブルの影響 は

　大 きくな るが,セ キュ リテ ィ面の不安の一 つは トラブル対応 である。障害
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時 の 対 策 を万 全 にす る事 は 取 りも直 さず シ ス テ ム投 資 の増 加 を意 味す るた

め ト ップ ・マ ネ ジメ ン ト ・レベ ルに お い ては,常 に セキ ュ リテ ィ確 保の た

め に費 用 対 効果 を考 えて い く必 要 が あ る。

　 今 一 つ の セキ ュ リテ ィの 意味 は 秘 密 の保 持 で あ る。 共 通 デ ー タベ ース を

持 った場 合,ま たは 共 通 の ネ ッ トワ ー クを稼 動 させ る場 合 も常 に機 密 デ ー

タの漏 洩 の 可 能 性 を含 んで い る。 今后 産 業 間 ネ ッ トワ ー ク上 を流れ る デ ー

タの 内 容が 益 々高 度 に な り,そ れ に 従 って,機 密 漏洩 対 策 が重 要 にな って

くる。

(4)企 業間格差の増大

　　 自由主義 国家 の産業界においては常に競争の原理が働いてお り,ネ ッ ト

　 ワーク化が経営戦略上の一つの武器 として脚光 を浴びつつ ある。特定企業

　 間 ネ ッ トワークが主流の現時点では,特 定企業 間を結ぶ こ とに経営戦略的

　 意義があるものの,産 業間 ネ ッ トワーク化が進む につれ てその意味合いは

　 低下 してい く。それ よ りもむ しろ,業 界内共同 システムで も,産 業間ネ ッ

　 トワークで も,資 金 ・技術面か らも,他 企業,特 に中小企業の参入 を許 さ

　 ない システムを構築す ることで存立基盤の優位性 を保 とうとす る動きが出

　 て くる可能性がある。その ことによ り企業間格差が増大 した り,系 列化が

　 促進 された りす るであろ う。 また このよ うな動 きは,1つ の業界 内に とど

　 まることな く,幾 つかの産業 にまたが って出 ることも考 えると,産 業構造

　 自体 に変革 を もた らす ことも考 えられる。

(5)他 業界 との調整

　　 ネ ッ トワークが特定企業間に とどま っている限 りは飽 くまで各企業独 自

　 の判断で行動 して行ける。 また業界 共同システムにおいて も,自 社の1企

　 業 としての立場 を保 ちつつ参加 して行 くこ とができる。

　　 ところが,産 業間ネ ッ トワークを構築す るためには,単 に1企 業 として

　 の立場 だけではな く,業 界 として1つ の まとま りを保持 し業界全体の合意

　 の もとに相手業 界に向か う必 要があ る。 しか しなが ら前 述の ように,業 界

　 内コ ンセ ンサ スの統一が得 られない状況 では産業間 ネ ッ トワークの構築に

　 まではなかなか到達す るこ とが できない。

(6)意 見調整 を行 う 「場 」の欠如
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　特 定企 業間 ネ ッ トワークが このまま無秩序 に展開 してい った場合 に生 じ

るで あろ う混乱 を避け るためには,業 界共同処理 システムやネ ッ トワー ク

の構築,あ るいは業界 内 ビジネ ス ・プロ トコルの標準化 を行い,最 終的に

は産業間 ネ ッ トワーク化を図るこ とが望 ま しく,そ してそのためには解決

すべ き問題が少 なか らずあ るこ とをこれ まで述べてきた。 これ ら諸問題の

大半 は1企 業内で解決 できるもの ではな く,業 界全体 で検討 を重ねなが ら

解決 してい くべ き課題 である。 しか も一朝一 夕に結論 を出せ る ものでもな

いo

　 ところが,大 方の業界 では この よ うな検討,意 見調整の 「場」 がないの

が実情である。 この,「 場」の欠 如が,今 後産業間ネ ッ トワーク化 を進め

て行 くうえで克服 しなければな らない第1の 課題であ り,そ れが無い限 り

上述 した諸 問題はなかなか解決 されないであろ う。

●

4.5.5　 解決のための アプ ローチ

　(1)解 決策 を話 し合 う 「場 」の確保

　　　産業間 ネ ッ トワーク化の プロセスの中で生 じる様々な問題 は,業 界構 成メ

　　ンバ ー相互の利害関係の調整は もとよ り,業 界 としての ビジ ョンの提示,ネ

　　ッ トワーク化 の方 向の決定等,業 界内 で話 し合われ,解 決 されてい くべ き性

　　質 の ものが多い。 このため,業 界の内部にその よ うな 「場 」を確立 してい く

　　ことが必要であろ う。

　　　多 くの業界では,既 に何 らかの形で業界団体 と呼び得 るものを持 ってお り,

　　その業界 内の情報交換や意見調整 を行 っているが,今 後,各 業界 団体は情報

　　ネ ッ トワーク ・システムの進展に伴い,産 業間 ネ ッ トワー ク化へ向け ての調

　　整 機能 を も有 して行 くべ きである。

　　　一方,業 界の中だけ では解決できない問題や,業 界 の中だけで解決すべ き

　　でない問題 もあ る。企業間格差 の拡大,系 列化の進行 とい った直接;間 接 を

　　問わず,産 業構造にまでイ ンパ ク トを与 えるよ うな問題 については,業 界団

　　体の中では解決 してゆける課題 ではない。 また産業全体 としての ネ ッ トワー

　　クのあるべき姿,国 家 レベルでの効率的 なネ ッ トワーク構築 を考 えて行 くに

　　は,国 や中立的 な第三者機関の介在が 不可欠である。
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(2)業 界団体の果 たすべ き役割

　　業 界共同ネ ッ トワークの構築 を図る うえでの課題 として,ア ンケ ー トでは

　半数 以上が,　 「業界内での コンセ ンサ スが得 られに くい」 ことを挙げている。

　 この第一の原因は コ ンセ ンサ スを得 るための 「場」がないことである と考 え

　 られ るが,そ の機能を業界団体に求めるとす れば,業 界団体はその中で,ど

　の様 な役割 を果た して行けば 良いのであろ うか。

　①　標準化の と りま とめ

　　　業界 と してネ ッ トワークを考 えてい く上で,ビ ジネス ・プロ トコルの統

　　一,標 準化は避 けるわけには行かないが,そ こで問題 になるのが業界内各

　　企業 毎に持 っている各 システム との整合性 であ る。各社 とも,少 しで も自

　　社の稼動中の システムと整合性の とれる形 に標準化の方 向を持 っていこ う

　　 とす るため,そ こに調整すべ き要素がある。将来 を見据 えた形 で,業 界 と

　　 しての最適な ところに標準化の方向 を定 め,効 率的 なネットワーク・システ

　　 ムを稼動 させ る とともに既発 システ ムに対 して適切 なフォローを業界団体

　　 が行 うべ きである。

　② 　システム投資 の分担

　　　業界共同のセ ンターを設立 した り,VAN業 者 を採用 した りす る場合 に

　　 は,開 発のための コス ト並び に運用のための費用 がかかる。 また人材の投

　　資 も必要であるQこ れ らの負担 をネ ッ トワークへ の参加者に求めることに

　　 なるが,参 加各社の同意 のも と,一 定 の分担ル ールをつ く り上げ るの も業

　　界 団体が果すべ き役割の1つ であ る。

　③　効率的なネ ッ トワークづ くり

　　　本来が,互 いに競争 的立場 にあ る企業 同志が,効 率的な情報 ネ ッ トワー

　　 クの構築 とい う目標 をもって協力 し合 うのであるか ら,あ らゆる面で,利

　　害 関係の不一致 が生 じるであろ う。 ネ ッ トワークづ くりにおいて も,業 界

　　 団体が十分注意 を払い,構 成員それぞれに納得のゆ くシステ ムとなるよ う

　　常 に軌道 を確認 して行 くべ きである。

　 ④　他業界 との窓 口

　　　産業間 ネ ッ トワークが,業 界対業界の ネットワーク・システムとして効率

　　 よ く稼動 して行 くためには,互 いの業界に とって メ リッ トがある事が大 前
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　　提である。 自業界の意見を とりまとめ,業 界 の メ リットを獲得するために

　　相手業界 と折衝す る事 も,業 界団体が果す事 を期待 されてい る大きな役割

　　である。 これ には第三 者機関の調整が必要 となろ うが,各 業界団体 として

　　 も相手業界の選別,ネ ッ トワークに乗せ るべ き情報の選 択,相 手業界 との

　　間のビジネス ・プロ トコルの標準化な ど,業 界 で クローズす る共 同システム

　　では見 られなか った幾 多の問題が次々 と発生 して くるため,新 たな対応を

　　迫 られ るであろ う。

　　 これ まで多 くの業界団体は,ネ ットワーク化 のための調整機能 を持つこと

　な どを期待 され るこ とはなか ったが,今 後 ネ ッ トワーク化の進展 に伴 って,

　各業 界の中 にあ って,傘 下の各企業の意識 を高め,産 業間 ネ ッ トワーク ・シ

　ス テム構築へ 向け て業界内の環境 を整備す るとともに,指 導的立場 に立 って

　業 界 を リー ドしてゆ くこ とが期待 され る。

(3)外 部機関の果たすべ き役割

　　業界内の問題の多 くは業界団体にその解決の場 を求めることができる。 し

　か しなが ら業界 間 レベルでの問題 な ど,第 三者機関 に委 ね られねばな らない

　 ケース も極めて多 くあ る。 これ ら両面か らの解決がな されない限 り,効 率的

　な産業間 ネ ッ トワークを展開 させ ることは考 えられず,そ の外部機関は常 に

　高 く広い視野に立 ち,全 盛業 間に効率の良い ネ ッ トワークが構築 され るよ う,

　パイ ロッ トとして機能 と調整機能が求め られ る。

　①　業界内で解決 できない問題の調整

　　　業界内での共 同処理 システムや ネ ッ トワー クが,資 金力,技 術力等の面

　　での強者 を中心 として構築が進む場合,中 小 企業な ど弱者の立場に立つ企

　　業は どうしても後 手に回 り,場 合によ っては共同 システムへの参加す ら断

　　念せ ざるを得な くな った り,逆 に メ リッ トもないのに共同 システムへの参

　　加 を余儀 な くされた りす る。このよ うな傾向が続けば強者 と弱者の間の情

　　報収集 能力に差異 を もた らし,ひ いては,企 業 の経営基盤の格差を増大 さ

　　せる。

　　　このよ うに,ネ ッ トワーク化 を通 じて,中 小企業が不当な圧迫 を受けた

　　り,不 当に系 列化 された りす る事 のないよ うに,業 界の外 にあ って中立的

　　に働 く機能が必要 であ る。
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②　 技術的 ・財政的支援機能

　　幾 つ もの産業界の中には,資 金,人 材,技 術 の各面 において,強 い力 を

　持つ業界 もあれば,非 常に弱い業界 もある。 また,業 界団体 が リー ドす る

　 として も十分な能 力を持つ ところは少 な く,技 術的 ・財政的援助は もとよ

　 り,人 材育成の ための教 育面や,益 々高度,高 速 化す る技術革新にキ ャッ

　 チア ップして行 くための情報提供な どの面で,強 力なバ ックア ップ機能が

　求 め られる。

③　新産業分 野の環境整備

　　技術革新が進み,ネ ットワーク化が展開 して行 くにつれて,情 報 を商品

　 とす る様 な ビジネスチ ャンスが益 々増 えて くる。 それによ って従来の産業

　 の概念 だけで産業界 を分類 しネ ッ トワーク化を指導 してい く事が難 しくな

　 って くるであろ うし,こ れ らの新事業の芽 を摘む事な く健全に育成す るた

　 め にも法 制度 をは じめいろい ろな面で環境 を整 えて行 く機 能が必要である。

④　 セキ ュ リテ ィ確保

　　 ネ ッ トワーク化が進み,よ り高度で機密性の高い情報がそのネ ッ トワー

　 クの中 を飛びか うよ うになるにつれ,産 業活動がネ ッ トワークに依存す る

　 度合いが高ま り,セ キ ュ リテ ィ確保 も重要 なテ ーマ とな って くる。

　　 自己防衛手段 として,業 界 内でもむろん対策は立 て られ るべきであ るが

　 限界が ある。全産業的規模 で安全対策基準 を設定 し,障 害時対策 を講 じる

　 と共 に,情 報の盗用等 に対す る法制度面か らの検討する機能 も必要 である。

　 産業間 ネ ッ トワーク化 に伴い発生す る諸問題は,基 本 的には業 界内部で解

　 消す べ きものであるが,そ れ らを無理 な く解決 に導 くための触媒 として,

　 また全産業をにらんだ形でのネットワー ク化の オル ガナイザ ーとして,中 立

　 的第三者機関 の設 置は,今 後欠 くことができないであろ う。

　情報化社会の進展 と共 にネ ッ トワーク化の要請が高 まるにつれて,従 来 ど

お りの方法 でネ ッ トワークを展開 して行 ったのでは,い ずれ破綻 を来たす事

は 目に見 えてい る。 またこれ まで述べて来た ような問題は一朝一夕に解決 さ

れるべ き ものではない事 を鑑み れば,た くさんの問題が噴出 し始めてか ら対

策を練 っていたのでは よ り多 くの問題 をさらに積み重ね ることになる。

◆
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　情報化 のニーズが高い業界や技術的 に進 んでいる業界では,既 に何 らかの

手を打 ち始めてい る。未着手の業界 に とっても遅かれ早かれ対応が必要 とな

る事は 明らか である。業界 として,産 業間ネ ッ トワーク化 に早期か ら取 り組

んで行か なければ,い ざとな って立 ち遅れる事にな り,他 業界の後塵 を拝す

る羽 目に陥る事 にもなろ う。そのためにも各企業の自覚は無論,業 界 として

早急 に体制を整 えて行 く必要がある。

　一方,各 業 界が独 自のば らば らの方 向にネ ットワーク化を進 めて行 けば,

や は り トータル的な ネッ トワークとして意味を成 さなくな る恐れ があるため,

産業政策 レベルの指導の重要性 が益 々高ま って くるであろ う。

4.4　 法制面か らの課題

　　情 報 処 理 及 び 通 信 技 術 の急 速 な進 展 を背 景 と した高 度 情報 化社 会 へ の

流れの なか で,公 共的分野を含む経済社会の幅広い分野でオ ンライ ン情報処理

　システムが導入 され,ま た,そ の相互接続等 による全国的かつ多層的 なネ ッ ト

　ワーク形成が進 展 している。

　　そ うした状況下において,今 日の コ ンピュータの発達 を予想 して作 られてい

ない現行の法制の枠 をはみ 出す諸問題が,各 種ネ ッ トワーク ・システムで生 じ

てきている。 ネ ッ トワー クを通 じての物流 ・南流 ・金 流 及び 情 報 流 通 の 円滑

化のた め,さ らには健全 なネ ッ トワーク形 成のため,制 度面及び解釈面か らの

早急 な法制の整備が望 まれ る。

　　以下 では,先 ず ネ ッ トワーク ・システムの特性及び ニューメデ ィアの利用上

か らの法 的問題点 を概括 し,次 に各分 野(企 業,家 庭,行 政機 関)に おける具

体的 な法的諸 問題,最 後 に健全な ネ ッ トワーク形成のための法的な基盤 整備に

ついて述 べる。

4.4.1　 情 報 化 の 進展 と法制

　 　 　現 在,わ が 国 では高 度 情報 化社 会 に 向け て,個 人,家 庭,企 業,行 政 機 関

　 　等 の あ らゆ る分 野 での ネ ッ トワー ク化,そ れ に伴 う情報 シス テ ムの 構 築 が 進

　 　ん で い る。

　 　 　今年4月1日 か ら,電 気 通信 事 業 法 が 改正 とな り,ネ ッ トワ ー ク化 は さ ら
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に進 展 して い くもの と思 われ るが,ネ ッ トワ ー ク ・シ ステ ムの 特性,あ るい

は ネ ッ トワ ー クを 介 しての各 種 ニ ュー メ デ ィアの 利用 にお い て,解 決 され な

け れ ば な らない 種 々の法 的 諸問 題 が あ る。

(1)ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ムの特 性 と法 制

　 　 ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ムの もつ 主 な特性 と して,拘 束 性 と社 会 的 重 要性

　 が 挙 げ られ るが,ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ムが拡 大 してい くにつれ て,そ の

　 特 性 も増幅 して い く。

　 ① ネ ッ トワ ー ク ・シ ステ ムの拘 束 性 　 　 　 　 　　 、

　 　 　 一 旦,ネ ッ トワ ー ク ・シ ス テ ムに 参加 す る と,接 続 相 手 が あ る こ と も

　 　 あ り,勝 手 に離脱 す る こ とが 難 し くな る。 また離 脱 して,別 の ネ ッ トワ

　 　 ー ク ・シス テ ムを利 用 す る場 合,仕 様 が異 な って いれぼ,新 た な端 末機

　 　 や ソ フ トウ ェ アの 用意 等 の 余 分 な 投 資 が必 要 とな る。

　 　 　 こ う した ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ムの拘 束性 か ら,取 引の 強 要 等 の問 題

　 　 が 生 じ,法 的 側面 か らの,ネ ッ トワ ー ク ・シス テ ム提供 者 の指 導,ユ ー

　 　 ザ 保 護 等 を検 討 して い く必 要 が あ る。

　 ② ネ ッ トワー ク ・シ ステ ムの 社 会 的 重要 性

　 　 　 ネ ッ トワー クが拡大 し,利 用 者 が増 大 して い くにつれ て,そ の社 会 的

　 　 重 要 性 も増 大 してい く。

　 　 　 今 後,ネ ッ トワ ーク化 の 進 展 に伴 い,金 融 取 引 に関す る デ ータ,企 業

　 　 の 受 発 注 等 の取 引 デ ータ あ るい は企 業秘 密 に類す る デ ータ,個 人 の プ ラ

　 　 イ バ シ ーに係 る デ ータ等 の 多 種 ・多 様 な デ ータが ネ ッ トワー クを通 して

　 　 流 通す る こ とに な り,電 子 処 理 にお け る取 引行 為,プ ライ バ シ ーの保 護

　 　 等 の法 的 な見 直 し,整 備 が 必 要 とな ろ う。

(2)ニ ュ ーメ デ ィア の利 用 と法 制

　 　 双 方 向CATV,ビ デオ テ ッ クス等 の 各種 ニ ュー メデ ィ アは,今 後,高

　 度情 報 化 社 会 を実 現 して い く上 で,高 度 な ネ ッ トワ ー ク及 び情 報 シ ス テ ム

　 構 築 の た めの重 要 な ツ ール とな る であ ろ う。

　 　 しか し,現 行 の 諸法 律 が ニ ュ ー メデ ィア を利 用 した電 子 処 理 に よる情 報

　 流 通 を前 提 と して作 られ て お らず,ニ ュー メデ ィアの利 用 とい う側面 か ら,

　 各 種 業法 等 の広 範 囲 な見 直 しを図 って い く必 要 が あ る。
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4.4.2　 各分野での法的諸問題

　　　ネ ッ トワーク化,あ るいは情報化の進展 は,産 業界 にとどま らず,社 会全

　　般 に大 きなイ ンパ ク トを与 えてい くことにな り,同 様 に法 制度へ も大 きな イ

　　ンパ ク トを与 えてい くことにな り,そ の見直 しを迫 られ るであろ う。

　　　ここでは,企 業,家 庭,行 政機関 と大 き く分類 し,そ の法的諸問題の具体

　 例 を示す。

　 (1)企 業 における法的諸問題

　　　 各企業 でのネ ッ トワーク化,あ るいは ニューメディア等の利用による情

　　 報化はすす んでお り,す でに実用化 してい るところ もかな りある。

　　　 今後,企 業内 ネ ッ トワークの構築か ら,企 業 内ネ ッ トワークへ と拡大 し

　　　てい くであろ うが,企 業 におけるネ ッ トワーク化,情 報化は,企 業内の労

　　 務問題等,企 業間の競争秩序,取 引行為等において,種 々の法的諸問題を

　　 発生 させ る。

　　　　また,企 業経営を通 して,消 費者 を含む社会全般 に大 きな影 響を与 える

　　　ことに もなるであろ う。

　　 ①　企業内へ の影響

　　　　 高度情報化社会では,就 業構造の変化,就 労形態 の多様化等を引き起

　　　 こす ことが予想 され,企 業内では,従 業員管理等の種 々の法的諸問題が

　　　 生 じて くる。

　　　　 た とえば,最 近話題にな ってい る在宅勤務 では,在 宅勤務者を従業員

　　　 としての 「雇用」か,業 務委託 としての 「請負」 として位置づ けるかで

　　　 問題は異 な って くるが,労 働時間の算定,賃 金の支払い等 で種 々の法 的

　　　 諸問題が生 じて くる。

　　　　 このよ うな,職 務内容の変化等 に適切に対処するため には,職 業訓練

　　　 の強化,労 働関係制度の見 直 し等,新 しい時代に対応 した労働法規 につ

　　　 いて,企 業内での対応だけではな く,行 政に よる整備が必要 とな るであ

　　　 ろ う。

　　 ②　競争秩序 に与 える影響

　　　　 公正取引委員会 では,情 報 を介 した企業 間のネ ッ トワーク化は,各 産

　　　 業 におけ る企業活動や市場構造等,市 場の競争条件 に大 きな影響 を与 え
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　る とい う観点か ら,昭 和59年5月,「 情報化 の進展が競争秩序に与 え

　る影響に関す る調査一企業 間データ通信 システムを中心 として」 とい う

　報告書 をまとめてい る。

　　この報告書では,今 後の競争政策上の課題 として,① 情報通信産業 に

　おける公正か つ 自由な競争の推進,② 競争政策 上の幣害の除去及び防止

　を指摘 してい る。 この ような情報 とい うものの独 占が競争政策 との関係

　 でどうなるのか とい うことも,現 状では問題 はないよ うであるが,今 後

　の検討課題 であろ う。

　　例 えば,最 近,VANやPOS等 のネ ッ トワーク・システムが進展 し

　てい るが,今 後,こ れ らの情報ネ ッ トワーク形成のなかで,販 売情報の

　独 占 ・不正入手,中 小 ・下請業者 との取引 における不公平等の弊害が生

　 じることも予想され,法 制面か らの規制 も必要 となろ う。

③　取 引行為 に及ぼす影響

　　今後,電 子処理 に よる取引行為 が急増 してい くであろ うが,解 決 され

　なければ な らない種 々の法的諸問題がある。

　　電子処理 による取 引において,ど の時点,ど の行為 を もって取引完了

　 とするのか,コ ンピュータを利用 した取引行為の法的 根拠 をど う考 える

　のか,ま た事故や犯罪等 における損害責任 は誰 が負 うのか等の新 しいル

　 ール作 りを行 う必要 があろ う。

　　た とえば,ネ ッ トワーク化の進 んでい る金融機関では,電 子処理 にお

　 ける新 しい取引形態 に対 して,現 行の現金,手 形 ・小切手を念頭におい

　た法制の枠 内で対応 で きるのか,あ るいは アメ リカのEFT法(Elect-

　 ronic　Fund　Transfer　 Act～ 電子資金振替法)に み られ るような立法に

　 よる解決 を図 るのが望 ましいのか等,法 制面の整備,新 しい決済制度に

　適合 したル ール策定 とい った制度論 と解釈論 の両面か らの法的検討が課

　題 とな っている。

　　 なお.EFT法 は,ア メ リカにおいて,銀 行のテラ ーマシ ンや 自動振

　込及び 自動振替 ならび にPOS等 に よる電子送金 ・振替取引(Electro-

　 nicFund　 Transfer)に おけ る消費者の保護 を図るため に,1978年 の

　 金融機関規制及び金利規制 法の一部 と して制定 されたものである。
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(2)家 庭 に お け る法 的 諸 問 題

　 　企 業 内,あ るい は企 業 間 ネ ッ トワー クの拡 大 に伴 う家庭 へ の波 及,ま た

　 通 産 省 の ニ ュ ーメデ ィア ・コ ミュニ テ ィ構 想,郵 政 省 の テ レ トピア構想 等

　 の 地 域 ネ ッ トワー ク化 の進 展 は,家 庭 に も大 きな影 響 を及ぼ す こ とにな り,

　 消費者 保 護 等 か らの法 的 整 備 が必 要 とな ろ う。

　 　 現 在,双 方 向CATV,キ ャ プテ ン ・シス テ ム等 を利 用 した ホ 一一ム ・シ

　 ョ ッピ ング,ホ ーム ・バ ンキ ング等 の 各種 シ ス テムが 試 行,あ るい は 実施

　 され て お り,そ れ らの各 種 シス テ ムで の 法的 諸 問題 を例 示 し,そ の 一 覧 表

　 を後 掲(表4.4-1)す る。

　 ① ホ ーム ・シ ョ ッピ ン グ

　 　 　 ホ ーム ・シ ョ ッピ ン グ とは,キ ャ プテ ン,VRS,あ るい はCATV

　 　 とい った情 報 シス テ ム を介 して,家 庭 にい なが らに して商 品 の売 買が で

　 　 きる シス テ ムで あ る。

　 　 　 こ の シ ス テ ムは,基 本 的 には,従 来か ら行 われ てい る電 話 を利 用 した

　 　 カ タ ログ ・シ ョッ ピ ング と同様 であ るが,高 度 な情 報 通 信 シス テ ムを利

　 　用 して い るだ け に,新 しい法 的 諸 問題 が 生 じる。

　 　 　た と えば,契 約 成 立 時点 を ど う捉 えるの か,ま た,無 店 舗 販 売 で あ る

　 　た め,店 舗 を前提 と してい る米,薬,た ば こ等 の特 定 商 品 につ い て は,

　 　そ れ ぞれ の法 に抵 触 す る恐れ が あ る。 さ らには,大 型 小 売店 が サ ー ビス

　 　 を行 う場 合 には,大 店 法(大 型 小 売 店 にお け る小 売 業 の 事 業 活 動 の調 整

　 　に関 す る法 律)に も関 連 して くる。

　② ホ ーム ・バ ンキ ング

　 　 　ホ ーム ・バ ンキ ング とは,家 庭 の端 末機(CATV,キ ャ プテ ン等)

　 　 と銀 行 の コ ンピュ ー タ を結 び,資 金 振 替 等 を行 うシス テ ムで あ る。

　 　 　現 状 で は,電 話(ペ イ ・バ イ ・ホ ンサ ー ビス),キ ャ プテ ン端 末 での

　 　資 金 振替 しか 認 め られ てお らず,ま た 振替 範 囲 も同一 銀 行 内 ・同一 名義

　 　人 間 との制 約 もあ り,ホ ーム ・シ ョ ッ ピン グと連 動 させ た資 金振 替 等 に

　 　は,銀 行 行 政上 の制 約 が あ る。

　 　 　しか し,キ ャ プテ ン ・シス テ ム にお いて は,今 年3月 よ り,三 鷹 ・武

　 蔵 野 地 域 で のINS実 験 では,他 行 ・他 名義 間の 資 金振 替 が 認 め られ て
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　お り,パ ソコン等の利用 メディアの拡大 と併せて,銀 行行政 上の規制は

　緩和 され てい くであろ う。

　　ただ,日 曜 日 ・夜 間等におけるサ ービス提供 については,銀 行法上の

　問題であ り,困 難性 を伴 う。

　　また,電 子処理におけるシステム・エラー時,あ るいは システムの悪用

　 に対 しては,消 費者保護等の観点か らEFT法 が注 目されている。

　　例ぼ,EFT法 では,　EFTカ ー ド等の盗難 ・紛失 等の通知を怠 った

　場合の不正使用 による損害金の分担 として,以 下のよ うに定めてい る。

　　 イ　 盗 難 ・紛失の発見後2営 業 日終 了前 に発生 した無権限振替につい

　　　 ては,50ド ル までは顧客が負担 し,こ れ を超 える損害は銀行が負

　　　 担。

　　 ロ　 2営 業 日終了後であ って,か つ定期受払報告書の交付後60日 経

　　　 過前に発生 した無権限振替については,450ド ル までは顧客が負

　　　 損 し,こ れを超 える損害は銀行 が負担。

　　ハ　 60日 経過後に発生 した無権限振替 に限 っては,銀 行は一切 負担

　　　 しない。

③ ホ ーム ・デ ィーリング

　　 ホーム ・デ ィーリングとは,株 式,債 券,各 種 フ ァン ド等の最新情報

　 を証券会社や銀行の店舗 に出向かず,家 庭 の端末機か ら リアル タイムに

　入手でき,そ の情報 を もとに家庭 にいなが らに して売買取引 を可能 にす

　 るシステムである。

　　現行 の証券取引法では,4日 目決済 とい う制約があ り,リ アル タイム

　 での売買はできない。 また,ホ ーム ・バ ンキ ングと同様,シ ステム・エラ

　 ーに よる損害,あ るいは利用者以外の ものが システムを悪用 し,払 戻 し

　や資金振替 を行 う可能性があ り,消 費者保 護上の問題か ら,EFT法 が

　注 目され てい る。

④ ホ ーム ・リザベ ーション

　　ホ ーム ・リザベ ーシ ョンとは,航 空,国 鉄等 の各種交通機関の座席予

　約,ホ テル ・旅館等の宿泊施設の予約,映 画 ・演劇 ・音楽等の各種催 し

　物の入場券の予約,そ の他各種情報 による予約 手続が家庭 にいなが らに
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　 して行 えるシステムであ る。

　　 この システムは,無 店舗販売 であるため,店 舗で クーポ ンを発 行す る

　 ことを前提 と してい る旅行業法 に抵触す る恐れがある。

⑤ ホ ーム ・セキ ュ リティ

　　 ホ ーム ・セキ ュ リティとは,家 庭 にセ ンサ ー等 を設置 し,ネ ッ トワー

　 クを通 じて,火 災 ・ガス漏れ,泥 棒の侵入等が感知 された議会 に自動機

　器が作動 した り,警 備会社等 に通報がい くことによ って,家 庭の安全 を

　確保す る システムである。

　　現在,公 衆回線等 を使 ったサ ービス提供がすでに行われ てい るが,自

　治体 によ っては,セ ンターが火災 を感知 して も直接 消防署へ連絡す るこ

　 とが許 されず,ま た警備業者 による現場確認 を必要 とす る消防法上の問

　題 もある。

　　 また,シ ステム ・エラ ーの際の損害 をどうするか とい う損害賠償責任

　の問題 もある。

⑥ ホ ーム ・メディカル

　　 ホ ーム ・メディカル とは,双 方 向CATV等 を用いて,病 院等の医療

　機 関 と家庭 を結 び,家 庭 にいなが ら,画 面を通 して医師等 と応答 し,診

　療 してもらった り,健 康 相談 を行 うシステムであ る。

　　 この システムでは,双 方 向CATV等 による診療 が医師法上 の診療行

　為 とされ るのか,ま た処方箋を フ ァクシ ミリ等で送 った場合の処方箋の

　有効性等の医師法上の問題が生 じて くる。
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表4.4-1　 家庭 に お け る各 シ ステ ムの法 的 諸 問 題(例)

シ ステ ム名 項　　　目 内　　　　　　 容 関 連 法 令 等

F

・大規模小売店舗の閉店時刻は原 ・大規模小売店における小売業の

則 と して午後6時 と され て お り, 事業活動の調整に関する法律～

大規 模小 売 店 が ホ ーム ・シ ョッ 第9条
営　業　時　間

ビング サ ー ビス を提 供 しよ うと ・同法 施行 規 則 ～ 第10条

した場合,制 約を受ける可能性 (閉 店時刻及び休業 日数)

が あ る。

・現状 では,契 約 の成 立期 をい つ ・民 法 ～第526条6項

ホ
とするか明確にされておらず,

解約する場合や保証期間内の品

(意 志の実現による契約の成立)

|
質保証請求を行う場合において

消費者が不利益を被る可能性が

ム
契 約 の成 立 ・

あ る。

・ク ー リンケ ー オフ制 度の 適用 を ・割賦 販 売法 ～第4条 の3

シ
解約 考える場合.現 行法では運用開

始は利用者への書面による告知
(契 約の申し込み撤回等)

ヨ
が な され た時 か ら と され て お り,

画面 表 示 が告 知 とみ な され るか

ツ
ど うか の 問題 が あ る。

・送 られ て きた商品 が 画面 で見 た ・民 法 ～第541条

ピ
ものと異なっていた場合等にお

ける契約の解消や申し込みの撤
　(遅 滞履行による解除権)
・割賦販売法～第4条 の3

ン
　
　

グ

同等が明確になっていないと消

費者が不利益を被る可能性があ

る。

(契 約の申し込みの撤回等)

・品 目 に よ っ て は.ホ ー ム ・シ ョ ・薬 事 法 ～ 第37条

ッ ピング の よ うな 無 店舗販 売が (販 売方法等の制限)

販 売 品 目 ・方法 で きな い もの も あ る。 た とえば. ・たば こ専 売法 ～第30条

医薬品やたばこは店舗による販 (指 定の申請)

売 が原 則 と されて い る。

・米 の販 売 区域 は,販 売店 所在 地 ・食 糧管 理 法 ～ 第8条 の3

の隣接市区町村までと決められ (米 穀の卸売 ・小売業者の許
て お り,広 域 シス テ ムの場 合 は 可)

販 売品 目 ・方 法 問 題 が あ る。
・広 告 そ の他 の 表 示 に関 して,誇 ・訪 問販 売等 に関 す る法 律 ～

大広告等がなされる可能性があ 第8条(広 告規制)

し り,消 費 者保 護 上 問題 とな る可

能 性 があ る。
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5

シ ステ ム名 項　　　目 内　　　　　　　容 関 連 法 令 等

ホ

'

・商品 購入 と代金 支 払が 同 時 に行

われ る と,商 品が 送付 されな か

・民 法 ～第533条

　(商 品 の引 渡 しと代金 支払 い
1 ・った り

,申 込 を撤 回す る場 合等, の同時履行)
ム 消費者が不利益を被る可能性が
● 代　金　支　払 あ る 。

シ
・支払 い を割 賦 で行 う場 合,商 品 ・割 賦販 売法 ～ 第30条 の4

ヨ　

　
ツ

に問 題が あ った時 にお い て.消

費 者 が 不利 益を 被 る可 能性 が あ

る。

(割 賦購入あっせん業者に対

する抗弁)

ピ

ン ・電 子 処理 で行 われ る ため.取 引 ・民事訴訟法および刑事訴訟法

グ 取　引　証　拠 証 拠 を め ぐ って.紛 争 が生 じる の証拠法則

可能 性が あ る。　 　 　 　 '
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 x

・日曜 日や夜 間で の代 金 支払 や 残 ・銀 行 法 ～ 第15条

営　業　時　間 高 照 会 等 の ホ ー ム'・バ ン キ ン グ (休 日及び営業時間)
サ ー ビスが受 け られ ない。

ホ
　
ー

・ホー ム ・シ ョッ ピ ングサ ー ビス

と連 動 させ た代 金支 払 い を行 う

・大 蔵 省通 達

ム
資　金　移　動 場 合,現 状 では,他 行 の他 人名

● 義口座への資金移動が禁止され
ノく て い る。

ン
　
キ

・人 為 的 あ るいは機 械 的 ミス等の

シ ステ ムエ ラー,ま た利 用 者以

・電 子 資金 振 替法(ア メ リカ)

～第906条

ン
　グ 損　害　補　償

外のものがシステムを悪用 し払

戻 しや資金移動を行った場合の

、

顧客の損害補償等,消 費者保護

上,問 題 とな る。

ホ

ー
ム 債　券　売　員

・債券 売 買 の注文 を行 って も.受

け渡 しを行 うの が,現 状 と同 じ

　4日 目で は即 時決 済 が行 え ず,

・証券 取 引 法 ～ 第82条

　(免 許 の 申請)
・受託 契 約 準則 ～第7条

タ サ ー ビス の向 上 にな らな い。

イ

ー

リ

ン 損　害　補　償

・ホー ム ・バ ンキ ング同 様,正 当

な利 用 者以 下 の もの に よ る操 作

・電子資金振替法

グ 等 の 問題 が ある。
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シス テ ム名 項　　　目 内　　　　　　　容 関 連 法 令 等

・旅行業法では,営 業所に旅行業 ・旅 行業 法 ～第11条 の3

ホ

ー 契　約　方　法

務取扱主任者を置き.顧 客に契

約内容を説明する等の店頭取引

を前提としており,切 符を予約

　(旅 行業 務 取扱 主任 者の選任)

・同法 ～第12条 の5

ム
で きて も一度 は 店 頭 に行か な け (取 引条件の説明)

・　

　

リ

シ れ ば な らな い。

ザ

ベ

ー

シ

ョ

代　金　支　払

・切 符 を受 け取 る前 に代 金を 支 払

　う場 合等,ホ ー ム ・シ ョッ ピン

グ と同様 に 消 費者 が 不利 益を 被

る可 能性 が あ る。

・民法 ～第533条

　 (商 品 の 引渡 しと代 金支払 い

の 同時 履行)

ン

取　引　証　拠
・電 子 処理 によ る取 引証 拠,本 人

確 認 の 問題 が あ る。

・民事訴訟法および刑事訴訟法

における証拠法則

・シ ス テ ム ・セ ンタ ーが火 災策 を ・消防 法 ～第18条

感知 しても,現 場確認がなけれ (消 防用施設濫用禁止等,消
ホ ば消防署等へ連絡できない場合 防信号等の使用禁止)
1 事 故の 確認 ・ が あ る。

ム 通知 ・地 方 自治体 に よ って は,セ ンタ

● 一が異 常 を感 知 して も,直 接消

セ 防署等への通報を許可 していな
キ い と ころが あ る。

ユ

り ・シ ス テ ム ・エ ラ ー 等 に お け る損 ・民 法 ～ 第415条

テ 害が生 じた場合の利用者への補 (損 害賠償責任)
イ 損　害　補　償 償,ま た事業者への過大な負担

となち ない よ うにす る制 度上 の

整備が必要。

・ニ ューメ デ ィア の技術 水 準 に も ・医師 法 ～第20条

ホ

ー

ム

よ る が,通 信 シス テ ムを通 して

は,適 切 な診断 はで きない。

(無 診察治療等の禁止)

■ ・医薬 品の適 正 な使 用 ・管理,適 ・医師 法 ～ 第22条

ご 診　断　行　為 正 な 医薬 を確保 す る こ とか ら, (処 方箋の交付義務)
プ

処 方箋 は コ ピー等 で行 われ ず, ・医師 法 施行 規則 ～第21条

; フ ァ クシ ミリ等 で送 付 され た処 (処 方箋の記載事項等)
ノレ 方箋の有効性についての問題が

あ る。
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(3)行 政機 関にお ける法的諸問題

　　国や地方 自治体での情報化に対す る関心は,政 策面で も,利 用面で も高

　 く,そ の影響は政治の基本理念 である民主主義の根本を も変 える可能性 を

　有 している。

　　 とくに地方 自治体 では,通 産省の ニューメディア ・コ ミュニティ構想,

　郵政 省の テ レ トピア構想等の国側か らの支援によ り,各 種 ニ ューメデ ィア

　を活用 した地域 ネ ッ トワーク化 をすすめてい る。

　　構築 してい る行政 に関するシステムとしては,CATVを 利用 した議会

　中継,行 政情報 データ ・パ ンク ・シス テム,在 宅投票 システム,世 論調査

　 システム,在 宅窓 口サ ービス等が挙げ られているが,そ れ らの システムの

　導 入 と運営 に要す る費用等の経費面のみの検討 だけでな く,法 的な諸問題

　の解決 も図 っていか なければ な らないであろ う。

　　例 えば,議 会中継 におけるCATV導 入地域 と非導入地域の議 員間の不

　公平の是正,在 宅投票 システム,世 論調査 システム,在 宅窓 口サ ービス等

　における秘密保持等が挙げ られ る。 さらには,在 宅 窓 口サ ー ビスに お い

　て,住 民票,印 鑑証 明書等の公証 力,本 人確法等が問題にな って くる。

　　また,地 方 自治体 において関心 が高ま っているもの に情報 公開制度が あ

　る。情報公開については,一 部の地域(埼 玉県の行政情報公 開 システム等)

　で,す でに実施 されてお り,政 府 において も,情 報提供の手続,窓 口の整

　備等がすすめ られている。

　　今後,地 方 自治体では,行 政情報 デ ータ ・パ ンクシステ ム等 に より,保

　有 している情報 を公開 してい くことになるのであろ うが,行 政 の効率性の

　確 保 及 び プ ライ バ シー の保護 との調整を図 りつつ,情 報公 開法 の制定 を

　含む幅広 い観点か らの情報公開の在 り方 につい ての検討を さらにすす めて

　い く必要があろ う。

4.4.5　 解決のためのアプ ローチ

　　 法制問題については,情 報化時代に対応 した横断的な取組みが必 要であ り,

　 規制緩和(デ ィレギュ レーシ ョン)の 方向で検討 されるべ きであ ろ う。

　　　また,情 報通信 システムが拡大 してい くにつ れて,そ の社会的依存 度は高

　　ま り,安 全性 と信頼性の確保が重 要な もの とな って くるであろ う。
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　 健全 な ネ ッ トワ ー ク形 成 の た め に は,信 頼 性 の あ るネ ッ トワー クの維 持,

ネ ッ トワ ー クを流れ る情報 の保 護 等 の 法 的 な基 盤 整備 を して い く必 要 が あ る。

(1)ネ ッ トワー クの信 頼 性 確保

　　 今後,産 業間 ネ ッ トワーク等の大規模 なネ ッ トワーク化が進展 してい く

　 であ ろ うが,反 面,シ ステム ・ダウ ンや人為的妨害等 によるシステムの一

　 部機能停止等は,ネ ッ トワークその ものへの影響 だけではな く,経 済社会

　 の活動 にも多大な影響 をもた らす。　 　　 　　 　　 　 `

　　 最近の事例 として,世 田谷の ケーブル火災における銀行 オ ンライ ン ・シ

　 ステムのス トップ,地 域住民へ の影響が挙げ られ る。 こうした問題につい

　 ては,す でに行政 では,シ ステ ムの安全性の確保,信 頼性の確 保のための

　 ガイ ドライ ンを示 してい るが,今 後の ネ ッ トワー ク化の発展動向を見極め

　 なが らの行政的措置 を一層拡充す る必要があろ う。 さらには,災 害時 にお

　 ける損害保障のための情報化保険制度 につ いて も再検討 してい く必要があ

　 るo

　 　 ま た,ネ ッ トワー クが拡 大 して い くにつ れ て,大 量 でか つ多 種 ・多様 な

　 情 報 が ネ ッ トワ ー クに 蓄積,あ るい は 流通 す る こ とに な り,'デ ー タ保 護,

　 機 密 保 護 の ため の 法的 な基 盤 整 備 が 必要 とな ろ う。

(2)　 プ ライバ シ ーの 保 護 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　,　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 "

　　高度情報化社会の基盤形成の重要 な課題 として,主 として消費者保護の

　観点か らの プライバ シーの保護がある。

　　高度情報化社 会の進展に伴 って,個 人の資産や信用に係る情報等がネ ッ

　 トワーク内に蓄積 され ることにな り,プ ライバシィーの侵害等が問題 にな っ

　て きてお り,プ ラィバシィーやデータ保護 に関す る早急な法対策が必要 とな

　 ってきてい る。

　　欧 米諸国では,プ ライバシィーに関す る保護法制をす でに整備 していると

　 ころ も多 く,OECDに よる「プライバシィー保護 と個人 デ ータの国際流通

　につ いての ガイ ドライ ン」の勧告等の対外的要請 もあ り,法 制度 を含む関

　係施策の確立 が急がれ る。
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表4.4-2　 各国の プライバ シィー保 護 に 関す る法 律 の概 要

規制等事項 内

.
容

規

制

対

象

領

域

　　　　　 ①.公 私両分野
デ　r　 タ　　 a　同一法
　　　　　　　b　公私個別法曹　理　者

　　　　　 ② 公的分野のみ

　　 　　　 ①　電子計算機によ る自動処理 デ.デ ー タ 　 一夕に限 る

処 理 形 態 ② ①のみな らず手作 業デ_タ も

　　 　　　 　 含む

人
　　①
格

　　②

自然人に限 る

法人 も含める

　　　　　　　 ① 許可制

　　　　　　　 ② 届出制
システム 設 置

　　　　　　　 ③ ①,② 併用.

　　　　　　　 ㊧ 規制なし

　　　　　　　　　 思想,信 条等特定の種類につ
　　　　　　　　 いての規制

　　　　　　　 ②　本人の同意がある場合,権 限データの収集 ・　　 を有する機関が行う場合等収集

　　　　　　 ・　 ・入力のための条件設定
入 力 の 制 限
　　　　　　　 ③　収集方法の制限

　　　　　　　 ④ 貯蔵期間の制限

デ ー タ 提 供 に

関 す る 規 制

① 原則本人の同意

② 原則目的外使用禁止

③　個別許可制

④ 行政機関の判断に委ねる

データの維持管

理 に関する規制

① 安全保 護措置の設定

② データの正確,安 全.最 新性
　の確保

システム公示 に

関 す る 規 制

個 人 の 権利 に

関 す る 規 定

① 完 全,公 開制

② 原 則,公 開性

① 閲覧請求権

② 訂正削除請求権

③ 　不服 申立の権利

ス

ウ

ェ

ー

デ

ン

○

○

ア

メ

リ

カ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

10

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ユ
ー

ジ

ー

ラ

ン
ド

○

○

○

〇

一

〇

〇

〇

〇

西

ド

イ

ツ

O

○

○

○

○

○

○

○

○

○

OlO

○

カ

ナ

ダ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

{

フ

ラ

ン

ス

○

○

○

○

○

○

○

O

O

O

O

デ

ン

マ

ー

ク

○

○

ノ

ル

ウ

ェ

ー

○

○

○

1
○

1
O

オ

ー

ス

ト

リ

ア

O

○

○

○

○

○

t
○

6

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

O

O

○

○

○

○

ル
ク

セ

ン
ブ

ル
グ

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

(注)　 上記国の他に,ア イスラン ド,

　 　　 が詳細は不明であ る。

イス ラエルおよびハ ンガ リーにおいてプライバシ ィ保護法が制定 されている

　 　　　 　　 　　 　　　 　　(「 コンピュータ白書」　(1982)に よる)
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(3)　ソフ トウェアの保護

　　 高度情報化社会 において,ソ フ トウェアの優劣 が,そ のまま システムの

　優劣につなが ってい くとい って も過言ではな く,そ の保護は重要な問題 と

　 な って くる。

　　 ソフ トウェア保護 のための立法措置 としては,文 化庁が現行著作権法の

　改正を,通 産省が工業所有権的視点に立 った法案を提案 して きたが,著 作

　権法の一部改正 とい うこ とで決着 してい る。

　　 いずれに して も,ソ フ トウェアの権利の 明確化,ユ ー ザ の保 護,あ る

　 いは国際的な動向を考慮 した法制度の整備が必要であろ う。

(4)犯 罪対策等

　　 情報化の進展 に伴い,ネ ッ トワークにおけ るコンピュータ犯罪 が増加 し

　 てい くと思われ,そ の防止,減 少 のための対策,法 整備が必要 になるであ

　 ろ う。

　　 また,コ ンピュータ ・システ ムのセキ ュ リテ ィ確保の有力な手段 として,

　 システ ム監査があるが,導 入企業は少な く,定 着化 と併せて,シ ステム監

　 査制度その ものを再検討 してみ る必要 もあろ う。
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4.5　 国際展開面か らの課題

4.5.1　 企業間 国際ネ ッ トワークの促進要 因

　　 企業間国際 ネ ッ トワークは,銀 行,商 社,航 空の各業界を中心 に進展 して

　 お り,今 後 さらに増加 してゆ くこ とが予想 され るが,そ の促進要因 としては

　 次のよ うな ものが挙げ られる。

　 ①　わが国におけ る企業活動 の国際化

　　　 わが国企業 の海外事業所は年 々増加 を続け てお り,例 えば ある大手商社

　　 では海外85か 国に140事 業所 を設置 し,日 に3万8千 通の メ ッセージ

　　 を流通 させ,全 ネ ッ トワーク回線の総 トータルは40万 ㎞に も達 してい る。

　　 また合弁事業・ ジ ・イン ト・ベ ンチ ャー等に よる企業の多国籍化 も着実に

　　 進ん でお り,資 源の乏 しいわが 国に とって,貿 易による海外 との情報流通

　　 の増加は避け られ ない方向 とな ってい る。

　　　 また,米 国を中心 とした多国籍企業 も日本 に上陸 し,活 発 な企業活動 を

　　 続けている。

　 ② 情報 ネ ッ トワーク技術 の発達

　　　 コンピュータ技術 と通信技術 の急速な技術 革新 と融合によ り,情 報の伝

　　 達 と処理 とを一体化す る高度なシステムが次 々 と出現 し,ま たVAN

　　　 (Value　 Added　 Network:付 加価値通信網)技 術の進歩に よって,異 企業

　　 間の異機 種 コ ンピュータ,個 別 ア プリケーシ ョン ・シス テム間を接続す る

　　 こ とが容易 とな った。

　 ③　国際 的な情報産業の出現

　　　 主 として米 国において国際情報 ネ ッ トワー クをベ ース とした情報 サ ービ

　　 ス業が誕生 し,急 成 長を遂げ'てい る。例 えばTYMNET,　 TELENET,

　　 GE-MARK皿 等の ネ ッ トワークが有名であ る。わが国 でもKDDの 提供

　　 す るVENUS-P　 (国 際公衆 デ ータ伝送 サ ー ビス)が あ り,こ の よ うな国

　　 際的情報網 とサ ービスが出現 している。 ・

　　　 また国家 とい う立場か ら企業間国際 ネ ッ トワークを考 えてみ ると,わ が

　　 国の経済 を活性化 し,あ る水準 の成長 を維持 し,貿 易摩擦 を回避 してい く

　　 ためには,高 度情報 化社会に順応 した形 での金流,商 流,物 流,情 報流 を

　　 活発化 して,企 業 活動を活性化 してい く必要 がある。 この ような国家 目標

　　 を実現 してい く手段 としては,ネ ッ トワーク化の推進が不可欠 であ り,特
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に貿易立国であるわが国の国際競争 力を維持 してい くため にも,企 業間の

国際 ネ ッ トワークは促進 されていか なければな らない。

4.5,2　 企業間国際ネ ッ トワークの制約要 因

　　　国際間の情報流通問題 を考 える場合 には,例 えそれが企業 間ネ ッ トワーク

　　であ った として も,経 済分野だけでな く,国 家 ・社会 ・文化 とい った分野 と

　　のつなが りを検討 しなければ な らない。最近はこれ らの問題 を総称 してrT

　　DF」 　(Transborder　 Data　 Flσw)と い う用語が使われている。　T　D　F問 題

　　は狭義の意味 で使われ る場合 と広義の意味の場合 があ り,狭 義 にはオ ンライ

　　 ン ・デ ータ処理 システムによる情報流通問題 を意味 し,広 義 には コ ンビュー

　　タに よるデータばか りでな くテキス トやイ メージ,音 声 な どの情報が総合的

　　に流通す る場合 を意味 してい る。技術革新が進むにつれ て,広 義のTDF定

　　義が一般化 してきたよ うであ る。TDF問 題は,具 体 的に次 に述べる ような

　　項 目が議論の対 象 とな り,各 国で調整 しなければな らない問題点 とな ってお

　　るo

　　　無論,国 際ネ ッ・トワークを推進 してい くには相手 国 との法制度,技 術 レベ

　　ルの相違,時 差な ど難 しい問題 はあるが,基 本的対応 としてはネ ッ トワー ク

　　の接続 に問題をきたす ことのない ように,国 際的標準化の動 向や この ような

　　法制化の動 きを踏 まえ,わ が 国 としての対応 を検討 してお く必要があ ろう。

　　(1)プ ライパ シィー ・データ保護

　　　　 プライバシィー,デ ータ保護 の問題は,1970年 代以降欧米諸 国において

　　　保護法制が検討 され始 めたが,国 情,伝 統,問 題意識 等に よ り規制対象,

　　　対 象デ ータの種類,保 護の基 本原則,法 の実施方法等につい て,種 々の異

　　　な る点 が見 られる。例 えば米 国ではプライバシィ一権 で個人 の知 る権利に重

　　　点を置 いてい るのに対 し,ヨ ーロッパではデ ータ保護 とい う立場 か ら法制

　　　化 されてお り,ま た個人 デ ータの保護 を対象 としている米国に対 し,ヨ ー

　　　 ロッパ では個人デ ータだけでな く法人 デ ータの保護 に も力を入れ ている。

　　　 このため米国の多国i籍企業 では,ヨ ーロッパにお ける活動が制限 され るの

　　　 では ないか との懸念 も出始 めている。 しか し情報流 通の不均衡 と米国への

　　　情報資源集中化 をなん とか避 けたい ヨーロッパ諸国 と,情 報流通 によ り国

　　　際 舞台における優位性 を保ちたい米 国 との思惑の違いが,こ の問題の中で
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　 議論 され話を複雑 に している とも言 えよう。一方国際機関 を通 じて各国間

　 の調整 も活発 に行われてお り,OECDで は1980年9月 に 「プライバシ

　 イ保護 と個人 デ ータの越境 データ流通に関するガイ ドライ ン」を採択 してい

　 る。

(2)国 内情報産業の振興

　　 情報産業は今後大幅な成長が見込 まれ,変 革する産業構造 の中で他産業

　 に大 きな波及効果 を与 える基幹産業 になるであろうと言わ れている。この

　 ような産業 を自国内に育成 できるか どうかは,将 来の経済発展 に もかかわ

　 るきわ めて重要な国家戦略 であ り,産 業政策で もある。 そのため各国 とも

　 国際情報流通 に関 しては,一 方的な入超,他 国への依存増 加等に関 して経

　 済的な規制 を強化す る傾 向にある。

　　例 えば 国際専用回線 の利用料 金制度 につい て,従 量制を導入 した り,国

　 際デ ータ流通に関 して関税 または付加料金 を課 した りして規制 を強 め,当

　該分野 の国内情報産業 を振興 してい こうとい う考 え方があ る。す でにフラ

　 ンスでは マデ ック報告 を受けて法制化,政 策化が進 め られてい る。 こ うし

　 た動 きに対 して米国は,そ れ らの制限は電気通信施設の使用 を統制 し,国

　 内市場 への参入 を規制するために考 えられ た関税,あ るいは非 関税障壁で

　 ある と主張 している。

(3)ネ ッ トワーク社会の脆弱性 克服

　　企業間国際 ネ ッ トワークの進展は,一 方で きわめて脆弱な国際関係を生

　み だす危険性 を蕾め てい る。 回線 ダウ ンの可能 性を考 えただけで も,ケ ー

　 ブル切断,盗 難,火 災事故 とい った アクシデ ン ト,ま たス トライキ等の人

　為的な原因も考 えられ る。 ネ ッ トワーク ・システムへ の依存度が増大すれ

.ば す るほ ど,シ ステムの障害が経 済社会活動 に重大な影響 を与 えることと

　 なる。

　　 また一 部の犯罪者等によるデータ破壊,盗 用等の コンピュータ犯罪の増

　加 も,大 きな制約要因 とい えよ う。

(4)国 家 主権 と伝統文化 の保全

　　 1国 の情報処理や データベ ース,ネ ッ トワークな どを外国に依存す ると,

　国内の情報処理産業 の育成が阻害 され るだけでな く,国 の安全保障や伝統

　文化等の国家の存立基盤 その ものが脅か され るとの懸念 が持たれ てい る。
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特 にフラ ンス,カ ナダ,ス ウェーデ ン及び発展途 上国において強い懸念 が

持たれてお り,例 えば フランスは1978年 のいわ ゆるノラ ・マ ンクレポ ー

トによって,　 「情報 は一種の権力であ り,経 済情報 は経済的価値 を有 し,

あ る種のデ ータを蓄積 処理す る能力は,そ の国に他 国を十 分に上回 る政治

的 ・技術的優位性を与 えることになろ う。 この ことは超国家的 なデータ流

通が次第に国家主権 を喪失 させ ることを意味す る」 と主張 してい る。
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